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蕊田中大臣を迎えて盛況であった午餐会

ぬ午餐会にて講演する小松左京氏
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▲原子力分野での国際協力の高まりを象徴する国際パネル討論（セッシ碧ン3）

蝿大会第鷺日の賑わうレセヅション

講演（日・英同時通訳）を聴く満員険
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岬本の肝力醗の譜謡講議する。・ネ、。論（セ。シ。ン、）

ぬ初の試みとして行われた各界代表者による討論会（セッション5）

野歓談する日米両国の原子力関係者
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岐路に立つ原子カー米国の見解

講　演 フランスの原子力政策



原産会長所信表明

日本原子力産業会議

　会長　有　澤　廣　巳

　　　　　　　　　　　　日本原子力産業会議第10回年次大会を開催するに当たり一言ご挨拶を申し

　　　　購．・撚．．．　⊥げます・、

　　　　　　　　　　　　ご来臨の方々、とくに宇野科学技術庁長官には政務ご多端の中をご臨席いた

　　　　　　　　　　　だき、また海外および国内から多数のご参加をいただきましたことはわが産業

　　　　　　　　　　　会議の大きな誇りであり、喜びであり、ここに厚く御礼申し上げます。
　　　　　　　　蟹
　　　　　　　　　　　　今日、人類がEi；大技術を駆使して核分裂エネルギーによる発電に初めて成功

し．てから4分の．1・世紀が経過いたしました。原産の統計によると、昨年末世界の原子力発電所は19力

国にわたって、186慕の原子炉で串950万kWが運転されており、さらに33力国で341基、3億

2100万kWが建設ならびに発注済となっています。リアクター・イヤーもすでに1500年を超え、

この間1件の面的事故の報告もありません。わが国においても原子力発電の規模は原子炉13基、743

万kWに達し、最近はその時間稼働率も電力会社とメーカーとの協力が実を結び、約70％に及んでいま

す。これらの事実は原子力発電がその技術的、社会的諸困難にかかわらず、安全に運転され、世界の各

国においてエネルギー供給におけるその地位を絶えず拡大．しつつあることを明示しているといえるであ

りましようQ

　ところで今日、世界のエネルギー供給の大宗である石油g将来に・？いて、最近内外の石油エコノミス

トの間に悲観的な見通しが高まってき．て、世界的な石油供給不足の時代が早まり、　耳980年代レ『嫡世

界的なエネルギー危機が到来するだろうと予測されています。これは一大警鐘であります。すでに1973

年の石油危機を経験した海外先進国においては、エネルギー消費の節約とともにエネルギー供給を石油

代替エネルギーとしての原子力、．石炭、天然ガス等の開発利用に切り替え、輸入石油を減少させるため、

それぞれの国情に合マたエネルギーの安定供血体制の確立を．急いでいます。IIEAもとくに石油消畢の

節約と代替エネルギーの生産増加に対して積極的な処置を採るよう加盟国に強く勧告しているのであり

ます。

　一・国の経済社会の安定した発展のためには、社会福祉、雇用、人口増加などを考えただけでも、妥当

な経済成長が必要であり、その成長に見合ったエネルギー供給の増加が必要であります。したが？てわ

れわれは19・80年代に備えて、代替エネルギーの開発とエネルギー消費の節約に直ちに真剣に取り組

まなければなりません。節約の効果が大きいことをわれわれは銘詑せねばならないことはもちろんです

が・国内資源に乏しく・輸入石油への依存が格段に大き恥わが国としては・各種の代替エネルギ｝の開

発を強力に進めなければなりません。．そしてその中でも代替エネルギーの本命がわが国においては原子

カエネルギ…であることは明白でありますqところが現状では原子力発電所建設計画は木幅に遅れでお

り、このまま推移すれば、わ声甲の当面の開発目標達成はますます困難となることが予見されています。

われわれの頭の中には原子力発電が遅れても、その間は石油輸入の増大によって賄うことができるとい

った惰性的な甘い考えが巣食っていて、それが国民のエネルギー問題に対する危機感を稀薄ならしめて
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います。これは国家の将来にとって危険千万のことですが、幸いに最近ようやく国ならびに民間に

おいてエネルギー対策を総合的に検討する場が整えられ、エネルギー総合政策を官民一体となって推進

する体制が準備されつつある～二とは、大変喜ばしいことと存じます。そしていかなる総合政策が打ち出

されるにしても、わが国では原子力発電の開発がその政策の主柱となることは避げられないと考えられ

ます。

　原子力開発を進めるには、それについてまず社会的合意を得ることが先決の問題ですが、原子力発電

の必要性を訴えるだけでは、開発に対する国民の理解は得られませんQ同時に、国民の原子力に対する

不安を取り除かなげればなりません。原子力に対する国畏の関心事は原子力行政、、安全性、環境に対す

る影響、再処理、廃棄物の処分などにあります。すでに第9回でも報告したように、温排水の影響につ

いては海洋生物環境研究所、工学的安全性の実証のためには原子力工学試験センターが設置され、さら

に昨年10月には低レベル放射性廃棄物の安全処分の中心機関として、原子力環境整備センターが発足

しました。また原子力規制の行政体制については原子力行政懇談会の報告に基づいて、原子力安全委員

会の設置および原子力規制行政の一貫化を含む法案が今国会に提出されております。これら一連の安全

性確保体制の整備によって従来の安全性研究と相まって、国民的合意を確立するための基礎固めが出来

回ったといえると思います。

　ところで、まだ時間的余裕はあるにしても、原子力発電の開発にともなって、最後に残されている最

大の問題があります。高レベル放射性廃棄物の処理処分の問題です。再処理工場から発生する高レベル

放射性廃棄物については現在発生国の責任で処分することが国際的な考え方となっており、先進国では

それぞれの国情に応じた地層処分の開発が進められています。わが国における廃棄物管理の方針につい

ては、本大会第2セッションの山本教授の講演で述べられますが、わが国でも日本の地層的に困難な中

での処理処分の方法について広く検討が行われています。

　各国がそれぞれの地理的、社会的諸条件の実情に即した方法で、高レベル放射性廃棄物処理処分対策を

講じることは当然でありますが、しかしこの間題は人類の将来に関与している問題であるだげに、もし

各国のアプローチの仕方において基本的な考え方に差異が生ずれば、それぞれの社会におけるアクセプ

’タンスにとって大きな反響を呼ぶことになりましょう。したがって高レベル放射性廃棄物の処理処分に

ついては、国際的に共通した考え方の下に実施されるべきであると思います。このため．たとえば

IAEAが中心となって国際的な検討の場をもち、各国が経験や技術を持ち寄って、高レベル放射性廃

棄物処理処分について国際的に一般的な招針を検討すべきでないかと考えます。私はこのことを皆さん

にアピールしたいと思います。

　このようにして放射性廃棄物処理処分までの稼燃料サイクルのバックエンドを完結することが、また

向時に原子力開発に対する国民の理解と協力を得る前提ともなっているのであります。

　わが国はウラン資源が皆無に等しい事情にあることもあって使用済燃料を再処理し、プルトニウムお

よび減損ウランをリサイクルする一連の核燃料サイクルの確立によって原子力開発利用のメリットを最

大限に活用する必要に迫られています。この観点からわが国ではウラン濃縮、再処理、プルトニウムの

有効利用について、それぞれの技術を産業技術として完成させることを目的として、遠心分離技術の開

発、試験的再処理工場の建設、プルトニウムの軽水炉利用、新型転換炉および高速増殖炉の開発など、

関連の技術開発を懸命に進めてきています。
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　わが国のエネルギー政策の根本から発するこのような核燃料サイクルの研究開発とその産業化への計

画的努力がなんらかの理由で中断されるようなことになれば、国民は原子力開発の意義に基本的な疑惑

を持つことになり、わが国のエネルギー政策の基本も崩れ去ることになりましょう。

　わが国の原子力開発利用はあくまでも軍事的利用を排し、平和利用のみを目的とする原子力基本法に基づい

て20年間にわたって進められてきました。またその原則に則り、1976年6月核兵器不拡散条約を

批准し、核防条約に伴う、IAEAとの保障措置協定も3月4日に調印しました。

　カーター米国大統領が核拡散防止対策に積極的に取り組もうとされていることは皆さんのご承知の通

りであります。大統領が核兵器の廃絶を究極の目的としで、そのために核拡散防止の厳しい主柱を打ち

出そうとしていることに対し、われわれもその趣旨に賛同し、それに協力を惜しむものではありません。

ただ、核拡散防止の国際的措置を強化しようとするために、原子力の平和的利用が犠牲になるようなこ

とがあっては国際的な合意は望めないのではないでしょうか。核拡散を防止するための規制と原子力平

和利用の発展は両立させなければなりません。この二つが両立できなければ、核保有国と非核保有圏は．

原子力の平和利用においてさえ不平等なものとなります。

　一方で、原子力平和利用を阻害することなく～他方で核拡散を有効に防止するための扇際雄核管理体

制は、諸種の問題が含まれていますが、私は国際的プルトニウム・センターを設立し、原則として各国

の原子力平和利用から発生するすべての余剰プルトニウムを国際管理下に置ぐことも一案でないかと

考えます。ともあれこの問題はIAEAの設立当初の原子力平和利用の原点に立ちかえり、核保有国も

非核保有国も相ともに協力、協調することが大切だと信じます。

　本章10回原産年次大会は、　「原子力発電時代の新しい展開をめざして」を基調として本日から3日

間にわたって行われます。セッションによって取り上げられる問題は異なっていても会議を通じて発表

されるご報告やご意見は原子力発電時代の新しい展開をめざして今後の開発のための総含的戦略の方向

づけに大きく寄与するものと信じます。

　今回の年次大会にも海外から多勢の参加者のご出席をえましたことは私どもを勇気づけるとともに私

どもの大きな喜びとするところであります。ここに厚く御礼申し上げます。ことに大会の講演者または

報告者としてご参加いただきましたIAEA事務総長補佐フィッシャー氏、OECD原子力機関事務局

次長ウイリアムズ氏、米国NRC委員ギリンスキー氏、米国国務省原子力担当補佐官シャインマン氏、米国原産副理

事長ラーーソン氏、仏原子力庁最高委員テヤック氏、同じく代表理事タランジェ氏、英国核燃料公社理事パック氏、

西独研究技術省核燃料サイクル担当官パイル氏、西独KEWA社筆頭取締役ツールケ氏、伊電力公社建設

本部長スペーり氏、ベルギー・ベルゴニュニクリア社取締役パンデンベムデン氏、これらの方々には本

大会を意義あらしめるために遠路おいで下さいましたことに対し心から御礼申し上げます。

　また最後になりましたが、会議における報告者や議長各位のご協力に対しましては深く御礼申し上げ

ますとともに、本大会開催の準備を進めていただきました東京芝浦電気株式会社会長玉置敬三氏を委員

長とする大会準備委員の各位に対して厚く御礼申し上げます。

　それでは皆さんの積極的なご参加により本大会が多くの成果を収めるよう念願して私の挨拶を終わり

ます。
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原子力委員長所感

国務大臣　科学技術庁長官

　原子力委員長宇野宗佑

　本日、’ここに日本原子力産業会議の第10回年次大会がかくも盛大に開催さ

れるに当たり、お祝いを申し⊥げるとともに、今後。わが国の原子力開発にっ

き、私の所感の一端を申し述べさせていただきたいと存じます。

　私は、昨年12月、科学技術庁長官、原子力委員長に就任いたしましたが、

爾来、原子力開発の重要性につき改めて強く認識するとともに、日夜、その推

進に努力して参っておるところであります。私といたしましては、昭和5黛年

度予算案の編成等を通じ、必要な施策の推進を図ることができたと存じておりますが、同時に、原子力

開発の前途には、多くの課題が山積していると痛感している次第でありますQ

　申し⊥げるまでもなく、エネルギーの安定供給の確保は、国民生活の安定のためにもつとも基本的課

題であります6皆様ご高承のとおり、わが国のエネルギーはその約75％を海外石油に依存しており、

同時にわが国の石油消費量は全世界の約10％にも達しておりますα石油資源の将来の見通しや、石油

供給をめぐる厳しい国際情勢を考慮いたしますと、・わが国といたし’ましては、なんとしても、この海外

石油依存の状況を脱却することが必要であります。

　そして、このためには、一方において国をあげて省資源、省エネルギーのための努力を傾注いたしま

すとともに、他方において原子力を中心とする新エネルギーの開発を進めることが必要であります。

　このような基本的な考え方に立って、政府ならびに関係産業界におきましては．その推進に努力して

いるところでありますが、現実の情勢の推移をみますと期待どおりの進展がみられず、・一昨年12月．

政府において策定した昭和60年度4900kWの目標の達成もきわめて困難であるとみられるに至ってお

ります。

　このため政府といたしましては、今後、原子力開発を実効性と斉合性のある計画の下に推進してゆく

ため、エネルギー政策の一環として、推進のための必要な方策の検討とあわせて長期計画を見直すこと

とし、先般、　r総合エネルギー対策推進会議」を発足させた次第であります。

　私といたしましては、この一員として、積極的に参画いたしますとともに、とくに原子力委員長とい

たしまして、原子力開発利用長期計画を改訂し、適切な推進方策の確立について特段の努力を致したい

と存じております。

　原子力開発の推進に当たっては、原子力の安全確保に万全を期すことが大前提であることは言うまで

もありません。とくにわが国の実情をみますと、国民の原子力の安全性に対する不安感を解消し、国争

の信頼を得ることが何よりも必要であります。

　政府といたしましては、このような見地から、昨年とりまとめられた「原子力行政懇談会」の意見に

そって、原子力行政体制の改革強化を図るため、原子力安全委員会の新設と、原子力安全規制行政の一

貫化を骨子とする関連法律の改正案を今国会に提出した次第であります。

一4一



　政府といたしましては、このような行政体制の改革強化にとどまらず、各般の施策を通して安全の確

保に万全を期し、国民の不安感．を解消し、円滑に原子力開発を進めるよう努力してまいる所存でありま

す。

　また、わが国の原子力開発を長期にわたり円滑に進めてゆくためには、核燃料サイクルを確立すると

ともに、新型動力炉、核舟底等の技術開発を進めることが不可欠であります。

　核燃料サイクルの確立につきましては、かねてから、再処理、廃棄物対策等を含めて体制の整備、技

術開発に力を注いでまいりましたが、昭和52年度におきましては、とくに、予算案の編成に当たり、

ウラン濃縮パイロットプラントの建設に着手することといたしますとともに、多年の懸案でありました

が民間再処理事業の途をひらくための原子炉等規制法の改正を今国会に提出することといたしました。

　このような核燃料サイクルの確立をめざすわが国の施策を推進する上で、国際的な核拡散防止強化の

見地からの国際情勢の動きはきわめて厳しいものがあると存じます。

　わが国といたしましては、原子力の平和利用に徹することを基本方針としており、国際的な核拡散防

止に協力することはいうまでもありません。昨年「核兵器の不拡散に関する条約」を批准し、さらに今

国会においてその実施のための協定の批准承認および関連法律の改正を提出いたしますのも、このよう

な考えに立つものであります。

　しかしながら、条約にも明らかなとおり、核拡散防止のための措置により、原子力の平和利用が妨げ

られてならないことはこれまたいうまでもないところであり、わが国の国情に合致した核燃料サイクル

の確立が、今後における国際的な動きによって阻害されることのないよう最大限の努力を傾注してまい

りたいと存じます。

　私といたしましては、このことは、ひとりわが国の社会経済の向上に寄与するだけでなく、世界経済

全体の安定的発展にも大きく貢献することと確信いたしております。

　最後に、原子力船開発につきまして一言申しのべたいと存じます。原子力船は、船舶の大型化、高速

化の趨勢に合致するものであるなど数多くの利点を有しており、海運国、造船国であるわが国としては、

エネルギー政策のみならず海運造船政策の面からも是非ともその開発を進めることが必要であります。

来たるべき原子力船時代に備え、わが国として技術の蓄積を図るためには、原子力第～船「むつ」の開

発を軌道に乗せなければなりません。

　このため政府といたしましては、日本原子力船開発事業団法の改正法律案を今国会に提出いたしてお

ります。また、現在、長崎県および佐世保市に対し、修理港受け入れを要請しており、「むつ」を佐世

保港に回航し、一刻も早く総点検、改修を行うため、地元の協力が得られるよう、努力を傾注いたして

おりますが、一方現在「むつ」の係留されている青森県およびむつ市に対しても．同様の地元の協力が

得られるよう鋭意努力いたしておるところであります。

　以上、今後の原子力開発推進の重要問題について述べて参りましたが、エネルギー政策、ことに原子

力政策は国民の理解と協力なしには進められないものであります。私といたしましては、原子力政策の

衝にあたるものとして、国民各位の有益なご意見に耳を傾け、これにお答えしつつ．原子力の円滑な開

発を図って参りたいと存じております。

　本大会におきましても、有識者の方々の活発な意見の交換、忌憧ない提言が行われますことを期待い

たしますとともに、貴重なご意見こ提言が、今後の原子力政策の指針として開花結実することを念願す
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る次第であります。

　終わりに、本大会關催のために努力された運営関係考のご苦労に敬意を表しますとともに、本大会が盛

況のうちに成功をおさめることを祈念申し⊥げ、私のご挨拶とさせていただきます。
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岐路に立つ原子カー一米国の見解

米宅原強力規制委員会委鰻

　　V。ギリンスキー

　　　　　　　　　瓢　　本大会の基調である“原子力発電時代の新しい展開をめざして”1は、原子力

竪ボ撚∴瓢ll∵∴∵∵∴
　　　　　　　　　　　て知られていなかったウランという物質を掘り出し、精製し、濃縮したうえで

　　　　　亀1野隠避顯鵬覧∴量ノ鷺讐卸瀦講長

剣に考えるべき段階にきたのであり俵す。すなわち換言すれば、使用済燃料の再処理を継続して新

燃料を得るべきか、あるいは核兵器転用に疑惑の持たれるプルトニウムに関して十分に満足のいく国際

取り決めが成立するまで再処理を延期すべきかの判断を下さなければならない時点にたちいたったのだと

いえるでしょう。

　皆さんもすでにご存じのとおりですが、プルトニウムが世界的規模で商用利用されるようになった場

合の危険にわれわれははたして対処できるのかという問題が起こっており、米国では現在までの原子力計

画をそのまま推進しつづけるのが賢明な策なのだろうかという疑問が生じて誇ります。このような懸念

は、1974年にその兆しがみえ、1976年末まで次第に深刻になり、10月28日のフォード大統

領による原子力政策声明で頂点に達しだのです。

　米国の商用プルトニウム再処理延期を表明しだこの大統領声明は世界各国の強い関心を呼び、日本の

反響は中でもとくに大きいもので肖りましだQこの点を考慮して、本日の私の講演は、原子力規制委員

会（NRC）の発言としてきた今までの年次大会講演とは趣を変え、幾分か公的立場を離れて、診話

しするつもりですQ従来はこの年次大会で、過去1年間のNRC活動の詳細を報告するのが普通であり

ましたが、今回は、10月の大統領声明にいたった背景と、同時に声明に深い関連がある二つの問題一

再処理と廃棄物管理一に対する米国の考え方に影響を与えつづけている出来事のいくつかについて、

その概念を述べだいと思いますQ

　昨年から始められた米国の原子力政策の総合的再評価作業は、カーター新政権に引き継がれて、現在

も精力的に行われて縢ります。この再評価作業の結果について云々するのは時期尚早であり、それにつ

いて見解を述べるのは行政府職員が適切であると思います。ここで私が、新政権で検討されている問題

の内容や最近の動向についての幾分かをお話しすることによって、その中から米国の見解や意図を汲み取

っていただけるのではないかと思います。

　背　　：景

　過去2年余りにわた？て、原子力関連の政府機構は、著しく改善されてきました。のみならず、

現在は、とりわけ原子力に対して深い関心を持つ大統領の新政権が出現しておりますQ原子力問題が高

度に専門化し、独自の措置が必要であるとされていた時代からの移行が1974年のAEC解体ととも
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に始まり、この移行が完了するのは、エネルギー省（Department　of　Energyつが内閣に新設さ

れπときでしょう。新エネルギ』省の構想たは、当然のことながら、NRCの規制活動を除く原子力開発が含

まれております。まだ、原子力の広範囲利用の結果として生じる国家安全保障の問題や、それに付随し

て諸外国に発生する可能性のある事態への政治的対策についても、新たな主張が行われることは明白で

ありますQそしてまた、これは断言してもよいと思いますが、新政権では、かつてのように原子力に関す

る国内的および国際的政策に於いて一部の技術的専門家グループの手にゆだねられることはもう起こり

得ないでしょうし、そのような特別の取り扱いをする時代は、完全に終わりを告げたのだといえるでし

ょう。

　おそらく、あまり諸外国では認識されていないと思いますが、わが国の議会内での変化は、米国㊨今後

の原子力政策にとって非常に重要な意味を持って語りますQかつては非常に排他的な⊥下両院合同原子

力委員会が単独で、原子力政策や立法に権限を持っていだのですが、現在では、エネルギア関係や外交

関係などの多くの委員会に権限が分散されています。

　このように、政府内部における原子力問題の担当責任の再編成は、公衆が原子力問題を検討し始め

だ時期とまさに一致し、政府は公衆の見解に影響を与えるとともに、逆に公衆からの影響も受けている

のです。1974年以来ゐ原子力．論争では、プルトニウムが他の問題より重視され、プルトニウムの今

後の利用から派生する可能性のある国内的あるいは国際的問題のすべてが論議の的となってまいりまし

た0

　1974年までは、全体として米国公衆は原子力の保障措置問題にはほとんど関心を払わなかったと

いえます。しかし、石油危機を経験してからは、公衆はエネルギー問題に敏感になり、1974年のイ

ンドの核実験によって、核兵器拡散とい’う昔の恐怖がよみがえったのでした。そしてさらに、プルトニ

ウムに関心を持つ国が世界的に増えて、原子力の商業利用開発を始めたばかりの国さえもが再処理施設の

所有を計画していると知るにおよんで、公衆の不安はますます高まってきたのです。ですから、プルト

ニウムの大規模な民間利用について、米国内でも海外諸国でも計画されて於り、しかもその計画が緊急

を要する問題であると知っだときの公衆の反応の．速さと大きさは、予想を超えるものでありました。公

衆とその政治的指導者たちは、原子力の再評価について、過去に行われπような希望的観測と誇大推定

による評価ではなく、現実に立脚した評価がなされることを強く要求して診りますQいわゆる原子力エ

ネルギー政策の．“専門家”たちは、インドの核実験を、不可避の事態であったとか、一時の気まぐれな

実験にすぎないなどという意見を公式見解として表明しているので、公衆からは懐疑的にみられるよう

になったのです。

　このような公衆の態度の変化は、議会にも、1976年の選挙運動にも、ホワイトハウスにも反映さ

れております。過去30年間になされた仮定の多くは、詳細に再検討されることになりましたQすなわ

ち、核兵器拡散を防止するための国際的取り決めの妥当性に疑問が生じ、まだ、放射性廃棄物の安全処

分に関する技術的解決は予想し斥ほど容易ではないということが分かってきたのであります。そして、

語そらくこの変化の中でももっとも：重要な点だと思えるのは、プルトニウム利用は原子力発電開発にむ

けるごく当然で合法的かっ望ましく、さらには不可欠である一という従来の考え方が再検討されたことです。そし

て“不可欠”であるという考えは、最高機関によって否認されました。かくて、知らないために起こりがちな無駄な

努力を注ぐ時代は1976年の大統領による原子力政策声明によって終止符が打たれたのであります。
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　原子力政策に関する10月駕明

　フォード大統領声明で事実上表明されたのは、急速か：つ本格的な原子力開発は、われわれを危険に導く

ものであるという考えであります。す家わち、世界各国が核爆発物質を蓄積する危険をはらんだ原子力

開発の一本道に、不用意にしかも必要以上にわれわれがこだわりつづけてきたのだと述べているのです。

つまり、総合的再評価を行い、まだ再処理の代替手段を検討して、米国のエネルギー問題の解決策とし

てプルトニウムを追求しても、それは世界に核兵器保有国を増やすことにならないというわが国の真意

を立証するために必要な期間だけ再処理を中止したとしても、わが国の原子力発電成長に支障を来すこ

とはない、と述べています。さらに大統領は結論として、“再処理は、それにともなう核拡散の危険を世

界各国が克服できるという確証が得られるまで延期するべきである”と言明しているのです。

　またこの声明は、一部の国々で、米国は原子力市場での有利な立場を守るためにプルトニウムの危険

や核拡散の論それについて“狼の遠吠え”をしているのだとする考えが広がり始めていることを考慮し

ていますQそしてギその種の疑盛を取り除くために米国は、国内的にも首尾～治した再処理政策をとる

べきであり、いかに米国が今蚕で再処理分野に莫大な投資を行ってきたとはいえ、外国における再処理

を断念さぜて、一方で米国自身が再処理計画を継続することはできない、とフォード大統領は強調しだ

のです。

　大統領はまだ、　“核拡散防止は経済性より優先させるべきである”と述べ、米国だけで核拡散という

危険を防ぐのは不可能であることを、全世界の国々に認識して貰いたいど説いて盛り価す。先進国がま

ず他の国々に対して模範を示すことが大切であることは、明らかなことです。

　増殖炉に関しては、世界的規模での商用利用が実現するのはまだ遠い将来のことであり、プ～レト斗ウ

ム燃料管理について何らかの国際的規則を設けるだけの時間的余裕は十分にあると、声明は指摘して煽

ります。

　研究開発の努力を怠って、再処理こそが廃棄物管理のための唯一の手段だと見なすことがないように

ERDAは、再処理を行う場合と行わない場合の両方について、使用済燃料の貯蔵と放射性廃棄物処分

の計画を進めて於ります。

　米国が再処理延期によって選択を将来に延ばしているのは、公衆の攻撃の矢面からとりあえず一時で

も逃れようとしているわけではありませんQそれはあらゆる面から熟考した結果の決定なのです。すな

わち、それによって原子力の将来に選択の余地を残し、国際社会は未完成な技術に対処するだめの貴重な

時間を稼ぐことができ、同時に軽水炉を基本とする発電システムに対して行ってきた莫大な投資を生か

すことになります。再処理延期の方針は、カーター大統領も変えることはないと、私は確信しており卜

すQ

　プルトニウムと核拡散

　われわれが現在非常に苦しめられていることは、もしプルトニウムがこれからの原子力云掛開発と切

り離して考えられないならば、結果として世界の多くの国が核兵器に近づくことになってしまうという

問題です。IAEAによる原子力開発ならびに利益普及と核不拡散条約による燃料サイクル上の危険防止

の両面で、国際制度の発達には著しいものがありますが、それでもなおプルト夢ウムへの接近に対する

管理問題は残されて冷ります。
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　ここで、核不拡散条約に対する基本的姿勢を思い起こしていただきだい。その第一は、国家として核

爆発を行わないことに同意するこ． ﾆであり、その第二は、その遵守を明らかにするため技術的防護をす

ることであり袋す。後者は、世界的規模の原子力利用が国際保障措置と両立できるのは、平和利用の原．

子力開発が厳格な、また国際的に同意を得た原則にしたがっている場合だけである、という現実を反映した要求で

あ．ります。言い換えれば、後者が意味するのは、国際的査察システムを基盤として、IAEAが運営す

る国際的システムのことです。このシステムが核物質不正使用の防止に期待通りの働きをするπめには、

国際社会が行動を起こすのに．十分間に合うだけの時間的余裕を持って警告を発しなければなりませんQ

すなわち、平和利用核物質の軍事転用が実現するよりもはるか以前に警告を発することが必要なのであ

ります。

　この国際査察システム’がある程度効果的に働くのは、原子炉とその低濃縮燃料のみであります。この

場合にはプルトニウムは使用済燃料に閉じ込められており～これから核兵器プルトニウムを抽出するに

は、まだまだ複雑で時間がかかる過程を必要とするため、平和利用燃料の軍事目的転用には数カ月ない

し数力年もかかりま． ｷ。

　しかし、プルトエウムが分離された状態にあれば、問題はまったく別になります。最近になってIAEAも

認めたように、いっだん蓄積されたプルトニウムは入手が容易であるπめ、核兵器はわずか数日間で完

成できる事態となるのです。ここでとくに申し上げたい．のでずが、われわれが心配しているのは、プル

トニウムを盗み隠せるほどに精度の悪い．測定方法．が不正に利用されることではなく、国際的な警告ある

いは措置を行う時間的余裕もないほど突然に、ある国の政府が大量め核物質を軍事．目的に流用するとい

う可能性についてであります。保障措置技術がどれだけ立派であっても、この事態を変えることはできま

せん。それでもな語われわれは、このわれわれをジレンマ．に陥れる結論から逃れよ，うと必死にもが

いているのであります。

　・今まで、たとえば平和利用の発電用原子炉で生産されるプルトニウムを軍事目的．に転用するには技術

的難点があ為ために、実際上無理であ．るといわれてきました。しかし残念ながらこれは真実で．はありま

せん。分離プルトニウム保有国はすなわち核兵器用物質保有国であり、実際の核兵器とはたんに形態、大

きさ、付属装置が異なっているだけだというのは、厳然としだ事実であります。

　過去1年間にわたって米国は、プルトニウム．保有について警告を発し、国家的プルトニ．ウム備蓄の予

防措置を要求してきましたが、それはすでk遅すぎたのかも知れません。しかし、危険かつ不安定な状

態に対して国際的規約を定めるよう提案しつづけるわが国の方針に間違いはないと思いますQ

　10月に行われた再処理延期という米国の決定は、この方針にしたがっπ重要な政策の一つでありま

すQこの政策の意図するところは、原子力の将来について偏見を捨て、時期尚早なプルトニウム利用を

猶予することにあります。言い換えれば、米国の技術的選択は、広い可能性を残．し定ままの状態におく

ということであり蜜す。この決定によって、現世代の原子炉の運営、とくに燃料資源に関連する面でど

の程度の変化が生じるか、あるいは放射性廃棄物管理の問題にどのような変化が起こるのか、などの点1と

ついて考えてみたいと思います。

米国における軽水炉と再処理

一般に軽水炉燃料の再処理は、使用済燃料からウラン．とプルトニウムというエネルギー源を回収可能
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にするという意味で、純粋に軽水炉の経済性を追求する場合に基本的な役割を果たすものといわれていま

す。はたしてそうなのか、そしてまた、それと同時にいつもいわれている考え一使用済燃料のもっと

も効果的かつ安全な廃棄手段は、できるだけ速やかに再処理することである、というのは正しいのか、

この問題についてわれわれは初めて再検討を行いましだ。

　その結果、軽水炉の経済的有効性は、使用済燃料のリサイクルにより、少し影響を受けるだけである

ことが判明しつつあります。いずれにしても、使嗣済燃料に閉じ込められているプルトニウムはいつで

も欲しい時に取り出すご．とができるのです。“使用済燃料廃棄の最善策は再処理なのか？”という疑問

に対する答えとしてわれわれは、プルトニウム利用にとも准う安全性、コスト、廃棄物量の比較などの点

から従来われわれが考えていたほど再処理は有利ではない、という結論に達レつつあうますQ

　この問題に対するやれわれの最近の考え方は、軽水炉に齢ける再処理ならびに大規模プルトニウム・

リサイクルの可否と、可とすればいかなる規制が必要であるかを審議するために1974年に始められ

たNRC公聴会の意見を参考にして搾ります。ついでながら、この問題に関する検討は1976年10

月の再処理延期決定後もつづけて行われています。ですヵ〉ら再処理の可否に関する疑問はまだまだ残っ

ているわけではありますが、前述の結論に達するのは時間の問題でありましょう。

　現在ワシントンで行われでいる公聴会の基本的概略は、軽水炉混合酸化物燃料に訟けるプルト帯ウム

リサィクル利用に関する最終環境報告書IGES凹0，1976年8月）匿述べられています。　こ．の中の、

経済性に関する分析結果ρ5ち、興味深いもの．をご紹介いたしましょう。

　　一大規模リサイクルによる経済的有利性は、NRCのスタッフの選んだユニット・コストを使っ

　て総発電コストで比較すると．・．リサイクルしない場合より1～2％有利であるにすぎません・しかしこρ計

　算値はユニット・コストの選び方によって大きく変動します。

　　一再処理あるいはプルトニウム・リサイクルの開始を2～3年延期しだ場合、燃料サイクルに．対す

　る経済的影響は延期しない場合と比較して．も無視できる程度でしかありません。

　GESMO報告書には・鰹廉・、安全・環境などの問題についての記述もありますが・それに墨りますと・

リサイクルしだ場合とセない場合の放射線の影響や環境汚染にはとくに有意な差が認められないという

ことであります。

　これらの問題についての公聴会は今後約18ヵ月間にわだって行われる予定であ珍ますが、議題の中

心はプル．トニウ春に関する国内保障借置おみびプルト．ニウィ・の国際問題でiらりますQ

　ここで付け加，えて申し上げておかなければなりませんが・大規模リサイクルを許可するか否かがNR¢

によって決定され為まで、．再処理は再開されませ夕Qなぜなら再処理施設に関する許認可はすべて停止

するという裁判商命令がすべてに効力を発揮しているからであります。現時点でこり命令．に該当する：再

処理施設は2ヵ所あります。一つは「部完成して澄り（バーンウェル．．）、、もう一つは目下建設許可申請

の段階であ心す（エク…　二＿刎ア）㌔最終的に、醜理が行われるよう蔽。．腸合に．は、

米バーンウェル核燃料施設一．年聞処理能力1500tQ．南カリフ． Iルユア、バーンウェルに所在。

　エクソン・ニュー4リァ社「．使用済燃料貯蔵量は7000tまで可能とする．、やや大規模の施設ζ

　する予定Q
　　その他2施設あ．るが、これらにろいては今後再処理目的に使用されることはないと思う。このうち、

　ニュークリア・フユエル・サごビセズ社のプラントはニューヨーク州ウ土ストバレイにあり現在使用

　済燃料170、tを貯蔵しており、イ．リノイ州のGE社のモrリスの造設は7与qtの貯蔵が許可され

　ている。
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これらの2施設が米国にむける最初の商用規模分離施設となる可能性が大きいと思われます。

　いずれにせよ、10月奔明は、　“原子力利用の増大は、安全に、また核拡散の危険を抑制しながら満

たされる”ことを保証するとともに、再処理延期によって少なくともエネルギーに関する不安を一つは

取り除くことができると論じて下ります。

　米国の原子力発電は、他の先進諸国とまったく同様に、健康、安全、環境問題などについて公衆との

相互理解が不完全なままの状態で悪戦苦闘しているのですが、パブリック・アクセプタンスの決定要因は

次第に明らかになりはじあています。これには、軽水炉技術が実証されて原子炉は安全であるという理解

が生まれてきたことと、国内のある地域では電力需要を満たす手段として原子炉がもっとも適している

という事実に負うところが大きいようであります。

　今世紀末までのエネルギー需要を満たす主要資源が石炭とウランであることは、．今日一般に認められ

てむります。原子力発電についての基本的課題は、燃料供給の確保と当面の使用済燃料を賄うに足る貯

蔵容量を持つことの二つであり蛮しょう。

　現在来国では運転中の炉が62基、建設中の炉は71基あります。そして燃料はこれらの全原子炉に

十分なだけ、あるいはそれ以、上に供給可能です。また使用済燃料の貯蔵問題を解決するのもそうむずか

しくはないと考えられるように．なりましたdこの点についてはあとで触れたいと思います。

　この講演の初めに、私は岐路と申し上げましだ。原子力エネルギーの将来を長い目で見るならば、い

ったん再処理を延期すれば将来われわれの取るべき道が二つに分かれるのは明らかでありますQ一つは

プルトニウムが軍事利用されないような適切な方法でプルトニウムを利用可能とする道であり、それに

轍技術的問題または政治的問題、あるいはその双方が．からまってまいわます。もう一つは、発電にプル

トニウムを利用することの代替技術を見出す道で．あり、われわれはその可能性を求めて研究をつ．づけてい

るのですが、成功できるかどうかはまだ分かりません。

　中期的観点からは、われわれはウランを十分に持っているので．プルトニウム利用を延期しても支障はあ

りません。プルトニウムは全部、使用済燃料に閉じ込められ眠いるので、貯蔵もまったく安全でかつ簡・

単であります。プルトニウムがひどりでに逃げ充すようなことはないでし．よう。

　使用済燃料の貯蔵

　短期的ざらには中期的な使用済燃料の貯蔵については十分た管理できる方法があるので、別に不安は

持．って澄りません。ここで私が申し上げたいのは、再処理がはっきりと遠い将来に延期されだという事

実によって生じる問題に、われわれはどのように対処しようとしているのかという点であります◎使用

「済燃料の貯蔵は、技術的には非常に簡単なものですが、それにもかかわらず現在緊急を要する問題であ

ります。われわれは、原子力発電所に燃料集合体が山積みされ、そのために望ましからぬ政策決定を下

す羽目に陥ることのないようにと決意しておりますQ

　実際、再処理延期が決定されう以前から米国の古い軽水炉による生成物の貯蔵に問題があると感じはじ

めていましだ。ご存じのように過去に於いて、使用済燃料集合体の検討については、その場限りの対策

がたてられたにすぎなカきったといえます。しかし、プルトニウム利用計画に診ける技術的、環境的、政

策的な対策の予期しなかった遅れによって貯蔵プールの容量に問題が出てきました。この2年間、NRC

は原子炉サイトやその他の場所．に臨ける使用済燃料貯蔵所の拡張についての評価を行い、許認可．を与え
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ております。

　このような過程で、技術的問題は大して困難ではないという認識が生まれてきましだ。．現在稼働中あ

るいは建設中の原子力発電所は、本来、1～2年聞の使用済燃料と、いわゆる“全炉心貯蔵”または5年

間の使用済燃料に匹敵する量の貯蔵が可能な設計になっています。古い原子力発電所で起こつだ事例は

予期できますQまず第一に、何年かを経過すると“全炉心貯蔵”対策が必要になります。そうなると、あ

る面では不便なところがでてくるのでありましょうが、安全性の面から、とくに問題になるような事態が

起こるわけではあのませんQしかも、十分な管理を行っているうちに、多くの問題に対する底屈的解決

策を発見することもありますQ幸いなことにわれわれは、現在の臨界安全基準から外れることなく発電所内

のプール使用済燃料を貯蔵することについて、沸騰水型炉では貯蔵量を2倍に、加圧水型炉ではそれを

3倍にする手法を発見するこ．とができましだ。

　現在、多くの電．力会社が、既存の貯蔵用ラ。クをさらに効率のよいものに改造するか、あるいは既存

のプールにラ。クを増設するかの手段によって貯蔵容量拡張の認可を得るための申請を行うよかになっ

ています。これらについては、拡張にともなう安全性が確認され次第、できるだけ早く認可するよう手

続き中であります。

　62基の運転中の炉のう．ち約半数が、貯蔵容量拡張．の認可申請を提出しましだが、その中の14奉に

対しては認可がおりています。少なくとも稼働中の13基については全炉心貯蔵以下の貯蔵容：量しかあ

りません。

　すでに申し上げた通り・使用揖燃料貯蔵プ皿ルにおけるPWR燃料集合体問の間隔を安全にせばめる

方法が発見された：ため、従来と同じ面積に、2倍の数の集合体を貯蔵できることになりました。さらに

は、中性子吸収材の利用によって、PWR燃料集合体貯．蔵量を3倍にすることも可能であります。中性

子吸収材としてはステンレススチ「ル、あるいはステンレススチールやア．ルミニウムに声ウ素を加えた

ものが適当と思いますQアルミニウムにホウ素を加えだ吸収材は、溢泌基準に基づいて間隔を広く取『

てあるBWRの貯蔵ラッ4を新しいラ。クに取り替胤る際に、使用されて回ります。、

　興味深いことですが、このようにラックを増設して燃料集合体の貯蔵数が増えても、．地震に対する安全

性には影響がありませんQ貯蔵プールの耐震性に関．与する：重要因子は水の重さなのであります．。

　使用済燃料は常時密封しながら冷却しなければならないだめ、燃料集含体を装荷した．取り替え用ラック嫉

水中で運ぶ必要があります。すでに貯蔵されている燃料はプールの一端のラックに移し、空になったラ

ックを取り出して新しいラックをそのあとに入れます。そして、前に移動させπ燃料を再び新しいラッ

ク醸荷させるわけです・水中作業は群は遠流作器具殴・て切断や運搬などを行い対が・必要

に応じて潜水夫による作業も行われ玄す。

　今後10年間の使用済燃料貯蔵に関する総合評価は、現在NRCスタッフによって進行中ですが、今春・

には・現砂ら1985恥での期間中に生産される前帝燃料の取り扱い・．輸送・貯礎どに関する

第一次環境報告書を作成するはずになっており．ます。現在のやり方で安全性に関して最大限にまで貯蔵

容量を増大しておけば、それで1985年までの貯蔵は十分だと考えてもよいのではないでしょうか。

　1985年以後の中期的貯蔵については・．再処理に関して不確定な部分が多いために・はっきりとし

だ将来計画の見通しがっきませんQ見通しをつけるには、二つのことを明確にする必要があります。第

一に、今後10年間以上われわれが十分な経験を得るまで、使用済燃料を貯蔵しだ俵まの状態に齢いて
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も安全であるという確信を持つことです。，これについては、専門家の意見としては、長期にわだって安

全であるという考えにほぼ一致しているようですが、今後さらに研究を：重ねる必要があるでしょう。第

二は、もし1985年以後も貯蔵しつづけるならば、1985年までに原子炉サイトにおける既設貯蔵

プールの容量拡張は限界に達すると思われるので、それ以後のためには大幅に貯蔵容量を増やす必要が

生じる点であります○

　結　　論

　以上述べてきた問題は、世界の原子力発電大国である日米両国にとって、どのような意味を持ってい

るのでしょうか。　もちろん私は、これらの問題には日本独自の懸念があることは承知して於りますし、

また、日本が再処理のπめに、海外へ米国が供給した燃料を輸送することについての問題もよく分かっ

ているつもりであります。日本の原子力発電所における使用済燃料貯蔵の実情から、米国の政策につい

ての明確な説明を緊急に得る必要があるということで、最近、日本の電力代表団がわが国を訪問されま

した。もちろんそれでなくても～長年にわたって巨額の投資を一とりわけ再処理に対してですが．一

行い進めてきた計画に混乱を来すのを恐れておられることは承知しております・

　わが国の事情でも似たところが多くあり蜜す。まだ、同様に相異点もだくさんありますが、これらの

相異点は、この新エネルギー源に対する米国と日本の依存度の違いに起因するものでありましょう。し

かしちわれわれ両国はともに努力を重ねており、目下の共通の問題点は、いかにして原子力発電を、より安

全で、より高い信頼性を持ち、より経済的なものにするかということであり、さらにまた放射性廃棄物

をいかにして管理するかという問題であります。

　軽水炉による電力生産は、それ自体が有益でありかつまた重要なことであります。そして、軽水炉へ

の依存度を高めることは、多くの点で有利．になることを意味しています。エネルギー自立の夢をあたか

も実現させてくれそうな技術一もし成功すればの話ですが一を一途に追求して、現在われわれの享

受しているエネルギーの安全保障を失うような方向に向かってはならないのですQわれわれはつねにこ

のような将来の方向決定に苦慮しつづ原子力発電を行ってきました。しかしながら、今は、研究開発に

熱中している人だちだけに原子力の将来に関する基本的な決定を任せるべきときではないと思いますQ

熱心な研究者は往々にして現実に無関心であ幻保障措置の問題も身近には感じていないものです。です

から、そのような人たちに基本的決定を任すのはあまりにも賭けが大きすぎるし、まだ、その人たちに

とっても責任が重すぎるのではないでしょうか。米国としては、再処理の継続を決定することはきわめ

て：重要な問題であるとみなしています。再処理継続から生じる問題の対策についてもまだ不十分であると考え

ております。そこで、この問題については選択の余地を残したままにして澄くのが賢明な策であるとい

う．

鋸_を得ておりますQわれわれは米国に診ける大規模の再処理診よびプルトニウム利用を先に延期し

ても、大きな損失はないと結論しており、これは他の諸国にとっても正しい結論であると信じておりま

すQ

　米薗め公衆は、核戦争の恐怖と、ほとんど無限に存在するエネルギー源を利用して自給自足できる手

段を持ちながらそれに手を出せない焦燥の二つを平衡させるというもっとも高度な哲学的意味を持つジ

レンマに陥っているのです。最終的には何を選択するにしても、利益も不利益も恐ろしいほどの重みを

持っています。
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　われわれは、日本経済がどれほど原子力発電に投資し、それに依存しているかは十分に承知しており

ます。それが分かっているからこそ、世界の安定に対して日本の果たすべき重要な立場をあわせて考え

るとき、日米両国がプルトニウム問題の制限について他国に率先して範を垂れるべきであると考えます。

核拡散と原子力発電の安全利用についての技術的および政治的解決モデルを開発するべく、われわれ両

国は、協力して事に当たってもよいのではないでしょうか。そして、このような協力関係は、再処理に

関するわれわれの選択の可能性を広．く残しておいてこそ、実現可能であると思います。ひとたび大規模

の再処理を決定してしまったならば、新しい考え方あるいは代替技術を真剣に追求する機会を失うこと

になり、多くの国々に核兵器の保有を断念さぜることもむずかしくなるものと考えられるのでありますQ
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フランスの原子力政策
フランス原子力庁

最葛委員　」．テヤック

齢
論

は石油の輸入を基礎としたものでしπ。しかしながら、

とには政治的にも経済的にも限界のあることを劇的に示したものでした。

　一方、フランスはかなりの：量のウランを埋蔵しています。フランスは、原子力技術が高度の有用な動

力となること、高水準の科学論よび工業より得られる高度の技術であること、天然ウランが国産資源で

あること、貯蔵器よび廃棄物が少量ですむこと等の事実を最初から十分に認識して図りました。

　フランスは、ζのように広範な研究開発、工業化への努力を開始しましたQそして、それらは今や成

果をあげつつあります。

　図1は1956年から1975年のフランスの総電力消費量の推移を示します。これには…次エネル

ギー源に対応した区分も示してあります。これより、1973年までは石油輸入部門の加速度的な増大

を示して診り、1973年には60％余になっており、エネルギーの総輸入量は約70％に達していま

す。1973年から1975年にかけて、この傾向は改善されておりますが、その一一部は経済危機によ

るものであり、一部はエネルギー節約による消費の減少によるものであります。

　1976年には消費は1億6500万t（石油換算）でしだ。そしてフランス計画当局は1．985年

の予測として、2億320’0万t（石油換算）、経済変動の予備として3000万t（石油換算）を加

．えることを提案して澄り、1976年から1985年にL5倍の増加を見込んでいます。この予測成長

率は過去10年間よりも緩やかであります。しかし着実な成長をして遮り、原子力に依存し．なかっ牢な

らば、その分だけの輸入の増大を招き、同時にそれによる政治的、経済的影響も受けることになります。

　このようにフランスに関しては、ドイツ、イギリスのように大：量の石炭の埋蔵もない上に、イギリス

のような沖合油田もないので、原子力利用が絶対的に必要であります。

　図2では、エネルギー源別の予想供給量を示し’ています。

　経済的要因のうち主なものは、外資で支払われる輸出入収支に及ぼす影響とk習hあたりのコストであり

ます。原子力のkWhコストが在来型のk習hと競合しあうようになつだのは1970年頃であり、その当時の

短期、中期、長期予測によって、現在の原子力計画が策定されました。ひきつづき中東紛争で、1974

年まではコストは下がりつづけ、その比率が実際2分の1にまでなりましたQそして1976年には3分

の2の比率にまで再び上昇し籔したQ図3により、その．ヒ昇の様子がわかります。このコスト上昇の理由

としては、経済危機のために高度の技術が大きい被害をこうむることとなつπこと、安全性への要求が

高くなったこと、および、これまでは無視されてきた周辺技術への出費などの理由によるものでありま

　1．フランス．のエネルギー需要と原子力の必要性

　フランスの原子力政策の背景となっている主要な動機は、エネルギー資源に

比較しだ場合のエネルギー需要が大きいことであり蓑す。

　フランスは日本と同様化石燃料に乏しい国です○石炭もあまり持っていませ

んし、沖合油田が見つからなければ、石油資源も無に等しい状態です。水力資

源は実際上ほとんど利用しつくされてい暮す。過去20年問のめざましい発展

　　　　　　　　　　　　　　1973年の石油危機は、石油の輸入に頼るこ
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す。これらの価格は今．後も、ほぼ平行して変化すると思われます。ウランは原子力発電コストのわずか

15％を占め、一方、在来型では化石燃料は発電コストの65％を占めております。このため、原材料

の単価の変動に対しては原子力のほうがコストの変動がより低いことになります。

　私はこの点を強調する必要があると思います○というのはこれが将来のエネルギー問題の解決や、通

貨の節約になるばかりでなく、．原子力に対して求められているコスト要求をすでに満たしているからであり

ますQまた地域的要因を考慮しても、私は発展途上国に澄いて原子力利用．が考慮されるときこそ、この

ことは：重要なことであると信じてい黛すo

H．フランスの原子炉計画

　現在の量産計画は、フランス電力庁のためにフラマトム社によって製作される加圧水型軽水炉に基づ

いています。1974年以来、．電力庁にみる新規の蒸気力発電の投資はすべて原子力発電となってきて

います。この原則は1974年．の予測値に対する、1975年と1976年に蓬ける幾分下向きの見直し

によっても影響は受けていません。それらは、ただ1985年の電力需要の見直しを低め（もっとも、

この傾向はまだ逆に．なるかも知れ蚕せん）に見積もることとなった結果によるのみであり蓑す。いずれ

にしろ、原子力発電を在来型に置き換えることはまったくありませんQ

　図4は今までの実績と現在の計画を示しています。

　1950年代に開発が始められた天然ウラン・黒鉛減速・ガス冷却技術から、濃縮ウラン．・．軽水炉技

術への政策変更には多くの議論がありましだが、1970年にこの決定がなされました。実際に．は、そ

の議論は声高に行．われ允わけではありません。フランスが俵ず前者の技術で開始したことは正しい選択

でしだ。当時それ以外に方法はなかったし、そ．れはフラン冬の軍事力の源となり、原子力技術を培って

まいりましたQさらにこれ．らのプラ．ントは技術的観点からはまったくの成功でしだ。しかしながら、フラ

ンスは技術的・経済的理由を超えだところで、今日広く使われている軽水炉の技術に転換したことも、

また玄っだく正しかったのであります。この技術はまだ、同．じ原理を用いだ船舶贈進炉の分野でフラン

ス原子力庁が経験を積んで冠り、十二分に慣れていだも、のであったからですQ

　長期的にみて、フランスとしてはウラン資源の：量には限界があり、今世紀末までには必ず起こるであろ

う天然ウラン市場の圧力には非常に敏感にならざるをえませんQ実際フランスの埋蔵量からすれば、石

油と比較すれば、多少なりともましといえるにしろ、国産ウラ．ンのみで需要を賄うわけ、にはまいりませ

ん。このπめに高速中性子．炉の開発を．き．わめて重要視せざるを得ないのであります。つまり、この炉の

開発によって、ウランよりはエネルギーが50倍とりだせることとなり、ウラン不足の脅威は現在予測

可能な期間．内には招来させないことができるでしょうQ．こ．のタイプの炉の開発のだめの非常に一貫した

政策をわれわれはとってまいりましだQすなわち、

一実験炉ラプソディー（2．5万kW、後に4万kWに出力上昇）は、1967年に臨界に達しましだ。こ

れによって基礎技術をテストすることができ、まだ運転中であり、燃料と材料の試験に非常に役立って

診ります。

一原型炉フェニヅクス（25万kW）は電力網に結合されており、1973年に臨界に達しました。

1974年初期に全出力運転を開始しましπQ2年間運転中の平均負荷率は69％であり．、この型の機

器としては非常に良好でありますQ
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　1976年10月に一次系の熱交換器の故障で停止しま．した。しかし、この故障は、この炉の原理的

な疑問をひき澄こすほどのものではありません。むしろまったく逆に、原子炉容器に閉じ込め． 轤黷ｽ

機器の保守作業の可能性に関して試験できること． ﾆなったのですQこれらの作業は非常に順調に行われ

ました。まもなく発電を再開すると期待されています。

一最後に実用原型炉スーパー・フェニックス（120万kW）がNERSA社によって1976年末に発

注されましπoこれはNERSA社が運転することになっていますが、．これについては後述いたします。

プラントの試運転は1985年の予定であり玄す。

　スーパー一・フェニックスは1980年半に開発される一連の実用炉のさきがけとなるでしょう。

　2000年頃には発電設備のほとんどは原子力でしょうが、その中でも、増殖炉による発電は発電設．

備容量の20～30％を占めることとなるでしょうr。しかしこれには、．1985年までの計画よりも不

確定の要素を多く含んでいます。図5はフラツスにおける増殖炉導入の見通しを示しています。図6は、

袋．
ﾁ． ｽく理論⊥の極端な仮定、すなわち、増殖炉導入の速さは、．熱中性子炉と増殖炉自身によって産出

されるプルトニウムの「 ﾊによって決まると仮定した場合の、天然ウランの長期問に澄ける年次別、累積

消費量を示しています。累積消費章は2020年あたりで飽和に達し始めています。熱中性子炉の運転によ

って、濃縮工場から毎年十二分な量の減損ウランが生産されるが、．これは同一出力の増殖炉1基を50

年間以上運転させ得るものであり玄す。しだがって、この形態で蓄積されたもめは莫大なものとなりま

しょう。事実、初めから、増殖炉は天然ウランの問題に影響されません。

　われわれは発電以外の．原子力利用および他の炉型にも関心をもつでおります。工業および住宅用暖房

の允めの核熱．利用は、化石燃料の節約に大いに寄与するのであ．り．まし．よう。この熱は発電炉からもつく

りだすことができま．すが、まだ、．特別に市場要求に応じだ小型炉によってもできますO

　フランスはこのタイプの二つの炉を開発して語．ります。しづは船舶用原子炉から開発しだもので、

200℃～300℃の範囲の熱の供給が可能であり、他のほうはスイミングプールタイプの実験炉より開

発したもので、100～120℃の範囲の熱の供給ができます。

　船舶推進用はもちろん目標の一つでもあります。われわれは一般の船舶推進用に適した炉を開発して

まいりました。℃AP（Chaudi6re　Avanc6e　P’rototアpe）は原子力潜水艦用の原子炉から開

発したも．のです。ごみ炉はCAS（Cha貢di6re　Avanc6e　de　S6rie）の前身であります。この

分野で石川島播磨重工業とライセンス契約がございます。

　さらに、この炉は中程度の熱出力、すなわち、30～100万kW範囲での広範囲な応用ができます。

そして先に熱発生平について述べましだが、これがその熱発生児であり目す。

　フランスはまた、高温炉にも関心をもっています。高温を必要とするいくつかの産業に熱を供給しう．

るのは高温炉のみであるからです。数年前、CEAとアメ．リカ、ゼネラル・アドミック社の間にこの炉

の設計と開発のための協定が締結されました。このタイプの炉には問題が種々あり下すが、研究は遂行

されていま．すQ

　したがって、これらの計画を進めるだめに、新たな産業構造が必要であり、その主要方針は以下のよ

うなものであります。

一国家的・国際的水準に耐える少数の企業に産：業資源を集中すること。

一CEA炉それらに資本参加することによって、国家の原子力政策を実現す．るために、これらの企業
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の活動を組織化すること。

　図7はこの組織の概要であります。

　濃縮ウラン・．軽水炉型の大型炉の建設は米国のウエスティングハウス社のライセンスの下にフラマト

ム社が建設します。フランスは舶用炉の建設で、こ．の型の炉の経験をもって諭り、これと無関係に、

フランスの産業グループがこの型の炉のラィマンス生産を行ったとすれば不合理なことであります。こ

のために、CEAがフラマトムに資本参加し、．この問題を解決いたしました。さらに、EDF、フラマ

トム、ウェスティングハウス、CEAの4機関による研究開発協定がとりかわされ馴しだ。この協定の

満了する1982年にはそのライセンス契約は提携契約へと書き換えられやことになっており、これら

のグループは知識、経験において同じ水準に到達することになっておりますQ

　増殖炉の開発に関しても、フランスはラプソディーやフェニックスのような技術的成功を得た後にこ

れを工業化し、商業として運転できるようにするだめの諸問題を十分承知して論りますQこのことはこ

の開発が世界的規模で競争関係にあるので十分に考えておかねばなりません。それゆえ、スーパー・フ

ェニックスの開発はフランスだけでなく．ヨーロッパレベルにまで拡大されることになり、EDFとイタ

リア、ドイツの電力会社の合弁会社で南るNER£Aが発注することとなりましだ。その嬉設にはノバト

ム社があたることになり玄した。同社は新墾炉り開発を担当し、軽水炉のフラマトム社に相当するもの

であり．、CEAがかなりの資本を有しています。

　ひきつづく原子炉の研究開発および工業化のための開発研究に関しては、フランスとドイツの間に緊

密な協力関係がうちだてられて料ります。実際、これはお互いに相手国の問題をとりあげる統合組織の

社会であります。

　増殖炉に関する研究協定は、とくに安全性にρ．いてアメリカとの協定を行って狩ります。

　ノバトム社はまた高温炉をも分担していますQ

　最後に、中・小型炉の設計にはテクニカトム社があたっています。同社はCEAが90％、　EDFが10

％の資本で構成されて語ります。これらの炉の建設と商業化越アルストムーアトランティクグループが

担当することになっています。

　皿。核燃料サイクル

　フランスの現在の核燃料サイクル政策には三つの主な基準があります9、

．一 j燃料サイクルのすべての段階に自ら関与し、いかなる事実上の独占を庵．拒否するQ

一ピーエルラット濃縮工場の設立ならびに黒鉛ガ：ス燃料の製造など、過去の成果をできるだけ活用す

るように努めるQ

一核燃料産業では、国家の管理のもとにCEAグループと協力したい企業であれば、その国籍をとわ

ず提携していくQ

　核燃料サイクルの各段階の間の関係を考慮すると、これらが一つの組織にまとま？ている必要がある

ことがわかり玄す。また、国際市場の変動に柔軟に対応できるだめには、この幸織は旧聞べ轡スでなけ

ればなりません。そこで、1976年にCEA抹核燃料サイクル部門に従事していだ人的資源と設備を

改組し、CEAが全額出資の民間企業COGEMAを設立しました。
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　天然ウラン

　天然ウランに関しては、フランスの立場は良好です。われわれはフランス本国、フランス語圏のアフ

リカ諸国のみならず、インドネシア、オーストラリア、カナダ、アメリカに澄いても探鉱活動を行って

諭ります。生産の部門では、現存の鉱山から出鉱量の増大と新規の鉱山の開発を目標としてお．ります。

この活動に民間企業も参加しており、全体の約10％を占めています。これに関連して、私が日本がコ

ミナク社に出資し、ナイジェリアのアクータ鉱山の経営に参加していること、澄よび合弁事業としてア

ファストウェスト地区の探査を行っていることをつけ加えて蔚きたいと思います。

　近い将来において、世界市場が緊迫してくることが予想されますので、COGEMAは1985年には少

なくともフランスの国内の計画を完全に俵かなえることを目標として設定いたしましだQしたがって民

間企業による努力分は、輸出にまわせることと．なり蓑す。

　ウラン濃縮

　1979年に生産開始予定のトリカスタシ工場に影いて、ヨーロッパではウラン濃縮が行われます。

この工場はユーロディフの建設になるものでありますが、その資本はフランス、イタリア、ベルギー、

スペインの他、フランスとイランの合弁会社ソ．フィディフを通してイランも出資しています。

　この工場は年産約10，000tSWUの能力を有して齢り、10．0万kWの原子・力発電約80基の需要を

象かなえるでしょうQその濃縮ウランは、主にユーロディフの出資国に配分されますが、かなりの部分

は他の国々に商業ベースで供給することとなりましょう。とくに、日本の電力会社とは年間約1，000t

SWUの契約がとりかわされており．ま． ｷ。

　ユーロディフ生産は現在1990年まで予約でいっぱいであります。図8に示すように、それよりも

かなり前に、フランス電力庁の需要はユーロディフ濃縮能力のフランスの割り当て分を超えてしまう見

通しです。

　このために、同じメンバーによるコレディフという新会社を設立し、19．83年とろに開始する2番

目の工場を建てることを決定しています。

　現在までの契約では、この新しい工場の生産能力にはまだ余裕がありまずが、現在の契約の状況から

みて、早晩余剰はなくなると思われます。

　再　　処　　理

　再処理は核燃料サイクルの第三の重要な要素でありますご再処理の是非に関して、現在種々の議論が

ありますが、経済性、安全性の点から考慮すれば、われわれは再処理が必要であると考えています。

増殖炉に知いては再処理が必要であること依明白でありますが、このように明白な場合を除いても、発

電所からの廃棄物を照射済燃料要素という複雑な形態のま蜜で貯蔵しようとするのは合理的でないと考

えます。

　ラ・アーグ工場は、最：初は黒鉛ガス炉よりの燃料の再処理のだめに設計されましπが、軽水炉燃料の

処理ができるように改造して訟ります。

　軽水炉燃料の最初の処理を1976年の中ごろに行い、プラ／トは正常に運転穿ることができましπ。

金属燃料の再処理の十分経験があり、また最初の試験運転も非常に慎：重に行っだので、このプラントは

うまく行くものと確信しています。

　このプラ；イトの処理能力は、図9に示しπように増大し、1980年ごろには年800tまで拡大する
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計画です。処理能力をこのように増大しますと、フランス国内の需要量を上まわることになりますので、

この分は海外よりの依頼にも応ずることができます。日本もこのなかには含まれております。

　まπ、われわれは10万MWD／tのレベルに照射された高速中性子炉の燃料の試験的な再処理を行い、

実用規模での処理装置の研究が進行中です。

　放射性廃棄物について現在種々論議がなされていますので、この問題についても、私の見解を表明し

てむきπいと思います。

　事実、廃棄物については現在すでに厳しい規制が適用されて下り、原子力の反対者でさえも、このこ

とは認めるに至っています。この規制は、原子力発電所の数が増加しても緩和されるべきではありませ

ん。廃棄物中に含まれているのは通常の程度の半減期の気体成分であり、これらは現在環境に危険がな

い程度に放出されているものであります。この気体成分の放出を停止する技術は心証途中にあり、間も

なく実用化されるでありましょう。

　同様に、放射性廃棄物の貯蔵に関しては、短期的・中期的見通しに於いては、現在の手段で十分であ

り、新πな必要に応じてスケールアップされるでありましょう。

　長寿命放射性廃棄物の貯蔵に関しては、長年にわだって広範囲の研究がなされており、非常に活発な

国際協力が行われています。現に、われわれは廃棄物を長期にわだって保存する有望な技術を修得しつ

つあります。たとえばガラス固化技術などですQこれは固体廃棄物に関するIAEA勧告を産業基準で満

たすものとしては初めてのものであります。

　ここ数年のうちに、轡般的コンセンサスの得られるような非常に長期的解決策を確立する必要がある

と考えます。

　フランスの政策は下記のような一般的基盤にあります。

一現在の可能な技術で貯蔵し、最終的技術が確立されたときに、その生成物を回収しうるよう象貯蔵

を行うこと。

一画面機関と協力して、てれらの技術を確立するだめの研究を推進すること。

　w。研　究開発

　この産業活動のすべては、施設に関する技術的な援助から将来の開発への準備までを含めた研究海事

政策によって裏づけられなくてはなりません。

　これらの研究はCEAの任務の一部を構成しています。これはCEA自身によって行われますが、同

時に、産業界または外国のパートナーと可能な限り協力して遂行します。

　図10は1977年の原子炉、燃料サイクルと安全性の分野に感けるCEAの研究開発活動を示して

います。

　これらの活動の二、三について触れだいと思います。

　軽水炉に関しては、先にも述べましたと隔り、傷者協定が成立してい上す。ここでの研究は機器の信

頼性と、最終的には施設の設備利用率と収益性の向上を目的としています。このだめの研究は燃料の性

能、応力、振動、二相流、容器知よび一次系のチェック等々の分野に於いて実行されています。

　高速中性子炉に関しては、同様の研究が燃料、材料、構造に関して行われていますが、まだ、高速中

性子炉の主要な特性、倍増時間、プルトニウム・サイクル等に関しても研究を行っています。なぜなら、
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これらが早晩、この種の型の原子炉の導入にとって決定的な要素となるであろうからであります。

　安全性と環境研究に対してもかなり注意が払われていますQ軽水炉における冷却水喪失事故と増殖炉

における溶融事故について述べたいと思います。原子力開発においては、高水準の安全性を確保するこ

とが不可欠であり脱す。人間の活動にはつねに一定の危険性が伴．うものであり、完全に無害なエネルギ

ー源というものも存在しません。しかし、もっと正確にいいますと、原子力技術の発展のためには、安

全性の分野で先例のないほどの努力が傾けられました。他の技術分野においても波及効果を生じている

これらの努力を続けることが必要であります。

　将来の問題としては．、制御核融合に関するフランスの活動についてもここで触れた．いと思います。ご

れはユーラトムの枠内で行われています。．フォントネ・オ。ローズ。センターは国際級のトカマクをも．

っており、フラン．スは現在検討中のヨーロッパJETプロジェクトにも参加しています。

　30年間にわたって続けられた忍耐強い努力の結果として、この高い水準の技術．に立脚して、このよ

うにフランスの政策は原子力によって得られる絶好の有利な立場を十二分に活用す．ることを目標として

います。このために、エネルギー問題、産業問題の観点より、この新しいエ．ネルギーの形態を安全に、

かつ高い効率の最高の状態で追求してお．ります。

　原子力技術が質的に低下しているという激しい批判が、原子力が需要を満足し得ることとなったち

ょうどそめ時点に．～． ﾜき起こつ七きたごとは、客観的にみれば実に驚くべきことであります。実際これ

らの反対意見を分析してみると、工業の発展に直面して、工業化を無限．に進めることへの現代人の漠然とし

た拒絶反応を読み取ることができます。われわれはこのことをよく心にとめておく必要があります。し

かし、われわれはこの反対論が、被害を発生させるのが最低水準にある技術を目標としている点につい

ては、その目標設定において混乱に陥っている事実を明らかにしておく必：要があります。実際、原子力

技術を薬品の慢性許容量と最初の医薬効果との比較、．その他の重大な事故と比較すると、原子力エネル

ギーは他のほとんどすべての技術に比較しても、1桁から2桁も安全度が高いのです。

　一方、世界的レベルにおいて、原子力の発展は不拡散の問題を提起します。

　この部門に唱いて、原子力対外政策最高審議会によって明確にされたフランスの原則を簡単に述べた

し（と，思いますo

i∴1 ?子韓土ネルギーがその国の発展にとって必要なエネルギー源として競争力をもつ国もある。フラ

　ンスはこれらの国の原子力の平和利用に貢献する用意があるQ

2　フランスは国際的な約束を尊重しながら、原子力の輸出政策ではその主権を維持する。．

3．フランスは核兵器の拡散をのぞまない6原子力輸出政策に齢いては、機器、．物質、そして技術に関

　してこれらの取りきめと～保障措置を強化する0

4．フランスはその供給する原子力発電所については、核燃料の供給を保証し、技術の習得のための正

　当な要請に応ずる。また、必要があれば、核燃料サイクルのサービスを提供する。また、これらを保

　証するための二国間、または多国聞の協定を検討する用意がある。

5．フランヌ政府は原子力機器、物資または技術のすべての供給者は商業活動によって核兵器の拡散を

　もだらすのを回避することが．必要だと考えるQ

6♂フランス政府は毫原子力計画にかかわら恥いる主要な国々、澄よび取引関係のあるすべての諸国と

　これらの問題について話し合う用意がある。．

一22一一



　　フランスにおける一次エネルギー消費
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　kWh当たりの調ストの変遷
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フランスの原子力発電計画における高速増殖炉の割合
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フランスにおける天然ウランの累積消．費燈
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　フランスにおける原子炉のエンジ艦アリング（NSS＄のみ）
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フフンスにおけるウラン濃縮
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　　軽水炉用燃料の再処理

（フランスにおける年間需要と処理能力）
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1977年のGEA研究開発予算（百万フラン）
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会餐午

通商産業大臣挨拶

〉演講別特く

「21世紀の日本」



通商産業大臣あいさつ

通商産業大臣

　田　中　龍　夫

　本日、日本原子力産業会議第10回年次大会にお招きいただきましたことは、

私の非常な喜びとするところであります。

　いうまでもなく、原子力は、国民生活および国民経済の基礎ともいうべきエ

ネルギーの供給源として、きわめて大きな役割を果たすことが期待されてい

るものであります。わが国の原子力発電の規模は、現在、稼働中のもの13基、

743万kWに達しておりますが、資源に乏しいわが国が・今後ともエネルギーの

安定確保を図っていくためには、原子力の開発をさらに一層強力に推進していくことが不可欠であると

考えております。

　しかしながら、今日、わが国の原子力開発は多くの問題に直面しております。原子力の安全性に対す

る一般的な不安は、原子力発電所の立地にあたっての大きな問題となっています。核燃料サイクル、と

くに再処理等ダウン。ストリームの確立は焦眉の急であります。さらに国際的に核拡散防止の観点から

の規制を強化しようとする動きが高まりつつありますが、原子力の平和利用に関するわが国の立場が今

後とも引き続き保証されるよう、慎重にその対策を考えていかねばなりません。

　このような諸問題を解決し、原子力の利用を円滑に進めていくためには、原子力の利用に対し国民の

理解と協力を得ることがきわめて：重要であり、また、諸般の対策をきめ細かく講じていく必要があると

考えます。通産省としては、原子力利用に関する諸問題に積極的に取り組み、重要なエネルギー源であ

る原子力の利用が国民の信頼を得つつ進められるよう最善の努力を尽くす考えであります。

　政府としては、現在、原子力行政懇談会の意見に沿って原子力行政体制を改革、強化するための法律

案を国会に提出しているところであります。今後、原子力の各分野において通産省の果たすべき役割

はますます大きくなっていくものと考え、その責任を痛感しているところであります。、

　原子力産業にご関係の皆様におかれましても、今後、わが国の原子力の利用が進展し、国民生活およ

び国民経済の安定と発展に大きな貢献をするよう、なお一層のご努力、ご活躍を期待いたしますととも

に、民間においてわが国における原子力利用の発展に重要な役割を担ってこられた日本原子力産業会

議の今後のζ発展を祈念いたしまして私のあいさっといたします。
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21世紀の日本

作　家

小　松　左　京

　小松左京でございます。さきほどご紹介がありましたように私は昭和29年

に京都大学のイタリア文学を出まして、そのあと、昭和28年が特需景気の最

後でございまして29年は大変就職難の時代でなんでもやらなきやいけないと

いうんで、大阪の小さな原子力関係の雑誌を昭和30年からやりました。ちょ

うど日本の原子力の草創期でございます。原子力基本法が出来て、そして有澤

先生が原子力委員℃……有澤先生にインタビューしたのを記憶しております。

もう20年以上も前でありますが、有澤先生がご記憶にないのは当然で、その当時私は大変痩せており

まして、おわかりにならなかったと思うんですが、今こうやって原子力産業会議、とれももう20年の

歴史があると思いますけれども、ここでお話し出来るチャンスを持ったということは私自身としてぽ大

変感無量でございます◎

　「21世紀の日本」という題を頂載したわけなんですが、私は皆さんご存知のようにサイエンス・フ

ィクションという大変奇妙なものを書いております。私自身は日本未来学会にも参加しておりまずけれ

ども、必ずしもそういう問題の専門家ではございません。しかしながら私も、職業上人類文明の歩んで

きた歴史、それから将来の展望というのは、H．G．ウェールズのようなものを書くためにはどうして

も一応自分でも勉強してみなくてはというところでこぎいまして、少しかじっている程度のところでご

ざいます。私は、ですから≦決して2ユ世紀の日本はこうなるんだというアファーマティブな

ご「とはとても申しあげられません。題名に一SF作家め見た21世紀の日本、という修正を加

えさせて頂いて、お話をさせて頂ぎたいと思います。これは一種の傍目八目みたいなところがあると思

います。皆さん、こういぢ見方も出来るかもしれないという程度にご参考にして頂げれば幸いだと思い

ます。これから申しあげることは一切私見、私自身”）個人的意見ということで、これを前提において聴

いていただきたいと思います。

　私の大体見たところは、21世紀は……そんなに先のことではございません。あと23年でございま

す。今年生まれた赤ちゃんがちょうど大学を卒業するころ、青春のころなんですが、その21世紀までに

実は私、日本だけではないと思いますけれども、人類社会全体で1980年代に大変いくつかの大きな

壁にぶつかるだろうと思っております。80年代、幅がございまずけれども、それはもちろん一つは皆

さん今日も熱心にご討議なさるでしょうエネルギー問題であります。エネルギーのバリアー、もう一つ

は日本の場合ですと、食糧問題のバリアー、三番目が日本の場含これは大変特殊な条件なんですが実は

防衛問題のバリアー、この三番目の問題は今日は私自身もあまりクリアしておりませんので今日はお話

しいたしません（，エネルギー問題に関しまして横から、要するに日本をはじめ人類社会の歩みを見てお

りますと大変大きなことは、そろそろ人類社会が脱石油一辺倒の時代に入るだろう。………脱石油とは
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申しません。なぜかといいますと石油はまだまだ人類全体にとっての非常に貴重な資源であります。エ

ネルギー資源志して貴重であるのみならず、化学原料、化学材料としても大変貴重な資源であります。

ですから石油はますます需要が増え、そして貴：重な存在になっていくでしょうけれども、しかしながら

人類社会全体の要するにエネルギー需要というものを完全にこの物質一つで満たすという、満たし得る

という時代はもう過ぎ去りつつあるのです。

　とくに日本の場合ですと、これは1940年代に中東に大変大きな油田が晃つかって、そこで：要する

に戦後復興経済期を迎．えたとい5ある幸運があったんですけれども、非常に石油一辺倒の体質がエネル

ギー問題で出来てしまった。しかしながらこれを考えてみますと20数年、わずか4分の1世紀の間に

そういうふうにソフトしたわけであります。これは、一つは第二次大戦が終わりまして、石油が戦略物資

としての大きな枠がはずされた。それから国際的な自由マーケットが形成され｝しかも油田が見つかる

と、日本は経済復興期に入っているといういろいろな条件が重なったんですが、こ”）20年間に、たと

えば日本のエネルギーの80％近くが、石油になってしまう……しかもその99．7％ぐらいが輸入に

たよるという、ある意味で大変特異な体質ができてきます。その石油がやっぱり、いつまでも、とにかく

終戦直後、あるいは1940年代後半から50年代前半にかけて、60年代ぐらいまで、ああいうふう

に安い、しかもハンドルしゃすいエネルギー源としていくらでも手に入るという時代は続かないそ、

ということはもう1973年の石油ショックでわれわれよく知ったところであります。

　そのつぎの段階としてやはり、ま幽石油ショック自身はあの時の日本の経済成長を見ておりますと、、

エネルギ「総需要は少し減ったにもかかわらずヤ経済成長は依然として続いた。その経済成長ではなん

とかそこをしのいでしまって、今われわれは、普通一般の人たちはやっぱり自動車を沢山塗りまわ．して

おり、なんとなく石油はま．だ恥けるような気持ちになってるらしいけれども、．しかしながら現実問題と

して1980年代にはやはり日本の、要するにエネルギー体系というものを大きく組み替えなげればな

らないQこれは日本葦けで嫡ないと思いますQヨーロッパもアメリカも、ひょっとしたらアメリカでさ

えも組み替えなければならないだろうと論いますQ

　どういう時代に入ってい、くかといいますと、これはやはり．非常に多様な、混合エネルギー源時代には

いっていくだろう。それでその中で非常に重要な一つの柱になるのはもちろん原子力です。それからそ

の他にも太陽熱であるとか地熱であるとか、をれから二次エネルギー源としては水素秀おそらく使うで

しょうし、そう㍉・う形でとにかく今まで石油さえ手配しておけば大丈夫だ、安心出来たとい！時代か

ら、そうでなくてエネルギ．…源というものを人類社会が非常に多様なところがら取り始める……しかも

そのエネルギー源のかなりの部分は、一つはロー㊤ポテンシャルのヂネルギーを使わなければならない。

それからもう一つは、・エネルギーがもう自然の中に……これは坤球の歴史の一つの遺産として、．自然の

中にどかっとあるものを穴を掘って採ってくるという時代は過ぎまして、エネルギー自身をつくり出す時

代になるだろう。つまり技術でもってエネルギーを……これはっくり出すというのは語幣があるかも知

れませんが、非常に薄く拡散している太陽エネルギーを使える形にコンバートする。あるいは源子力な

んていう7）は非常にある意味で加工度．の．高いものです。三二の中にごくわずか含まれている放射性物質

の中の、しかもウラ／というものを、これを何段階にもとにかくコンセントレートしまして、それを高

度に加工して、高度な．技術でもってわれわれの使えるエネルギーの形に転換．して来た。
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　原子力が一つ非常にいい例なんですが、これから先のエネルギーというものは、もう、つまりどこそ

こにドカッと埋まっているものを見つけて、簡単に掘って採ってくるという時代から、それぞれの国に

おいで一つの技術の力でもってわれわれの使えるような形のエネルギー源をつくっていく時代だろう。

エネルギーは収奪するといいますか、奪ってくる時代ではなくて、エネルギーは培養したり、それから

プロダクトしたりする時代に転換していくだろう。これは人類の歴史を見てみますと、人間は、やっぱ

りだんだん加工度の高いエネルギー源というものを使い始めているわけです。そしてまた、その転換が

可能かどうかということに関しましては、私はある意味で大変楽観的なわけです。人間の技術というの

は相当なものでありまして、人類の歴史を振り返ってみますと、何度もエネルギー危機というものを地

域的にせよ遭遇しているわけです。ある場合には、たとえばエネルギー源である木を沢山切ってしまっ

た。たとえば紀元前3世紀ですけれども、秦の始皇帝が万里の長城を築くために、煉瓦を焼くために華

北の森林を切り倒してしまった。それであの見渡すかぎりの黄土地帯が出来た。．

　あるいはそれよりもっと古い古代文明の中でも、人間の集約度が高くなってくるために、都市化が進

んでくるためにエネルギー供給が非常に窮屈たなりまして、まわりの木を全部切ってしまってそのため

にリカバー出来なくなってしまった。

　老ういうことを何回も繰り返して来ている。ところが大変決定的なのは、17世紀におけるヨーロッ

パで同じようにまたエネルギー危機に遭遇した時に、エネルギー源をシフトした経験があるわけですQ

産業革命は18世紀に起きたといわれておりましたけれども、それ以前の17世紀、約100年ほど前に

ヨーロッパ全体に石炭の使用ということが大変普及し始めておりました。どういうことかといいますと、

これほいわれセおります今一つの原因は、1．6世紀あたりからヨーロッパに大寒冷化が起こった。この

あいだアメリカに大変な大寒波が襲来いたしました。バッファローで体に感ずる温度だと一72℃とい

うちょっと驚くべき温慶が出て来たわけです。

　もっともその時われわれSF作家が考えたことは何かといいますと、ちょうどその時に南半球のシド

ユーにおいて十46℃という高温がありましたので、あの時どうしてパイプを引いて．それでシドニ

ーとニューヨークの間に冷たい空気と温かい空気のバーターをやらなかったのかという、これはまあSF関係

の話で脱線でございます。

　16世紀から地球全体が非常に寒冷化時代に入っていまして、現在よりも大体一3℃ぐらい低くなり

ました。日本でもその聞、ちょうど江戸時代ですが、天明・天保の大手鰻、大冷害が起こり、ヨーロッ

パでは、ユ7世紀ですけれども、何回も大寒波に襲われております。一番極端な例はフランス革命の少し

前ですけれども、セーヌ河が大体83日間、河底まで結氷してしまったという事件がございました6これ

で食糧輸入圏のパリが、食糧が入って来ないし、おまけにもってきてパリのほうでは大体小麦は全部水

車で粉にひいていたんですがその水車が駄目になってしまう。それで小麦粉戦争というのが起こづて、

それが闇接的にフランス：革：命の引き金をひくわけな布です。

　それほどの寒波が来たときにヨーーロッパで．は大分森林を切ってしまったらしい。これについては大変

おもしろい研究がございます。ちょうど17世紀ぐらいから絶対君主制が出てまいりまして、戦争が大

変頻々と起こる。戦争のために鉄器をつくらなければならないんですが、その鉄をつくるために森林を

大分切ってしまった。もうこれ以上とにかく森林が回復しないと、寒いし、その時にヨーロッパの人は

実は石炭を大変嫌がっていた。あれは硫黄のにおいがしますし悪魔のにおいがする。それからそのまま
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で鉄鉱精錬に使うと、これは硫黄分が多いもんですから鉄が大変脆弱化する。使うのを嫌がっ

ていたんですがその時に、やはり石炭（専焼）炉と家庭用の石炭暖炉と、それからコークヌを発明

しまして、それでそれまでの、自．然の森林から地球に埋まっている大きな宝、エネルギ「の宝、エネル

ギー資源へ全体的にシフトして行ったのです。

　宅の時出来ます蒸気、これは石炭の場合は薪木よりも大変重量当たりのカロリーが大きいもんですか

ら、大変高圧蒸気が出来る。高圧蒸気の．利用を考えて、そしてスティームエンジンが出来てきた。産業

革命の引き金がひ．かれた。これは一つの解釈ですが、そういう見方のなり立つような条件が起こったわ

けです。実は、不思議なもんですがちょ．うど同じ17世紀に日本でも石炭を使用しようかと．いう話が持

ちあが．っております。・これは西日本のほうなんですが、中国地方では裏日本の側で製鉄用に木を全部切

り尽しています。これはもう17世紀までに約千年間にわたって切っているわけです。それかうそれだ

けでなしに表日本のほうでは製塩が大変大きな産業になっていたこともあります。昔の製塩というのは海

水をとりまして釜で煮つめたんですが、そのための薪木をたくさん切ってしまったQ瀬戸内の島はほと

んどその製塩用の薪木を取るためにリザーブされてあったんです。しかしながらこれも足りない。自然

の森林の回復力が追いつかないという時に、筑豊：炭田の石炭を使ってみようじゃないかという話が1．7

世紀、・年代ははっきり覚えておりませんが、1670年か80年ぐらいに話が起こっております。とこ

ろが日本はその時太陽熱の利用へ踏み切りました。これは入浜天日製塩という、砂浜に海水を入れて太

陽で乾かすという形で、．そこヘシフトしたため忙石炭を使わずに済んだということのようです。もし日

本があ、の時そのまま石炭を使っていたら、日本でもオートジェニソクにひょっとすると産業革命が起こ

ったかも知れません。

　そういう形の、エネルギー源のシフトというものはむしろエネルギー問題が非常な困難に遭遇した時、

同時にその時、社会が何かそういう．イノベーションを生み出していく一つの集積があった時には見事に

シフト出来るものだと、私はそう思っております。実は、石油というものはある一つの品物に代表して

いえば、これはもうわかりやすいんです。エネルギーが石油だと、石油さえ見つければいいと．大変わ

かりやすいんです。それにひきかえ、あっちこっちでちょζちょことエネルギー源を集めて来て、それ

を要するにコンセントレートして、それでわれわれの使えるような電気なり、あるいは場合によったら

自動車の燃料としての水素なりに転換するというのは、わかりにくいかも知れませんけれども、しかし

ながら社会全体がある一つの決意をしてその方向に向かって大きな政策を掲げて進んでいけば、私は転

換出来ないごとはないと思います。

　もう一つの食糧問題なんですが、これも実は．日本は現在60％外国から食糧を輸入している．という

のですが記日本の国内では私のようなSF作家でなくて、農政の専門家、農業の専門家が、日本は現在の

ままで食糧を完全に自給でき．るといっています。日本の農業はご存知のように、非常に大きな保護産業

で、．生産者価格とそれから消費者価格の間に大きな差があり、それを大体食管会計で埋めている。それ

から牛肉の問．題でもとにかく日本の国内ではやたらに高いんですけれども、片一方でオーストラリアか

ら安い牛肉を輸入しようとすると、これはストップがかかる。日本では食糧問題を、大変な：ように思ってい

るんですけれども、実は食糧問題も、．食糧生産というものも、これは：要するに高度に技術化すれば、現

在の耕地面積だけで、あと工場やそれから住宅に全部とっても、残りの耕地面積で日本全体食えないこ

とはない。そζ：に必要なのはもちろん一つはエネルギーと、もう一つは肥料と、それからあとは大変高
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度な技術です。

　将来の日本の農業は大学の経済学部出た人と工学部を出た人とがそれにかかわればほとんど自給でき

るだろう。もちろんそこには一つの農業専業者という現在の社会的グループの問題、いろいろな社会的問

題がありまずけれども、基本的にはそちらヘシフトすれば出来ないことはない、こういう議論があるわ

けです。現在の定本の農業はEi本全体の高い教育程度、それから日本全体の非常に高度な工業生産力を

バックにしまして、日本の農業の生産性というものが現在世界有数といわれています新日鉄の生産性ぐ

らいまで持っていける……約10年でもっていけないことはない、という大変勇ましい議論もありまし

て、私はその議論に大変、加担しているわけです。現実問題としては日本はむしろ国際関係でもって、．

農作物を買っていかなければならないという立場を別にしまして、基本的な供給ということになれば、

もし一つの潜在能力としてそういうものを形成するためには、ある一つの政策を持っていけば出来ない

ことはない。

　もう一つの防衛問題はこれは実は相手のある問題でありまして、これはまあ、日本は戦後30年間手

抜きしつ放しでしたから、むごう21世紀までに大戦争が起こらないように今のところは祈るより．しょ

うがないというところなんです。……

　今い．いましたようにエネルギー問題、食糧問題などを含めまして社会全体を新しいシステムに組み替

えるための一つの技術的な可能性は立派に存在しています。ところが大問題なのは果たして社会がそう

いうシステムの組み替えを政治行政レベルからだけではなく、普通の人たちまで含めて社会全体

でやれるかどうかで、もし果敢にそういうふうな形で体質を変え℃いくということをやれば．、私は

21世紀の日本はかなりいいところでとどまれると思いますし、それに失敗すると日本の世界的なステ

イタスも、世界に対するいろいろなコントリビューションも落ちてくるだろうと思います。

　やれる条件があるかといいますと、こちらもまた今いいましたように社会的条件がないわけではない

と思います。実はこれは日本だけでなしに、ヨーロッパやアメリカも同じような問題に遭遇していると

思うのです。人類社会全体が’噛そうなんですが、一つはとくに日本の場合ですと大衆社会というものが、

ハンド・トウ・マウスの大衆ばかりでなしに、大衆社会のマジョリティが中産階級になって来た。私は

マス・ミドルクラス。ソサエティになりつつあると思います。……一つはもちろん所得面で、もう一つ

はやはり教育面です。日本の義務教育を経た後の高校進学率はご存知のようにもう80％を越えようと

しております。それから大学への進学率が25％から30％になろうとしております。こういう人たち

は国民生産全体が非常に低くて所得が低い時にはそれにふさわしいライフ。スタイルを獲得することが

できないというので、非常に反社会的な勢力になっていくわけです。

　これは実は、戦後の、新しい第三世界においてしばしば見られたことです。ある国では戦後植民地か

ら独立しまして、それから先は高等教育を受けた者がいるということで、国民全体は大変に貧しいんで

すけれども、皆でなんとかそれを絞り出して、海外留学をさせて大学を出た。大学を出て帰って来た人

たちがそれにふさわしい職場がない。闇屋か公園の切符切りにでもなるよりしょうがない。そういう人

たちがまあ大変過激派になりまして、クラッシュして、ある国では実に1000入の大学卒業生を機関

銃で殺してしまったという悲劇があるわけです。そうすると戦後20数年間一体全体なにをしていたん

だろうという深刻な反省が起こります。

　幸いにも母本の場合はそういう状況はないようです。というのは、一応戦後の高い経済成長のおかげ
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で、完金に満足ではないにしてもほどほどのところでとにかく自分の生活を設計出来る、また自分の生

き甲斐のある仕事を見つけることが出来るような状況が出来ているわけなんです。私はこの状況をこれ

からのいろいろな日本の政策上はっきり見据えていかなくてはな：らない◎この人たちに対する的確な働

きかけというのは、おそらく社会の、あるいは行政や産業界の大きな課題でありましょう。私自身もいっ

てみますればマジョリティのミドルクラスの一員として、同じ仲間に呼びかけている、最近のスロ．

一ガンは「主権在昆」ということです。どういうことかといいますと、われわれはまあ生活程度は大した

ことはないけれど一応とにかく自分が人生設計出来るようになって来た。ライフスタイルについて初め

てこの国の中で、主権者、マスタ｝であるような、とにかくライフスタイルをとれるようになって来た。

これから先必要なのは本当の意味での、この国の主人であるにふさわしいような教養であり、見識であ

り、それから行政その他のいろいろなことに対する一つの寛容さではないだろうか。

　主人というのはっまり、たとえば使っている人間がなにか大変いいことをやった、素晴らしいことを

やったならこれはもう大いにほめられるべきである。といってちょっとしたミステークがあって、それ

をぎゃあぎゃあいうべきではなかろうと……。しかも場合によったら使用人というのは大変お役人なんか

には悪いんですけれども、大体われわれが税金を納めて、それで国会議員および行政府のお役人あたり

使っていると……それからわれわれも参加しているけれども、われわれのとにかく購買力でもって産業

界を支えてると、そういうふうに考えればあまり専門家に対して、これはひょっとすると診たちをだま

しているんではないだろうかと……あるいはわれわれを、．大変抑圧しているのではないだろうかとか、は

なはだしい場合には、だましているんじゃないだろうかと、こういうようなことをあまり考えるべきで

はない。むしろ現在の社会状況の中ではいろいろなインフォメーションを取ろうと思ったら、かなりな

ところまで取れるわけです。これはやはり戦後の日本の情報の民主化ということが大変大きかったと思

います。

　私は大学を卒業しましてすぐに有澤先生のところに行った．わけです。その時は本当にもう貧乏でした

し、服もあまりいい服．を着ておりま．せんでした。今と違って栄養が悪くて痩せておりまして、どこの馬

の骨だかわからないのに有澤先生はその時東大の教授であり、戦前ならば東大教授に会えるわけないん

ですが……一ジャーナリストが会えるわげはない。なぜかといいますと、東大の先生方はみんなζれは、

これはちよっと翻訳がむずかしいんですけれども勅任官といいまして……われわれのようなペーペーが

会えるわけがないんですが、その時には会って非常に親切に話していただいた。やる気が、インフォメ

ーションをとる気があれば、そういうふうなとれる状態にあるんだから、われわれはとにかく日本の中

のマジョリティの、ミドルクラスとして、少なくとも建前上の「主権在民」の主としてそれにふさわし

いような見識と教養と、それから精神性を身につけようじゃないかという、これが私のスローガンであ

ります。

　これから先の日本、それから21世紀にかけての日本、日本だげではないかも知れません。とくに先

進国の社会においては新しいタイプの大衆が出て来ている。日本の場合、これは他の国はどうか知りま

せんが、日本の場合ですと、まあマイホームというのがいわれております。一つ一つニュークリアファ

ミリーになって、核家族になってマイホームを形成した男たちはもう親からの直接の援助を受げら

れない。それから親戚関係からのコネクションもあまり当てにならない。自分の働いた金で自分の家を

経営していかなけりゃならない。大変マイクロナイギされていますが、ひとりひとりのそういうふうな
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ホワイトカラー、あるいはサラリーマンというの1叡これは会社では確かに使用人かも知れません。被

雇用者かも知れませんが、家へ帰ると自分の家という一つの組織体の中では、ひとりひとりが経営者、マ

イクロ経営者になっているQ

　そういう人たちはたとえば社会の運営、社会の組織の経営ということについて潜在的に．わかっている

ことが沢山あるに違いない。一億総経営者というのは少し大変乱暴なスロー一．ガンかも知れませんけれど

も、そちらへ向かってシフトできるだけ． ﾌ可能性は、日本の社会の中にやっぱり形成されつつある。

これは先にいいましたように、六三制でマスプロ教育でもってひとりひとりの大学出の知識教養は戦前

の大学出よりうんと落ちぢやった。文句はありまずけれど．焉Aしかしながらそれとは違．うのは就学人口

の中の実に25％から30％が大学を出たということです． B

　こういう条件を踏まえて考えてみますと白本の場合これから先、先ほどいいましたように非常．に大き

な、たとえば社会全体の仕組みの切り替えをやらなきやならない。その中間過程においてはいくらかちょっ

と社会全体として苦しいこともあるかも知れませんけれども、切り替えがうまくいけばおそらく貝本の

21世紀は明るいものになるだろうといケーつの条件が出て来た時点にあたりまし．て、戦後の新しい．

階層に向かって産業界の方々も、．それから行政マンの方々もも彼らの判断力というものを信頼してもつ：

と率直．な、会話をはかるべきであちうと思います。結局それは新しいタイプのニュ這パプリ．シティ、ニ

ューパブリケーションというふうなことになるかも知れませ．んが、そういうことへまず社会の中でコミ

ゴニケーションの形態から変えていかなければなりませ．ん。

　私はマス・ミドルクラス。ソサエティというものは、そうい．うむしろ社会一般の人たちがある程度立

法府の代用とはいいませんが、立法府の代替物といったらいいんでしょうか、なにかそういうふうなフ

ァンクションを果たしていくだろうと思います。これは大変突飛なごとのようにお思いかも知れません

けれども、これから先は信頼関係を結んでいくべき相手というもの、リーダーの人たちが信頼関係を結

んでいくべきソシアルグループというものはまさにそこにあり、そこのところの同盟関係がうまくいけ

ば日本の全体の、先ほどもいいましたエネルギーシステムであるとか、それから食糧生産システムであ

るとか、あるいは国際関係のシステムの組み替えであるとか、そういったものの組み替えが割とスムー

スにいくんではないだろうかと思いま． ｷ。これはまったく私の私見でありますQしかしながらこれはも

う私見をこえまして、．21世紀の世界において日本のとらなければならない立場というものは、はっき

りしております。

　それは、日本は入類社会全体が遭遇しつつある地球管理のための新しいシステムの形成、それから古

いシステムのリフォーム、そういったものに積極的に参加して、そして21世紀の世界の新しいオ～ダ

ー、秩序みたいなものの形成に大きな役割を果たすべきであるし、．果たすことを期待されているだろう

と……そういったものに現在の日本はある。世界全体から見ると、わりといい条件というものはそうい

う形に生かされていかなければならない。宅れは日本が21世紀の世界において果たすべき義務をスム

ースに行うためにも、日本の社会の中の組み替えというものは出来るだけスムースに達成しなければな

らない。

　そういう余力があってこそ、21世紀に人類全体が遭遇する問題を解決しえる。今の人類社会の、国際

政治、あるいは国際的な経済のシステムというものは、16世紀から19世紀までの地理的分割の時代

のあと生まれているのでありまして、たとえば資源問題、これはある資源は人類社会全体の将来のため
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にこう管理しなければならない。あるいは環境問題、廃棄物は地球全体がこういうふうになってくるか

らこういう形でやらなくてはならない。最終的にはやはり戦争問題、軍備問題だと思います。人類社会

全体の、21世紀以降の大きな発展と、それから社会全部がかかえているいろいろな問題の解決のため

には軍備、それから戦争の問題も解決しなくてはならないんですが、われわれの生活そのもの、経済生

活そのものは大変地球的になってしまっているのに、それをマネージする政治的なシステムというのは

依然として19世紀的なものが沢山残っている。

　これから先の世界というものは、人類全体の将来のことを考えて新しい地球マネージメントのシステ

ムをつくっていかなければならない。政治レベルでつくっていかなければならないと思うんですが、そ

れをつくる上に日本は出来るだけ国内問題をスムースに解決し、その余力をもって積極的に参加すべき

だろうと思います。今われわれがこの繁栄を享受していること、比較的中程度に盟かな生活を享受でき

ていること、それからそれをまた教育その他に大きく振り向けているということ、世界の中でも日本が

条件がいいということは逆に将来の世界全体に対して臼本がとるべき一一つの義務が発生しつつあること

だと、こういうふうに私は考えております。

　その義務を達成するためにも、実は日本の社会の中のシステム改変というものを、おそらく1980

年代に起こるシステムの切り替えということを出来るだけ賢明に、スムースに達成するべきであろうと…

これが、21世紀の日本はどうなるかというよりも、どうすべきかということに中心がいきましてまっ

たく、まさに一SF作家の見た一つの独断でございまずけれども、私の最近感じていることでございま

す。どうも大変まとまりのない話でしたがご静聴ありがとうございました。
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議

議

セッションー1　エネルギー情勢と原子力開発

長松根宗誠（経済団体連合会エネルギー対策委員会委員長日本原子力産業会議政策会議委員）

　　　　講演世界のエネルギーと日本の進路

　　　講　　　演　　　新エネルギー技術の評価とわが国の選択

長　　　原谷　敬吾氏　　（北陸電力㈱社長）

　　　　講　　　演　　　イタリアにおけるエネルギー情勢と原子力発電の役割

　　　　講　　　演　　　米国のエネルギー問題と原子力開発一産業界の見解

　　　　講　演　蒔欄発のためあ国醐力への醜



世界のエネルギーと日本の進路

エネルギー総合四一婁町会叢i員長
日本原子力産業会議翻会長

　　　中．山棄平

　今日のごとく、いわば世界的規模でのエネルギー不安・将来危機が予測され

る時期に、国内外の原子力開発に携わる各界の方々が一堂に会し、　「原子力発

電時代の新しい展開をめざして」という基調テーーマのもとに、広く論議を争わ

れることはきねめて意義搾いものであり、第10回原産年次大会が実り多い成

果をあげられますことを、まずお祈り申し土げます。

　ご承知のように、オイル。ショック以降の世界的な経済の停滞などにより、

先進諸畢におけるエネルギー需給は当面逼迫を示しているという状況ではありませんが、国内外のさま

ざまな研究機関の発表にもみられますとおり、中・長期的に将来を展望した場合、エネルギー供給不足

整経挙の雪花や図星福祉の向州を木き斥制約する翠因≒なうであろうことは＋分予測されるところであ

ります・．蓄し、て・難か．ら．2000思至醐間の功レギ｝．徽の酪は・つぎ紳吐げるような

特徴をも？もの鱗・・．・れ・ρ勲仕懸講・でおく・とが・轍われわ袴そ嵩めの対聯や

その優先度の置き方を検討する⊥で基本的に重要なこととなってくるものと思われます。

　をの第一は。今後穎在化してくるであろう世界的な干ネルギー危機というものは、．かって．ローマ・ク

ラブが提唱したような地下資源の絶学的澗渇に満つく物量的な称機というよgも、むしろ政治的・人為

的脆撫あるrとを謙酪きだという点であります・樋うん一躍で・石油の確言鯉蔵凱年間生

輯の特牛穣しかなく・平99咋前後郷関からは石油の麓が耐かしくなるとの肺もある

尉ですが・しかし纐鞭結しうるエネノレギ源全体で考えれば・砥噸テカ・さ確r糖嘱

繋れ御あ㊦砧代替工四種等を継て糧が即な仲ると1’．うrと酬い・それよりも・

有油で騎えぱ産油国とレては各々の、・ろいうな国家啄策的判断か㍗埋蔵量はあうけれども掘ウない｝あ

るいは代替エネルギーにしても経済性がないから開発がはかばかしく進まない、また環境規制が厳しい

ので疎用できない一等々．の理由が、結果として干ネルギーの供給不足をも寒らすといった性格のもの

であろうと考えるのであります。

もう　つ唖は・離塁．しキげた．こ踏1魅するのですが・・難から2000年堪え砺たりまでの

30～40年間は、ちょうど人類が使用しているエネルギー源の歴史的な転換期に当たるということで

あります。ζ護れ．まで人間は原始的．な薪・炭の時代から燃える石としての石炭の時代を経て。石油・天然

ガスなどの炭化隷工抄ギ…の蹴組歌してまいり郎た・そし畔れから雌木プ1や太騨・地

熱といった非澗渇性の再生可能なエネルギー源へ大きく転換していくべき時期を迎えており、この過渡

期にともなういろいろな摩擦や混乱がエネルギー危機の一因となって現れてくるという面が強いと申

せましょう。すなわち、石油や天然ガスが物理的にも経済的にもきわめて優れた性能をもち、経済や産

業活動を発展させる上で大きな貢献を』てきたのに対し、つぎの時代のエネルギー源は．より高価であり
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開発。利用上に今までのものとは異なった困難を伴うものであるという点が、強く認識されるべきであ

りましょう。

　われわれの眼前に横たわるエネルギー危機をこのようにとらえた場合、その実体が政策的・入為的で

あり、かつまた過渡的な現象であるといたしましても、これに対して手をこまねいてなんらの対策も打た．

ずに無為に過ごした場合、危機は間違いなく現実となるのであります。そして経済や産業活動は縮小し、

失業、企業倒産の増大などから、われわれの日常生活そのものを維持しえなくなるという事態も考えな

くてはなりません。このような悲惨な状況を避けるために、欧米各国ともエネルギ～問題の解決に必死

に取り組んでおり、たとえば米国は石炭の利用、英国は北海油田の開発、仏・西独は原子力への大幅依

存など、政府自らが積極的にそれぞれの状況に応じた対策を講じているのであります。そして問題の本

質が国家政策的。人為的なものであるだけに、人知を結集し、国境を超えた解決策参求められるならば、

この歴史的な転換期を乗りきる手だては必ず見出せるものと確信しているのであります。

　たまたま私は最近、中東湾岸諸国を歴訪して参ったのでございますが、日本経済にとって命綱である

石油の70％を供給するこの地域との相互依存外交は、往時に比べればかなり進んでいるものの、ビジ

ネスとしての経済協力の範囲を超えた国づくりプロジェクトへの積極参加という点からすれば未だしの

感が強く、今後これらの国々の産業構造、インフラ・ストラクチャーを構築していく上で、わが国の果

たす役割は大きいことを痛感した次第であります。このような観点から、OAPEC事務局と日本の

中東協力センターとが中心となって、三つの重要な分野一一それは、インフラ・ストラクチャー、工業開発、そして

エネルギーでありますが．一につきまして共同の作業グループを設けて双方にとって碑益する問題を検討していくこ

とにしております。

　ひるがえってわが国におけるエネルギー問題に眼を転じますと、ご承知のとおりわが国は一次エネル

ギー供給の9割を輸入に頼り、また全体の4分の3を輸入石油に依存しているという、先進諸国の中で

も際立って海外依存の高いエネルギー供給構造を持っております。一方で平：地面積単位当たりエネルギ

ー使用量で見た場合、日本は米国の10倍、西独の2倍という過密状況にあるため、大気汚染などに対

する環境規制は世界一厳しいものとなっております。

　このような状況を考えた場合、わが国における将来のエネルギー供給は、量的にも質的にも他の先進

諸外国より数段困難の度合いが強いと考えざるをえません。そしてエネルギー供給の不足が制約要因と

なって、経済の安定的成長さえもが困難となるときには、エネルギーに限らず国内資源に乏しいわが国

においては、鉱物資源、食糧などの輸入にも事欠く恐れがありますし、場合によっては発展途上国への

援助なども到底負担しえないこととなります。また諸外国に比べて著しく外部資本への依存が高いわが

国の企業では、ある程度の成長が保証されない場合には、金利負担の相対的な増大からコスト上昇、採算

割れなどの事態の発生が非常に懸念されます。

　したがって、エネルギー不足あるいはそれがもたらす困難な状況、すなわち「脆弱さ（ヴァルネラビリティ）」

というものは、日本において他のどの国よりも深刻なものがあるということができるのであります。

　このように日本においてきわめて厳しい将来危機が予見されるにもかかわらず、世の中一般がこうし

た状況をもう一つ深刻に受けとめていないように思えるのでありますが、その理由をある人がつぎのよ

うにまとめておられました。

　　第一は、わが国の経常収支が黒字基調で、手持外貨が潤沢なため、将来、海外エネルギー価格が高
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　くなってもその時点で買うことはできるはできるはずだ、との認識があること。

　　第二に、灯油の割安価格など政府のエネルギー価格政策が、将来の問題への販り組み方を甘くして

　いるごと。

　　第三に、需要が先行して供給が後追いするという需給パターンが定着し、需要があるかぎり供給責

　任は果たされるべきだとの安易な認識が一般的なこと。

　今やこうした認識を即刻捨て去るべき秋であります。エネルギー問題を解決するための具体的な施策

は、いずれも長いリード・タイムを必要としますQご承知のようにすでに実用段階に入っている原子力

発電所を新たに建設する場合でも10年はかかりますし、代替エネルギーの開発ということになれば数

十年は見ておかなければなりません。したがって昭和60年、65年の問題というのは、実は・今日た

だいまの問題であり、今すぐなんらかの手立てを講じていくのでなければ、60年、65年には間違い

なく危機的状況が露呈するであろうというところに、エネルギー問題のむずかしさ、恐ろしさがあると

考えるのであります。

　それではつぎに現在われわれが即刻取り組まなければならないエネルギー政策課題のポイントについ

て申し上げてみようと存じます。

　その第一は、実効的な実施計画としての総合エネルギー政策を早急に確立するということであります。

すなわち、政府、記聞を問わずエネルギー・システム全般にかかわる横断的な観点から問題の所在を明

らかにし、政策目標の優先度を示していくことが先決であります。このことがエネルギー問題にまつわ

るトレード・オフ関係を整理し、国民的合意を得るための早道になるものと申せましょう。そして、エ

ネルギー価格のあり方、産業構造のあるべき方向、環境対策などがそれぞれ明確に位置づけられ、総合

的な価値尺度から思いきった資金の投入がなされなげればなりません。

　幸い、この点に関しましては、最近政府の側でも真剣に取り上げられ、総理はじめ関係各大臣による

総合エネルギー対策閣僚会議の設置、あるいは通産省内にも全払をあげて総合エネルギー対策推進本部

を設けるなど活発な動きがみられ、また三二の側においても経団連をはじめ関係団体のすべての支援を．

得て、去る1月に私どものエネルギー総合推進委員会に特設いたしました「エネルギー戦略委員会」な

どの場において、積極的な検討が進められており、官民呼応してこの重要問題に取り組もうとしており

ますととは、大いに喜ばしいと存じている次第であります。

　第二に、三戸な国土、環境保全の重要性、わが国の置かれた不安定なエネルギー供給構造などを考え

ますとき、エネルギーの節約をはかることはきわめて肝要と申せます。圏民生活、産業活動のいずれを

問わずエネルギーの効率的使用を積極的に促進し、さらに省エネルギー型の産業構造、経済社会を求め

るための、長期・持続的な国民運動の展開が必要な時期に来ていると考えております。

　第三は、冒頭申し上げましたようにエネルギー問題はすぐれて国際政治的な問題であり、とくにわが

国のごとき際立って海外依存度の高い国にありましては．国際協調ということがことのほか重要となっ

てくるという点であります。エネルギーの生産国、消費国を問わず、政府ベースによる強力な資源・エ

ネルギー外交が必要なことはもとよりでありますが、私はむしろ、それらよりももっと広範で深みのある

「経済安全保障外交」ともいうべきものが必要であると考えます。民間におきましても、産油国の国づ

くりプロジェクトに対する積極的参加、あるいは代替エネルギー開発や省エネルギーのための技術開発

などにより、わが国が世界のエネルギー問題を解決していく努力の一翼を担うべき分野は、決して少な
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くないと思うのであります。

　以．L、世界ならびにわが国における今後のエネルギー問題とその対応の方向などについて申し述べて

まいりました。そして、国も企業も国民も、それぞれの立場でエネルギーの危機を回避するために今日

からでも立ち上がらなければならないことを再度申し上げまして、私の結語とさせていただきます。
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新エネルギー技術の評価とわが国の選択

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京大学工学部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教授　大島恵一

　　　　　　　　　　　　ただ今ご紹介にあずかりました大島でございます。中山さんから全般的な意

醗解織灘∴ll∴∴∴∴
　　　　　　　　　　　（国際経済協力会議）というものが開かれ、初期に器いては、アラブとイス

　　　　　　　　　　　ラエルの戦争が原因であったことから安全保障の問題、産油国に集まる外貨を

どのように環流するかという問題、エネルギーのうちのとくに石油への依存度の低下を図る問題につい

て、先進国はIEAを中心に対策を練ったわけであります。発展途上国とは一次産品問題あるいは開発援

励、金融債務といったこζで話し合い、同時にいわゆるSIECでエネルギー問題が議論されたわけで

ありますQ

　短期的エネルギー危機は中山さんがいわれたように…見乗り越えたように見え、たとえばIEAに診

いてもその重点が長期的エネルギーの研究開発協力に移行したようにも見えますが、最近の情勢は悲観

的要因がたくさん出てきて、先進国での経済の低滞、失業、さらに先進国間における経済的格差が問題と

なっております。また非産油国では、外貨不足、政治的混乱が、産油国に澄いても、最近価格政策の混

乱といいますか二重価格的なOPECの動き、そしてその中における産油国同士の利害の衝突というよ

うな問題がでてきております。この状態を考えるとエネルギー問題は、石油危機の形をとり、日本でも

チリ紙騒動というようなものがありましたが、それは実は短期的なものではなく、実際にエネルギーの

世界の構造的な脆弱さや矛盾を露呈してきたというか、その一つのきっかけであったということがだん

だんハッキリとしてきたのだと思います。

　今のお話のように、最初のエネルギー危機の時には2000年以降に資源的な困難な状態が来るとい

う話が、ローマクラブからだけでなくいろいろな方面からいわれました。実はその2000年以降の話

はむしろいろいろ手だてが考えられますが、埋渡期である1985年半ら2000年にかけてあるいは

中期的な時期に非常に難しくなってくる可能性がだんだんに大きくなって参りました。この問題は、た

んなる資源的限界ではなく、むしろ経済的・政治的な原因による原油の供給の…つの限界が現れると

いうことと、．その一方先進国の需要が、当初望まれたほど情勢に対応しないということであります。こ

こに堺ライド（㈱スライド①）があります。これは通産省の最近発表した長期エネルギー問題

の調査報告の中にでているもので、発見量：として、　300億バーレル／年、また200億バーレル／年、あ

るいは過去のだいたいの年間発見量の平均150億バーレルなどをとって穿ります。つぎに発見量に対し

て15年先までの生産を見込むという形で、経済的に考えられる生産量の最適なものをとると、1985

～90年くらいのところで約6000万バーレルという山がでてくる可能性があり、無論発見量が多けれ

ばこの辺のところになります。しかし、いろんなところで計算がされていますが、この数字はさらに産油
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国に対する外貨の集中とか政治的な関孫でもつと小さくなることも考えられます。たんなるエネルギー

の資源的限界ではなく、経済的に非常に大きな需給のギャップがあらわれる可能性があるということで

あります。つぎのスライド（㈱スライド②）に移ります。最近のIEAの報告ですが、“エナジー

・パースペクト”に関する作業のなされた1975あるいは74年では＄9／バーレルというそれほど

の価格上昇があれば、（石油危機の前の推定の数字でありますが、表の石炭・石油・天然ガスのところ

を比較すればおわかりのように）石油の輸入は減って、原子力が増え、（図の数値の単位は

100万t石油換算ですr ｪ）天然ガスは10億1600万tとなり、石炭も増え、石油が減る

という見通しがありました。ところが最近でました“ワールド・エナジー・アウトルック”で1985

年の数字の修正がおこなわれまして、ここで顕著なことは、原子力が非常に減っていること

で、これは当初の数字の650という数より減っています。石油の輸入が大幅にのび、石炭

は思ったほどのびませんでした。これは石油の価格の上昇により石油の代替エネルギーが相当早くは

いってくると思われていたのが、現在の時点で実際に予測してみますと、それほど楽観的にはいかなく

なったということです。

　つぎのスライド（㈱スライド③）に移ります。日本の例ですと、まったく同じで、真ん中の欄

が1975年にエネルギー調査会の出した推定であります。また、左の欄がエネルギー経済研究所がだ

した数字であります。一番右は最近OECDの出したエナジー・アウトルックの日本に関する数字であ

ります。数字の単位は石油換算で100万tですが、見通した経済の成長が1975年の政府のものよ

り遅れていますので、全体の需要はある程度下がってはいます。ここで問題なのは原子力のところで、政

府は4900万kW、エネルギー経済研究所は2700万kW、　OECDは3500万kWという数字を出し

ております。先程中山さんからご指摘のあったように原子力の場合は10年後のごとが大体わかってし

まうので、期待値がどうしても実現できないことがわかってきています。石油の輸入に関しては、図の

ように割合が大きくなり、石炭の生産に関しては小さくなり、日本も世界と同じような状況を示してい

ます。

　つぎのスライド（㈱スライド④）をお願いします。これはIEAの報告書ですが、世界の

1985年における貿易状態を示しているわけです6これは“ワールド・エナジー・アウトルッ〆め見通

しで、右端はエネルギー拡大政策をとり、石油依存度を下げた政策を推し進めた場合ですが、この中で

注目していただきたいのは、日本の石油輸入4億4000万七という数字です。これは1985年の

OECDの全体の輸入量の約25％にあたり、これは日本の石油輸入が大きな割合となることを示して

知ります。

　つぎのスライド（㊧スライド⑤）に移ります。日本の石油輸入は、大きな問題であり、資源の

ほとんどない経済大国日本ζしては・新しいエネルギー技術の開発が重要になってきますQこれはIEA

に齢ける研究開発の項目を並べたもので、この中には石炭・太陽・水素，核融合，原子力の放射性廃

棄物とか、風力、海洋研究等があがって語ります。しかしよく見てみますと技術開発の問題は一様な性

格をもっているものではありません。たとえば省エネルギーですと、すぐにでもその結果がでてきます

が、一方核融合となりますと現在その可能性はまだ実験的に証明されていません。これは，相当先の話

になります。ザ・と並べてはいますが一つ一つの技術の持っている性格はそれぞれ非常に違っておりま

す。
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　つぎのスライド（㈱界ライ．．ド⑥．）．を・お願いします・隼期的・長期的問題を翁けて考え：なけれ

臆ら妙と思晦すが・長期的とは200．0年騰のζと働ρ・そ唖のエ．ネノヒ野離では・牟

とえば人口の増加率ですとか・・．南北の格差・社会的価値観等が大きな：問題とな．ってきます・ですが中期

白勺と的ますと・経甑長率とか・エ・ネザ「と経回騨と．の三二．産業離．の変イヒζか・二心

・レギ幼技術等といρた非獣三富轍郭葬．ざれるよ．二三．悪で劫ます・∵方供給三面生．

産の問題・これは量だけでなく旧格㊨問題もあり・寓す『もちろ．夕この屯にはOPE¢の問零．ζ同時にヤ

北海アラスカ等の非OPEC彫・らの．供給．が．あり・質・その池獅と・レて叫NGの問題が励ます

が・これは流通構造の問題・また原子力は環境問題・核防問題・また石炭等もありますが・これらのもの

は後でもお話ししますが、とにかくζく限られ斥選択し；かで：きまぜん。ζこうが2000年以降の問題

になりますと増殖炉が弟り茸す。・こすし！ま中間的なものに．なると．潤います・核融命に？いてはも

っと遅くなるとも考えられますカ1、．．太陽．と地．熱ζいっ詠いろいう．多ぐの技術が三孝られ葦して》　ζの照

になると多くの可能性があるわけであります。斥だしここで注意しなくてはい吋ないこξは、、、『ogq

年以陶技術醗というもの．は人類ρ将来の鮪雛の開批いρ鯉でな．されるものであり・．猫嘩

術で評価レている環境問題に．レで事経．済性ρ回忌にしrF郊わからないわけで寂り．ます。これは研究開肇

の政策、将来のビジ・ンとしては大事であ．り諌すが、国のある喚は世界の杜会経済の安定的発展の具

体的政策の中には入ってζない．わけで，ありま．す。

　この辺が今まで混1司されて矯たから＼1先刻の時間のファクター・．あるいは・　リ「ドタプム声重要な要

素であるにもかかわらず、研究開発あるいは新技術というと全部一緒にしてしまうという傾向が出てき

たわけです。

　つぎのスライド（㈱スラィ．ド⑦．）．に入ります。これは．、．・｝一マン・カーンの奉からとったも

のですが大変楽観的な見通．しをもρている代表とレて：ζこ■に引用し咋わ舛です。Qというの、は乳ρρ

18乗BTUでありますが・図表の中央に潜在的エネルギーをとって却ります・『こで非常に大きいの

は増殖炉ができたときのウラン資源とカ＼あういは核離合ζか・太陽にレても3qQ／年》地熱．にして

も10億とか10万Qとかで非常に大きいわけです。、ちなみに2t2．6年頃．はカーンの．推定で嫉世界の

人口150億・1人当たりの消費量を石油換算するζ3・、5もで・これに1973年頃酵）日本の水準と、同

じであります。年間の消費量が3Q〈らいであ．りますσ．ですかち2000年以降にいくつか¢）可解性．が

でてきます。環境的制限やその他意外な結果がでてくるかもしれまんが、いろいろなオプシヲ若と矯ρ

か、可能性が考えられます6ただ、注意．L．家け．ればなちないの．は、逆に2000年ζい、うのは今ヵ）ら

23年くらい後ですが、三三に第、．典回のジユ系7ブ会議．で恒．．原子力平和利用ζ吟．ラ問詰がでてきてか争

もうすでに20何年も経ってい．るわけですから、．研究開発の面一・ち．見れば、遠い話ではないわけであり

ますQ

　つぎρスライド（㈱スライド⑧）をお願いします。今、太陽エネルギーをとりあげてみますg．

これは主として中期的新技術とし．て團「のサ…、ンシャ・イ．．ン計画などで扱1って．いるものをちょ．っ．ζ検討して

みたわけですが・懐ずζこに・あるのが・太陽耳ネルギーに関する．計画であ．り．ます・之れは実は通咋．省㊧

サンシャイン計画をそのままとつ摩わけですが、太陽熱発電シス．テムの最整的な実証シス．．テみは2000

年頃になるんじゃないかと思．われますσそ．れか．ら光発竃、、すなわ．ち光電池みた．いなものを使うのは、う

．ま．くいけば、19．9’0年代にな・る・のじゃな1い・か．と〔思われ．ます。．．も：っ．と近．い時期で割合に可能性の高いの
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は太陽熱による冷暖房給湯システムで、やは鉱1990年あたりに位置しています。しかし、このエネル

ギーに関しては2000年という時点をやはり考えているわけであります。

　だいたい2000年の時期になりますと今の熱発電では約2000万kW、光発電で1130万kW、冷

暖房で電力発電換算になりますが3580万kW、ですからその時点では合計発電換算で6710万kWと

いう数字になります。ただし、実は太陽エネルギ蕊の場合は、太陽の光を集める面積というか、集光す

る場所の問題があるので、どの程度まで行くかは、経済的にも．また立地的にも未知数であると考えるべ

きだと思われます。つぎに、地熱の問題でありますが、これも通産省がサンシャイン計画に組み込んで

負ります。

　つぎのスライド（㈱スライド⑨）をお願いします。この中でいちばん早期実用化の可能性が高

いといわれているのは、熱によるバイナリーサイクル発電で、昭和60年すなわち1985年から1990

年くらいのところで1万～5万kWくらいのものが開発されるとのことです。いわゆる高．温岩体発電技術に

なると2000年置時期に入りこんでいます。これも通産省のサンシャイン計画によりますと、1985

年で、50地点で750万kw、．2000年では100地点で4500万kwという数字がでており

ます。しかしこれも、技術開発問題と地域的制限がありまして、だいたい数百万kWのものが考えら

れるということです。技術開発の問題は、割合に早くものができそうであるという意味での地熱あるい

は太陽エネルギー（これは2000年でありますが）、この二つのもあを、中期的な意味での日本のエネ．

ルギー需給計画の中の一つめ重要なものとして取り上げるのは、．一般に考えら．れているほど簡単ではな

いということであります。

　そのつぎにいちばん問題になるのは、石炭であります。石炭の資源：量は約10億tとかいろいろな数

字があり、石油の5～10倍の数字があげられていますが竃日本は国内資源が乏しいわけであり、輸入

をするにしてもいろいろと、賦存状態、炭質、輸入条件等で制約をうけるわけです。石炭の問題は、実は

一度石炭から石油に、世界のエネルギー供給は変わったわけであり、そこには経済的あるいは環境的理

由があるわけで、今の石炭を生焚きできるというケースはきわぬて少ないわけであります。

　つぎのスライド（㈱スライド⑩）に移ります6これは日本における石炭技術糊発と実用化予

測という、やはり通産省のサンシャイン計画の．…部であ． 閧ﾜすが、ご覧のように、コロイド燃料火力と

いう石炭と油を混合する形、あるいは流動燃料火力というような技術が1985年あたりに実用化する

わけですが、場合によっては、メタノールにして完全にアルコールとして使う可能性もあるということ

です。ここで詳細は説明いたしませんが、石炭の利用のいちばんの問題点は、輸送問題と環境問題であ

ります。最近、工業開発研究所がいろいろ検討いたしましたがその結果をちょっとご説明いたします。

　つぎのスライド（㈱スライド⑪）をお願いします。世界のいろいろなところがら日本に供給

可能な石炭の量．を推定したものです。1985年で海外からが2500万t、それから2000年で

9700万t、少ないようにも見えますが……。

　つぎのスライド（㈱スライド⑫）に移ります。これは、日本に入・ってくる可能性のある地域

の輸送形態、炭田。炭の質等を検討したものですが　実は、この土のほうが1985年の内訳であ

ります。まず豪州からの炭、これは油コロイドという形で燃焼することになって困り、これが大きいわ

けですが、実はアメリカから入ってくるものがほとんどありません。20． O0年になりましても、アメ

リカが約900万t、カナダが800万も、豪州が2500万七、ソ連が1000方七、中国が1500
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万むという他、インド、南アフリカ、コロンビアがあがってきます。これは重要なことで、現在石炭の

利用といっても、大きな投資をするとか、技術の大きな変化があれば別ですが、現在の可能性をそのま

まあてはめてみますと、石炭も決して楽観的にはみられないという結果がでてくるわけであります。

　原子力に関しましては、今さら申し⊥げるまでもないわけで、工業開発研究所の推定では、、1985

年．でミニマム2700万kW、マキシマムが4900万RW、2000年ではミニマムで1億kW、マキシマ

ムが1億7000万kWという・数字を出しております。

　つぎのスライド（㈱スライド⑬）に移ります。この場合に注意するべきことは、このいくつ

かの．ケースで、いちばん⊥の①は軽水炉だけでありまして、この後は②が軽水炉と高速増殖炉、③が軽

水炉にプルトニウム・リサイクルと高速増殖炉、④が軽水炉とATRと高速増殖炉を組み合わせた場合

のものです。いずれにしても燃料の必要量と年代をみるとき、増殖炉が入ることはエネルギー的・燃料

的にいえば実に大きなファクターであります。このような、いくつかのエネルギーに対して．経済的お

よび環境的問題の比較をいたしますと、これも王業開発慨究でまとめたものですが、つぎの結果となり

ます。

　つぎのスライド（㈱スライド⑭）に移ります。これはデグリ～・オ．プ・ポリューションといって、違う

燃料について環境問題の共通な比較ができないものかといってなされたものです。これはいまだ不完全

であり、いろいろ議論のあるところですが、排出棊準値と実際の排出値とを比較し、影響を調べる際は．

各項目をたし合わせて右下のような形にしておりますQこの数字自体に問題がありますが、これでみま

すと、いかに石炭が環境的にむずかしいかがわかるわけであります。石炭の場合、とくに注意していた

だきたいことは、石炭はすでに排出基準値が高いわけで、表の中段が実際の排出値ですが、SOx、蕪Ox、

ばいじん等に蔚いても非常に高い数字がでております。

　原子力は、基準値に対して、実際に再処理までも計算して、出てくる放射能がα2というのは、互溺G

に続いてクリーンだといえるわけであります。

　つぎのヌラ．イド（㈱ス．ライド⑯）に移り．ます。また1980年の価格で発電原価をとって

おり、下欄にいろいろな条件が書いてありますが、原子力が経済的に優位だということがで

ております。ただし、石油では2万8006円／膨の燃料単価が年5％ずつ⊥がるとしてお

ります。

　つぎのスライド（㈱スライド⑯）を．お願いします。興味深いのは100万kW発電所1基あた

りの必要資金量でありまして、これは国内と国外に分かれてむります。最終必要資金量は、石炭が禦60

億、石油が1680～21・30億、原子力が2470億、地熱が3600億となるわけです。原子力の

特徴は、核燃料サイクルを国内でやりますと、海外に診ける投資は70億ということです。地熱は総．て

国内であります。それに対して、石炭は1090億、石油はケースによっても違いますが、3呂O～

83・0．億を海外に投資する必要がでてきます。この点からみても、原子力がいかに技術集約的であり、

国内における経済的、技術的努力によって可能で、海外依存度が低いエネルギ…技術であるかが、わか

ります。

　結論を申します。今技術的な検討をいろいろしてみますと、中期的な、つまり1985～窯000年

にiららわれる需給のギャップに対して日本に可能な選択としては、石炭か原子力ということになります。

その石炭に関しても、もしこれを大幅に入れようとしますと既存の設備では非常にむずかしく、なにか新
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しい道を＝考えなければなりません。そういう意味でも、原子力というものが非常に重要な要素を持って

くるわけであります。

　この場合、われわれが非常に注意しなければならないことは、石油に関しては必ずしも資源的上限で

はないので、たとえば価格を無視すれば供給の可能性は1990年忌もまだまだあるわけですが、しか

しもし石油に対する依存度を高めますと、ただでさえ供給が困難である世界の石油市場において、日本

が日本の経済成長のために石油価格を引き⊥げる、または他の国のシェアをおびやかすということにな

ります。また現在すでにおこっている現象は、輸入のための外貨をまかなうために日本経済としてはど

うしてもそれに見あう外貨収入が必要であり、これは貿易戦争と申しますか、日本の輸出を伸ばさなけ

ればならなくなり、これまた摩擦を引きおこすわけでありますQ

　それでは、日本の経済成長を下げたらどうかということになりますが、これはさきほど中山さんがご

指摘なさいましたように、国内的にもいろいろむずかしい問題が起こります。また世界経済全体を見た

ときに、現に余力のある日本の経済成長というのは、たとえばOECDの予測を見ましても6％程度の

数字を出して誇り、これは自由世界の経済全体を支える⊥でも非常に重要な要素となって診ります。

　ですからその意味で、原子力問題というのは、たんに国内的問題、エネルギーの供給問題だけでなく、

これが国際的に非常に重要な意味を持っていることを、われわれは認識すべきであります。大変に困難

な条件があり、これは日本だけではないわけですが、その困難は技術的努力、社会的理解を求める努力、

あるいは長期的なしっかりとした計画をたてるといっだ努力によって乗りこえるものだと私は信じるわ

けでございます。

　ここでいくつかの間題に、ちょっと触れさせていただき面す。たとえば新しい技術開発は、今までは

一般的エネルギー政策とある程度つじつまが合うようにはなってきましたが、実際の需給計画を立てるもの

と、エネルギーの研究開発を行うもの両者が一体化していなかったところに非常に大きな弱点があった

と思っておりまず。先ほど太陽と地熱の予想の数字がございましたが、これがどれだけ具体的な需給計

画の中に入るかは、．非常にむずかしい問題であります。具体的なエネルギー計画の中に研究開発を取り

入れますと、いわゆる長期的な太陽エネルギーがあるから原子力はいらないじゃないかという論がなり

たたないことがわかり、長期と短期の問題の区別がつくということがいえます。

　第2、は、原子力とその他のエネルギーに対する研究開発が、歴史的経過もありますが、別のところで

おこなわれていることです。これも私はやはり両方の間のトレード・オフという意味からも一本化され

るべきではないかと思います。これは国内的にも、国際的にも非常に重要な問題であり、全体のエネル

ギー技術をどこか1ヵ所で見るような体制、必ずしも実施が1ヵ所である必要はないと思いますが、計

画そのものが整合性の．とれたものである必要があると思います。

　最後に一言、国際環境の問題を申し上げます。今、中Lhさんからもご指摘がありましたように、日本

はすでに国際的な場に診かれて仏まして、相互依存といいますか、政治的。経済的なつながりというも

のが、非常に複雑であると同時にく密接に入り組んでいるわけであります。ですから日本における原子

力計画の当否というのは、日本だけの問題でなくて、世界的な問題であると思います。

　その意味で、私は日本が非常にしっかりとした国内の計画を持つと同時に、国際的にり一ダーシップ

を分担しなければならないと思います。この点では日本の今までの計画は日本の中でつじつまがあえば

よいという丁面があった、あるいは外国に対応するだけであって、日本側からの指導性が非常に弱かっ
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たのではないかと思います。

　この点に関してわれわれが直面している国際的な問題を考えてみましょう。たとえば米国のカーター

政権の、再処理あるいは濃縮技術に対する政策ですが、私はこれは非常に問題があると思います。とい

うのは、それは米国の国内的なひとつの政策で、核防その他とからんで出てきた問題です。それが日本

のように全然資源を持たない国では、とくに将来の経済成長、あるいは石油の輸入と原子力との関連を考

えますと、この核燃料サイクルの確立は、米国のように待っていられないという情勢があるわけです。

　国際的にこれは日本だけの問題でなく、米国の政策、あるいは欧州の政策が、実は日本、あるいはさ

らにそれがはねかえって自由経済世界全体の将来の経済問題となってくるわけです。この点でも、私は

日本が米国あるいは欧州の国々と本当に基本的な原子力の将来の政策に関して十分な合意を得て診く必

要があると思います。

　たとえば日本でも欧州でもこの頃はしばしば選挙がおこなわれるわけですが、そういった折どこかの国の政策

が変わるということが、実は世界全体の原子力あるいはエネルギーの開発計画を非常に不安定なものに

しているわけです。そしてもしも各国が他の国の政策に依存しないで、自給しようとすれば、私はこれ

は非常に不幸なことであって、結局、世界経済あるいは世界の繁栄というものは縮小的再生産、あるい

は地域主義に落ちこまざるをえないと思うわけであります。

　その意味で技術協力もその一環でありまずけれど、広い意味に誇けるエネルギー政策の国際協力が、

たんにどこかの国に対応するというのではなく、世界的な合意のもとに、長期的な安定した計画として

策定される必要があると思います。これはとくに研究開発というような、　20年、30年の長いリードタ

イムを持つような分野に雰いてはもっとも重要なことではないかと思われます。
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〔大島恵一氏提供〕

スライド①

　　自由世界の石油生産の可能性の例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　実線は石油消費量年平均伸び率3．5％の場合｛
　点線は発見量150億バーレ’ル／年の場合

021

0
∩
V
1
0

1
　
19・

W・

V
・
・
6
。
5
。
如
3
。
2
。
・
。
。

生産
　　　　　　C一石油消費伸び率（％）
百万バーレノレ／臼

　　　　　　　D一年間発見量（億・しレノL／年）

D＝・300

訓
％
転

D
2
3
て
い

　
　
＝
一
D
。

＼
幕

　
　
　
、
C

　
＼
、

　
£
＼

001嵩D

05二D

＼、

Aメ
！
、

凶
ノ

　
　
　
ノ

、
！
沸
　
！
　
評

／
　
　
ノ

！
ノ
／
／
。
／
／

　
　
／
ノ
〆

　
　
　
1
ノ
’

　
　
　
ノ
！
’

　　

@　

I
・
髪

　
　
　
　
　
翅
翼

＿＿誌＿＿＿～

1960　　65 70 75 80　　　85 90 2000 20】0年

スライド②

　　　　　　　　三三驚蕊灘齪欝三蔵薮鐘鵬馨雛難欝鑛

報欝三等鷺騰紬繍鞭¢轍翻騨紬麟編購雛嫌鵬輪轡繍嬉
　　　　　　　　　　　　　　　藪象纏

露鯉催欝艶灘鍵鍵纏箏 躍総吹聴嫌鰐夕鍵癖無織

繍鋤　螺繍懸
　騨撫麟藁鵜
　蟹魏繍
　鑛麟臨撫麟繍鎌嚢麟轍繍

撫馨麟轍　煮磁
　灘藝

　鐸霧繍麟難鱗

饗轍奪鍮灘雛三三撒灘購輪
　轟灘無磁織鞠纏欝纏

懸繍撫鰍晒撫細
　　　　　　　　　擁

　墾鱒
　騨妻

　懸糞

　纏霧
　簿囎

　　饗
撫鱒響

　三日

蘇3難

蒙旧離

蒙灘憲

譲轟繍

　㌘嚇

　懸養　1

瀬；
箋麟欝

　萎懲
　　　；
　　　ぎ

鐸聯！

　　　　　　　　一
麹磯蜘幾繋言置購

　　　鴨脚一一

　　　蕪麟
　　　霧欝
　　　響纂
　　　罐麟
　　　雲鍵

　　　癬
　　鍵婁灘
　　　肇肇慧

　　奪講旛

　乳　驚縷轍麟繍購麟騨霧繍辮騨繍麟書撫蓼峯郷翻璽麟勲鱗髪繍欝輝締鶴瞭轟慧篇轍灘燃趨聾礁灌誓騰望編嫡
撫雛燃麟鋸鱒奪鍛雛鰻難辮蔽騰凝騰購曇蝋嚢灘藪鵬繍麟繕毒総夢騰鰯韓姦雛轡．

奪欝肇・犠触輪糞

・潔縄塑
δ三三鰍 　　を三

二嚇　　か讐

　箏
　ヂ　　ウや
葬レ3藩

一・ T塗一



<, iiiL 'f' F'@

JAPANESE ENERGY BALANCE 1985

l.E.E.(1976) OFFICIAL(1975) OECD(19.77)

REFERENCE
GNPnrate 85/756s4 85/756,6 80/856,6

85/735,5 85/735,3 80/746.0
85/75O.98

Elasticity O,95 O.94
85/73O.84

Damand
(MTOE) 619 710 625

(MTOE)
Oilimport 431 450 408

LNGimport 36 56 40

Coalimport 66 80 75

Nuclear (27(rw)38 (49GW)68 (3JrGW)49
Hydro 27 26 29

Domestic 22 3e 24
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スライド⑤

緊急時問題委員会

石油　市場委員会 節 約

IEA理事会（GB）
産 消　国 委 員　会 ウラン濃縮

長期協力委員会 代替資源
、
、
、

＼　ド闘”輔一軸凹一問「

エネルギーR＆D委員会
＼1 2

　　lk＿晶＿＿＿＿＿』

総 石 太 水 核 原 放 省 廃 廃 地 小 多 六 海 波 風

合
エ
ネ
ル
ギ

融
子
力
安

射
性
廃
棄

エ
ネ
ノ
レ
ギ

棄
規
模
太

目
的

イ
ご
転

洋
、
温
度

1 炭 陽 素 含・ 全 物 1 物 熱 熱 陽 炉 換 差 力 力

シ

ス
英 日 E E 米 N 米 オ 西 イ オ 西 ア 米 イ スオ

テ
ム
分

E ラ
ン

タ
リ
i
で
リ

ニ
ラ
ン

ギ
リ

eウラD
デ
ダ

析 国 本 C C 国 A 国 ダ　r 独 ア ア 独 ド 国 ス ン。

スライド⑤

中期的問題（1980㌻2000） 長期的問題（2000～　）

経済成長率 　 先進工業国 人口増加率

需
弾　性　値 一． 構造変化 南北格差一エネルギー消費／人口

一」 省エネルギー 一生活水準
要

社会的価値観

原油生産 一 OPEC 増 殖r F
（量・価格）

供
㎜ 非OPEC 核 融　合

L　N　　G 一 流通構造 太陽発電

給
原　子　力 一 環境・核防 地 熱

石　　　炭 一 環　　　境 その他、化石燃料資源

一国診よび世界の社会経済の安定的発

展一具体的政策

　　　　　　　　　　　ビジ密　ン将来の人類の可能性の開拓一

@　　　　　　　　　　R　＆　D
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スライド⑦

地球の全エネルギー資源

エネルギー源
長期潜在熱量
（推　定）

的
期
）

　
時
定

業
化
　
用
推

商
実
（

　　　　（1）
問題領域

水　力　電　気
石油，天然ガス

タ…ル●サンド　オイル。シェール
石炭，亜炭
U一一235（自由世界）
U…235（海洋）
増殖炉用ウラン
　　　　　　　　　　　（2）
Li－6（D7丁核融合炉）

重水素（D　D核融合炉）

太陽輻射熱
（地球表面エネルギーの1％）

海洋グラジエント

有　機　変　換
地熱　一　マグマ

　　　灼熱乾燥岩石
　　　液体主体
　　　乾燥蒸気

年／e

QOOO

2
Q 　
　
　

　
　
Q

　
e
O

　
Q
O

e
O
o
Q
Q

Q
Q
　
o
Q
o
α
o
億

1
0
0
0
5
0
0
2
0

α
3
3
2
1
欲
1
3
1

　
　
　
　
　
　
＞

30Q／年

　20Qe／年
　1，2Q／年

＞10億Q
＞100，000Qe
＞1，000Qe
　lQe

　現　　　在
　現　　　在

　1985年
　現　　　在
　現　　　在
　現　　　在

　1995年
1995…．2005年
2020－2050年

1980－2000年

　2000年
1975－1995年
　　　　？

199⑪一1995年
1980－1985年
　現　　　在

　
　
　
　
　
　
　
T
T

　
　
E
　
　

E
E
E
E

C
E
C
E
E
C
C
C
C

C，T

　
　
T
T

T
　
E
E
E

C
C
C
C
C

α）C一コスト，E一環境，　T一技術
（2）　Li－6：第一世代の核融合炉で三重水素を増殖するために使われるリチウム同位元素。

　　世界の資源量は，ここに示されているより10倍も大きいだろう。

スライド⑧

太陽エネルギー技術研究開発長期計画図

西歴 1974～1980 1981～1985 1986～1990 1991～1995 1996～2000
昭和 49～55 56～60 61～65 66～70 71～75

研究項目　　　期間 7年問 5年間 5年間 5年間 5年間

1．太陽熱発電シス
テムの研究開発

（1）システムの研究，

機器，材料の開発

1000kW級システム 1万kW級システム 第一次実証システム 第二次実証システム 最：終実証システム
（2）パイロ。卜・システ

@ムの研究開発 設計・試作・運転 設計・試作・騰研究 設計・試作煙転・研究 設計・試作・運転 設計・試作・運転
研究 研究 研究

低価格太陽光発電 低価格太陽光発電
低価格太陽電池の システムの実用化 システムの実用化
基礎研究 技術の開発 技術の確立

2，太陽光発電シス
テムの研究開発

各種住宅用システム

各種住宅用システ の実用化技術の確立

ムの基礎技術の確 地域冷暖房および給
立 湯システムの開発

3．太陽冷暖房およ

@び給湯システム システム解析・機
の研究開発 器・材料め開発，

実験住宅の建設・
評価

4，太陽エネルギー
新利用方式の研
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スライド⑨

地熱エネルギー技術研究開発長期計画図（1974年～200｛〕年）

幽、L

A＼ @　　　　昭和年度
項　目

49 50 51 52 53 54 55 56～60 61～65 66～70 71～75

1地熱エネルギ…探査・採取
技術

2熱水利用発電
（1）耐食坑井材料の開発 腐食機購の解明，耐食材の開発 敵良研究

（2）バイナリーサイクル発電

システム
（D熱水専用型バイナリー 1000kW級テストプラントの開発 （1乃～5万kW）
サイクル 実規模・もfナリープラソトの開発， 5万kW
㈹蒸気転換型バイナリー 1000kW級テストプラントの開発 複合サイクルプラントの開発

サイクル 1
3火山発電技術 火山高温岩体発電のフィージビリティ
（1）火山発電方式のフィージ 噴煙謝測技術の開発
ビリティ。スタディ

（2）高温岩体の掘削，破砕技 岩体の物性，破砕メカニズムの研究，装置の開発試作 大規模掘削，破砕装置の開発

術の開発 コントロツレ技術，メ開山

（3）人工熱水；継減技術 基礎研究，試験用人幽晦水系 ズム確認技術の開発

（4）火山高温岩体発電技術の
1万kW級設計，製作，運転 10万熈級開発，30万kW

開発

4　環境保全，多目的利用技術

5　大型地熱実験施設の整備

スライド⑩

日本における石炭エネルギー技術開発と実用化予測

年　　　度
昭（50）

P975　76 77 78 79

（55）

W0 81 82 83 84

（60）

W5 86　87 88 89
（65＞

X0 91 92． ㎜
備　　考

排煉脱硫実用 排煙脱硫実用見込
実情直

接
燃
焼

調　査 パイロットまたは実用テスト
　　　　　　1
齬p火力発電所運転開始

微粉炭燃焼

Rロイド燃料火力
ｭ電（コール・オイル）

f瀬燃焼ボイラ火力
3フ沖ロワツト剥ラ 20フラキロワットボイラ試運車云

　1

T0～110万キロワット実用化

流勤床ガス化・解ロソトプラントシステム・テスト
1

山元発描1・実証　大容量発電所実用化（2000万ト〃！年）低カロリーガス
@　　ガス化発電

cJロリーガス化

　　5〆甲　1ブイージビリティスタディ 40聴器 250t／日

l
i
i

サンシャイン
v画をベース

Tγシャイン
v画をベース

．
ガ
　
　
ス
　
　
化

（固定床式） 1

パイロットプラント 実証プラント　　100万N㎡／日（2500t／日）実用化

（流動床藝）

（溶触塩1） 1
1

（溶　　　）

基礎研：究　5t／日パイロット・テストその他
　　　　　涯
Q00万ゾ年プラント運転 実用化

基礎研究 パイロツトプラント

i実証プラント

実用化

日本の民間

､同研究

Tンシャイン
v画をベース

液
　
　
　
　
化

溶剤処理炭
i石炭液化，SRC）

ｼ接水添液化

¥ルボリシス液化

ﾔ接液化法
iメタノール）

　　i
Q＿ユ＿＿＿印一＿＿

一　＝＝二 一皿　　　　血 皿 ＿＝＝ 窺
　一 コ＿二工工ユ…陛π

｛　㎝ 働　　圃甲

二
　｝蛛@
@　1

一58一一



スライド⑪

石炭の妥当な供給可能量

単位：万トン／年

年
分　野

電　　力　　用 非　電　力　用 全供給可能量

国内炭
1，00⑪

i500万kW）
一

1，00⑪

i500万kの

1985年 国外炭
　2，500

i1，25Q万kW）
一

　2，500

i1，250万kW）

計
　3，500

i1，750万kW）
一一．

　3，500

i1，750万kW）

｝… 　一

蒼熬Y
1，000

i50σ万kW）

…
一
．

　　……P，000

i500万kW）

2000年 国外炭
　5，400

i2，700万kW）

　4，300

i臥150万kW）

　9，700

i4，85⑪万盛）

計
　6，400
i3，200万kW）　　　　建

　4，300

i2，150万kW）

10，700

i5，350万kの

スライド⑫

妥当な供給可能：量を満足させる各炭田からの輸送形態とその輸入量

単位：万トン／年

南アフ モザン コロン
国名 米 国 カナダ 豪 州 ソ連 中国 インド

リカ ピーク ピア

輸送辱田名 コロワ カイパロ コー一ノレ ブレア ブリガ チェーン
ヤクート 大同

ラニガ ウィット 峨ア
セレホン

計

年次 形態 イオ ウィッチ パレイ ソール ロウ バレイ ンジ バンク ティーズ

油コロイド

1 （流動層焚 700 300 100 400 200 200 1，900
9 または既設
8 石油火力）
5
年
・ 固　　　相 400 200 6⑪0
（跡匪ヒ焚）

計 ｝ 、一 … 700 300 ｝ 100 400 200 400 200 200 窯，500

油コロイド
（流動層焚 900 1，000 1，90⑪

または既設
石油火力）

2

0
固　　　相
i低力Pリー

0 ガス化複合 400 1，000
　　＊P00 1，5⑪0 LOOO 1，000 5，000

0、 発電於よび

年 個相生焚）

水添液化
（石油ボイ

遠凵j

500 800 1，000 500 2，800

計 500 400 800 1，000 1，000 500 1，000 1，500 1，000 1，000 1，000 9，700

（油コロイドは石炭量のみを計．ヒしてある）

＊揮発性の少ない炭質を選択する。
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スライド⑱

高位のケス200

150

100

50

8（）　＄ ／「 y1）　 f「舜｛言ゼ身｝雅踏圭iヒ

（Dク’一ス：1，、、．R

②ケ．ス：LWR　l・’BR

③ゲス：しWR－LWR．q｝u）FB｝1
④ケース：LWI｛（Pu）一A「11R（20輸一FBR

　　　　　　　　　　①

1976

正5＄／忽b（NL込1975，12による）

確認輝蔵鯖

5万t柑当

斯待分契約済
（既契約分）

②
③
④

8．0

西暦，75　　　　8r）　　，85　　　’90　　｝95　　　’00　　　05　　　，IO　　　P15　　　’20

昭和50　55　60　65　70　75　80　85　90　95

スライド⑭

DOP算出結果

項目
排出成分 　　SOx

iSO，として）
　　NOx
iNOとして）

ば　い　じ　ん 気体廃棄物
i年間被曝線量）

液体廃棄物
iトリチウム除く｝

液体廃棄物
@（トリチウム》

　DOP
iB／Aの計）

（1） LNG 47，8Ncc／N㎡ 130Ncc／N㎡ 0．05　9／N㎡ 一 一 一一

排
出 重　油 42．9　　〃 180　　〃 0．05　　〃 一 一 一一 一

基
準 石　炭 37，9　　〃 480　　〃 0．40　　〃 一 一 一 ．．一

値 　　　（3）原子力

｝L．

一 　 5肌　re田／年 　　　一7Px10　μCi／cc 　　幽2Rx10　μCi／cc ｝㈹
（年平均放出濃度） （年平均放出濃度）

②
実
LNG 0，0Ncc／N㎡ 24Ncc／N㎡ 0，0　cc／N㎡ 一 一 一

績
排
重　油 18ユ　　　〃 45　　　〃 0．0091　〃 一 一 『

咄 石　炭 29，3　　〃 101　　〃 0．336　　〃 ．一一

一 一 一

原子力 　 ㎜ 一 1，1那　rem／年 　　　一10≠R×10　μCi／急。 　　　皿9X．5×10　μCi／亀。 一

LNG 0，000 0，185 0，000 ㎜ ■一r 一馳 0，185

B 重　油 0，422 0，250 0，180 一 一 一． 0，852
一

A 石　炭 0，773 0，210 0，840 一 ｝一 ㎝ 1，823

原子力 一． 一一 一 0，220 0，003 0，000 0，223

（1）SO，は現量規制であるから，　q＝K×10－3He2（SO、　N㎡／hr）の式でHe（煙突有効高さ．）一200m．　K－3，0とし，これ

　　を100万kWの総排出ガス：量で割り，排出基準値とした。

（2）各論の表4－7燃料。燃焼・発電諸元を参照。なお，SO，は重油S分1，0wt％・石炭S分0，5wt％で排煙脱硫95％，　NOは

　　排煙脱硝85％，ばいじんは重油灰分の。．1wt％で集じん90％，石炭灰分5．owt％で集じん95％の技術をおりこみ済み，原

　　子力はBWR－1の実績値を示す。

（3）ALAPの数値，排出基準値とは性質を異にするが，同等の取扱いをした。

（4＞いずれも100万kW発電排ガスを等価に換算したものであるQ

一・ U0一



スライド⑮

エネルギー一男ll発電コスト比較（送電端，　1980年価i格）

『宝　〔、：‘．

石　　　　　～由 石炭（微粉炭） 右炭（油コロイド）

石　炭（低カロリーガス化発電）

資本費・経費
i固定費）

円／kWh
　　　　ユ）3．57

4．69 4．08 4．69

燃　　料　　費

i変動費）
円／kWh 6．93 5．54 6．18 52．8

言．1』 i1｝ドkWh 10．50 lG．23 ｝G．26 9．97

規　　　　模 万・．kW 100×2 100x2 10GX2 100x2

建　設　費 下．円／kW 　　　120
i脱硫・脱硝込み）

　　150
i　同　　　左　）

　　　　　　6）　　130

i　同　　　左　）

　　　　7）140

耐用年数 年 15 1．5 15
ガス化工ア〔30％）

発　　電15（70％）

利　　用　率 ％ 70 70 70 70

熱　　効　　率 ％ 38．5 38．5 38．5
　　　8）45

燃料．単価 年5％up　　　3）
@　　　28，GOO円／κ6

4r7％up　　　4）
@　　　．14，000円／t

イニ丁～由　　　2　8，0　0　011］／κ6

L炭　　14，000「q／t
石声黄　　　1　4，0　0　0　ド］／！　し

〈2．9　7　9Flj／　1　03kα此〉 〈2．3　3　円／　1　03kα記〉 〈　2．6　5　61∫レ／1　03　kα比〉 〈2，3　3円／103kα記〉

　　　　　2）

o　　費　率 ％ 17．5
　　　5）18

18．5
　　　　9）20．5

　　原　　了．

　　　6．54

　　　　2．27

　　　8，81

　　　ioox2

　　　220

　　　16

　　　70

　　　33

ウラン30＄／lb
濃　　縮
成形加■：220＄／四一u

再処理他250＄／勾一u

　　　17．5

・）経費． {｛藍鼠懸

2）金利，償却，固定資産税，人件費，修繕費，諸費分担関連費，事業税負担を含む。

3）51年価格23，000Pl／κ6　　　4）51年価略10，001〕円／t（6，000kぱ／的）

5）石油よ幅いのは処理コストを含むから　　6）貯炭噺石炭岸壁等への投資が少ない。

7）実用プラントは199G年以後と予想されるが80年価格で予想っ

8）発電効率50％，ガス化炉ロスlO％　　　　9）ガス化炉の耐用年数が短いので高くなっている。

10）LWR　　　　　　　　　　　　　　　l1）閉鎖費用は含まれない。

12）蒸気供給と発電は50：50　　　　　　　　　B）松川，大岳，鬼首，大紹等実績参．考

三4）燃料費はゼロ

スライド⑱

石　　　　油 石　　　　炭 原　子　力 地　　　　熱

　　　　　　　　　1985年発電コスト　　2000年 132級501）FシkWh

Q66～137　　〃

127べ起β円／k蹄

Q6．〔ト獄．9　〃

122M28　Fyk鴨
Q76幅3a3　〃

14βFシkWh
R4，3　〃

建設　費　上　昇　の　影響 ○ ⑫ 吻2） ⑭

燃料単価　上昇の影響 ⑫ ㊧ ① ○コ
　
　
　
ス
　
　
　
ト

設備利用率低下の影響 ○ ⑫ ㊧3） ⑰4）

技術進歩による将来のコストダウ
唐ﾌ可能性 ⑭ ⑰5’ ㊧ 1⑭
付加的な環境対策コストの増加の

ﾂ能性 ⑫ 珍 の 吻

100万kW当りの所要資金量 1β8（ト2，130徳円 2，760億円 2，470億円 3，600億円

発電所建設に必要な資金比率％）
！5〔ト71

囮
蕊多 50所

要
資
金
量

燃料確保に必要な資金の比率齢） 2眺44

吻
11．

‘o　／

総投資に占める海外投資の比率％） 2　39

麹国際収支への影響 ⑫ 吻 ⑫ ○
セキリュナィ確保面での効果 吻 ⑫ ⑫ ○

一61一



スライド⑰

100万kWの発電所ユ基当たりの必要資金量比較

単位：億円（％）

石　　　　　湘 石　　　　　炭 原　　子　　力 地　　　　　熱

発部

d門
国　内

＜　　71．4＞　　　　（　5　6．3　）

@1，200
　　　　　　（54．3）

P，500
　　　　　　（89．1）

Q，200
　　　　　　（50，0）

P，800

国　内 100 170 200 1，800

燃
料
部
門

海　外 380　～　　830 1，090 70 一r

計
＜　　28．6＞　　　　（　4　3．7　）

@　480　～　　930
　　　　　　（45．7）

P，260
　　　　　（10。9）

Q70
　　　　　　（50．0）

P，800

国　内
＜　　77．4＞　　　　（　6　1，0　）

@1β00
　　　　　　（60．5）

P，670
　　　　　　（97．2）

Q，400
　　　　　（100．0）

R，600

合
計
海　外

＜　　22．6＞　　　　（　39．0）

@　380　～　　83、0
　　　　　　（39．5）

P，090
　　　　（　2．8）

V0

　
　
　
　
　
（
一
）
｝

計
〈100．0＞　　（100．0）

@1，680　～2，130
　　　　　（100，0）

Q，760

　　　　　（100．0）2，470

　　　　　（100．0）

R，600

注）日本への輸送船は国内に計土
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イタリアにおけるエネルギー情勢と

原子力発電の役割

．イタリア電力公社

　建設審部長　（§。猟ペ一睡

　　　　　　　　　　　　1．　イタリアにおける電：力生産

　　　　　　　　　　　　その理由は、電力需要の大小によって、発電所の規模から革具・変電・配電

　　　　　　　　　　　　等の施設の規模が決まり、その結果、必要投資額が決まってくるからであり

ます。しかしながら、非常に長期的な予測を行うならば、電力消費が10年ごとに約2倍にはね上がっ

ていくような指数曲線的成長がいつまでも続くとは考えられないので、次第に漸近線的な傾向になると

思われます。

　その意味で、1入当たり電力消費．量を基準として諸外国と比較する必要がありますQたとえば、イタ

リアの1入当たり消費量は他のヨーロッパ諸国よりも少なくなっています。

　事実、1974年度の1人当たり消費量をみますと、ドイソ4500kWh、英国42061｛W血．ベルギー

3850kWh、フランス3200kWh、そして、イタリアは大幅に少なく2375髭Whとなっており．イタリ

ア国内では、北イタリア3006kWh、中央イタリア2000kWh、南イタリア1500kW臨となってい濾す。

欧州共同体以外の国と比較した場合の格差はζさらに大きくなるでしょう。

　電力需要予測と発電所新設計画については、イタリア電力公社（ENEL）は「爺間漸増計画．1’を採用

しているので、発電容量に余剰が生じるのは一時的で、そのためのコストは一定の範囲を超えることは

ありません。それよりも電力供給が不足した場合のゴストを評価するほうがよほど難しいでしょこう，、さらに．

将来ρ発電計画は基本的には原了一力発電に依存し、涼子力発電によって最大の償還が得られると期待さ

れるので、支出の大きさに対する負担は軽減されると思います。現在のキ！・・ワット時当たりの電力コス

トは、石油燃料で20ミル（18リラ）以⊥、それに対して核燃料では5ミル（450リラ）となって

知り、これは、100万kW規模の発電所1ヵ所当たり、年間約1億ドルの外貨麦払削減を意味してい糾す。

核燃料のコストが値一ヒがりしたとしても、そのために原子力発電コストが受ける影響ケよ．他の火力発電

の場合よりは．軽少ですみますQ

　第2図は、最近σ！イタリアの電力源を示すものですが、同時に、過去数年間の傾向によって将来の開発

の傾向が推測できると思いますQ

　従来、イタりアでもっとも豊富なエネルギー源は水資源であります。およそ25年前袴では、イタリ

アのエネルギー供給はほとんど水資源で賄われていました。今日では需要の30％をも満たしきれず、

新しい発電所を建設するのは技術的にも経済的にも、また環境的観点からも、事実⊥不可能であります。

経、済性を考慮に入れなければ、未利用の水資源による発電目∫能量は年間．100億kWh程度と推定されま

す。しかし、これと．ても1976年には1600億kWhに達し、エネルギー一需要からみると大した量で〃」：
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ありませんが、石油燃料230万tに相当するので、米ドルに換算すると現在の価格で年間約2億ドルとな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注1）
り、わが国の外貨収支上無視できない金額となります。

　そこで、水力発電所の新設については、わが国の方針としては主として揚水発電所の方向にあります。

揚水型の発電所は、その規模と特性からして、いわゆる「負荷ダイヤグラムの調整」の役割を従来も果

たしてきましたが、今後ますますその意味での重要性が増大するものと思われます。

　負荷ダイヤグラムのピークを調節するのにガスタービン・ユニットの役割も重要ですが、これについて

は後で述べることにしますQ

　揚水発電所の目的は、低負荷時（夜聞、休日など）からピーク負荷時へ、火力発電やとくに原子力発

電の余剰電力を移行させることです。第3図は1976年冬期のピーク時における揚水発電所の機能を

示すものです。

　第1表にはENELの現在稼働中皿よび計画中の水力発電総容量を示してあります。

　ここで、すでに稼働中あるいは計画中の、ヨーロッパ諸国のみならず世界に卓越す為イタリアの揚水

発電所について申し上げて導く』のは有意義だと思います。わが国の揚水発電所としては、約100万kWの

発電容：量を持つRoncovalgrande発電所、直径3mのカンターをもつ掘削機械を使用して完成したUpper

Gesso発電所、15万kWの1段リバーシブルユニットを利用しているBrasimone発電所などがありま

す（第4図～第7図）。

　わが国の重要なエネルギー源として、ENELがその他にとくに注目しているのは地熱資源です。温泉

の利用とその将来性については、イタリアは諸外国にさきがけていると思います。すなわち、ENELの

地熱発電は総発電容量の2．5％にしかすぎないのですが、それでも世界の地熱発電の3分の1以上を占

めているのです。

　探査技術の開発がさらに進めば、ENELは地下．の温泉源の探査研究に手をひろげ、年間約2億5000・

万kWhの電力増産を企てて澄ります。ありがたいこ．とに、新しい探査活動の澄かげで、　Larderello地

域では2900mの深さ蓬で掘り進むことができ、技術的改良と発電所の拡張が可能となりましたQこれ

で、自然に地熱が失われるときまで発電できます。第8図、第9図はLardereHo－3地熱発電所の全

景です。

　石油危機が始まり、数力国が地熱発電開発に注目しはじめたとき、イタリアではすでにこの分野での

開発が活発に進められていましたQ新資源の探査はアペニン山脈に沿ってTuscanyからCampaniaに

至るまでのベルト地帯で集中的に行われています。このベルト地帯は総面積600km2にも語よび地熱資

源について有望な区域ですが、最近Travale－Radieondoli地域で900メートルの地下に新しい

温泉が発見されたという報告がありました。この温泉の噴流率は150t／時で、現在イタリア国内で

そのための1万5千kW発電用ユニット2基を建設中です。比較的短期聞中に完成すると思われますQ

この地域での総発電容量は完成後は5万kWとなるので、年間出力は約4億kWhとなります。

　地熱エネルギー利用と将来予測に関する限り、ENELは経験が深ぐ専門知識も多ぐもっているので、

イラン、ベネズエラ、ギリシャなどの国から援助と助言を求められています。また米国エネルギー研究

開発庁（ERDA）と‘も協力協定を結びました。

　将来の可能性に対して努力を惜しむべきではないと思います。しかしながら、地熱資源は本質的に地

（注1）　1976年度の石油燃料（石油1670万t）に支払った外貨は約12億ドル。
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球深部のマグマ層からの熱エネルギーですので、たとえある特定区域では利用の可能性が高くても、こ

れに大きな期待を寄せるのは無理です。岩石から熱を取り出す可能性についても、わが国では約3000

mの地下で岩石を砕くという方法が実験的に行われセいます。将来は5000mの深さ蚕で進める予定で

す。

　化石燃料発電所と原子力発電所の論議に入る前に、いわゆる「萩」エネルギー源と呼ばれるものにつ

いて少しだけ触れたいと思います。これらのエネルギー源からの電力生産量は実際には無祝してもよい

ほどですので、長くは申し上げません。

　潮力はイタリアでは研究されていません。現在イタリアでの開発研究は、主としてENELによって行

われているのですが、化石燃料の代替エネルギー源として有望な太陽熱に力が注がれています。ENEL

はイタリアに100万kWeの太陽熱発電所を建設するという欧州共同体の計画にも参加しています。暖房

のための太陽熱直接利用の分野としては、南イタリアのRossano　Calabro蒸気発電所で働くENEL職

員住居の暖房システムの開発をボENELとして推進中です。

　第2図でみられる．ように、1963隼以来、イタリアにおける電力源としては化石燃料による火力が

次第に優勢となり、現在では水力発電を追い越しました。つまり、1960年代に入ってからENELは、

経済性、信頼性、有効性に診いて、より高度の発電所を目標とし、計画、設計、建設、運転などのあらゆ

る観点から、化石燃料火力発電に最大の努力を払ってきたのです。

　イタリアにおける蒸気発電システムの大きな特徴の一つは、発電所の標準化です。実際には、電力の

国；有化が実現した直後ぐらいから標準化による利点を追求してきました。

　標準化したのは、出力規模、熱力学特性（蒸気条件、再循環、その他）、発電所の一般的配置、主要建

造物中のコンポーネント自己置診よびシステム、フロー・ダイヤグラム、ワイヤリング・ダイヤグラム、

オートマチック・ロジック・ダイヤグラムとコンポーネント特性などです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　標準は3段階の発電容量にわけて定め、第一は16万kWユニット（蒸気条件：ゲージ圧力140気圧、538　C

538。 b．）、次に32万kWユ昌ヅト（蒸気条件：ゲージ圧力170気圧、538QC、5380C）、最後は66

万k騨ユ畠ット（蒸気条件：ゲージ圧力245気圧、5381C、538。C）とし雀した。最初の2段階につ

いては、削ぐの実績があり、良好な結果が出ています。第三の段階についても、少なくとも現在までの

ところは、満足すべき結果が得られています。

　第10図～第12図は最新の32万1dV火力発電所です。第2表は、稼働中門よび計画中のENEL化石

燃料火力発電所の総発電容：量を示すものです。ご覧のように、このタイプの発電所で今後数年間の電力

需要の大部分を満たすことはできますが、全体に占めるパーセンテージは徐々に原子力発電計画の実施

によって減少します。

　燃料供給についてイタリアの事情を考えますと、．イタリアにはこの種の資源はほとんどありません。

わずかに亜炭と天然ガスが産出されますが、天然ガスといっても家庭用および産業用の国内需要を満た

すにはとても無理です。ですから、蒸気発電所用の燃料はほとんど全部が輸入されたものです。

　各発電所は、予測できる限り広い範囲で化石燃料を燃焼利用できるよう設計され、燃料供給源を最大

限に多様化するようにしています。全部の発電所は、現在もな診地中海沿岸ではもっとも豊富な主要エ

ネルギー源である石油を燃焼する設備となっています。ごく最近の発電所のいくつかは、燃料用石油を

利用するとともに、石油精製過程で自由に得られる原油をも利用できるように設計されていますし、ま
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た、今後の発電所は供給源の多様化を目指して、犬然ガス剃川も目∫能瓜i隻計にするという規制が適川さ

れることにな．っています。

　石炭に関しては、1973年の石油危機以前からENELは将来期待のもてる全発電所で石炭燃焼を行

うことを考えていました。すなわち、石炭の受け入れと発電所への輸送に必要なインフラストラク

チャーの建設を計画したわけです。この種のインフラストラクチギーが確立されている発電所では、石

炭と石油両老の燃焼が可能な設計になっています。

　残念ながら、適瀬な設備を備えた良港の不足と陸⊥での石炭輸送が十分に行えないイ：タリァの鉄道事

情のために、．石炭利用を火力発電所全体の4分の1以⊥に適用することができ．ません。したがって篇油

に対する石炭の利用率はまだ低い段階ですが（亜炭利用も含めて熱量で約6％）、イタリアの発電に蔚

ける石炭利用の増大：計画が現在強力に進められています。

　：こ．の講演．で、ガスタービン6ユニソトについてもこ、．臓述べたいと思います。イタリプでは、この型

の発電所を設置するのは、たとえば内陸部のような特殊区域の電力条件に適していると判断．ざれたた．め

ですが、とくに、． �C発電所の建設許可の発行が遅延しているという現状を切り抜けるのに最適だと考

えられたからです。

　1万6千kW齢よび2万5千kWのユニットをもつ一連の発電所（たとえばCamerata．Picena発電

所は4つの欝万5干kWユニットからなる：第13図）が初あに建設されたのち、現在は標準設計を9

万kW回訓．dトに上げて、目下その第1号ユニソトを建設中です。

　すでに申し一しげたような危機が去れば、ガヌタービンは、ピーク三三あるいは．予備用として利用され．

ることになるでしょう。．このよゲな目的に合わせて、．ガスタービン発電所は国内の重要な場所に設置さ

れています。

藷。　イタリアに．おける原子力発電の開発

　第2図にみられるように．、イタリアた語ける主要電力源として最初に．原r力が利用ざれたのは、1963

～64奪のこと℃す。このときに建設されたのが．ラチナ原子力発電所（ガスー黒鉛型）、ガリリアーノ原子力

発電所（．沸騰水型）、トリノ・ベルチ土レス原子力発電所（加圧水型）で、総出力は60万kWでした。

これらの発電所が現在までに生産した電力は420億kWh三一1二に達しています。

　その．後、｛出力85万kWのカオルソニ沸騰水型原子力発電．所が建設され、．現在運転点試験を行っている

段階です。第14図～第17図はカオルソー発電所の主要部分を示しています。「

　i979～74年に1000万kW4基（ENEL－V－V［一W）が発注され．、　このうち2基の立地

が昨年末にようやく決定されました（Upper　Latium）。今後の問題については、多数の源∫・炉設置計画を含

む国家エネルギー計画に対する議会の決定を待っている段階です。

　計画とは別に、わが国における原子力発電の成長を妨げる難点を考えておくのが適．切だと思います。問題点は要約

すれば、次のようになるでしょう。すなわち、

　①　原子力発電所の安全性に対してぐ根拠のない、不安がもたれていること。

　②療子力発電所は発電コストは低いが、建設コストが在来型の火力発電所の約2倍になる．という財政的難点があ

ることd1976年の米ドルで計算すると1000万kW級の原子力発電所のコストは竃建設期間中の価格上

昇と金利を除いて、経550ドル／kWと．なる。・
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　第一の問題点、すなわち原子力発電所の安全性に関しては、第一世代の原子力発電所（現世代の発電

所よりも完成されていないが一）から得たわれわれの経験から判断すれば、まったぐ問題はありませ

ん。今まで何の障害も発生しなかったし、また、環境についても議論するに足る問題は何もありません

でした。にもかかわらず、住民のごく少数の人たちは、原子爆弾に関連させて原子力発電所の新i没に反

対しています。ここでとくに申し上げたいのは、すでに運転を開始している原子力発． d所のある地域で

は、この種の反対運動がない．ことです。

　ENELはラチナ原子力発電所の周辺で、海岸地区にある原子力発電所が観光旅行やレクリエーション

活動にいかなる影響を与えるかについて、サンプル調査を行いました。その結果、心理的悪影響は回っ

たぐ認められず、その区域での観光あるいはレクリエーション施設の開発を妨げるようなことも皆無で

した。ラチナ海岸にきた海水浴客かち無差別に600人を選んでインタビューしましたが、原子力発電所に対して好

意的な発言をしたのは、遠方からの旅行者よりむしろ地元の人が多いという結果が得られました。この結果には深い

意味があると思いま魂なぜなら、地元の八たちは、原子力発電所に対してある程度の深い知識をもった上で意見を述べているからですb

　情報センターが誕生したのは、安全性の原則を踏まえた．ヒでの原子力発電所を、公衆に知って貰うた

めに、なかでもとぐ欧何らかの方法で将来の原子力発電所の立地決定に影響力をもつ公衆に理解して

貰うのが目的でしたQ、ENEL発電所にはこの目的のためにふさわしい、a階建ての建物があり、建設中略

よび運転中の原子力発電所が展望できるようになっています（第18図）。適当な祝聴覚教材も備えら

れており、発電所の全容を知るのに役立っています。

　根拠のない不安とは別に、原子力発電所受け入れに関して無視できない重要な問題点が一一つあり蓬す。

それは、原子力発電所の建設によって生じる社会経済的問題の解決策ですQ…般に、原子力発電所が建

設されるのは遠隔地であって、適切な処置を施さなければ、建設開始とともに数千の作業員が移住して

くるために地元に混乱が生じることになります。このような被害をこうむる地域社会に対する補償と地

元の向⊥のためにENELは発電所の規模に応じた助成金を出しています。たとえば100万kWの炉2基

をもつ原子力発電所の場合の助成金は500万米ドルとなります。

　しかし、イタリアでは、助成金を出してもな於新設発電所の立地には問題があります。イタリアの地

勢からみても、アルプス山脈とアペニン山脈地域を除けば、残る地域はポー川流域とわずかの沿岸地方

だけとなりますが、その区域ももうすでに人口稠密となり、苗場、道路、鉄道などが密集しています。

ですから、冷却水を十分に得られる地域に立地を決定しようとしても、地勢とすでに利用しつぐされて

いる現実のために、結局は駄目になるのです。第19図は鳶Emilia－Roma竃na1海岸と呼ばれる地域

で原子力発電所の立地に適していると考えられる区域なのですが、すでに述べたような難点があります。

　このような情勢から、ENELは1973～74年に4基の琴約を行った峰もかかわらず、立地が決定した

のはまだ1ヵ所だけです（Upper　Latium）。

　他の地域でも、地方官庁との折衝が繰り返し行われているのですが、まだ立地に関する予備報告：書も

書きはじめられない段階です。

　原子力発．電計画の．実行を左右するもう一つ⑱問題点は原子力発電所の建設には巨額な資金が必要なこ

とです。資金の問題は大して影響しないとはいえません。とぐにわが国のように経済危機にある場合は

非常に重要です。資金の問題はENELの権限を超えるものですが、関税制度の改善や財源の配分法など

が解決の糸．ロになると思います。、
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　ここで、私は技術的努力にもまして重要な、基本的問題に立ち戻ってお話しすることに致します。

　幾つかの原子力発電所建設計画をも含めて原子力発電計画を実行するに当たってまず重要なことは参

考標準設計を開発することでしょう。もちろん、原子力発電所の建設数が多くなればなるほど、そして

次々と短期間中に建設されるほど、参考標準設計の有効性は大きくなり寮す。他国の電力会社や工場と

同様に、ENELも将来の原子力発電所のための参考標準設計を開発しています。標準化に当たってまず

最初に100万kWユニットに基準を置きましたが、今日提供可能な最大出力ユニットにまで基準を拡大し

ました。第20図、第21図は、2基設置型原子力発電所のENEL標準モデルと一般的配置を示してい

ます。

　標準設計の利点は、よく知られている通りですから、ここではその主要な点だけを述べますと、建設

期間の短縮、許認可手続きの合理化、発電所の信頼性向上、運転診よび維持の能率化、および、最後に

もっとも重要な安全性の向上があげられます。

　標準化の障害一一というよりも制限要因となるのは、少なくとも土木工事（基礎、取水口、放水路な

ど）に関する限り、敷地の特質に基づく最終設計の冷却水利用および耐震特性であります6わが国では、

原子力発電所立地には地震の伝播に関する問題にはとぐに考慮を払わなければなりません。

　原子力発電所標準化に叩けるその他の制限要因は、参考標準設計が建設や運転の経験から得られた結

果による変更を受け入れなければならないという点です。このため、標準とか規則の開発に際しては、

多くの分野に膨ける知識の増大や経験の結果などによって変更する可能性を考慮に入れた⊥で計画を立

てる必要があります。

　原子炉の概念については、多くの国でそれぞれに努力が払われてきました。たとえば米困では、軽水

炉に関する指針は非常に広範囲にわたっており、他国にとっても実際的で非常に有益であります。イタ

リアでは、あらゆる原子力関連機関（ANCC、　CNEN、　ENEL、産業界）からの専門家が幾つかのグ

ループに分かれて、米国の規則や指針の適用や、イタリアの国情に密着したシステムやコンポーネント

に対する特別な規則の開発に努力を：重ねています。

　基本設計に対して新しい必要性一それもどぐに安全性向⊥のための要求が発生した場合に、それを

取り入れて基本設計の修正ができるように、指針には多少の柔軟性をもたせる必要があります。しかし

その反面、いったん建設が開始されると、設計の修正は必ずしも容易ではありませんQこの点に関して、

カオルソー原子力発電所で得た経験の詳細には触れませんが、ただ建設の最終段階で圧力抑制システム

．の修正が行われたことを申し上げて潜きます。

　ENELが最近発注した発電所についても設計変更の問題が発生しています。　ENEL－V－V［お

よびENEL－Wの基本設計に関して設計変更要求が行われたのは大体次の2点です。

　①安全性の一層の向⊥のための修正。

　②技術開発に伴う修正。

　安全性向上のための修正

　まず最初に設計変更が要求されたのは、環境に対する放射能放出の分野です。放出量を最低限にとど

めるために、第二次格納容器、炉心コンポーネントのクローズド・サイクル冷却システム、装置汚染の

可能性のある建屋の特別空調換気システムなどに対して規制が適応されています。これらの規制はまた、

原子力発電所周辺の非居住区域を少なくすることをも目的としていますが、これはイタリアのように入口

一68一



密度の高い国にとってはもっとも重要な厨的といえますQ

　設計変更を要する分野として、その他には、原子力発電所従業員の被曝線量の問題があります。被曝

から従業員をできるだけ防護するために、装置の配置を変更し、放射能汚染のある区域あるいは汚染の

危険のある区域を分離しました。たとえば廃棄物処理システムはすべて、発電所の主要建屋から離れた

建物に一一括し、制御室をも含めた発電所の司令系統もすべて一つの建物内に集めています（第20図）。

各建屋の換気システムを独立させ、汚染程度の差によって区域を細分すれば、発電所内の平均汚染度は

低下．し、従業員被曝も著しく減少するはずです。

　このような基準は当然、原子力発電所の一般的配置と容積に大きく影響します。たとえば、Upper

Latium原子力発電所のBW只1棊当たりの総容積は約36万8千㎡から43万5千㎡に増えています。

　技術開発に伴う修正

糠準化過程と新技術開発に関連して行われる主要な設計変更として、制御室の配置、発電所電気系

統、診よび発電所の出入口と通路について申し上げます。

　制御室については。BWRとPWR両者の制御室配置をできるだけ標準化する方針で努力してきた結果、

制御と信号（Signalling）は火力発電所と同じぐソリッドステート・，システムを採用することにしま

した（第22図）Qソリッドステート制御システムによって、制御室に制御卓とパネルの連結機器を適

切に配置すれぱ、通常運転時にオペレータが4mも5mもにわたって制御卓を管理するような、経験と

熟練では解決できない不都合な事態が避けられるでしょう。

　計画実施期間

　原・子力発電所計画も含めて、エネルギー開発計画に決定的な影響を与える要因は、計画実施期間であ

り、この期間内に、敷地選定、許認可取得診よび建設が行われます。

　敷地選定については、サイトと環境の特質を確認するのに数ヵ月が必要ですが、敷地利用の許可を得

るまでにはさらに長期間が経過します。イタリアでは、1975年に制定された法律（No．393）により、

発電所立地手続きが定められ、途中段階の手続きにも時間がかかるために、発電．所建設決定から選定し

た敷地の利用が許可される壕で27カ月の期間が必要となります。

　ですから、敷地利用の許可が診りるまで敷地に何事も起こらないように、われわれはじっと待たなけ

ればなりません。Nα393法に定められた公共利用目的敷地収用が地域社会を忌忌し、許可が延期される

ようなことになりかねないからです。イタリアにおける立地可能な地域の地図は現在CNENによって作

製作業中で、1978年に完成の予定です。この地図が完成すれば、計画実施期間の初期段階を短縮する

のに役立つと思います。

　建設のみに関しては、準備工事から原子力発電所としての認可が得られるまで約7年かかります。

　これらの所要時間を全部加えると、第23図のように、2一型原子力発電所の建設決定から第1号炉

の建設が始まるまで非常に長い期間が経過し、それから計画が完了する玄でさらに多数の年月が必要と

なります。それゆえに、原子力発電所立地法（立地地図など）の制定、技術的手段（原子力発電所の標

準化など）の開発、原子力発電所に対するパブリック・アクセプタンスを得るための施設（情報センタ

ーなど）をつくることなどが必要なのであります。
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5．結　　論

’以上に述べてきた難問題を、1970年代のうちに克服し、増大しつづける電力需要に応えるものとし

て原子力エネルギーが入々の信頼を取り戻すのがわれわれの望むところです。この意味で、1980年代

に期待される商用増殖炉の出現． �ｩすごしてはならない． ﾆ思います。増殖炉はす℃に確立されたタイプ

の炉に比べて、天然ウランのもつエネルギーを50倍． ﾈ上も有効に利用できます。増殖炉の利用を次第

に増やしていけば、ウラン資源は無尽蔵に等しい状態になり、同時に濃縮サービスの必要性は減少する

でしょう。また、現在運転中の原子炉から生じた使用済燃料を増殖炉にリサイクルすることも可能にな

ります。

　増殖炉に関しては、ヨーロッパは第一級の立場にあります6増殖炉の近い将来における利用開発のた

め、フランス、ドイツ、イタリアの三国は共同計画を推進しています。ENELはこの計画の3分の1を

負担し、わが国の産：業界もこれに参加しています。この計画の成果については、出力25万kW規模の原子

力発電所が、もうすでに二、三ヵ所で実験段階を終わり、運転が開始されているととから明らかである

と思います。増殖炉の将来展望については他の講演者が話されるの．で、ご清聴を感謝して、私の講演を

終わりたいと思います。
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Alto　GessoのChiotasダムサイト　ダム下流部分第5図

“A至to　Gesso”掘削機械第6図
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第7図　　8rasimone揚水発電所

第8図　Larderello－3
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第9図　 Larderello－3　地熱発電所　 タービン室
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灘慧

第12図　Mi　lazzo　Levante発電所、第5図および第6ユニヅト（32万kwe）　タービン発電機室

第13図　Camerata　Picenaガスタービン発電所（4×25万kw）
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第14図

第15図
Caorso原子力発電所：圧力容：器底部
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第16図　C翫orso原子力発電所：制御室
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第17図　Caorso原子力発電所全景
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米国のエネルギー問題と原子力開発一産業界の見解

米國原子力産業会議

　副理事長　 H。ラーーソン

　米国は近来kなく厳しい冬を経験し、この時期圏内のエネルギー資源は不足

した状態になりましたQr天然ガスについての実態はどうなっているのか。黛

た、今までなぜその実態を知らされなかったのか」という声が聞かれるように

即鮎牟・ぞ楓辮前にガソ11ン．を求めて長而列ができ熾と同じよ

う．な声セ．した。わが国の豊富な国内資源である石炭ですら、鉱山の凍結、輸送

イレートの不安定さ、さらには、石炭専用積み降ろし貨車が凍結して、荷降ろしがで

きないなど、さまざまな簡題に悩まされました。一時期さら．に少なくとも200万入の人々が失業し、

各所で1週間または．ζれ面上、の間、．非常事態宣言がなされ、学校は閉鎖さ．れ、またガスを燃料に用いる

企業のうち、比較的重要ではないと見なされた企業では、熱源が切られました。

　この状況にあって、1月に原子力発電所から、約2000万kWhの電力供給が行われなかったとしま

すと、以下のような事態が発生したはずです。・

　米1月中に25万7000以土の職が失われ、

　来月間賃金は約2億3000万ドル減少し、

　来GNPを構成する、財、生産物、諸サービスが、同月に約38億ドル減少し、

　米さらには原子力発電により、電力の供給を実際には受けた1000万の世帯および店舗、事務所、

　　学校を合わせた計100万軒が、他の資源からのエネルギーに頼ることを余儀なくされ、

　米したがって、他の資源による電力需要を満たすためには、

　　　　石油3200万バレル、すなわち国内，月問生産量の約13％、あるいは1820億立方フィー

　　　　トの天然ガス、すなわち現在月間生産量の10％以上、または、

　　　　石炭，月間生産量の約17％にあたる960万t

　　が必要となったはずです。

　米国では、今までになくエネルギー政策の必要性が叫ばれています。しかし、現在のエネルギー政

策は、机．ヒプランと同様の現実性しか持っていないことは、残念ですが認めざるをえません（、われわれ

は、現実には無政策という政策しか持たず、それがわれわれの考え方や行動を、インパクトを持って形

成しているといえ嘆．しょう』脈絡なく存在する政策よりは、しっかりした計画をたてる必要があるのは

いうまでもありま．せんがヨまだ実現されて齢りません。

　しかし、情況の重大さを丁高岡民が理解し、また彼らの信頼を得ることは、米国社会に診いて必要な

ことです。しかし、現在はその段階にいたっておりません。政治家は折りにふれ、そのことを指適して

いましたが、先月、カーター大統領が炉辺談話に親（ではじめて、エネルギー危機に関しては、短期的

解決はありえないと明言しました。複雑な心境ではありますが、当然なことだと思います。米国は、正

しい判断を下す場合、つねに万能薬に頼るか、または神への信仰に頼ってまいりました。
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　また、これから何年間か米国がたえず受ける魯告は、もっとも懐疑的な入たち以外の人ですら国家のエネル

ギーの窮迫の現実を切実に自覚させ．るものと思います。米国が今鋒15年間に必要とするエネルギマを

生産するに峠、さら、に45万の新しい油井、31．㊥精油所、200の大規模炭鉱、2700ユニットの

貨車、3．0のウラ．ン採鉱・．精練工場と17の合成燃料工場が必要であろうと予想されています・重

た・これらの新しい施殺建設．に必要とされる資金は・今後10年間で・イン7ヒを考曜に入れなく、ても

年間約300億．ドルかかると思われます。これは、過去10年間におけるエネルギー産業の年間投資率

の2倍以上にあたります。

憲　資　源

　まず第…の万能薬と思われるものに、省資源の問題があげられ雀す。社会的に重大なこの時期にあた

って、誰しもわれわれは資源をムダに使ってきたことを認めざるをえません。．

　エネルギ…の伸び率を調整しなければならないのはいうまでもありませんが、現在家庭で使用されて

いるエネルギー量に大きな格差があること．にも留意しなければなりません。成長率ゼロ、エネルギー経

済の質素化馬言い換えるなら「ウォールデンの池（Walden　Pond）」時代の回帰を主張する入々は、

そのような提唱が経済に与える影響をよぐ考え直す必要があると思います。

　現在7000万世帯が存在し、2000年までには新たに3000万世帯が増加するものと思われま

す。もしゼロ成長の政策をとるなら、乏しいエネルギーは現存している世帯の何百万もの人々の基本的

必要性すら満たせなくなるでしょう。また新たに増加する世帯に必要なエネルギーは、どこから供給す

るのでしょうか。

　「ウォールデンの池」時代にさかのぼることはできません。「入間の賢さの特徴という璽）は絶望的な

ことをあ．え．てしないことだ」とい．うソーロ．一．の忠告を思いおこすべきでしょ．う。

　しかし、今後．25年間に関しては、いうならば省エネルギー政策は有効であり、これにより約25％

の節約が可能でしょう。しかし、アメリ吻人にτ般的に理解されていない点として、いくら省エネルギ

…政策が有効に実施されても》エネルギー需要の増大により発電容量が増大．されなければならないという点

があげられますQ、し．たがって、．省エネルギア政策は国家政策としてもますます重要性が増しでくると思

います。国家レベ．ルでも、濠た㌔．いくρかの州においても特別税控除の立法化が提案されています。

原子力i発電所の現状

　もちろん私は今日、大変に：評判の悪い原子力について語るために来B．したわけです。．しかし、まずはじ

めに、1977年1月1日現在のアメリカの原．子力発電所の計画について述べてみ友いと思い蓬す。

　現在建設中の．90基には600億ドルを超える注文残高があります。またすでに発注済みの228基

の発電容量は、．．25．舘前はじめて原子力による発電が行われた当時の全米の発電量の約3倍に相当，しま

す。1980年葦でには、原子力は石油にとって．代わり、発電源としては石炭についで2位の位置牽占

めると思います。

　わが国50州の内10州までも、．全発電量の4分の卑以上を原子力によって得て妄ります。、
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コネチカット州は発電容量の50％を、ネブラスカは47％、ヴァーモントは44％、メーンは40％、

サウスカロライナは30％、ウィスコンシン29％、『 Aーカンサス25％、を原子力発電によって得て

います。今年の寒波の最中には、シカゴでは電力の48％が七つの内五つの原子力発電所によって供給

され、また、ニューイングランド全体では30％以上が供給されました。新聞記事に見られたように

「1月17日目朝米国を緊急事態から救ったのは原子力だといっても大げさではないでしょう」

運転許認可を受けたもの

建設許可を受けたもの

新規発注

延　期

中　止

手胴中

建設中

発注済み

1976
　　6

　　9

　　3

　　7

　　2

　64

　90

228

1975
　　3

　　9

　　5

1974
　　9

　14

原子力の実績

　米国では、原子力対化石燃料の実績に関する論議が盛んに行われてまいりました。この両者の差はほと

んどないというのが一般的考え方だと思います。最近の報告書によりますと、39万謂またはそれ以⊥

のすべての化石燃料発電所の1基当たり累積稼働率を、それとほぼ同等の石炭発電お・よびPWR発電と

比較した場合の数字は、それぞれ77．0％、75，8％於よび74，7％となります。

　米国では原子力発電所の稼働率を80％とする傾向が産業界、とくに規制産業分野において見られま

す。原子力反対者はしばしばこの数字をあげて、原子力発電は目標を達成していないと非難します。し

かし、アメリカのある主要原子力発電炉メーカーの調査によれば、18基を運転して、1975年には

78．6％の平均稼働率を、そして最高稼働率としては93．9％を達成しています。

　このレベルの実績から見ますと、原子力発電の稼働率は従来の化石燃料発電のレベルをまもなく上ま

わるものと思われます。

　米国最大の電力会社の一つであるコモンウエルス・エジソン社の大型原子力発電所於よび石炭発電所

の稼働率を1972．年、1973年、1974年そして1975年に分けてそれぞれ比較したいと思い

ます。診わかりになると思いますが、互いの数字はかなり接近して診りますし、2年間について見れば、

原子力が石炭をしのいでいるといえます。

　また、一般的には原子炉は古くなるにつれ、安全性がうすれるといわれています。しかし原子力発電

自体がまだ青春期にあるため、古いデータはほとんどないといえ玄す。

　古いとされている原子力発電炉であるコネチカット・ヤンキーの停止回数を見てみますと、信頼性の
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指数が分かると思います。つぎのスライドに1947年から1975年にかけての停止回数が表示され

ています。

Year

1967

1968

1969

1970
1971

1972
1973

1974

1975

計画停止

　　6

　13

　　5

　　9

　　4

　　5

　　6

　　5

　　5

プラント停止回数

自動停止

　19

　12

　　5

　　6

　　4

　　3

　　0

　　4

　　1

手動停止

　2

　1

　7

　2

　2

　0

　1

　0

　0

Tota1

7
6
7
7
0
8

2
2
1
1
1
7
Q
）
ρ
0

このデータにより、稼働率は年を経るに従い向上していることが分かります。

原子：力発電コスト

　今までに原子力発電のコストについて多くの研究や討論が重ねられてきました。種々のデータを分析

しますと、スタックガス・スクラバー一つきの石炭発電所と原子力発電所の資本費の差は1980年代中

頃までに：は、かなりせばまり、結果として、燃料コストが安いため、原子力による発電コストのほうが

低価格になると思われます。

　インフレ率を7％に設定した場合、120万RWの原子力発電所を米国北東部に建設し、1985年か

ら87年にかけて運転しますとキロワット当たり1300ドルのコストがかかります。

　同容量の石炭発電所の資本費はスクラバーつきの場合には、キロワット当たり1200ドル近くになり

ます。

　他の研究によっても同じような結論が出て於ります。それによると通常の原子力発電のコストは、キ

ロワット当たり975ドルについています（これは、1985年のドル計算で建設中の金利を含んで澄

ります）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　発電所別経済性比較（1＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　850Mwe石炭火力　　　　1100Mwe原子力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　スクラバーなし（西部炭）

　　　　　　資　本　費　　　　　　　　　　　　　＄765／kWh　　　　　　　　　　　　＄975／kWh

　　　　　　冷　却　塔　　　　　　　　　　　＋＄　55／kWh　　　　　　　　　　　　＄　85／kWh
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　スクラバーなしの85万罐の石炭発電所を北東部に建設し、西部から石炭を運びますと、その資本費は

キロワット当たり765ドルと想定されます（冷却塔が必要とされる場合には、原子力発電にはキロ

ワット当たり85ドル、石炭発電には同じく55ドルが追加されます）。

トータルエネルギーコスト

　　　　発電所経済性比較（2＞

　　850Mwe石炭火力
スクラパーなし、西部石炭

5，24¢／kWh

（5．93¢／kWh　w／スクラバー付）

1100Mwe原子力

3．85¢／kVVh

　資本、燃料、運転、’保守などのすべてを含む総合コストは、原・子力の場合にはkWh当たり3．85セント、

石炭でスクラバーつきの場合には5，93セントとなります（ただし、1985年のドル計算）。これら

の数字は、それぞれの稼働率を原子力66％、スクラバーなしの石炭発電70％、その他の石炭発電67

％としてえられたものです。

　計算基準としては、長期インフレ率を1981年までは7％、それ以降は5％、核燃料費を100万

Btu当たり60セントC1995年のコスト）。東部産出の高硫黄石炭を240セント、西部産出の低

硫黄石炭を300セント、ウラン1ポンド当たり34ドル、濃縮SWU当たり100ドル、燃料成型加工

kg当たり120ドル、再処理および廃棄物処理1t当たり20万ドル、プルトニウム・クレジット1グ

ーラム当たり14ドルとしました。

．． ﾄ国ゐ電力需要をまかなうためには、民間の電力会社は今後5年間の建設費を1220億ドルと見込

んで澄り、そのうち60％は外部資金によるとして論ります。1976年には電力会社は170億ドル

を発電所の新規建設あるいは設備に支出しました。1977年には、新規発電所のため約130億ドル

うミ投資されるものと尽われます。とのような多額なコストは電力会社を圧迫するものと思われ憲す。電

力収入といたしましては1976年には13％増加し、これは近年の不況からの回復のきざしとみられ

ぞら．まナ6電が使用も、』上昇傾向にあり、昨隼は約6．3％の増加を示しました。1977年についても

ほぼ同様の予想がたてられると思いますQ1974年と75年を省エネルギーを必要とする変換期とし

セとらえ、ゼ白成長を提唱してきた人々は、．その予想を取り消さねばなりません。

原子力論争

　原子力論争はある意味で、大衆の多ぐが現実を見ずに、感覚的にとらえて行動する古典的な例といえ

回す・粉遡、騨よエネルギ纏業はこうし姉民の行動す勧ち原子力をスロ｝ダウンさせようと

する動きに対し、なんらかの形でこれにとり組んでいかなければなりません。

．♂…ζで原子辺論争の動きを詳細に検討してみたいと思います。

．遇ネルギ「および原子力の問題に対する一般社会の姿勢は今日では概略以下のようなものであります。

①アメリカが現実に直面しているエネルギー問題凄よびエネルギー不足の実態に対する大衆の認識度

　は依然低く、大衆はいまだにいわゆる「危機」は石油産業とそれと関連する利用事業者が暴利を追求
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　　するために引き起こされたものと信じている。

　②豊かなエネルギー源と経済全体の繁栄との関孫も雀たよく認識されていない。大衆は今後の傾向

　　として雇用機会の増大と生活の向上を望みながらも、唱方ではエネルギー供給問題の基本的決断、

　　原子力や石炭再開発等の緊急性にほとんど気づいていない（最近のガス不足が各家庭に与えたシ

　　ョックも、これをどう工夫して切り抜けるか、という問題でしかない）。

　③こうしたエネルギー問題の根本に対する無関心と資源と経済のかかわり岱の無理解が、国民全体

　　の態度として「なぜ原子力を急ぐのか」「より慎重を期するにこしたことはない」「石炭の露天掘

　　りはやめるべきだ」、「電力供給の値上げを阻止しよう」、といった呼びかけを支持する態度とな

　　ってあらわれる。

　　　原子力であれ、石炭、、合成ガス、頁岩、灘洋採掘心密¢）資源開発であれ、安全性や環境問題の面

　　を無視してもこれらを推し進めようとする人はいないでしょうが、二方、、アメリカ全体の傾向とし

　　て、こうした方策の決定に際し、必然的にともなうトレードオフ、すなわち経済成長率の鈍化、雇

　　用機会の減少、エネル．ギーコストの上昇といった状況を十分考慮しているとはいえません。

　④石油会社齢よび電力供給産業は、今日過剰な利潤を上げているとみられている。アメリカの大衆

　　の実に71％が電力会社が「不当に高い」利益を南げていると信じている。

　⑥原子力に関しては、大衆は技術的な面での安全性に非常な疑問を抱いている。原子力に対して

　　「もっとも危険なエネルギー源」のレッテノレを貼り、大多数の人々は、原子力施設が原子爆弾のよ

　　うに実際爆発するものだと信じ込んでいる。同時にまた原子力はエネルギーとしてもっとも高価な

　　ものだ、と信じている。

　⑥電力供給業者にとってのエネルギー源としての石炭の使用の増大に対しては、石炭燃燐拡大を可

　　能とする大気汚染の基準緩和に国民が反対している。またとくに西部地方においては石炭の露天堀

　　りに対し制限を設けるよう主張している。

　⑦人々の間には新しいエネルギ～源レとくに：太陽熱に関して、すでに実用化しうるもの、あるいは

　　近い将来、すぐにも実用化できるものという過信がある。ζう．した考え方から人々は｝原子力や石

　　炭の開発を今後25年間、アメリカにとって実際的なエネルギー確保の道であるとして現実的に考

　　回することを避けている。

　このような国民の態度を見ると、なにゆえに石炭使用の拡大や原子力利用の立場がますます守勢の傾

向を帯びてきているかが分かりますQしかしながら留意すべき点は、原子力を含むさまざまなエネルギ

ー源が将来どのような役割を果たすかζいう点に関して、アメリカ国民はいまだ確信を持てずにいると

いう点です・この問題の：麟で離なレベノレの論議を妨げているのは根本的鱒と事実認識の欠如宵・

現状のような国民の傾向の中ではpわ漆話、事実の混同、非理性的議論などによって事が決められてし

まいます。晶々が事態を正しく見きわめ、竪実な判断を下すことができるようになるためには事実関係や

基本的知識の啓蒙が必要なのです。

原子力に関する住民投票

　⊥述のような事情もあるにはありますが、アメリカの一般的傾向として、原子力発電所の操業実績は、

昨年のさまざまな住民投票にみられるように、一般国民も肯定的態度をとるようになってきています。住
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民投票の結果については説明を加える必要もないと思われます。つぎの表をご覧下さい。

　　州

ア　リ　ゾナ

コ　ロ　ラ　ド

モ　ン　タ　ナ

オ　レ　ゴン

オハイ　オ

ワシントン

賛成／反対（％）

30／70

29／71

42／58

42／58

32／68

33／67
　1976年6月8日のカリフォルニア投票では七つの州で、米国人口の20．％をなす約1200万入

が原子力発電を肯定しています。最近のカーター／フォード大統領選挙の際の数字が51／48であっ

たことから見ても、これらの数値に信びょう性のあることが分かります。

　10月中旬に発表された・一パー・リポートではさらにこうした国民の傾向が裏付けされています。

70％が原子力の開発促進を望んで摺り、13％が現状で十分、8％が現状はすでに行き過ぎであると

し、9％が無回答あるいは分からないと答えています。

　この論文作成の時点では、1977年と1978年に二つの投票の可能性すなわち、1977にメイ

ン州でまた1978年にはミシガンでさらに投票が行われる予定であり、これらの州では現在、署名の

収集が行われています。しかしこうした投票が行われる件数がすでに少なくなっているという現実は、

こうした投票（リファレンダム／イニシアチブ）によって原子力開発の方向を動かすというやり方自体

がすでに峠を越したということを示しています。

核燃料サイクル

　ここで産業界のもっとも関心の深い問題つまり核燃料サイクルについて触れるべきであろうと思われます。

　核燃料サイクルのフロント・エンドに関する問題は、比較的明解でその解決法もまた明らかですQ

　フロント・エンドに関してはウランの供給と濃縮の二つが、当面今日の主要な問題となっています。

前者に関しては現在、強力なウラン探査プログラムが実施されていますが、これは現在まで．に明らかに

なった埋蔵ウランの算定と分析を目的としたものですが、全体としては、現在運転中のプラント、建設

中のもの、および計画段階のもの等全部の操業寿命を考えた上でも十分な余裕があると見られています。

　つぎは9年後、1986年のERDAの濃縮能力が、たとえポーツマスでさらに900．OtSWUの

増強がなされたとしても予想需要には追いつかないであろうということを示しています。濃縮サービス

の需要量の中には国内の1億4100万～1億8900万kWの原子カプラント（うち、96％は契約済

み）、齢よび国外の1億800万kWのプラント（100％が契約済み）等が含まれています。つぎの表は

0。2％のU－235廃棄濃度、経済的に受け入れられる＄52／1b　のU308、＄110／SWUの濃縮

料金に基づいたものです。また使用済燃料の再処理は考慮して．いません。
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最低予測

中間予測

最高予測

ERDAの濃縮ウランの需要／供給（SWU）

1986年の電力設備の予測（億kW）

米　国　　国　外　　総　計

1．41　　　　　1．08　　　　　2．49

1．67　　　 1，08　　　 2．75

1．87　　　 1．08　　　 2．97

　　　　　　　来濃縮ウランの需要

　（tSWU）

　39，300

　40，500

　43，200

ポーソマス糊飴含む料

KRDA供給力（tSWU）

　　　36，700

　　　36，700

　　　36，700

　来　軍用1，600tSWUを含む

米米　CIPとCUPの完成能力は27，700tSWU、またポーツマスの増強量を加えると総計

　　36，7　00　tSV町

　いくつかの所見

　米ポーツマスの増強は必要であり、1986年の全面運転に向けてスク’ジュール完遂を優先すべきで

　　す。1982～1983年に需要と供給の接点が起こる。ポーソマス増強が将来の供給力拡大の保証

　　を得るための最善策です。

　来建設記数として8～10年を考慮すると、1977年の時点でポーソマスの増強以上の濃縮能力拡

　　大の決断を行わねばなりません。さらに9000tSWUの増強が行われたとしても需要と供給の

　　接点が1989年に起こります。

　来ERDAは0．2％のU一一235のu取り引き”廃棄濃度を維持し、またできるだけ早い時期に0。2

　　％のU－235の哩。運転”廃棄濃度を設定するよう勧めるべきです。

　核燃料サイクルの完結に関してもさまざまな問題がある。これについては規制上の不確定性に関する

面を指摘するにとどめ、またよく知られた問題については、いくつかの点に触れるだけにしたいと思い

ます。

①GESMO　この書類はサイクル完結の範囲にかかわるものです。この最終的決定は多くの原子

力施設の設計、建設、運転、経済性などを規定します。Puリサイクルが認められるか否かにかかわらず、

ウランのリサイクルは認められるべきであろうし、また使用済み燃料の貯蔵問題等が起こってきます。

（政策としては、再使用可能な生成物と廃棄物とを分離して処理することが望ましい。ζれによって高

レベル廃棄物と超ウラン廃棄物の量を減らすことができ、もっとも感情的な反発を1まねいている論点

にも対処することができます）

②　規制上の不明確　　原子力施設の認可は連邦規制10CFRのPart　50またはPart70に基づ

いて行われます。しかし申請されたものを検討するための設計基準、標準審査方式（Standard　Review

Plans）その他申請者への指針となるものは実際存在しないので．す。したがってある意味では、原子力

発電プラントが受け入れられるための出発点を示す条件としての貿歯止め”のようなものが何もない

ということである。

　NRCにとっては基本的な認可、判定の問題があるが、申請件数が少ないことやGESMOヒアリン

グによって、こうした論点を解決する努力はほとんどなされていません。NRC自体専門知識のあるス

タッフは少なく、ある種の技術分野に関する作業も散漫なものになっています。こうしたことから、あ
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る分野では原子炉規制局によって技術的な面が支えられており、高圧力エネルギーシステム（原子炉）

に用いる技術を、分離施設等の低圧（多くは真空）低エネルギーシステム等に応用することもできない

でいる状態です。

③対外政策上の考察　詳しく記述するまでもなく、明らかにこの分野の問題は国務省と議会の立場

が複雑に入り組んだ様相を呈していますQ

④放射性廃棄物　国民全体の議論の的となっている放射性廃棄物の問題はとくに強調する必要もない

と思われます。現時点で廃棄物を適当な固形物の形に処理できないという技術的理由はありません。問

題は廃棄物の分類の基準の欠除や、それぞれにもっとも適した処理方法、最終的貯蔵方式の確立などの

点にあります。低レベルの廃棄物は、これまで比較的単純に埋蔵貯蔵されてきましたが、従来の貯蔵

地が満ぱいになり、閉鎖されたものもあり、また新規の用地の認可が遅れているなど、さまざ蓬な問題

がでてきています。…見小さな問題に見えても実際コストへの影響が大きいものには、超ウラン汚染廃

棄物（明確な定義はないが）、燃料被ふく等のハードウェアの最終処分問題があります。可能な保障措置

要件を含む全体的な面でのこう一した不明確のため、再処理施設は分離施設のコストと等しい、あるいは

それを上回るものになることもあり得ます。

　最終的な政府所有・運営による貯蔵施設における処理のコストについては、いまだにはっきりしてい

ません。産業界が参加した上でこうしたコスト基準の確立をはかるべきであると思われます。

源子力反対の立場の野々は、廃棄物の永久貯蔵問題を軍事用の原子炉の廃液の問題と混同し、プルト

ニウムの危険性を誇張し、ばく大な量の廃棄物が出てくるものと思い込んでい窪す。こうした考衆力に

よると、廃棄物処理については解決策がないことになり、これは問題を正しくとらえたととにはなりま

せん。こうした問題に対してはさまざまな方法が実際考えられて診り、国家的政策を正しく行うことに

より適切な方式を開発していくことができるものです。

．液体あるいは気体状の廃棄物も非常に難しい問題になっています。クリでトンやヨウ素のオフ・ガス

処理等はとくにまだコストが算定されてないだけでなく、また商業的に実証された運転システムが一般

化していないということから、プラントの運転にも影響する問題です。

　最：近アメリカの環境保護庁（EPA）が発表した核燃料サイクルの基準では核反応による放射性物質

（クリプトン85、ヨウ素129）について定めていますが、これは1983年1月1日をもって発効

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユるし、こうしたアイソトープはすべて集められなければならぬことになります。またC　についても冠PA

の基準を定めることが望まれています。この基準の残りの部分については（全身で25mrem／年、甲状

腺で75mrem／年、　Pu239では0．5mc）1979年12月1日をもって発効し、またウラン精鎌

所については1980年12月1日以降発効することになります。

⑤プルトニウム　この問題はGESMOと非常に深く関連レた問題で、プルトニウムリサイクルに

関する基本的な決定が行われないうちは固体化の基準や適正なこん包の問題は解決されないと思われま

すαこん包という小さな問題一つをとってみても、（容器の設計、事故状況に対する問題、単一の輸送

車輔にどれだけ積むか、といった）さまざまな問題があり、特殊な車輔を設計、建造する必要も出てき

ます。（同様の問題が廃棄物の輸送に関しても見られ、容器の設計に関する十分な指針が現時点ではな

いために設計そのものもまだはじめられない状況です）さらに現在のところ、プルトニウムそのもの

が分離しないのではないかという疑問もあり、まだ具体的な決定もなされていません。このように事態
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が不確定的なため、分離施設にはさらに柔軟性が要求されることになります。たんなる分離プロセスの

柔軟性だけではなく、中性子束や臨界状態等がパイプの設計やレイアウトに影響することになるため、

施設全体の柔軟性が要求されます。

　ここで、原子炉が最適の限界性を引き出し得るよう設計してあり、一方再処理プラントがこの限界性

をセーブするよう設計されているという点を覚えて知かなければなりまぜん。再処理プラントには各種

の濃縮物や原材料の混合物や多くの流れがあります。

　さらに、混合酸化燃料の溶解度を改善する（したがって分離度を改善する）ために研究を重ねなけれ

ばなりません。現在ではまだ溶解度は低く、このためプ・セス自体が非効率的なものであるか設備の追

加を要するも（ρであり、コスト高のもととなっています。

⑥保障措置上の不明確　GESMOや他の側面からこの問題に対して設計やコスト面で検討が重ね

られています。さらに再処理プラントには、物質の計量管理という問離がともないます。炉内では特殊

核物質の計．量管理は比較的簡単な問題ですが、測定の精密さの問題がどのストリ「一ムにあるか、また全

体量の測定の回数などの問題は施設全体の運転プロセスに関係してくるし、窪たある場合には精密な測

定機器がないということが依然重要な技術的問題として残されます。

　これらの問題については引き続くセツ．ションの中で詳しく述べられることと思われますので、ここで

はこうした問題は解決されてきて澄り、また解決可能なものであるという点を強調しておきたいと思い

ます。前述のようにこうした問題は多くの部分が政府関係者の政策決定の怠慢によるものですg政策粋

定が事態の最終段階でやっとなされる（場合によっては遅すぎる）といった傾向のため、業界も資本の

回収が不確実なため必要な投資を行うこともできない状況です。政策決定のタイミングや提案された方

策の内容や、また国民の反対、政府による禁止などいかなる事態が起こるか予測できないため、状況は

温品にも不確実になっています。業界も政府によるなんらかの保証がない限り、極端に危険性の大きい

事業にあえて投資しようとは思いません。核燃料サイクルの完結に関する再処理面についてもすでに民

間から何億ドルにものぼる資金が投じられてきていますが、ご承知のようにアメリカで実際商業ベー冬

で運転されているプラントは現在一つとしてありまぜん。これらは燃料サイクルのバックエンドに関す

る問題のいくつかの点ですが・基本的な分野の決定がいくつかなされれば・すぐにも解決できるも『）、

ばかりなのです・

国家環境政策法と公衆の利益

　これまで言及しませんでしたが、同様に：重要なのは、偏見や実利心だけにこりかたまって、∫ドらない

議論を繰り返す心々に対して、法廷などが油鼠な態度を取り始めたことです。こうした中で、公衆の利

益を最大限守ってゆくはずの裁判所またはそれに準じるものが大衆の利益を十分に保護することにより

かえって全体の利益を損なうという矛盾が出てきます。そのくり返しの中で多くの時間と齢金炉下らな

い議論のやりとりに使われます。しかも訴訟を起こす団体の利益と称するものは、いたって単純で工事

を遅延させ・それにともない費用を増大させひいては原子力のために投資した入々の興味を失やせて←まい

ます。もちろん、純粋な関心を寄せる市民や団体があることも事実であり、こうした人々に対しては、

真面目に耳を傾け、できるだけ誠実に応えてゆく必要があります。つまり、ここには、純粋な消費者の
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声があり、そのような声を無視してしまえば、民主主義が市民の問で健全に機能するのをさまたげる結

果になるだけです。そして純粋な市民の関心はすべての人々の関心でありえます。しかしながら、イン

チキ訴訟のようなものが多々あり、したがって訴訟の内容と意義を、われわれははっきり認識しなけれ

ばなりません。ことに、そうした訴訟を扱う機関は、厳重に、しかも同時に神の心をもって、それに対

処してゆかねばなり葦せん。

　ところで、ニューハンプシャーに語けるシーブルッ．ク事件は当局が後向きの態度を取ったために論争が

引き起こされ、3億ドル以⊥の投資が中途半端になった典型的な例です。今日たとえその決定が変更で

きたとしても、増大したコストは電気料金としては、結果的には消費者自身が支払うこととなります。

多くの議論がかわされて診りますが、水温の土昇によって死亡するハマグリの幼虫の被害は、毎日4頭

の鯨が食べる量にすぎません。いずれにしても正しい見通しを立てる必要があります。

　1969年の国家政策保護法の基本的な目的は、人間を環境破壊の被害から保護してゆくということ

です。しかし、この基本的なことが、時として、忘れられているように思えます。美辞れい句だけが優

先して、問題の本質が見失われているのです。シーブルック事件をはじめ多くの場合、人にとって何が必要

かということを忘れ原則論に終始してしまっています。

　人は自然と和して生きれるかどうかではなく、自然に対する彼自身の狭い考え方と調和させながら生

きられるかどうか一一というように考えがちです。そして、人々は、エセ環境保護論者の受難に対して感

嘆しがちです。しかし、彼らが見落しがちなのは彼らが賛辞を送る人々たち一エセ環境保護論者によ

って、結局は自分たちが理性になってしまうということです。

　ところで、プルトニウムという怪物は、あたかもそれが何か秘密のベールに包まれたものであるかの

ように、さまざまな論調をもって、新聞、雑誌等の紙面をにぎやかに飾ってきましたが、ちょうど5年

前、私は環境審議会へ行き、再処理とは一体平なのか説明したことがあります。それに対して、そ

この委員たちは、この国にまさに必要なことをわれわれが行っているということに率直な謝意を表明し

てくれたのでした。つまり、廃棄物を減少させ、再処理を通じて、資源の効果的な活用を最大限行い、

プルトニウムを生産してゆくということに対してですQしかしながら、2、3年後には、その再処理施

設が、きわめて危険な代物であるとい．うレッテルがはられ、その施設についての綿密な検討がなされる

まで、運転はストップされなければならない事態に至り、当初の賞賛の声は、どこかにふっとんでしま

いました。その後変化が見られたのは、政治的に積極的な環境保護論者に対する対策だけでした。産業

内での技術論争は向上しましたが、今まではっきり計算できなかったために無視されていた社会的政治

的論争が表面化してきました。この分野の問題に対して産業界の注意はあまり払われてきませんでした

が、遅ればせながら技術上の問題と同様に重要であることに気づきはじめました。

エネルギー政策

　こういつた一連の問題を適切に解決するには、まず化石燃料、原子力、省エネルギー、新エネルギー

体系が将来どの程度、どのくらいの期聞役に立つかを正しく把握し、国家的なエネルギー政策を展開さ

料ることが必要ですQそのためには、立法、行政両機関の調和のとれた協力が必要となってきます。本

年1月に米国議会は委員会制度の再編成を行いまして、原子力の主役存在であった「上下両院合同原子

力委員会」を実質的に解体しました。このことは、今後議会がエネルギー政策を展開する上での開発
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計画を一層困難にさせると思います。さらには新しい指導者による役割がスピードアップされなけ

ればなりません。また、新政権の誕生、統制のとれていない委員会構造、また、不明瞭な立場をとる新

議員が多くの重要な分野にたずさわっているなどの多くの問題に直面しています。

　混乱を表わす良い例に増殖炉の将来の運命があげられます。新政権による発表もあまり確信の得られ

るものではありません。一方産業界もプログラムをどの方向に進めて行くべきか、不確定です。商業用

品顛炉の次期開発はもっと混乱しています。どのようにして、何基、そして政府、産業界双方の参加

のどのような機構のもとに、どのような時間的プランをもって開発すべきかなどが解決されねばなりま

せん。

　クリンチ・リバー増殖炉の開発にあたって産業界は思いがけない経験をしました。将来に関しまして

は、多少条件は異なっても同様のことが齢こると思います。したがって、LWR燃料サイクルの完結お

よび、増殖炉サイクルの完結の確約なしでは産業界の参加を得ることは困難であると思います。電力産

業としては今日まで与えられなかった保証を必要として着ります。

結　　論

　カーター政権がどんな政策をとろうとしているかを現時点で示唆するのは、時期尚早と思われます。

カーター政権は4月20日までには、総合的エネルギー政策を発表するつもりであると声明して煽りま

す。原子力については、政権交代前に増殖炉プログラムに疑問が持たれて旧りました。民間による商業

ウラン濃縮も警戒視されて齢りましたし、原子炉に関しては、真空容器につめて、入口の過疎な地域の

地下深くに設置し、コントロール・ルームには、工場の閉鎖を命じる権限を有する連邦職員を配置すべ

きだとされておりました。これが現実にプログラムに組み入れられるかどうかは時を待つほかありませんQ

現実の政治体制の中でもっとも困難なことの一つは、これらの問題の解決には長い時間かかるにもかか

わらず、政治家の大多数は自分の任期中に何をするかにしか興味を示さない点であるといえます。問題

の本質が長期的解決を必要とするものであるにもかかわらず短期的解決策がとられるかもしれません。

新政権が圧力に負けて、10年、15年先の収穫を台なしにするような解決策をとるようなことがあれ

ば、重大問題となります。しかしわれわれは、正しい方向ヘリーダーシップをとる政策により、この問

題は解決されるだろうという慎重かつ楽観的な見通しをたてて診りますQ

　なかば公式な見解として原子力が最後の手段だとされています。われわれ産業界に従事するものとし

ては、もしそのスローガンが「原子力と石炭」ではなく「石炭と原子力」であるならば、その考え方に

も賛成できると思いますQたった一つか二つのエネルギー源が大切なのではなく、すべてのエネルギー

源が必要とされているのです。前に述べましたように、その最後の手段が、数週間前の危機からわが国

を救いました。将来を語るのと同時に、このような現実も理解していただきたいと思いますQ産業界の核

燃料サイクルの選択は限られており、政府レベルの決定が現在待たれていることに注目すべきです。

　最後に、アモリー・ロビンの最近の記事に引用されたロバート・フロストのことばをくり返したいと

思し（ます。

　　“枯葉の森に二つの道がある。

　　　私は、あまり人の通らない道を選んだ

　　　それによって、すべての様子は変わってしまった。”
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　25璋前、原子力による発電がはじめて開始されました。確かにあまり人の通らない未知の分野でし

た。何千人もの人々の献身的努力により、安全でクリーンかつ経済的な原子力発電所が建設され、その

無事故操業年数は延べ200年以上にもなります。また原子力発電が、わが国の産業や貿易収支に貢献

のあったことも実証されました。未知の資源の開発にあたってこのような事実に背を向けてしまうと、

はじめてわれわれは「すべての様子は変わってしまった」という意味が分かってくるのだと思います。

原子力を無視することは、パックのいった言葉、すなわち「なんて愚かなものよ、入間とは」を実証す

ることにほかなりません。もし恵まれない隣人、そして次代をになう世代も、十分なエネルギー供給を受

ける権利があることを認め、それに対する倫理的な道を追求するのであるならば、われわれは愚かであっ

ては左らないのです。炭化水素物質すなわち、石炭、石油、ガスなどの使用法はこの意味からも、もっ

と厳密に分析されねばなりません。源子炉は、増殖炉や核融合も含め、われわれの将来を約束してくれ

るものとらえます。

一96一



原子力開発のための国際協：力への貢献

0猛9Do原子力機関

　裏務局次長　　工。ウイリアムズ

　　　　　　　　　　　価を．与えております。揖本の参加をみて、本機関が允んなるヨーロッパの機関

　　　　　　　　　　　から脱皮して、0耳CD全域における原子力の開発と平和利用をはかる機関と

　　　　　　　　　　　なる第一一歩が踏み出されたといえます。本論文を通じて、日本の皆さまをはじ

め、他の参加国に、当原子力機関がどのような貢献をしているか、ご理解いただければ幸いです。

二二的なエネルギー情勢

　原子力情勢の評価を行う前に、広いエネルギー分野の中での原子力の位置づけを行いたいと思います。

エネルギー情勢を展望する際には、1973年の秋以降の石油市場における画期的な変化にふれること

が普通とされております。いま、世界経済を震憾させたシ。ックはいまだにさめやらず。1月に出版され

たOECDの「世界エネルギー情勢の見通し」を見るまでもなく、エネルギーのひつ迫した状態がしば

らく続くであろうことが懸念されています。

　当初の石油シ。ックが収まる項までに、OECDの工業諸国は輸入石油への依存度を減少させること

の重要性を認識したのでしたQ国内エネルギー開発・代替エネルギー源の開発が優先的に考えられ、太

陽熱、地熱、風力、潮力、バイオ・認ンパージョン（生物変換）などを含む研究開発にかなりの刺激策が

講じられ楼した。しかし、各国はこれらの努力が長期間を経て後結実するものであり、当面、少なくて

も今世紀末までは、強力な省エネルギー政策誇よび加速的な石炭、原子力の利用によってのみ予想需要

を満たすことができることを悟ったのです。

　2年前には、エネルギー危機の到来により、原子力利用の将来が明るくなり、各国に幽いては加速的

な原子力推進計画が実施されるものと思われていました。ところが案に反し原子力発電や関連核燃料サ

イクル施設の受注が伸びるどころか、かえって各国で大幅な原子力開発に対する懸念が持ちあがり、新

たな原子力論争が激化をみるに至りました。この問題に関する政治・社会的な要因は複合的であり、そ

れらを検討したり、将来の結果を予測したりするのは、今日の私の役目ではあ幻ません。ただ、今の時

点でいえることは、向こう1、2年に採用される決定や政策は、今世紀末までの原子力開発に決定的な

影響をもつであろうということです。その意味でも、1977年は原子力開発にとって：重要な年となる

でしょう。
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国際協力を左右する要素

　当面、原子力開発導入に携わる政府・産業界の関係者は引き続き努力を払うことが期待されています。

今日のテーマは、政府聞もしくは政府機関間に於ける国際協力についてむ話しすることですが、はっき

り政府間協力に限ったのも、NEA設立時から20年間に国際協調の焦点がかなり変化をしてきている

からに他なり則せん。1950年代における炉システムの開発改良には今日よりずっと政府の指導力や

財政がものをいっていたといえます。しかし、政府の指導や財政が今日でも、改良型炉システムや不測

の事態といった場合のバック・アップ系の開発には重要なものであることには変わりありません。

　しかしながら商業ベースにのる見通しが「つきつつある今日、産業主導型の投資や国際協力事業など

の基礎がつくられてきています。この場合の政府間協：カまたは政府機関の間の協調は、原子力開発にと

もなうメリットやリスクの客観的評価にかかわる問題にしぼられてくるのは当然でしょう。この面での

国際協調は商業的な利潤追求からは、かけ離れたものといえますQ公衆の感受性が高まっている事情か

らも、この問題は原子力開発に澄ける重要な位置をしめ壕す。

　さらに、NEAでの諸計画の実に3分の2の努力が安全と規制にさかれているといえば、その重要性

が明らかになると思われます。この分野での事業については、後に詳述しますが、主として国の許認可

当局をはじめ公衆衛生、環境保護関係省庁、原子力規制にかかわる研究所内の専門家の努力におうとこ

ろが大なのです。参加国としても、公明正大な国際機関が形成されれば、大衆の懸念をはらすことにな

るという考え方もあるようです。このためにもわれわれはNEAの客観性を保つことを重要と考え、ま

たNEAが原子力のたんに促進機関であるという意見に対しては、神経質になっております。

　もっともNEAの国際協調の範囲を決定する要素はこれほど単純なものではありません。原子力が商

業化されている今日では、開発事業の国際的協調ということは少なくなりましたが、この他にも政府レ

ベルでの成果ある協調を決定する要因は多々あります。

　たとえば、国際協調の中には政治的な含蓄をもつものもあり、その場合には結果を実証することが協

調であって、物質的な利益より重要ということがあります。このような形の協調も技術的な発展に寄与

することがありますが、今日はその手段より結果に重きをおくものについてお話しすることにし壕す。

参加の動機は協調によって提供されるであろう物質的な利益と偽うことになります。

　この意味で、最近ではとくに放射性廃棄物処理および安全の分野での協調の意向が強くなってきてい

ます。世界経済のなりゆきから、たとえ大国であっても大規模な資金の活用が要求される件に関しては協

調をするという誘因が強くなっています。また、小規模な計画であっても、協調による効果のほうが個

別に追求するより相互に利益があると思われるものにも同じ考え方が適用されます。この傾向の中での

例外としてはナトリウム冷却炉に対する開発競争があげられますが、ここでも多大の努力を要すること

から共同作業が最近では行われるようになってきて診り・ことにLMFBR安全問題では主要関係国

はその必要を認めるにいたっています。

　また、国際協調を助長する要素の一つには、原子力開発にともなう環境や社会への影響に関する立場

や基準をなるべく統一するほうが望ましいとする考え方があります。活発に論議されている問題に関して

は、国際的な機関の作業によってそのレベルが高められることがありますQたとえば、NEAのような

機関が数力国の専門家の見解をまとめ、公開討論に発表し、政策決定に寄与するということが期待でき

ます。たまたま、私どもは放射性廃棄物管理に関する広範な問題を含む政策にとり組んでい玄すQ同じ
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ような理由から、安全技術澄よび放射性廃棄物管理などの分野における国際的な実証プロジェクトを組

むことにより、各国や地域レベルの努力によるパブリック・アクセプタンスに寄与することができると

思われ卜す。

　すでに述べたように、政府間協調には現実的な制限があの、それらを注意深く考慮することを怠れば

失敗や失望は避けられません。これに関して、もっとも重要な点は国際機関の行う作業は必然的に国家

レベルの作業で得られた成果に基づくということです。そのためにも各関係国の積極的参加の二重の重

要性があります。私は参加国は直接参加することによってのみ十分な利益を得ることができることもまたパリ

から遠隔の地にある国々にとっては困難な問題でありますが、応分の貢献をするためには、是非必要な

ことだと思います。

　商業的な利害が含まれる場含には、明らかに政府間協調の幅は限られ、業界ベースでの協力の可能性

を追求したほうが有効である場合があります。　蓬た、なるべく多数の参加を得るという政治的な望みと、官

僚的にならず有効に運用できるような協力の形態と意思決定の手続をつくることの必要性の双方を両立

させるのは決して容易ではあり玄せん。どうしたらいいかということですが、一つの方法としては、共

通の利益に焦点をしぼり、一つの協調の形態をうみだすことです。OECD参加国内に欺いてでさえ、

各国の利害は多様ですが、これは異なる経済構造、地理、人口分布を考えれば当然のことといえます。

そこで共通の利益に対して十分な注意が払われなければ、共同事業は停滞してしまいます。

　最後に、率直に認識しなければならない二つの障害があり雀す。多様な参加老の利害のもとでコンセ

ンサスを得ながら情勢の変化に対応して新しい方向を打ちだすことは一国レベルでのプロジェクトより

困難です。また一つの気運にのって盛り⊥がっている集団的努力を中止することもむずかしいといえます。

さらにコスト／利益関係が先進諸国や大国に有利であるとなれば、国際協調の新しい提案に対して各国

は慎重な態度をとるということになります。

国際協調の形態

　これらの要素を考慮すると、もっとも幅広く国際協調がなされ得るのは、広い意味での情報交換の分

野であります。また、各国の研究開発分野における無駄な重複を減らすため調整をはかることにはかな

りのメリットがあるため、主要な国際的合同事業をおこす、重要な可能性がわずかですが残されていま

す。加えて、基準や規模の設定、科学的研究や基本データの体系的収集ならびに普及という伝統的な政

府間協調があります。これらを考えると、原子力分野に於ける国際協調の有効性と成否は、内容とそれ

を支える手続や枠組とのバランスにかかっているといえます。形式にこだわりすぎて内容が診うそか

になるのでは、結果は満足のいくものではあり得ません。換言すれば、それぞれの国際的な協調の適切

な形式を決定するにあたっては弾力的に行うということがとくに：重要となります。

NEAプログラムへの影響

　政府間機構としてのNEAは、上記の要因を考慮するのみならず、各加盟国の政治的な見解にも即応

するものでなければなりません。当然のことながら、NEAのプログラムは原子力分野を包括的に網羅

するというより、国際協調にむいた問題を反映したものとなっています。このような理由もあって、

1975年には大幅な改革を経て、現在、原子力の安全問題、放射性廃棄物管理、一般公衆の理解と
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アクセプタンスなどのプラィオ．リティー分野に多大の努力を傾注するに至っていますQ同時に原子力の

経済的・技術的な展望、．核燃料サイクル、関連分野における協力計画にも第一のプライオリティーをお

いています。上述の問題を明示するために各分野においてどのような事業を行っているか簡単に説明し

たいと思います。

原子力安全
　前にも述べだように、3分の2．の努力が安全と規制の問題にさかれています。それには二つの理由が

あり．ます。安全と許認可は公共団体の責任であるということ、また原子力エネルギー応用に関連しだリ

スクの対策についての体験と努力を分かちあうことが有利であるという認識が一般的にあること。原子

力開発において安全はつねに主要な地位をしめてきているが、ごく最近玄での努力は主として安金基準

を放射線防護の原則にのっとって設定することに集中してきましたQ当初の努力の大半は、事故分析と

仮想事故に対処するための安全設計にあてられました。しかし、最近では確率に基づいたより高度なリ

スク評価がとりあげられるよう噛になってきています。そしてこれらの側面がNEA計画に反映されてい

まず。

　今では、国際協調が原子力安全研究の目標を達成する近道であり、もっともコストの低い方法である

ことは一般的に認識されて煙ります。さらには、各国間で安全基準や許認可手続に顕著な差があるこ

とは国際貿易に望ましくない障害をつくり、原子力を受け入れる大衆の信頼を崩すものであることにも

認識がたかまってきセいます。これらの要件が主として、すでに原子力計画をもっている国々にかかわ

ることはいうまでもありません。が、原子力事業にこれから着手する国々も、国際事業に参加すること

によって、健全かつ独立した規制の判断に必要な知識と体験を過去の蓄積から得ることができるのですQ

　そこで、原子力安全の分野におけるNEAの計画の主たる目標は、技術交流および安全研究の調整によ

って各加盟国の許認可当局が重要な安全問題に関して決定を行い、コンセンサスが得られるように、知

識の源泉を豊かにするところにあるといえましょう。原子力安全の分野は大幅な国際協調の可能性を持

っています。NEAめ事業の規模は各加盟国がそのためにどれだけの資金を出す用意があるかにかかって

いますQなお、この分野はさらに四つの主要部分に分けられています。

　当然のことながら熱中性子炉の安全研究が中核をなしていますが、なかでも軽水炉関係が中心であ

り、ガズ冷却炉関係の安全問題にはずっと小さな努力しか払われてい捌せん。この分野では、緊急炉心

冷却の問題がとくに緊急の課題となつ．て取り、情報交換、作業の分担などが行われてい聴す。この数年

間ばLOCAの計算の比較もしてきました。これらは数学モデルや使用コンピューター・コードを共通

の実験データーベースと比較検討する作業であり、コンピューター・コード自体の比較とか、数学モデ

ルの実証ということではありません。むしろ工学⊥の決定や認許可の手続を改善したり、信懸性のある

ものにする作業です。

　高速増殖炉安全研究に診ける協力もふえてきています。昨年はこの分野で実質的な研究作業を行って

いるOECD5力国（フランス、西独、日本、英国、米国）問での交流が行われました。交流を経てっ

ぎにプログラムが組まれることになりますが、当初は大規模な炉内試験施設をもった国が参加し、他の

OECD諸国で関心を有する国々には逐次、進捗報告がなされています。同じ分野では、ここ何年間かは

ナ．トリウム／燃料の相互作用の究明がなされてきていますが、昨年3月の東京での専門家会議を含め活
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発な交流がなされてい玄す〇

　三つ目の分野は、もっと多様なものですが、一般安全というような、必ずしも…定の炉型に依存し

ない外部からの影響因子に対する保護（たとえば、航空機の墜落事故や爆発などの人災、地震などの天

災）をとりあげています。稀少な偶発事を原子力施設の信頼性の因子として、どう評価するかという点

にかなりの関心が払われるようになり玄したQすでに国際的なタスク・フォースが発足しており、原子

力発電所に輸いてまれにむごる事象の統計的な評価に取り組んでいます。これは設計にいかすための方

法論の研究です。また、機械や材料など、スチール・コンポーネントの安全にかかわる情報交換はひき

続きなされています。最後に、この分野では最近ささやかな規模ですが、原子力商船の運行に関する安

全問題、とくに外国の港湾での受け入れについての検討がはじまっています。

　これらの検討事項は逐次許認可の慣例や手続との関係づけが行われたのち、各国の許認可当局の代表か

．らなる常設団体によって審査されていますQ加えて、各加翠国の当局はこれらの交換を通じて、相互の

規制体系に精通するようにもなり玄した。これらの体験をふまえて、今後は各国の規制手続や実施状況

などのデーターの交換、さらには各国の差異の背後の事情や法律的な根拠に対する理解度が増すものと

思われます。これらの問題で相互理解が得られることは、各加盟国が一貫した態度をとっていることを

保証する上で重要です。

　NEAプログラムに安全問題としてとりあげる際の重要な基準は、加盟国にとって利用度が高いか、

目標にみあったものかで決まります。このようにしてのみ主要な安全問題にコンセンサスが得られるの

であり、これは原子力開発への大きい貢献となります。

放射性廃棄物管理

　放射性廃棄物管理政策を示すことは、原子力開発、とりわけ、核燃料サイクルが安全であるという信

羅性を得る上でもっとも大きい要素であるといわれています。原子力開発のこの分野での関心の度合は

地理的と社会的条件の函数であるため日本にとってはとくに意味ある問題です。

　放射性廃棄物管理というのは、放射線の危険を招くことなく、廃棄物を処理し、貯蔵し、規制して処

分する技術的な手段にかかわる研究です。この問題が多岐にわたっていることは、廃棄物の種類もさる

ことながら、その問題のおかれる各種の条件が各様であることを示唆していますQそれで、定義された

目標に基づく放射性廃棄物管理の全：般的な戦略、各種技術の知識、既存の技術改善のための研究開発、

実証をはじめ、回診よび地方レベルにおいて最善の策がつねに採用されるような賢明な行政を行うこと

が急がれて齢ります。明らかにこの問題に対して国際協調は大きな寄．与をすることができると同時に、

またそうしなければなりません。

　周知のように、NEAはつねに放射性廃棄物の管理問題には特別の注意をむけてきましだ。中でもと

くに、参加国の関心のある作業やR＆Dに関するものには、格別な関心を払ってき玄した。われわ

れは経験かち、既存の技術で向こう数十年という当面の放射性廃棄物の管理は満足のいくかたちででき

るという結論を得ております。ただ、問題なのは何万年という単位が対象となる高レベルの放射性物質

であり、これには再処理にともなう高レベルの液体、それに含まれる半滅期の長い超ウラン元素、アク

チノイド物質があげられ蜜す。そこで国際協調はまず、これらの問題の解決策を見出すことを優先さすべ

きです。
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　これに関連して、アクチノイド物質を他の高レベル核分裂生成物質から分離することの技術的な可能性

が検討されていますQこれによって対象年数は何万年の単位から何百年に短縮されます。アクチノイドに

ついてはリサイクルするか消滅処理する別途処分が考えられます。

　いずれにしても、すぐ解決できる問題ではなく、コストやリスクなどを利益と対照して分析した結果、

アクチノイド分離は好ましくないという結論に至る可能性も大いにあります。そのため安全な取り扱いと輸

送を容易にするため、固体化し、地層深く処分するという陣すぐにでも採用できそうな解決法に主に努

力が払われています。この方法はアクチノイドを分離したあとの高レベル廃棄物処分にも適しています。

海底への処分についても日本を含む数ヵ国がその可能性を検討をするにあたって調整を行っています。

　上述した数々の問題の作業とR＆Dに関する情報澄よび経験の蓄積、実証計画の協調は、NEA計画

の中でも重要とされている部分です。また、この問題は日本を含む加盟国の専門家による放射性廃棄物

管理の目標、概念、戦略の再検討の中心課題でもありました。加盟国間の見方にかなりの差があるため

専門家グループの結論は活発な論議を誘発するものと思われます。私としては、本年度中にも専門家グ

ループの調査が公表され、討論のただき台となることを望んで澄り労す。が、その間、主要な問題につ

いてのグループの考え方の方向だけでも示唆することは有益であろうと思います。

　たとえば、放射性廃棄物のうち、もっとも困難な長期的な問題に関しては、政府当局が直接に責任を

負うことが提案されるものと思われますQこのことは、原子力施設の運転者の短期的な責任がなくなつ

だことにはなりません。通常、それらについては許認可が条件づけられています。また、長期的な問題

の性格がはっきりしていない以上、なんらかの財政的な裏づけもして細かなければなりません。汚染者

が払う原則によれば、発電の場合と同じ要領で所要資金を課徴することになります。当資金は、廃棄物

管理の作業だけでなく、技術改善のため継続的な研究開発をまかなうものでなければなりません。

　もう一つの結論としては、現行の廃棄物を発生国へ戻すという考え方は、輸送や処分地確保の問題を

いπずらに拡散するのみならず、深刻な経済的負担も生じさせるものです。この問題を克服するための

地域的・国際的協定の必要は確かにあります。

　前述したように、他の放射性廃棄物については既存の技術で長期的に満足のいく処分が可能です。～

般的には、各国レベルでの処分は実現可能であり、低レベル、中レベル廃棄物の中央処理施設を設ける

ことになると思われます。しかし、国によっては地質や人口の分布状況から海洋投棄によらざるを得な

いものもあり、これについては国際協力が明らかに至上命令となります。

　NEAとしても、海洋投棄における安全手続の規定づくりに熱意を傾けており、日本がこのほど大西

洋における10年こしの操業管理に参加したことは歓迎すべきことです。目下この取り決めにかわって

1972年の海洋汚染防止に関するロンドン条約ならびにIAEAの関連勧告にそった多国間の協議および監視制度

をもうける方向に向かって努力しているところです。NEAの新しい取り決めに参加するためには、ロンドン条約お

よび原子力第三者損害賠償に関するパリ条約に加盟することが不可欠となります。

　放射性廃棄物管理の分野に澄いては、すでに数年にわたる国際的なレベルでの情報や経験交換の実績

があるため、関係各国の問では、広範な技術的な見解の収束を得るに至っています。事実、各国の直接

責任者間には、技術的な見解の根本的な相違は存在しません。とはいえ、まだまだ残された業務は多く、

引き続き優先的に扱われる課題となりましょう。
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公衆の理解とアクセプタンス

　大半の加盟国に澄いては、大衆の感受性をないがしろにして原子力開発や導入を考えることはで．きま

せん。反応の度合は国によってまちまちですが、各国政府の主要な関心事であることには違いありませ

ん。われわれは、この分野における国際協力がいかに効を奏し、規制措置が厳格にとられ、技術的な提

言が妥当であり現在運転中の原子力施設の安全性の実証が蓄積しても、公衆の信頼を得るためには多大

の努力が必要であることを知らなければなりません。同時に、原子力開発に対する風当たりがもっとも

強いが技術革新の速度や現代社会における規制の手段に対する広範な反対もたしかにあります。このよ

うな傾向を価．l体系からの離反とみなすむきもあります。このいわば重大な社会現象の解析をここで行

うつもりはありません。ただこれがより広範な問題を含んでいるため、原子力の面のみに限られた努力

だけでは不十分であることを知る必要があります。また同時に、理解することが困難である故に想起さ

れる問題でもあることを認識しなければ本当ではありませんQそのためにも、規制当局（定義に基づい

て当然開発動機をもたないはず）は大衆の情報入手および理解を深める⊥で客観的に貢献すべき責任が

明らかにあります。

　これらの問題に関する国際協調は澄のずから限定されています。．市民の反応や大衆心理は国によって

も、国内の地域によっても異なっており、したがって当局のみがその事情に精通し、理解と同情をもっ

て対処できるのです。であるなら国際組織の役割は論点に関する客観的かつ権威づけられた情報を収集、

普及することを通して各国の当局を支援することにあります。この目的のためにNEAは実験的にメカ

ニズムを開発し、加盟国の規制当局からこころよい感触が得．られています。

経済的・技術的研究

　今までに説明した国際協調は主として安全と規制面に限られていましたが、．OECDの一環として当

然のことながら、政府当局、産業界の将来計画に重要な面についても関心をもってきています。エネル

ギー部門の当面する困難、さらには原子力発電の重大な寄与を考慮するとき、これらの分析は重大な意

味をもちます。

　すでに数年来、加盟国政府が指名した専門家の調査をふまえて、ウラン資源、生産力、需要に関する

定期報告書が作成されてきましたQ多大の需要があることは、すなわちこの報告書の評価といえましょ

う。その理由は報告書に記載されているウラン資源に関するデーターが、斯界有数の識者の厳しい審査

に合格しているためであります。NEAの公表するデーターには相当の権威があることは自他ともに認

めるところです。

　報告書のデーターは逐次、更新されますが、全埋蔵量からいうと微々たる追加であり、向こう15年

間だけのものでしかありません。原子力開発の着手規模から、ウラン資源の不十分さは大きな問題とな

っています。そのため、国際原子力機関との提携のもとに、ウラン資源追加発見の可能性を世界的に開

発する努力に着手したのです。いうまでもなく、密接な国際協調なくし℃遂行できる種類のものでもな

く、また政府間レベルで当初は手がけても後に各国の産業界が補完することが期待されています。

　つぎに、ウランの需要に関しては㍉暫定的な予測でしかあり得ず、それもまた電力供給の強気な見通

しに影響されていることを認めないわけにはいきません。悪いことに、ウラン生産業界に混乱をきたし

たことでもあり、需要予測の基準を改良する必要があります。これは各国当局の発表する数字はあ挙り
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真面目にとるなということで解決できる問題ではありません。

　さらに先の長期ウ．ラン所要量をふ俵えて、改良型炉、．とくに増矩炉の相対的家メリッ．ト．．に？いての評

価がなされようと．し．て．い．ます。こ．れの月的は予測電：カ所要量を．満πす．の．．に必要な原子炉の奉杢デ．7ヂ．「．

を整序じ．、各．国が．計画を立．案ずる際に、より広．い国際的な視野．か．ら考慮できるよ．うにす．る◎と：ですg

NEAがとくにどれかの型の炉を推奨していみりで．はな．憾ごと．は明．ら．かであるたや．㌧こ・の他年の成果に権威

あるものになることを期待して．い．ますQ　．．．　　　　、．．　：・．．2．．＿．∵∫．．二、ゼ・．．．．パ

　最後に・．こ．の点に．はまた後でふれま．すが・再処理：に関するOE℃D諸声．の需縮．見導．．レ．と条国◎原子力今

開発の技術的オヅ望ヨン．に．ついての分．析を最近完成したばかレですσζ．の報、告暑．にこの．分野．で．の疎策ヒ

ベルの討議に寄与すべぎ客観的な資料を提供する、驚めρ．ものです¢．こρ種の解説的な研．究は・、他の分野

に澄い、ても：有益である．と思われますd．．・

　基本的には情報と経験の交換であるこの種の業務活動の．延長とし、．て亙当然、の、ζと．塗がら関連問．畢に．即

するR＆Dの協力計画があり聴す。たとえば、．ウラン探査に関嬉ては、気体地質化学塗は早めギ試錐孔

検層、生化学などの優先的な課題の国際ワークシ。ップを企画中ですが、いずれ協力レて行う．K．＆p：

の課題が決まり、世界のウラ：ン資．源事情が改善されるこ．とを期待．して凝．り・．寓す．・、

．他の国際機関との関係｛　・　　．■．、

　これらの原子力開発に於ける国際協力の実例はNEA計画のものばかりで．すが、他機．関との緊密な協

調のもとで実施されていることを強調しなけれ．、ばな互ま．ぜん・．中で庵ウィ．マ／に存在する騨際原子力機

関は、世界各国を加盟国にもち、広範な責任を有していますが、とくに密接な協調関係にあります。数

年来、NEAと緊密な補完関係をきずいており、両機関の関心が重なる分野では合同侮業を．行汐歪きゑ

．した・．また、EC委員会と．も原子力に関、する分野．での業1務．必携《）長い闘係カミ夢．り、ますσ．ごく．堆乖で

はOECD内の国際エネルギ「機関工EAの設；立は原子力；開肇に、と．うて強力々：刺激ζ参っ1て凝り．Y、無駄

：な：重複を避けるため緊密に提携していますQ．．∫・．、、一∴．旨1　．；・．．：：：、

政治納な局面　．1　．．，＿．5．．．　．　　　、F　　．．・．．．．．＼・・　、．．｛：・．レ諭・ド．．．

　これまでに述べた国際協調は技術や運用面に関するものでしたσ．が、．原子ヵのように稼治的に饗妙な

分野に引いてヤ政治問題を除いて国際協調の評価をすることは非現実的で南ると、いわ家け麹ば衣ρま．せ

んσむしろ政治問題が、．大衆の信頼を得るこ、どを含めて、原子力の将来により決定的な影響を育つζ．ξ汐拷

えられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．．．．．．1．rlr．∵．

　この文脈では、・当面の融き．な問題は大規模な再処理とプ々ト早ウ．ム¢～：リサイクィレであり、．：とく匹核の

非拡散という点とテロリス．トに．よる危険物質¢）乱用の危険との関連で果だしてどうするべきかとい争ζ

とです6原子力開発の当初か．らもっとも重要な問題の根底には量ζれちの懸念があ？定と吟えま．しょう・

　前述したように・われわれは目下再処理に関する需給事情．の分析を終えた、と、こ．ろであり、．マれ1ま当面．する選

択の厳しさをむごいまでに示唆してい．ますO試算に｝よれば1．．99Q年までには》・O．Ecp鞄域㊥総三三

緕燃．料は8・・5・㌍・10．万tウラン・日．本だけでも1～1・．2万㌻に（ρぼる、～；llいやれています・こμを再

処理するζとの技術的・経済的な正当性はウ7．ン利用を太幅に向上すること・すなわち稀少な：肇源の有

効利用を．可能．に．砥．増殖炉戦略の基礎をなすことにあります6、、
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　ひるがえって、増殖炉戦略は有限なウラン資源で、現在の限られた原子力利用をこえた需要を満たす

場合に必要になってきます。たとえば、ウラン235の既知埋蔵量の潜在エネルギー（すなわちウラン

資源埋蔵量のα7％）は、ほぼ石油埋蔵：量に相当するといわれています。増殖炉戦略を採用するこ・とに

より、既知ウラン埋蔵量の残りの99，3％のほとんどをプルトニウムに転換することが可能になり、そ

の潜在エネルギーは何世紀にもわたる需要を満たしてあまりあるといわれています。これが原子力開発に

なぜ巨額の投資をするのかと問う入たちへの答えです。

　明らかに、現在の、予測エネルギー需要を満たすことが困難な時期に、ウラン資源のエネルギー潜在力

を十分に利用する可能性を放棄するにはそれ相当の理由が必要です。また、たしかにプルトニウム・リ

サイクルや増殖炉のオプシ。ンを放棄することによって、熱中性子炉のウラン利用率の向上、および現在

は留保されている炉システムや燃料サイクルの開発が刺激されることになりましょう。しかしながら、

いずれにしても再処理や分裂生成物のリサイクルが問題となるのです。それ故に、再処理のオプシ。ン

を除外することによって、長期の原子力のエネルギー供給力への寄．与は大幅に削減されることになりま

す。

　それではあえて、これらのオプシ。ンを放棄するに足る理由は何でしょうか。再処理能力の拡散は、

核物質の乱用のリスクの危険を増し、核兵器拡散の潜在力を増幅することは否定できません。有効に運

用される国際的な保障措置は世論に対する強力な抑止力となりましょう。しかしこれでは限定された数

の再処理センターを政治的な管理下におく場含のような絶対的な保障とはなり忌ません。このような主

要な政治的考慮に加えて、再処理能力の拡散は、再処理にともなう放射性廃棄物管理というもっとも重

要な問題に対する納得のいく政策を実施する困難をさらに増すという実際的な問題があり酸す。言い換

えれば、将来どこに再処理やプルトニウム・リサイクルの施設を設けるかという問題は、政治的、技術

的問題に加えて、非拡散ともあわせて考慮されなければならない問題です。これは原子力に携わる三々

が解決していかなければならない課題でもありますQ

　これらの問題を全体的な視野からみると、国際的な同意が得られてはじめて解決できる問題であるこ

とがわかりますQそのためには、政治・技術・経済の各目標を達成すべくひき続き国際協調をはかるこ

とが不可欠です。前に、1977年は原子力開発に論いて、重要な年になるといいましたが、広い意味

に齢ける国際協力は、原子力がひき続きエネルギー源として主要な因子となり続けるためのもっとも重

：要なものとなりましょう。
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｛並確のルクイサ料燃核セッションー2

（三菱重工業㈱社長）氏治学屋守長

核燃料サイクルシステムの考え方演講

西ドイツの再処理センター計画演講

放射性廃棄物対策の進め方演講

議



核燃料サイクルシステムの考え方

動：力炉・核燃料開発事業団

　副理事長瀬川正男

原子力をとりまく情勢

　原子力をとりまく最近の情勢としては、（1＞環境保護等に基づく反原子力運動

（2）再処理を中心とするバックエンド体系の不安定（3）核不核散対策を優先させ

る政策〔4）日本のエネルギー政策における中期戦略のあり方、等が主な問題点

といいえましょう。これらは、それぞれが絡み合って、当面の原子力政策を混

乱に陥れております。

　しかし、軽水炉技術の蓄積と、現在までの運転実績から考えて、原子力技術

者は、原子力発電が、環境保護および従業員の安全確保の点で、将来十分非難に対処することができると

いう信念を持っているはずだと私は考えております。

　核燃料サイクルのバックエンドの体制に関しては……その確立が遅れていることは、現在否定できな

い事実でありまして、そのことは多分に原子力関係者の見通しの甘さや、その技術の商業化への努力を、

原子炉の技術開発よりも低く位置づけてきた政策面．上の後進性など、いろいろ反省されてよいと思われ

ます。

　しかしながら、現在の再処理プラントの運転基礎とレて、廃棄物の処理、処分を含むバックエンドに

関する技術は、今後急速に進歩させることが可能となり、10年以内に安定したプラントエンジニアリ

ングを確立することができるとわれわれは考えております。

　ただし、そのためには従来の原子力産業界の範囲を拡大して、化学工業関係の参加と積極的協力が必

要であることを強調したいのであります。

　さらに、現在のもっとも重要な原子力政策上の問題は、核不拡散に関する国際的な緊急性と日本の自

らのエネルギー戦略とを調和させながら、核燃料サイクルのシステムをどのように方向つげるか、そし

てその場合のバックエンド体系とその技術の確立を、どのように具体化させてゆくべきかを、検討する

必要があるということです。

　また、そのこととあわせて、米国の政策が2年前のエネルギー自立計画から、現在の核不拡散の優先

を中心とする政策へ変化した軌跡と理由とを考慮しながら、日本における遠心分離法ウラン濃縮プラ／

ト等の、フロントエンドも含めた核燃料サイクルの計画が、新しい構想とスケジュールの下に検討され

る必要があると考えております。

　最近の長期エネルギー見通しによる、従来のエネルギー需給計画と原子力開発計画は、早急な見直し

が必要であるということですが……それに対応して、前述の核燃料サイクルシステムの再検討と、新し

い原子力政策の骨格を作成するために、多くの論議と協力が払われなければなりません。そのことは、

1985年から2000年、すなわち、昭和60年から75年までの日本経済に重要な関係をもつもの

でありますから、新しいエネルギー計画の内容は……現実的なものであり、かつ確固たるものでなけれ
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ばなりません。

Hわが国 J騨瓢ぞ腔シダムの騰
天騨弊．辱め質乏し．～・添．口密度融く・しかも・鞠雛秘本としているわ細脚’ては・

エネルギー確保政策は、もっとも重要な国家安全保障対策の一つであります。

　その意昧から、原子力平和利用の規模と、その核燃料サイクル。システムとを「自主的に」選択でき

硲態．礁騨r塒・即顛岬め一つ嘩され硬であρ・獣そのよう幽晦づ

識蹴響鷺蹄1膨10脚鏑鰍卿渚轡
津、・．栖・称rr即応235◎みを細細縮ウ．ラン礎ζする蘇の酵炉システム
だけでは・わが国暢合源子力細由・代わ・土ネ・レギー源であると1・い”がたいめであ：ll．粋使

断碑兜の瀬ウ．ラン苓びプノレ、卜r：ウム鮪効織す硝型轍炉ATR・晒びに∴ワー2ρ8

㌻1∴翻繋瀦鷺醜業鷲三器臨急濠珊∴流物塑勧四

．さ殖概アラブ諸興おけ殉由雌も・．1980年騰次第に物理白聖油に近璽そ妬

1烏頭手品轡醸して・わ趣工や階聯・重大聯を飾もの・親されて．お．・

調ρ、、さ．慰無界ρ．勉鰭早も・そ郷の鰯にともな・て脚・．現在渉∵当．たり．

30ドルとして、約350万tとみ． 轤黷ﾜすが、遠水炉めみによる養子力利．用に対しては、紀元2000

勉畝や供勧も断に？絹燭．と．みら継塗・

、「

秩D獅剛’て．・轍画論ρ細粗が将雑曲即日わる．ごと1ま・これ吻るエネノレギー資源の．

供給不足という危険がほ． ﾆんどないという点で重要性があり、また石． 福ﾉ対する代替エネルギーとし七＿．

腔？所願ウラ．ン難の蚕纏可能・穿・豚贋と．して・畑rおよびFBR商業化は・・す

ます重要性をおびてきております。しかしながら、，登Rrが商業炉とし．て実現す．るみは、現在の諸情勢

力lr蓼∵・9暁騨．と瑚替瑛オ・

卿1？F醐榊への依醸が米函など批べ船齢副わ岬の場合・鳶1述の致命的なエネ

ノげ7不足岬来∫・． rに醐させ・意味・お”て…・・IFBR時f℃ま㊥「中間炉∫として岨・

の存在は……重要な役割を持つものと評価されてよいと思います。すなわち、わが国の遺恨戦略として

1㌔、胆R噸する曳綱A鴨の聯わせが必矯り∵概照帥ATR原型炉「ふ嘩」．

特・．轡！掴み沸せlr脳プノレ！ニウム「バサτ」≒して箭所考樫れており窒す・

序盤どで嫡・．醐炉・ρ組謡わせ炉畢・ゆBRが主・考⑳てお・まナが謡本ではそ填

先立ってATRの組み合わせが可能であり、リサイクルのためのプラトニウム混合酸化物燃料に対する三

宅・締めて型骸の嫉的な目．噛して勘蓼嫁す・

㍗細細のた糖㍗ト塾1、リ卿ノレと嘘・働煉燭U用」噸・勘
『蓼糟ま殖轡炉幽幽は・．岬力貯抄ぞ劉縣州続どかr・プノレトニr犠砥・

聯噸ζ聯れますr．㌍朗・蘇プ・レト轡三遍・設計・れた炉型筋・・飴酸化

欝の蜘臥醐炉・サ・勿の騨比べ群齢化源靴しゃすいなどの利点もあ・
ので、プルトニρム・リサイク・いシステムとしは、貯Rリサイクルのほうが、より実効性が高いと
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見．る馬とがで越す…●∵’サ．イ！働果．具餌∵’轡炉シ暫ム．畔呼潭岬階研2ζ

緯びカレ．卜紗通岬プ塑遡携合汐ラン職軌約r．q獅約さ樋搾え勉鱈へ，
菰轍炉とATR施給わ騰がり1こ1009．珊醗電師裸期，賜倉汽．6．9、9、遡，ρ轡

炉罐騨糊獄門ρo刷のA¢R糊碑肺ラこ・蓼き為rと・岬尊≠．三四へ

そ蜴帥騨肺脚諾趣棚唯で・遡ますr脚二二す煙｝』』lr8ρ二二解響．．

帥髄醸的に醗計酢勧脚晒！む獅ρ．妙鰺暫砥然汐．ラヤ．雌緋黒子群寒．
は、約40％節約することが可能となるといえましょう。つまり、今後の原子力発電計画は、「政策的

配慮」を加えるべきであると思うのであります。

m　バックエンド確立と核不拡散政策

　今申し上げたように、軽水炉一ATR（Pu）一FBR（Pu）という組み合わせの炉型戦略およびそ

の核燃料サイクル・システムは、わが国のエネルギー政策上、不可欠のものですが、その実現は今後、

核燃料サイクルのバックエンドの確立に大部分が依存しており、なかでも再処理がその要になっており

ます。したがって、再処理およびプルトニウム再利用を制限、再検討しょうという米国の核不拡散政策

の提唱は、それを原子力の「エネルギーとしての効用」および「経済性の追求」よりも優先させようと

いう点で、日本をはじめ各国に重要な影響をおよぼす問題であります。

　わが国は、すでにNPT条約を批准し、　IAEAによる査察体制を尊重することを決定している一方、

非核三原則を基礎にして、平和利用のみを推進するということが．国の方針として進められてきたので

あります。

　われわれは、わが国の原子力政策が、エネルギー政策上の不可避的な必要に応じて展開されるべきで

あり、同時に、その政策の中で．核不拡散を達成するための措置も「調和した形」で存在できると考え

ております。

　われわれは、動燃事業団の再処理工場のホット運転開始を間近に予定しておりますが、将来、その精

製工程からウランとプルトニウムを分離せずに共沈工程に送り、混合酸化物燃料として。処理および利

用する「共存プロセス」（Coprocess）を採用するための技術開発を検討しており．このプロセスの基

礎になる共沈法に基づいて．加工された試験試料の照射試験もすでに実施しております。このプロセス

の利点は、プルトニウムの単体としての工程がないため……「フィジカル。プロテクション対策」とし

て、有効な手段となり得ることでありますが、また、とくに注目すべきことは、本来、軽水炉の使用済

燃料の再処理工程から出るウランープルトニウム混合体は、そのままでATRに装荷し得る混合酸化物

燃料の組成を持っていることであります。

　すなわち、ATRの装荷燃料は、ウランープルトニウムの混合体として核分裂性成分が1．5ないし2．3％

の範囲の変動を許容できるということであります。

　動燃事業団の再処理工：場は、将来の核燃料サイクル・システムのためと、保障措置関係などの技術的

開発試験を行うつもりであり、これによってわれわれは、再処理技術の平和利用に貢献するとともに、．

さらには以後日本が、多国間核燃料サイクルセンター構想に重要な協力を行うためにも役立つものと信

じております。

　なお、保障措置に適応しやすい概念として、トリウムーウランサイクルや使用済燃料のタンデム・サ

緊4購鷺



イクルなども提案されておりまが、これらには技術上の困難が多く、かつシステム全体としてむしろ複

雑化する面もあって早急な実現性には乏しく、現実的に可能性の高いものは先に述べたウランープルト

ニウム非分離の共存サイクルのみであると考えられます。

　最後に、原子力施設の安全性の確保および廃棄物の処理．処分などに関する技術開発の分野について

は、再処理問題に関する政策の論議にとらわれることなく国際協力が円滑に進められることが、パブリ

ック・アノセプタンスの上からも各国共通の利益であると考えられます。
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西ドイツの再処理センター計画

西独　KEWA社
　簸頭取締役　P。ツールケ

　　　　　　　　　　　　原子力エネルギーは、現在および将来の電力需要を満だす上で必要でありま

　　　　　　　　　　　す。これは間違いのないことで、継続的かつ安定しだエネルギー供給に責任を

　　　　　　　　　　　有するすべての公共事業機関や研究機関でもこの見解を広く支持して澄ります。

　　　　　　　　　　　原子力エネルギー一般に対する反対、あるいは核燃料サイクルの活動の特殊で

　　　　　　　　　　　はあるが不可欠な部分に対する反対等いろいろな反対がありますが、先進工業

　　　　　　　　　　　国でも発展途上国でも、大きな意義を担っている原子力計画を是非とも実行に

移さねばなりません。

　現在とくに注目を集めている問題の一つとして、原子力発電所から取り出された燃料集合体の処理があ

ります。現在までは、安全かつ経済的な原子炉システムの開発や導入、あるいは燃料確保の諸方策を講

ずることに努力を傾注してき毒したが、今や、使用済燃料の適切な処理方策を確立せねばなりません。

もし、進展状況に応じた技術的解決策が十分な実現性をもつものならば、このような新しいエネルギー

生産方式の現実化の筋書きは正当なものと思われます。

　炉から取り出された核燃料の処理方法は、つい最近まで問題視されていませんでした。この問題に対

して、広く承認されている解答は、包括的な再処理技術の開発にともなって、すでに数十年前に与えら

れてお・ゆます。

　これは現在でも妥当であると思われます。一方、それ以来多くの国で、再処理に関する膨大な研究開

発計画が実施されて睡り、さまざまな規模の再処理プラントの運転の経験と相まって、その成果は、再

処理技術が十分産業への適用に耐えうるだけの完成された技術となっていることを示しています。

　これまで、再処理の重要性は核燃料サイクルの中で、核分裂性物質を回収し、再使用することにあり

ました。再処理のコスト見積りが大幅に上昇したことで、経済的な利点は減少しましたが、それにもか

かわらず、使用済燃料からウランやプルトニウムを回収することには、依然として魅力が認められるの

であります。というのは、軽水炉サイクルを行うと、天然ウランの量で20％以上、濃縮容量で15％

程度の節約が不可能となるからです。まだ、高速増殖炉の導入は、再処理が可能か否かにかかっそいる

ことは申すまでもありませんQ

　～方、最終貯蔵を考慮した、放射性廃棄物の処理とコンディシ。ニング（形態調整）が、再処理のも

う一つの重大な局面となってきてい玄すQ再処理による核分裂生成物の分離や、放射性廃液の濃縮によ

り、とくに安全な状態での永久貯蔵に適しだ形態へ、廃棄物を転換する可能性が高まるわけです。大事

なことを一ついい残しておりますが、それは、原子力発電所の炉の中でプルトニウムを燃やすことこそ、

処分を考慮した場合、もっとも有利な方法だといえるということです。

　それゆえ、西独の使用済燃料のための燃料サイクルセンター構想の特徴として、再処理、混合帯化燃料への即時再

加工、廃棄物コンディシ。ニング、サイト内深層地中への廃棄物貯蔵があげられます。こういつた各種
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設備を有するセンターの早期実現は、西独の原子力計画から生じてくる使用済燃料の処理の必要性に基

づくものです。原子力発電容量は‘ P977年初めの640万kWから1980年代中頃には約3，500万kW

に増加する予定です。このように大規模な発電計画から派生する使用済燃料の処理に、余力のある他国

の施設を出品にわだって利用しようなどと考えることは不合理かっ非現実的であり雀す。同センター設

立の他の理由どして、放射性廃棄物の貯蔵に関しては、その発生国政府が責任を持つべきであるという

趨勢になってきだことがあり雀す。

　今後の西独の原子力開発は、以上に述べだ方向にそって、使用済燃料の、信頼しうる安全な処理方法

が実現されるか否かにかかっていることを考慮して、西独政府は核燃料サイクル完結のだあの原則を規

定しましだ。その原則は以下のごとくであります。

．鴉商界は・岬醐料飴体の暫定騨と醜勘・び回収され罐分羅獺の再1叫放射
性廃液の最終貯蔵に備えての二二に責任を有する。

、2・

A、コン Jヴ・、ソグされた放雛廃勲の最終回こは酒鋤府力墳任鮪するび

　3．放射性もしくは核分裂性物質め処理、またとくに輸送にとも左う潜在的危険性を低下させるため、

燃料集含体の暫定貯蔵から廃棄物の貯蔵に至る全施設を…つの原子力センターに組み入れる・

　4，廃棄物の貯蔵は同センタニの肝要な部分であるから、敷地の選定は、地中深層で適切な地殼構造

が得られるか否かにかかっているQ大規模な岩盤鉱床が非常に有力な解決策を与えるとみられている。

　5，廃棄物の最終貯蔵も含めて、原子炉から取り出された燃料集合体の各種処理の費用の全額は、電

力会社が直接もしくは間接的に負担しなければならない。

　6．個々の施設の運転はもちろんのこと、同センターの実現にあたっては、住民と環境を守るために、

安傘。保障面で最大限に厳しい措置を講じねばならない。

　使用済燃料に関する西独政府の燃料サイクルセンター計画が3年ほど前に発表されましたが、をの折「、

露点や卸会社そ泣甥子力関儲は艮ロ座峰意を示しましだ・それは同計齢・醐の瀦椰

伊ル解画論・脚嫉珊の畔てのだめになされ窃備樋と徴し妙らです・当時・
政府の提案を現実に移すのk適した産業側の体制は、まだできていませんで．した。しかし、当初欧州で

頃処理御が余剰と・る・1思われて欧ものが・いちじるしい不足が予想・れる・・に変イ脈・ど

樋・て、電力会社を中心に人員と飴力・集中投入されることに勧ました。この結果、同センター全

町榊包舳靖脚畔あがりました・、こ繊麟忍可の第1賭青ρ際・鞭となるもみ
です。

　それによりますと、それぞれ異なった作業を行う六つの部分を同センターに集中させることになって

おります。

，！・陣聯燃料隼合体の受け鞠・齪貯蔵肺設・

岬㌣粥の帖舩すものとしての再処肺設・これ燃料東の購から・翻ウラ・や雨

脚擁プ抄ニウムの弓！醸しダの蝦陳拡ん踏り・放雛忌物の縦壁灘含んでいる・

　3．硝酸ウラニル溶液の暫定貯蔵診よびその酸化ウランへの転換施設。これにより回収されたウラン

は、どくに同センター外の施設で再濃縮して再使用する允めに、固型化してセンターから搬出する。

、4?耀化無口鰍・ここでは暫定臓御回収プル・一ウムをウラ・襯ぜて燃料集合鯨

再卯工する。これがプルトニウムを同センターから搬出する場合、旬能な唯一の方法である。
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5謝擁迩姪澱か．らなる擁の放雛験物醐翫行う励の総舗．設． 書ﾋ陣す
るように、固体化の処理方式をとる。

　6，新しい岩塩鉱床を掘って作った地下貯蔵施設Qこれは2本の竪坑と数本の棋坑群からタっ．Tおり、

固化廃棄物の運搬や回外貯蔵を考慮してつくられている・

これらの諸施設を組樋んだサ骨に膿姫舗10～12㎞2であ照す・醐聯設解酵れ

に付属した施設なξ全施殺は5000万kWの原発からの量に相当する使用済燃料の処理を目標とし丁設

計・酬か玄．す・ζ叫環力は大体ウ㍗で1．4QOt／年に敏回す・鰍炉・か・ゆ㈱隼合体

のみ拗こと鯨御し・％設三三・ては・騨集合体、の平均顯彫3万600曜WD／t，

0ウラン・蕪醜理前畷齢却嗣を1年とし魚鮒・、ζ暢合・騨糊鉢ノ抄、干％を，約

1％・核分紺成物を3％含ん1↑効・，ウラ、そ1・tあ旧約2．、00万キrリーの放騨旨に相当証すr

簾料サイクルセンタ鴫使用翻料齢体蕾めρヰ央騨鰍点す紋と聴るで、い、ρ・燃

料隼倉体は本㌍ρ密集レたラック内に貯蔵されますg取り扱い上便利なように、いくつかの三蔵緯嫁、

緬下畷けられ鯨門で傭がるでし・う・騨二二容量は・糊齢体の形で30、0◎い、ウ

ラ滋と・な録す・Q・こ綱・．すで峰・郵た．1400・●ウ．ラン／年の再処肺設．がなん嘩職、々・侮常

繊動ずる稀剛三三る騨三三、で効ます・　　　　　　貿
　しかしながら・電力三三が使男済燃料集合体岱の璋切な外翁の方法を緊急に必票ζ・レ千吟．う現在・壁

灘は再処三三回りは御三短期間で実記き、る利点筋ります・それによ廷数象玲ρ惇坦源黙認

を・醜肺設の操業前ではあ鷹すが・サイト離すで曄めるζとがで・き勉鯵ヂ函∵，、

燃料集合体の受り入れ等の論は・主隊道・で輸送される三三器の、川2三三除湿鮮職8

設計となるでし・うゆ燃料取咄し．三三行噂すが繭送容駐忌物の・即急術雌蕊階隠

レていますα．

建築物・建屋・臓池＼受け恥施設等越地震や・航空機の墜落働旧記のよ弦・外的事郷減て．

安全です・再処理施三三センタ竺の中・ら部分で効ます・燃料集合体三三ρ⑳購濡濡騨

処理を施し・御にピ・…レック．ス法を恥ます・燃料棒で萌断機で回し硝酸で溶解し罐・遠忌

離機に送躯んで分鰍ます・前処理工・程から御工程㊧問の、中間騨を経て、・β竺4、グノレ1，鰹、7、レ

ッ身三法に至るわげですg最初の坤出ザィクルでは、汐ランやプルトニウみにもち．ろ．を醜三分、裂牛曄．柳

も分離さ縁す・・ウラ呂・とプ・レトニウム精製の、鋤に・さらに2つのサイクルが傾や濡濡摂

います。再処理施設の設計で非常に重要なことは、遠心分離機、ミキサー・セトラー、パルス・、カラ、ム、

顯雌利嗣能な紬羅をどう選択す・るかとゆことです・第｝の三三イ勿即さ鮮愚鰭

物創i願ノ加スTo・ヵラ∴春が使ね回す・三二・第三のウラン．サイクルには・多駒運転恥曝旨

いて設計したミキサー●セトラーが用いられます。比較した場合・安全な形で大量：の割興がで認る傘奄

かが・藻二・』第三のプノ三三ム・サイクノレにパルス①カラムを選択する際触め手三三喀・馬，

’→ﾂの生産ラ秘は・．施設耐用期間中1400いウラン／年の処理が計画熱てい離抵惣｝嘩

づいて単基鶴がぎめられます・∵つり生産ラ秘の実際の稼働率を舗し飾ことに鍋と、馬4，99

いウラン／年の雌量は・理論的には4・．ウラン／日とな嶽す・些・ト二三・：子孫町

の運転経回よρて決めら捕す・しかレながら再処理鑓の稼働率は非常に三目三星餓慰な

り．ませんQユニットの耐用期間の稼働率を50％とすると、容量は2倍に増強されね曝な黛奪堂を。｝ζ

の問題は、前にあげた規模のユニットの生産ラインを同時に二つ設置することで解決されます。
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　一般に、再処理施設の配置と設計は、センター内の他の施設と同様に、つぎの二つの基本原則に基づ

いて行われて於ります。

一連続運転を可能にし、プラントの年間処理量を保証する。

一可能な限り高い安全性を保証・維持し、不測の事態においても、環境に最小限の影響しか．与えない

　　ようにする。

　これらの二つの考え方は相対立するものではなく、互いに補完し合うものであります。

　こういつだ水準に信頼性と安全性を維持・向上させるため、建屋、装置、運転方策に特殊なやり方を

とって止り、その多くは経費のかかるものであります。それらを以下に列挙します。

1
2
3
4
5
6
7
8
9

航空機墜落、地震、妨害行為といった外的事象に対する防護。

きわめて低い確率でしか起きないような不測の出来事に対する防護。

電力や冷却水のような重要な供給設備の重複設置。

廃液を精製してリサイクルすること澄よび大量に再使用することにより廃液を最小限に診さえるQ

廃液量を少なくし、環境への放出は飲料水程度のもののみとする。

気体ヨウ素の保留装置を中心とした大規模なオフガス除去と、低温精留によるクリプトンの分離。

耐腐食材を用い、保守と修理を簡便化ならしめるような設備の設計と建設。

全設備の停止をさけるよう、各過程ごとに数日間の中間貯蔵の装置を設置する。

工程の主要部分はすべてラインを重複設置し、その際、切り換え運転や並行運転が可能となるように、

於の勘のに給水装置と電力装置を接続するQ

　再処理施設に関する現在の計画や、今後の基本。詳細エンジニアリングについては、カールスルーエ

研究センターで実施されだ包括的な研究。開発計画の結果と、同じくカールスルーエのパイロット・プ

ラントの計画。建設。運転から得られだノウハウに基づいていますQ現在まで、比較的融通性をもつだ

このパイロット・プラントで約60tの軽水炉の酸化燃料を再処理しています。それらのうちには3万

MWD／tの燃焼度に達していたものもありましだQもう一つの利用しうる重要なノウ・・ウ源は、ユナ・

イテッド・リプロセサーズに加盟している欧州の再処理事業老間での情報交換であります。

　再処理により発生する放射性廃棄物を、総合的に信頼しうる形で処置することはとくに重要であります。

すでに述べたように、使用済燃料のための燃料サイクルセンター構想によると、岩塩坑への最終貯蔵が

その中心となつそいることから、再処理施設からの廃棄物は絶対にセンターから搬出されないことになっ

ています。

　最柊貯蔵のためのコンディシ・ニングを行う前に、廃棄物は暫定貯蔵されていますが、その期聞は廃

棄物の性質や放射能の強度によって異なり済すQほ’とんどすべての廃棄物には暫定貯蔵の前に特殊な処

理を施します。

　高・中。低レベル放射性廃液は濃縮され、それから1000m3以内の容量の特別設計のタンクに移さ

れます。凝縮液は再処理プラントへ戻されます。他の処理としては固体廃棄物の凝縮とセメント回収や、

有機廃液の分離があげられます。捕集されだクリプトンや固体吸収剤に：吸着したヨウ素など、特殊な処

理をせずに暫定貯蔵される廃棄物もあります。

　最終貯蔵に備えてコンディショニングを行うだめに種々の装置が必要となります。これらの装置のす

べては、さまざまの形態で発生してくる廃棄物を、輸送と隣接岩塩坑への貯蔵を容易にすべく固化する
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のに使われます。

　センター全体では毎年1400t・ウランの処理を行うが、これにともない1万5000㎡の廃棄物

の処理が必要になります。コンディシ。ニングの後、廃棄物容器等のいわゆる用済みの遮蔽物質の量を

含めて貯蔵必要量を考えると、これは約6万m3に相当します。

　こういつだ数値そのものは、あまり重要ではありません。廃棄物のカテゴリーが異なること、とくに

放射能強度の違いから派生する種々の問題をあらわしていないからです。

　毎年1400tのウランを再処理しても、高レベル放射性廃液は600m3しか出ません。それは脱

硝、か焼、ガラス固化によって、わずか100～150㎡の固体廃棄物となります。1㎡あたり約1000

万キュリーにもなるその固体廃棄物には核分裂生成物が多量に含まれて澄り、放射線と放熱にとくに配

慮する必要があり濠すQこのタイプの廃棄物には、ステンレス鋼のライニングにボロン・シリカ・ガ

ラスを注入する形態での処理がもっとも適切で安定かつ耐性のある方法と考えられています。

　高レベル固体廃棄物は、現在、セメントと混合して200君の容器に注入して診り、セメントが固ま

った後岩塩坑へ輸送する方法をとっております。貯蔵時の扱いを容易にするだめ、容器は鋳鉄で遮蔽を

施してあります。

　廃棄物の大半を占める中・低レベルの廃棄物の処理も似た方法で行われています。液体廃棄物は、セ

メントやビチューメンといった結合物質と混合され200～400Zの容器に注入される前に、脱硝処

理を施されます。固体廃棄物は、液体廃棄物と同じ方法で処理される前に、焼却された圧縮によりでき

るだけ二野されますQ

　岩塩坑での低・中レベル廃棄物の貯蔵は長年にわたり、有名なアヅセ坑で実施されており、高レベル

廃棄物の貯蔵に関する試験計画もまもなくスタートすると思われています。アッセ坑での経験に基づき、

廃棄物の貯蔵にとくに適した新しい坑を荒らされていない岩塩鉱床につくるだめ、設計が行われることにな

りましたQ西独北部に存在する多くの岩塩鉱床はそれぞれ、使用済み燃料のだめの燃料サイクルセンタ

ーの耐用期間中に発生する全廃棄物を収容するのに十分な大きさを持って澄ります。業務完了後、防水

措置を施して岩塩坑を塞ぐ技術は実用段階にあります。

　硝酸塩溶液の形で、再処理プラントで回収されたウランとブルトニグム¢）処理に関する詳細は今まで

すでに述べてまいりましだ。

　硝酸ウラニルは炭酸アンモニウムウラニル法で二酸化ウランに転換します。八つの生産ラインが平行

設置され、年間硝酸塩溶液3500rm3に相当する1400tのウランが転換されることになっています。

　粉末二酸化ウランは容器に詰められ・六フッ化ウランへの転換やζれに引き続いての再濃縮とい？た処

理を、将来さらに受けるだめ、センターから搬出されます。

　プルトニウムは、サイト内で再加工され、完成した燃料集合体に混合酸化物として含まれだ形でのみ、

センターから運び出されます。5万君の容量の中間貯蔵施設を経π後、硝酸プルトニウム溶液はつぎの

各段階を通ります。修酸塩を沈殿させか焼することによって硝酸塩は酸化物に転換されます。つぎに粉

末酸化プルトニウムは二酸化ウランと混合され、それからペレットが成形・焼結されますQそれからペ

レッドはステンレス鋼またはジルカロィの被覆管に入れられ、シール溶接後軽水炉あるいは高速増殖炉

用の燃料集合体に組み立てられますQ

　“Entsorgung”は新しくつくられたドイツ語であり、英語に訳すことはちょっとできませんが、
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原子力発電所から取り出されπ使用済燃料集合体の処理体制を確立することを意味し、西独のこれか

らの原子が開発にとって重要課題となっています。新規原子力発電所の建設許認可は、使用済燃料の

ための核燃料センターの設立についての公約を履行するか否かにかかっています。

　西独の経済構造を考慮すると、廃棄物の最終貯蔵用施設以外のセンターの諸設備の設置と運転に関し

てはや産．業界が責任を有しています。．当該サービスを必要する者によって全コストの負担と必要資金の

調達が行われなければならないという原則に従い、12の発電会社が協力して、プロジ．エクト・ワー

クの調整と資金調達の準備を推し進めています。PWKという名の、電力会社の合弁会社が率先して、

許認苛手続きを始める際に必要となる書類のすべてを作成する任にあたっています。再処理に深く関与し

ているK血WA、燃料集合体の貯蔵分野を担当するKWU、核燃料製造会社であるRBUとアルケム、

こういつた会社が主． ﾆな．って設計作業を進めて診ります○

　最初の建設許認可申請は1977年9月末に提出される予定で、整地にまもなくとり．．かかれる見通し

です。これは、サイト使用に関しての詰め「が、連邦政府と州政府でどの程度進展を示すかにかかっていま

ず。広範な選定作業を経て選ばれた、ドィ．ツ北部の候補地4ヵ所の中から．、最近、立地地点が決定され

ましだ。

　今後¢1タイム∵スケジュールによ1ると、燃料集合体貯蔵施設は1984年までに、再処理プラントは

19． W8年までにそれぞれ運開することになっています。電力会社の抱えている、原子力発電計画を合

珪的に遂行ずるだめの緊急課題を解決するには、産業界と関係官庁のあらゆる努力が必．要とされ廉す。
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放射性廃棄物対策の進め方

東京大学名誉教授

　山本　　　寛

　　　　　　　　　　　　エネルギーの国内資源に恵まれないわが国では、今世紀から来世紀にわたる

　　　　　　　　　　　中期的展望でも、エネルギーの安定供給面に調いて原子力の果たすべき役割に

　　　野ヨ　∴灘繍熟熟1競退潮蹴∴欝懸

　　　　響鞭鰍1鰍賑論趨難翼灘ぞ齢∵∴∴

り、わが国もわが国の核燃料サイクルの確立をはかるためには自ら絶対に取り組まねばならない問題で

あります。しかしわが国においては、高レベル廃棄物のほかに中低レベルの放射性廃棄物対策の問題

も未だ残されているため、それらを含めて原子力委員会は、昭和51年10月8日に、わが国の当面の

放射性廃棄物対策の基本的進め方として購放射性廃棄物について”の決定を行って問題の解決に大きな

力をいれてゆく方針であることを示しています。

　そしてまたその具体的計画については原子力委員会・放射性廃棄物対策技術専門部会が、昭和51年

6月に原子力委員会に提出した中毒報告“放射性廃棄物対策に関する研究開発計画”の中に述べられて

いる線にそって行うことも示しています。もちろんこれらの対策やその研究開発計画は、わが国の原

子力開発について今後生ずるかも知れない種々の状況の変化や、技術の進展などに応じて適宜見直しが

必要であることはいうまでもありません。

　放射性廃棄物はその甲種や含まれる放射性核種、放射能濃度、また固体廃棄物においてはその種類、

形状などもきわめて多岐にわたっているため、その対策について画…的に扱うことはできません。

　気体および中低放射能レベルの液体廃棄物については、原子力発電規模の拡大にともなって核燃料サ

イクル全体からの公衆の被曝と環境への放出量の低減化が要請され、たとえばアメリカにおいては1977

年1月13日付で40CFR第1章に副章Fを追加して規制の強化がはかられ、とくにいくつかの長半

減期核種の放出についての規制がはかられることになったのであります。わが国ではまだこのような動

きは示されていないが、早晩同様な線が打ち出されるのではないかと思われます。中低放射能レベルの

放射性固体廃棄物については陸地保管を行っている国が多いがOECD、　NEAによる海洋投棄も10

年にわたって行われ、現在のところでは海外諸国はそれらの処分についてとくに深刻な問題を抱えている

ようには見えません。

　しかしわが国の場合は、固体廃棄物については、現在そのすべてがサイト内に保管されており、その

処分についてはこれから実施を開始しなければならない状態にあります。

　とくにわが国の原子力発電所から排出される低放射能レベルの固体廃棄物は、わが国の原子力発電所

が液体として直接環境へ放出する放射能を極力低く抑える努力をしているために、諸外国に比べて排出

量の多いのが特徴であり、そのためにその処理・処分対策の確立が急がれています。ただしその放射能レ
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ベルが低いことや、半減期がそれほど長くないことなどから、安全な処分は技術的にはとくに困難な問

題とは思われないので、目下の急務は処分を実施するのに必要な基準のうち、まだ未整備のものについ

て作成を急ぐとともに、海洋処分と陸地処分について必要な対策を早急に確立してその具体化に向かっ

ての行勤を開始することにあります。この点に関しては昭和51年10，月に財団法人原子力環境整備セ

ンターが発足し、まず試験的海洋処分が国の責任のもとで開始されようとしていることは同慶にたえま

せん。

　しかしわが国の原子力政策上もっとも：重要な要請である核燃料サイクルの確立をはかる一ヒで欠くこと

のでき肯いのは高レベル放射性廃棄物対策、とくに再処理工場からの高レベル廃液の適切な処理。処分

の問題であり、その対策確立はわが国の放射性廃棄物対策の中でもっとも遅れています。原子炉から労

り出された使用済燃料の処置については現在サイト内の保管能力の増強が電力会社に診いて検討されてい

るようですが、国としては別な場所での集中貯蔵の具体的計画はまだ確立されてむらず、国として現在研

究開発にもっとも力を入れようとしているのがこの再処理からの高レベル廃棄物対策であります。

　わが国の一部にも、アメリカとはまったく異なった理由から再処理は必ずしも急いで行う必要はない、

使用済燃料は、当面そのままの形で保管しておいて、新しいウランを出来るだけ確保する政策をとった

ほうがよいとの論をなす入もいますが、私は管理の面や安全性などの面からだけみても再処理は出来るだ

け早く行ったほうがよいと考えています。

　高レベル廃液の処理・処分に関する基本的考え方については

　わが国のように地震が多発する国においては再処理工場で発生する高レベル廃液は可能なかぎり短い

期門内に固体化することが安全土望ましいと思われます。固体化された高レベル放射性廃棄物の処分に

ついては国際処分場または数力国間で共用する処分場を設定して、そこへ処分するとの希望が．一部門人々

の口にはのぼっているものの、その実現への見通しの欠けている現在においては、発生国の責任で自国内

で処分する原則に立脚して問題の解決をはからなければならないと思います。またその処分の方式は人

間齢よび人間環境へ、社会的に容認されないような影響を及ぼすものであってはならないのです。

　わが国の置かれている状況

　わが国では動力炉・核燃料開発事業団の1日能力700κ2の再処理工場が1977年夏からホット運

転に入ろうとしており、私どもはこれを強く希望しています。この工場の高レベル廃液貯留能力は約5年

分あるが、これに貯槽を増設して約10年分の貯留能力を持たせることが先に述べた研究開発計画の中

に述べられています。一一方これに対応した固化処理および固化体の工学貯蔵については今後10年程度

のうちに実証試験に入ることが原子力委員会決定の対策に示されて帰ります。

　固体化については現在動力炉・核燃料開発事業団、竹本原子力研究所、大阪工業試験所に齢いてホー

ケイ酸ガラスを対象としたコールドでの基礎試験が進められ、また4～5年内には動力炉・核燃料開発

事業団に設置されるこの研究開発を行うためのホソトセルーCPFでホット試験が始められることにな

っているとともに、先進諸国の技術動向に対しては深い関心をもってその進捗を見守って診ります。

　一方固化体の処分については欧米諸国にならって、当面地層処分に重点を置いて調査研究を早急に進

めることになっています。すなわち原子力委員会決定の対策によれば、今後3～5年のうちに処分方法
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の方向づけを行い、さらに昭和60年代から実証試験を行うことが目標として示されています。

　このような要請を受けて、現在地層中処分を目標とした研究が動力炉・核燃料開発事業団を中心とし．

て進められようとしていますQしかしわが国における過去の鉱山やトンネル掘削によって得られた記録

や現在までの地学的知識に基づけば、わが国にはアメリカならびに西欧諸国が対象として考えているよ

うな、比較的安定した大規模な、不透水性の地層・岩体を見出すことはかなり困難ではないかと見られ

ています。すなわち欧・米においては西ドイツ、アメリカなどは岩塩層を対象地層として考え、一ヒ記2

国ではすでに実現化を進めています。わが国には不幸にして岩塩層が存在しないので、他の地層に頼ら

ざるを得ないが、これについても、イギリス、スウェ山デンなどが考えている花樹岩などの結晶質岩、

イタリアなどが検討しているような三士層、石灰岩、スイスに見られるような硬石．膏層などと比べられ

るような比較的恵まれた条件の岩体を見出すことはかなり困難ではないかというのが現在の専門家の見方であります。

　また降雨量が多く、人口稠密なうえ、火L1」国、地震国であり地山変動がはげしく、また地下水に恵まれ

たわが国では、たとえばERDA－76－43、Vo1・4その他に記されているような一般的条件のすべ

そを備えた地層を見出すことはかな．り悲観的であるといわざるを得ません。またこれに産業分布などの

社会的環境条件をあわせて考えると問題は一層深刻であります。

　わが圃のとるぺ蓉諸方策

　以上述べたようにわが国の置かれている状況はかなり厳しいということができますが、しかし現在なに

よりも先にやらなければならない第1の目標は、まず高レベル廃液箇化体を処分するのに少しでも適して

いる乏思われる地層・岩体がわが国に存在するか否かを調べることであり、またもし見出された最良の

地層の．�盾ｩある程度理想から離れていたとした場合でも、その地層に処分するのに適したわが国独自．

の固化体を開発することにより、それとの組み合わせによって地層処分の可能性が高まるかどうかを探求す

ること℃ありましょう（，

　たとえば地層条件が厳しければ固化体としては欧米ではコスト高として当面考慮の外に置かれようと

している金属への固定体や、セラミッ．ク固化など、安定度が高く、滲出性の低い固体への固．化も十分． ﾉ

検討に値するでありましょう。これちの固化法の研究は地層の調査とにらみ合わせながら、必要に応じ機を

逸しないように進めてゆく必要があるのです。

　高レベル廃液めガラス化固化体の発生量は使用済燃料のウラン1t当たり36～60Z、径36㎝、

長さ3函のキ；ヤ轟スターにして0．．16ん0．34本　（ERDA－76－43、　Vol．2）』とされて

おり、． �ﾏ的にはそれほど大きなものではないが、それでもわが国の原子力発電計画に見合った大きさ

の地層を見出すご．とはかなり困難であります。

　その場合の対策としては：

　（1）長期にわたった地層処分を必要とさ．せる廃棄物の量を減少させることが一つの案であります。そ

　　のためには約106年もの長期にわたって人聞環境からの隔離を必要とするといわれるアクチ．ノイ

　　ド元素を、隔離期聞が600年ないし回天1000年程度でよいとされるストロンチウム、セシウ

　　ムを主体とする核分裂生成物群から分離して、それぞれ別々に処分方策をたてることであります。

　　この群分離に当たっては、核分裂生成物のほうへのアクチノイドの残留は望ましくないが、プクチノ

　　イド元素のほうへの若干の核分裂生放物の混入は多分あまり問題とはならないと思われます。この
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　　ような分離はその過程で別に放射性廃棄物を発生するので好ましい方法ではないとの意見を持って

　　いる入もいますが、私は技術の開発に望みを託したいと考えています。このようにしてもし1000

　　年以南の長期にわたって隔離を必要とする廃棄物量を滅少させることができれば、若干でもわが国の

　　国内での陸地処分の可能性が増大するのではないかと考えます。このような考えに基づいて日本

　　原子力研究所に諭いては・今年から群分離の基礎研究に着手する予定であるとともに、核変換処理の可

　　能性を探るための予備的研究も始められようとしています。またこの目的のためにはプルトニウム

　　のサーマル利用も大きな意義をもっていることを見逃すわけには参りません。

　（2）　高レベル廃液固化体は固化前に高レベル廃液をかりに10年聞タンク貯留したとしてもその発熱

　　量はまだ1キャニスター惑たり約3kW程度になるといわれている。したがってわが国の地層条件、

　　長期間隔離の安全性から、また一面からは爆終処分の方策が確立されるまでの間、これは場合によ

　　っては相当の期間を必要とするともみられますので、その間中間貯蔵を行って高レベル廃棄物を人

　　の管理下に潅ぐことが必要と思われます。このように中間貯蔵を必要とする期間は場合によっては

　　ある程度長期にわたることも考えられ、この間の貯蔵を行うための工学貯蔵の技術開発、実証試験

　　に取りかからねばなりません。実証試験に入る時期としては動力炉・核燃料開発事業団の再処理工

　　場の稼働状況と密接に関係するが、現在の計画では今から10年後が想定されています。

　上に述べたような地層処分に関係する種々の研究開発にはわが国の置かれている自然条件や社会条件

の厳しさから欧米よりも一層苛酷な要請がなされるものと思われるが、それはともかく、わが国での処

理・処分の技術の確立に当たっては国際協力につとめ、技術の交換や共同研究、陸地処分の基準、固化

技術やその関連技術の基準等に関する知識の交換に～層の努力を払うべきであり、わが国もこの分野で

国際的審与を行わなければなりません。

　とくにわが国の置かれている状況を考えるとき、長期的観点からは一つの代替案として、アメリカ、

イギリス、フランスなどの協力で開始が計画されている海洋底埋没処分に関する研究に積極的に参加協

力することが強く望まれます。このような特殊な技術や、広い領域にわたる専門家の協力、国際閥の協

力や資金を必要とする研究は日本独自では行えるものではなく、国際研究協力に参加することがもっと

も望ましい行き方でありますQまたこれとは別に、国際処分場の可能性についても検討を行うことが要

望されるところであります。

　わが團での推進体制の確立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　覧
　以上述べてきたわが国の高レベル放射性廃棄物の処理・処分についての研究開発を円滑かつ迅速に進

めて行くためには、化学者、物理学者、地質学老、水理学者、環境関係の諸分野の学者、工学の広い分

野にわたる学者、技術者、社会学者固きわめて広範な領域の専門家の協力を必要とするとともに．これ

が新しい開発分野であるために、総合的知識、技術をもった専門家がわが国ではほとんど見当らない現在．

この仕事の推進の中心となる学者、技術老の早急な養成が望まれます。

　またこれからの開発研究に必要な資金は国が負担すべきものと考えますが、その確保の見通しをうるこ

とや、開発の主体となる機関の充実・整備も強く望まれるところであります。

　日本原子力産業会議では昨年11月以来、高レベル廃棄物対策の重要性にかんがみ、高レベル放射性

廃棄物処理・処分検討会を設けて検討を行いました。その結果：、検討会の提案として、この問題の強力な
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研究開発をはかるには、推進の中心となる組識を設けることが当面の緊急課題であり、そのためには関

係する諸機関の合意に基づく、国によってオーソライズされた常設機関を置き、これに専門の有識者齢

よび事務スタッフを配し、わが国の放射性廃棄物管理の方針、総合推進計画の企画立案、基準の検討、

総合的な予算借置等を必要に応じて可能なものにさせたいとの考えを打ち出しています。ここで、これ

らに加えてこの常設機関は関係各省庁間の効率的な連携や調整、また各研究調整や国際協力推進の一元

的窓口としての機能ももったものであることが必要で、日本原子力産業会議がその実現に努力すること

を検討会として要望していることをつけ加えて私の話を終わりたいと考えます。

「
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　　　　セッションーろ　核燃料サイクルと国際協力

議　　　長　　　　　　親　関　欽　哉　既　（原子力委員会委員）

副議長　　　村田　浩氏（日本原子力研究所副理事長）

　〔国際パネル討論〕

パネリスト　　　　　　P．タランジェ　氏　（仏原子力庁代表理事）

　　　　　　　　　　　C．バ　ッ　ク　氏　（英国核燃料公社再処理捜当理事）

　　　　　　　　　　　・・所塊・デ・氏（厳編薇醒差羅

　　　　　　　　　　　今井隆吉氏（轟轟発電㈱技術部長）

　　　　　　　　　　　・・一…　氏（欝響究技縮核燃料サイクノレ）

　　　　　　　　　　　L。シャインマン　氏　（米国務省原子力担当補佐官）

　　　　　　　　　　D．フィッシャー　氏　（国際原子力機関事務総長補佐）



核燃料サイクルと国際協力

　議長　　それでは、早速第3セヅションに入らせていただきたいと思います。

　初めに、このたびのセヅションの趣旨につきまして、…言簡．単に申し上げた

いと思います。

　世界における原子力開発は、過去30隼にわたる経験を経ましていよいよ成

．熟期に入ったということが言えると思います。現在運転中の原子力発電所はも

う300近ぐなりまして、また、核燃料サイクル関係の施設も、各国において徐

徐に設備されっつあるわけであります。

　反面、そのように発展してまいりましたのにともないまして、また、いろいろ技術的な、あるいは経

済的な問題ができてむります。こういつた面からも、国際協力の必要が痛感されて蔚る次第でございま

す。

　一方、近く発表される予定になっております米国の新しい原子力政策とも関連いたし蔵して、国際的

に核不拡散の問題がクローズアップされております。

　こういつたわけで、核燃料サイクルを設定するに当たりましても、国際的な規模で各国の原．子力政策

を調整することが不可欠になって澄ります。このような意味に診きまして、世界に診ける原子力開発は、

いわば新しい時期、新しい世代に入りつつあるということは、いえるのではなかろうかと思う次第でご

ざいます。

　そこで、今回のセソションは、以⊥のような背景に澄きまして、核燃料サイクル、とくにプルトニウ

ムの利用～．再処理、廃棄物の処理などの、バックエンドと申しますか、ダウンストリームと申しますか、

部門におきまして、国際協力のあり方を探求したい。

　そのために、ここ．に、国際原子力機関を初めといたしまして、米、英、仏、独、それにベルギーから

も代表者に参加していただきまして、いろいろご発言いただき、ご討議いただぐ予定でございますQそ

れがまた、今後のわが国の原子力開発、利用政策に役立つことを願って澄る次第でござい査す。

　それでは、今回のセッγヨンの進め方につきまして、齢話し申し上げようと思います。ここに7人澄

られますが、まず初めに、7人の方々からそれぞれ15分か20分．ぐ．らいずつご発言いただきまして、

それが一わたり済みましてか．ら、パネルディスカッションと申しますか、討議に．入りたい。このように

考えて周ります。

　それでは、まずフラ．ンスのタランジェさんから、核燃料サイクルに関する国際協力と題するご発表を

いただきたいと思います。

．幻・ジ・さん雌缶・ラ・源子奪合の代表齢をされて鉤ま、して・エ・…レ・ボリテクニク

を卒業されました後、．1952年から1963年にかけて、フランス原子力庁の産業局長、長官補佐等を

歴任されまして、マルクールに齢けるプルトニウムの生産、ピエールラットにおける濃縮工場、さらに

プアーグの再議理工：場、そういうものの全体の責任者として活躍された方であります。

　その後、一時、原．子力庁を離れられましたが、1971年から再び原子力庁の燃料サイクル担当の生産

局長として活躍されまして、現在の地位に至った方でございます。大変ご経験の深い方でございます。
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それでは、タランジェさん、よろしく齢願いいたします。

燃料サイクルに関する国際協力

仏原子力庁代表理事

P。タランジェ

　核燃料サイクルとよんでいるものには、それぞれが独立して明確に区分され

得るが、原子力発電所に燃料を提供するという点で共通点を有する一連の産業

．しの作業が含まれております。普通区分されておりますのは、まず第一に天然

ウランの探鉱と生産です。ついで濃縮、発電炉に装荷するための燃料の成型加工、

そして照射済み燃料の再処理診よび廃棄．物の処理処分と、貯蔵ということにな

ります。

　このサイクルの各段階は、それぞれ、独自の特徴を持って齢りますが、共通した決定要因を持ってお

ります。

　澄そらく鉱石の探査、採鉱をのぞけば、すべて高度な信頼性のある研究に基づいた質の高い技術を必

要とします。．

　また、燃料の成型加工を除いてすべての段階が高度に資本集約的でありますし、経済的に採算のとれ

るプラントの規模は非常に大きなものになっております。

　最後に、その技術開発や投資が膨大であり、一国ではとうてい賄いきれないので、核燃料サイクル産

業は各国が協力をし、市場を求めざるを得ないということです。

　これらの理由により、燃料サイクル産業においては国際協力が必要でありますし、また、フランスの

産業活動はつねにこの考え力に基づいて行ってまいりました。ご存知のようにこれらの主要な会社とし

ては、サイクル全体を担当しているCOGEMA、診よびペシネ・ユジヌ・クルマン、ザンゴパン、トー

タル、クルーゾ・ロワール社などが、外国のパートナーと提携し、国境をこえて購入、販売両面におい

て契約を結んで訟ります。

　他の鉱業と同様に、ウランの探鉱と開発にはリスクがともないますので、その分散が必要となります。

したがって、フランスの産業界としましても、全世界的にリスクを分散させるように努力しております。

　一方、フランスの産業界は、ヨーロッパ、アフリカ、北米、インドネシア、オーストラリアに於いて、

これらの国々または、消費国の20三一上もの提携先と協力して、ウランの探鉱および、開発しておりま

す。また、ウラン（U308）の購入、販売両面での長期契約も結んでおります。
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　その良い例として、COMINAKがあげられます。　COMINAK〃よ、　COGEMA　齢よびナイジェリア

共和国とスペインの会社とともに、日本の企業である海外ウラン資源開．発株式会社の共同会社であり、

近々、年間2，000tのウランを生産することになって齢ります。これに加えて、フランスの生産者と日

本の電力会社の間で、ウラン（U30s）の供給契約が結ばれ、これによって、ある電力会社の会長の言葉

を拝借するならば、「友好的かつ安全な供給」が確保されるものと思います。

　ウラン濃縮の分野においては、ピエールラット工場で15鉦前に開発されたガス拡散法に基づき、フ

ランスの産業界にEUROD　I　F計画を推進してまいりました。フランス、イタリア、ベルギー、スペイ

ン、イランの参加によるこの多国籍企業は、フランスのトリカスタンに工場を建設中であります。この

r場は、1978年には操業を開始し、年間1，080万SWUの能力を有する予定です。ここで生産される

濃縮ウランは出資国の電力会社、診よび他の国々たとえば． Aスイス、西独、とくに7つの電力が共同で

EUROD　IFから年間約100万SWUの濃縮ウランの供給を受ける日本などの需要を満たすためにすで

に契約済みとなっております。

　さらに、1985年以降は、EUROD　IFのプラントが提携者の需要を満たせなくなるだろうという．見

地から、これら提携者はCORED　IF計画に参加し、新工場を建設することが決定され、その敷地は数

ヵ月以内に決定される予定ですし、また、その経済性に関する分析も行われて診ります。

　EURODIFおよびCOREDIFに参加している産業界はこの二つの組織だけで各国の必要量を独占的

に提供させようというつもりはありません。たとえば、フランスは、米国に濃縮サービスを依頼してお

りますし、5年前には、他に先がけてソ連と契約を結びました。現在のところ、このような方針を三二

する予定はないと思われます。

　ご存知のように、燃料の成型加工は核燃料サイクルのほかの分野におけるほど巨大な投資を必要とい

たしません。したがって、国際的に協力、提携するということは必ずしも必要ではありません。しかし、

照射実験など、とぐに、資源を大量に必要とする技術開発の分野に旧いては、国際協力は大変、有効で

あると思います。

　われわれはフランスにおいて、黒鉛ガス炉、高速中性子炉用燃料膨よびフランス海軍の原子力推進プ

ログラムの軽水炉用舶用炉計画から生まれた燃料も生産しております。

　軽水炉、発電所用燃料の成型加工に関しては、フランスとベルギー、アメリカの資本の合弁であるフ

ランコ・ベルギー・ド・ファブリカション・ド・コンビュスティブル社があります。

　高速中性子炉用の燃料に関しては、ドイソ、イタリアと協力して齢ります。

　研究開発分野に細ける多くの協力事業に関しまして、フランス原子力庁（CEA）と動燃事業団の間

に協定が結ばれております。この協定によって日本で開発された燃料をフランスの高速中性子炉ラプソ

ディで照射をしてお・ります。

　原子力エネルギーの発展と経済性にとって不可欠である照射済み燃料の再処理・は、サイクルの他の部門

が、原子力発電所が開始される数年前から登場していたのに対し、開始後数年をへて、やっと問題にさ

れるようになりました。その意味で、世界の再処理産業は今のところ、まだ平衡状態に達していないわ

けです。

　しかし、わが国では、20年間にわたり、マルクールとラ・アーグに診いて、技術と関連施設の開発

にたゆまず努力してまいりました。国瞭協力が初めて行われたのは今から20年前になります。エ957年
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に、12の欧州諸国が共同でベルギーの毛ルに工場を建設するためにユーロケ．ミンク社を設立しました。

主にフランスの． Z術に．基づいたこの工場は1966年以来順調に運転されております。

　さらにこの分野には、ユナイテッド・リプロセッサーズ社をあげることができます。これには、英国、

ド． Cツ、r tランスの資本が参加して摺ります。また． A日本の東海村の工場寒冷にあたっては、フランス

の技術澄よび産業の参加があることは特筆すべきことと思います。

　昨年来、ラ・アニグでは軽水炉発電用燃料の再処理をエ場が順調に稼働しており、外国の照射済み燃

料ゐ再処理もひきうけることになりました。そのため、合計80．Otにのぼる契約を5陰癬の10の電

力会社とすでに結んで継ります。その中には関西電力と四国電力も含まれております。

　燃料サイクルの中で廃棄物、とりわけ高．レベル廃棄物澄よび長い半滅期を有するアルファ放射線を含

む廃棄物の処理・処分と貯蔵が増々、重要になって来ていることは衆知のことです。

　ここ数十年という短期間に関して見．てみますと、特製のタンクの中に液体状で貯蔵し、さらにそのタ

ンクを常時冷却し、モニターすることで、この問題は解決されてきました。約20年間このやり方で何

の問題も診こりませんでした。1

　しかし、．．長期的に見た場合には、．後世代のために別な貯蔵施設を考える必要性がおこると思います。

フランスに牡いては、固形状セ適当な深い地層に埋蔵すべきだと考えております。したがいまして、ガ

ラス化の開． ｭを行ってまいりました。さらに、ガボンのオクロで、いぐつ．かめ天然原子炉ぶ発見されま

して、ある種の物質がプ．ルトニウムと、核分裂生成物質が崩壊することにより生産されるような地質学

的条件が存在するこ．とが確認されました。これは十億年以上前のことでありながら、現在、まったぐつ

くら．れた形のままで発見されたわけです。

　廃棄物処理の分野では国際協力がもっとも盛んですし、また、将来においてもそうであろうと思いま

す。

　したが6て、短期的解決策はあ．る程度満足のいぐ段階まで見つかっておりますし、調査、試験計画も

進行中ですので、長期的解決もつくであろうことを、各国の識者および一般の入々に説得できるものと

思います。

　結論として申し上げますと、核燃料サイクル産業が国際協力の精神のもとに成長するであろうことは

明らかですQまた、国際協力によってその有効性が保証され、健全な競争を顧客に納得させられるもの

と思います。それが適正な価格と同様に、進歩のためには重要であると思います。その意味では、日仏

間の協力は非常に良い例だと考えており雀す。

　議長　　フランスの核燃料サイクル産業の現状を初めといたしまして、ウラン資源の探鉱、開発、ま

た濃縮、成型加工、再処理、廃棄物の処理陛財蔵、そうらった核燃料サイクルの各般の問題にわたりま

して、また、日仏両国聞の協力を含む国際協力に対するフランスの考え方を、短時間に非常に詳細に、

しかも、要領よくご紹介賜りまして、ありがとうございました。

　それでは、引き続きまして、英国核燃料公社再処理担当理事のバックさんから、原子力分野に澄ける

1国際協力と題す為ご発表をいただきたいと思います。
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　バックさんは、バーミンガム’工：科大学を卒業されまして、直ちに英国の原子力プロジェクトに参画さ

れ、それからは客プリングフィールド、ウインズケール、ノルウェー等の核燃料製造再処理工場、玄

た、カーペンハーストの例の拡散工場等の重要な建設プロジェクトに診きまして、つねに指導的な役割

りを果たされたのであります。

　その後、1962年に、英国の原子力公社の科学プラント設計担当部長、英国原子燃料公社（BNFL）、

これは改組になりまして、1973年からその理事会のメンバーを歴任されておりまして、ことにBNFL

の再処理担当の理事としてご活躍されておられる方でございます。

　それでは、パックさん、お願いいたします。

原子力分野における国際協力

英国核燃料公社再処理担当理事

　C・バ　ッ　ク玩

諸機関の国際協力活動を促進する重要な目標がいくつかあげられます。

　一資源の活用の合理化の実際上の必要性

　一リスク分担の利点

　一供給と市場の確保の必要性

　一技術情報やノウハウの交換

　一各国の政策を国際的に調整すること。

　原子力の分野では、必要資金の巨大さ、施設の開発から建設、運転に至るまでの長さ、可能最大規模

での運転による経済性の向上といった特徴をもっため、資源の効率的な国際利用とリスクの分担を図る

ことがとくに重要であります。

　国際的なベースに基づき計画準備される原子力分野での活動は、どこか一か国の現在のエネルギー戦

略や、財政あるいは産業環境への依存の程度を少なくし、その結果需要と供給をより適正な状態にする

のに役立つでしょう。

　非常に高度な技術内容を持ち、運転と安全性に関する厳しい基準の維持が要求されるこの産業にとっ

て有益であり評すQ原子力産業の一部の失敗が、原子力関連産業全般の発展に影響を与えることになる

のはいうまでもありません。その意味からいって、これら技術情報やノウハウの交換の重要性は、直接

的な原子力産業の技術的分野をはるかにこえたものとなっておりますQ

　国際諸機関においては、国際的ベースにそって、各国の政策を調整する機会が得られ、それによって、
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核拡散の防止方策の検討や、環境、原子力産業従事者、一般公衆の防護に関する、国際的に受け容れら

れる基準を開発するための体制を準備することができます。　　　　　　　　　　　　・

　原子力分煙では、国際協力を推進している諸機関は以．下のとおりであります。

　一一国際連合の国際原子力機関（IAEA）

　2「OECD原子力機関（NEA）

　一欧州経済共同体の研究・闘発センター

　一URENCO／CENTECの、ウラ．ン濃縮サービス機関

　一ユナイテッド・リプロセサーズ

　これらの機関や他の国際的な機関では、絶えず原子力分野での国際協力の稔り盟かな拡充に寄．与して

おり、放射性物質の国際輸送に関する規定の策定や、新濃縮技術の開発、核燃料サイクルの新施設の建

設など、多くの実績をあげておりますQ

　国際協力に関しては、今までのところ瞠目に値する実績をあげて澄りますが、決して自己満足に陥る

ことなく、本来の：重要さにもかかわらず現在あ葦り国際的にも顧慮されていない分野があることをここ

で考えるべきだと思います。

　こ乳．た蘭．じぞは1．私はぐ．．従来函．際的ベースでは限られた枠内でしか検討されなかった、中高レベルの

固体廃棄物の最終処分．という碁殊な問題を中心にお話ししたいと思います。この問題は原子力産業の将

来の発展にきわめて重要であり、国際的に受容される処分技術の開発のπめに：も、しかるべき課題とし

てとりあげ活発に検討をすべきであります。

　低レベル放射性固体廃棄物の、陸地表層への埋設による処分は、原子力計画を持つすべての国々です

でに定められた方法によって認あられてむり、その実施は個々の国の法令により規定されています。低

レベル廃棄物の深海への処分は、「ロ’ンド』ン条約」と広く呼ばれている国際協約の規定に基づき、その

管理下で、すでに国際的に定められた処分方策となつ．．ております6しかし、中高レベルの固体廃棄物の

最終処分に関する方策は十分に解明されて諭．らず、この分野．にこそ～将来の努力を集中してゆかなけれ

ばなりません。

　発電所や再処理業務から発生する中高レベル廃棄物は、現在の．ところ最終処分の方策が確立される寮

で、＝ ﾀ全な条件下に貯蔵されています。どのようなコンディシゴニング（．形態調査）とパッケージング

（梱1包）rを必要とするかは．、∫環境上許容しうるもの乏して選定・明示されることになっている処分の方

法によって決まります。この間のこれら中高レベル固体廃棄物の管理については、将来のコンディシ。

三ングやパッン”一ジングを考慮し、処理方式の選択面で弾力性をもだせだものにしておくことが必要で

す。

　この中高レベル固体廃棄物の最終処分を予想して、いくつかの方法が開発中でありますQ

　有用成分が残存し．七いる中レベル廃棄物にづいては、燃えカスからのプルトニウムの回収に関連して、

完全燃焼九セスを開廃．中であ虹それは納必要なごとと思われます¢

．’ Fからの燃えカ．ズをセラミックの塊に封じ込める方法と、廃棄物の不燃成分から放射能を除去する方

法も開発中であります。

　高レベル液体廃棄物の固化プロセスは多くの国で開発中であり、一般的に石われているものは浸出率

のきわめて低いガラス塊に、乾燥された廃棄物を封じ込める方法があります。

　これらすべての処理プロセスはすでに開発が進行しており、今や完全な廃棄物管理計幽を牲城∴1‘’るた
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めに、究極的な処分方法に関しての実質的な進展がみられてよい時期となって診ります。

　同時にこの点に関して、廃棄物の処理や究極的な処分方法の開発に向けてのこのような国際的努力が、

商業⊥あるいは他の理由によって制約されることなく、広い視野に立って行われるべきであること、ま

だとくに再処理業務に関する技術的な問題に拘泥すべきではないことを、ここではっきりと指摘して醜

く必要があると思います。

　昨年7月デンバーで開かれπ「軽水炉燃料サイクルからの廃棄物処理に関する国際シンポジウム」に

引き続き、日本、英国を加えた各国代表からなる国際的なワーキング・コミッテでが、廃棄物管理に関

する国際協力の拡充の可能性を討議するためハノーバーに参集しました。将来の中高レベル固体廃棄物

の処分の二つの可能な選択の途（すなわち深層地中への処分と深海洋底への埋設処分）については、同

コミッティが、国際ベースでの統合調査を必要とするテーマであることを確認いだしましだ。最近では、開発のこ

の分野については、日英代表も加わっているOECD原子力機関のミーティング等でもとりあげられて澄り、日英両国にと

っても重要な提供であるから、両国の原子力産業の全般的な利益となるよう強力に推進すべきであると思っております。

　議長　　パックさん、どうもありがとうございました。

　原子力の分野での国際協力を促進する必要性につきまして、きわめて示唆に富むご発言をいただきま

した。とくに原子力の開発を推進する上で不可欠である、中高レベルの固体廃棄物の最終処理、これこ

そ、国際協力の最も優先すべき課題であるというご指摘は、大変貴重なものであると思います。

　それでは、引き続きまして、ベルゴニュークリア社の取締役をしておられますバンデンベムデンさんから、プ

ルトニウム燃料製造に叩ける国際協力と題するご発表を賜．りたいと思いますQ

　パンデンベムデンさんは、1956年にベルギーのブラッセル大学で科学博士号を取られまして、翌年に、ベル

ゴニュークリァ社に入社されました。その後はベルゴニュークリア社のプルトニウム燃料開発計画に関

係されまして、現在は同社の取締．役で、とくに核燃料生産部長を兼ねて語られるわけであります。

さらに、　ドイツの力温ルスルーエの超ウラン元素研究所の顧問もして於られますし、またIAEA

（国際原子力機関）が中心になって作業をしておりました、核燃． ｿサイクルセンター、後でこれはフ

ィッシャーさんから診話があると思いますが、この計画にも専門家として参加されたというご経験を持

って齢られる方でございます。

　それでは、パンデンベムデンさん、お願いいたします．，

　　　　　ひ
1一．儀．．
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プルトニウム燃料生産事業における国際協調

ベルゴ鑑ユークリア社
取締役核燃料生産部長

　E。バンデンベムデン

　新しいエネルギー資源としてのプルトニウムは、原子炉の所在地で生産され、

また、その利用度に直接比例するというメリットがあります。それは、原子炉

に濃縮ウランの供給が続く限り、また同施設に照射済燃料の再処理プラントが

存在する限り、輸入に依存する必要のない燃料です。

エネルギー資源としてのプルトニウムの重要性

　われわれの試算では、エネルギー需要の伸び率を中程度とした場合の原子力発電容量は、西側諸国で

2010年までに3，500GWeになると想定しています。そして増殖炉がLWRの発展と同様の課程で順

調に導入されたと想定しますと、2010年には原子力の25％、あるレ・は860GWeが高速増殖炉およ

びプルトニウムを用いて発電されることとなります。さらに中間の1977～2010年までの期間に、

プルトニウムの発生量は増殖炉による必要量をはるかに超えるため、LWRの発電容量の15％をプルト

ニウムでまかなうことができます。このことは西側諸国のエネルギー資源をみた場合、決して少なくな

い貢献ということになりましょう。

　この基本目標は安全に達成することができるというのも、今日すでに、

　①プルトニウム含有燃料は十分安全に製造できるのであり、②製造プラントからのプルトニウム

廃棄物は、十分に安全な永久処分の観点から厳しぐ条件づけられており、③プルトニウム燃料は、濃

縮ウラン燃料と同一の挙動をLWR内で示すことがわかっているからでありますQ

　これらの重要な事実は、技術者が積極的に認めるところでありますが、さらに、われわれの当面の関

心は、①プルトニウムの保障措置むよびプルトニウム製造プラントのサイトに澄ける物的防護

　②プルトニウム含有燃料生産の経済性に、向けられております。

　保障措置およびサイトにおける物的防護に関しては現在プルトニウムの不法使用およびその生産工場

を物的防護するための、とり得るすべての実際的な措置が講じられています。しかしながら、将来、プル

トニウム施設の数が増大すれば、不法使用やその他のテロリストによる活動の確率も数学的に正比例し

て増えることになります。プルトニウム製造地の数を限定するためには、プラントの国際化という原則

を推進する必要が生じます。また燃料サイクルの関連施設を統合するという構想をさらに深く追求した

場合、すなわち同一敷地内に再処理プラント、プルトニウム燃料製造プラントおよび廃棄物処理プラン

トを建設することが、保障三三と物的防護の見地から重要となります。まず、総合的施設を設けることによ

り、プルトニウム高含有液体や粉末を一般道路を用いて輸送する回数は大幅に減少され、したがって、

…般道路を用いての輸送は原子力発電所への製品としての燃料体だけに限られてきます。これらの燃料．

体は非常に重い容器に入れられるので容易に転用できません。すなわち各道路輸送ごとに4集合体つつ

にまとめられその総1質量は12dU十Pui．8t、　Pu50侮）　となります。総合的施設数を限定するた

めに、国際化の原則が採用されれば、すでに適用されている各種の手段をふまえて、盗難、破壊工作を
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はじめ、その他のテロリストの活動を妨ぐのに最適の方法で備えることができます。この概念はIAEA

の地域核燃料サイクル・センターの構想の中で推奨されているものですが、第1回目の報告が近々発表

されることになっています。本年5月のザルツブルク会議で報告が行われると思います。しかし、実際

的かつ効果的に運用するためには、この原則は最終廃棄物処理にまで強制的に適用されてはなりません。

廃棄物処分センターは、国際統合敷地に配置するか、地理的に離れた場所に設けることができますQま

た、国際統合敷地の基本的概念を変更することなく、多国的にも国家ベースにもなります。

　プルト鑑ウム燃料製造の経済性については、再処理、製造、廃棄物プラントを多国籍センターに統合

することにより、燃料製造コストを確実に下げられます。全般テスト、分析ラボ、一般ワークショップ、

核分裂性物質の計量管理一般サイト防護などの補助サービスを重複すること々ぐ一括してセンター・の各

施設に提供することができるからです。燃料製造の経済性についての主要なパラメーターは、1回

に製造されるバッチの規模、プラントの能力、燃料特性の可変性などですが、地域核燃料サイ

イクル・センター（RFCC）のような密度の高い総合施設にプラントが統合されることにより同様の発

電所向けの燃料をまとめて生産することも可能になります。このことは、連続加工1回当たりの平均バ

ッチ規模が増大することになり従ってそれだけ経済性がよくなります。たとえば、U十Pu　2．5　tのバッ

チと10tのものでは製造コストが30～40％違います。さらに、　U十Pu　40t／年が160t／年
に増大することにより15～2D％のコスト減少を達成することがで’きますi；D　また、国際センターの

概念により当初の投資コストを参加国間で分割で．き、関係分野で得られた知識を世界的レベルですべて

の国が得られるよう図ることもできるようになりますQ

　国際協調について、高速炉プロジェクトのプルトニウム燃料設計と製造に関して、ドイソとベルギー

の専門研究機関と産業間で、ごく緊密な協調関係が持たれています。ベルギーのDesselのユーロケミ

ック社では、パイロット再処理プラントが1960年以降稼働されています。該社は、13力国の共

同出資で設立され、現在再処理工場で使用されているピューレックスプロセスの健全さを商業レベルで

実証するという当初の目標を達成しています。すでに軽水炉燃料180tを再処理して齢り、完全な国

際チー．ムによる操業を通じて、各国の人々が共同して作業することの実利を実証しています。このよう

なプロジェクトは、第一の目標に加えて将来の世界の目標でもあるべき各国民の相互理解を深めること

にも寄与していますQごく最近では、昨年12月にユーロケミック社の理事会は、高レベル放射性廃棄

物固化の準商業プラントを設立することと決定しました。このプロジェクトに関連して、OECDが．活

発に国際協力プログラムを推進しており、すでにユーロケミック関係国の他に米国と日本との交渉も行

っています。また、同施設内においてペルゴニユクリア社のプルトニウム燃料加工プラント診よび廃棄

物処理プラントが永年、成功裡に運用されていることは注目に値します。

　結　論

　核燃料サイクル総合施設の数を限定し、また、それらの施設の国際化をはかることは、．施設の保障借

置と物的防護および核燃料サイクルの中でも、とくにプルトニウム燃料製造の経済性を有利にします。

　また、施設のより良い集中化によって人材の起用や訓練が容易になることも付け加えておきましよう。

有効な入材訓練は安全の保障であり、とくにプルトニウム燃料サイクル産業においては大切であること

を忘れてはなりません。

注①　Topical　Meeting，Toro．nto，April　1975

　　　ANS　Meetin9，　Toronto，　April　　　1975
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　議長　　どうもありがとうございました。

　ベルゴニュークリア社においてのプルトニウム燃料製造の実績という、大変貴重なご体験に基づきま

して、プルトニウムを利用する上でのいろいろな問題点およびその解決策につきまして、大変有益なご

意見を承り、ありがとうございました。

　また、ユーロケミソクの国際協力の実例を述べられましたが、これも大変私どもにとって参考になつ

婬恥ます・どうも効がとうございました・

　それでは、引き続きまして、日本原子力発電株式会社技術部長の今井隆吉さんから、核燃料サイクル

と国際市場と題する発表を賜りたいと思います。

　今井さんにつきまして賦いまさらここでご紹介申し平げる必要もないと思います。科学評論家とし

ても幅広ぐご活躍なさって知られますし1また、外務省の参与としても活躍しておられるということを、

つけ加えさせていただきたいと思います。

　それでは、今井さん、よろしく論願いいたしますQ

核燃料サイクル国際市場と国際協力

日本原子力発電（株）技術部長

外務省参与

　今井隆吉馬、

1．はじめに
　わが国に診ける核燃料サイクル・システムの考え方とその現状については、

今日の午前中のセッションでも説明があったと思うので、私はどちらかという

とピ核燃料サイクルの国際性」に重点を置いて、①その現状と問題点、②将来

に予期される事柄、③それらを通じての国際．協力のあり方といったことを考え

てみます。一つには、一昨年から通産省の委託を（財）政策科学研究所で受け

て、主としてシステム・ダイナミックス（SD）の手法を通じて問題の解析を行なって来たので、その

成果も参考といたします。

　SD手法というと大げさに聞こえるかも知れないし、実際、計算モデルはかなり複雑なものとなった

のですが、主要な点は燃料サイクルの各部門の相互依存度を数量的に解析したに過ぎないのです。逆に
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いうと、今まで長い間われわれは、1955年当時の原子力平和利用時代の初期　（与えられた「燃料サ

イクル」の概念がそのまま修正無しに実現出来るものと仮定し、エネルギー需給の⊥で原子力発電開発

規模を何千万襯というふうに想定すれば、それに付随する燃料サイクル施設が実現出来るし、またしな

ければならないと考えていたふしがあります。今日の情勢は逆に、燃料サイクルそのものにかかれる制

約条件が原子力発電規模を規定するほど強いものであることが明らかになってきています。制約条件の

中には、

　イ）経済、財政⊥の理由によるもの

　ロ）資源とその賦存情況の理由によるもの

　ハ）技術上の理由によるもの

　二）上記3つとはまったく独立に国際政治の配慮から来るもの、および

　ホ）パブリック・アクセプタンスの理由によるもの

などがあることはいうまでもありません。

2。　エネルギー需給と日本

　1980隼代には等アラビア半島の産油能力が一つのネックとなって「第．二次石油危機」が訪れるで

あろうことは、今やエネルギー関係者にとっては常識となっています。また南と北の関係を考えると、

工業先進国である「北」の諸国は代替エネルギーとしてもっと技術依存の度合いを高めざるを得ないこ

どは自明の理と思われます。自国の勢力下に多量の石油、天然ガス、あるいは経済的にかつ環境条件を

悪化させずに使える多量の石炭を持っている国はよいが、日本のように天然資源の乏しい国では原子力

への依存度を高めなくてはならないのです。

　1985年のエネルギー供給の構成として予想されているのは、

国　内　水　力

国内石油、ガス

国　　内　　炭

地　　　　　熱

輸　入　石　油．

輸　　入　　炭

輸入LNG
原・子　　力

エネルギー節約

　3，7％

　1．8％

　1．9％

　0．5％

63．3％

11．2％

　7．9％

　9．6％

　9．4％

で、これによって年間8．3億κ4相当の需要をまかなむうとしていますQ輸入石油は4．85億κ4に相当し、

1973年輸入実績3，18億紹を大幅に．ヒ回わり．ますQ原子力の9，6％は4900万齪ベースでありま

すQ．

　これ．らの諸項目について、達成にはそれぞれ重大な困難さがあり、未達成のぶんだけわが国のGNP

成長率は低下せざるを得ないのです。国内資源が乏しく、輸出依存で産業活動と経済を支える国であり、

また今から20世紀の末に向かっての人口構成の変化等を考えると、これはゆゆしい．事態であります。

エネルギー問題については昨日のセッションで討議されているのでここではこれ以上触れませんが、上
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記のような点を指摘したのは、以下の4点がわが国の核燃料サイクル戦略にとって中心的な考慮となら

ざるを得ないことを強ぐ認識するためであります。

　a　1985年という短期にむいて、日本はエネルギー供給源全部について、出来るだけ供給量を増

　　やすよう最大の努力をせざるを得ない。

　b　その中でも軽水炉による原子力発電は紀元2000年に向かってのいわゆる中期のオプションと

　　して、日本にとっては努力次第で供給量の飛躍的増大を図ることが出来るほとんど唯一の手段であ

　　る。

　C　エネルギー技術の開発と産業の育成に多ぐの努力を集中するからには、その技術が21世紀に向

　　かって大きなポテンシャルを持つことがもっとも望ましい。高速増殖炉によるプルトニウムのエネ

　　ルギー利用はこの意味でわが国にとってはきわめて重大な技術の選択である。

　d　プルトニウム利用が産業技術として確立されるまでには技術上の諸問題、経済性、その他多くの

　　乗り越えねばならぬ問題点がある。しかし、今のB本にとって「易しい選択」は存在しないのであ

　　って、かって一時期行なわれたようなミル／kWhのコスト計算の、しかも今臼の時点における判断

　　だけで物事を決めるわけには行かない。

　念のために：いぐつかの数字をあげると、ウランの潜在エネルギーの利用率は（濃縮廃棄濃度0，3％）、

　　　　軽水炉　プルトニウム・リサイクルなし　0．5％．

　　　　軽水炉　プルトニウム・リサイクル　　0．7％

　　　　増殖炉　プルトニウム・リサイクルなし　0．4％馳

　　　　F．B　R　　プルトニウム・リサイクル　　　　＞90％

となります。紀元2000年までの主として軽水炉中心の時期でも、わが国のようにウラン資源を持た

ない国に：とってはプルトニウム・リサイクルの効果は決して無視出来ないものがあります。

数　燃料サイクルと国際市場

　この件については昨年11月に米国原子力学会（ANS）に英国核燃料公社（BNF毛）のエイブリー

氏と共同で提出した論文に詳しぐ述べられていますが、ここでは前記通産省の委託研究の結果もとり入

れて以下のように考えてみます。問題は核燃料サイクルが産業としてどのような特質を持っているかで

ありますQ

　（D　ウラン資源は世界のかぎられた地域に発見され、米国を例外として地域内の長期需給の見通しは

　　アンバランスである。すなわち、ウランは資源国から需要国へと移動する国際商品の性格を持って

　　いる。その上、最近発見される埋蔵：量は、われわれの理解するところでは、地理的、社会的条件か

　　ら採掘が容易でない場所が多く、このため雲門の開発に要する資金とそれに要する長いリードタイ

　　ムはなんらかの形で需要国が負担．することになる形勢にある。

　㈱　サイクルの中でもとぐに濃縮や再処理はそれが商業的になりたっためには100万嗣級原子炉

　　50～90基をサービスエリアとして持つ必要がある。このため、これらの施設はつねに国際市場

　　において一定の負荷率を確保してからでないと建設にかかりにぐい。

　㈱　施設ρ）多ぐは資本集約的、技術集約的であり、かつ建設に要するり一ドタイムが長い。その上、

　　これらの施設と技術は原子力発電を行なうという最終的目標以外に中間的な利用法がほとんど無く、
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　　また他産業と相互に代替し合うことも出：来ないのできわめて融通性の悪い産業である。このため、

　　核燃料サイクル産業は一定の規模以⊥の原子力計画を有する先進工業国が世界の技術センターとな

　　って他の国々にサービスを提供する形態を必然的にとることになる。

　実際問題として、上記のような特色を有し、かつ場合によっては商業ペースの産業技術として、これ

からまだ実証を要する分野を残しているということになると、核燃料サイクルの分野では技術とサービ

スの交流を盛んにして国際市場を形成して行くことがきわめて大切であります。これは、

　ア　投資の重複と無駄を避け、施設容量の有効利用を図る。

　イ　投資にともなうリスクを国際間に分散して産業の健全な発展を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　彊という二つの考慮から生じて来るのです。

4．核拡散防止との関連

　以．上の諸点はエネルギー産業としての原子力発電を考えた場合であるが、周知のごとぐ、原子力には

それ以外に核兵器との関連で考慮せねばならないことがあるのはいうまでもありません。この分野で考

えるべきテーマはつぎの2項目であります。

　a　核兵器の潜在能力の拡散

　b　潜在能力の顕在化の防止

　後者についてはIAEAの保障措置が有効な手段を提供．してい．ます。前者については、前述のごとぐ

核燃料サイクルの施設と技術は少．狽ﾌサービスセンターにかぎられる性格を持つことによって自から解

決が可能であります6むしろこれら両項目についての問題点は、

　i　何を本当に防止し

　li　それについてはどの程度の国際的な保証を得ればよいのか

という問題に限定されると思います。

　結論を先．にいうと1

　「たとえごくわずかでも、かつ．もっとも．原始的な核爆発装置であっても、それをつくるポテンシャル

が拡散することは一切許されない」という原則から出発するのであれば、原子力発電そのものを止める

以外に方法は無いのです。これはうスムッセン報告書の数字を引用するならば、

　「たとえ25万年に1回であろうとも10入が死亡する事故の可能性があり、それが空から限石が落

　　下して来て擁亡する確率より小さくとも、とにかくそれだけの危険性がある以上原子炉を建設、運

　　転してはいけない」

というのと同じ考え力であります。

　ちょうど、今すぐ原子力．発電所を全部停めてみてもすでに存在する核分裂生成物による放射能がく間

の生活環境に拡散する危険がゼロだといえないのと同様に、今日の水準まで原子力技術とその知識が全

．世界に拡がづた情況では、核拡散の可能性をゼロにすることは最早不可能であります。

　「安全性についてはどの範囲まで考えるべ1きか」という難問は核拡散問題についても改めて問われな

ければならないのです。核拡散防ヰは基本的には防御の手段であるから、いかなる手だてを講じて見て

も、それを．と回わ．る拡散のシナリオを考えることはつねに可能であります。安全設計の場合と同じぐ具

体的な達成目標を明示しえない議論を無限に展開することが有効な核拡散防止の手段になるとは思われ
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ないのです。

　結局のところ、どの程度までの拡散防止を考え、どの程度の国際的保証を必要とするかの判断は、個

々の国の脅威レベルの認知によって決まって来るのです。

　いかに長期にわたっても原子エネルギーの利用はいっさいしなぐとも済む国にとっては原子力の全面

禁止を受入れることが出来ます。

　そうでない国にとっては

　・原始的核爆発装置をつくるポテンシャルを隣人が持つこと（今すぐに、5年先に、10年先に、

　　などの区別がある）

　。実際にそのような原始的核爆発装置を持つこと

　・隣国が兵器として意味があり、かつ航空機で運べる程度の核武装すること

などによる一連の脅威と、

　・原子エネルギーの利用が大幅に制限されること

　・プルトニウム燃料の選択が不可能になるということ

などが国家安全保障に与える脅威とを比較して見る必要が出て来るのです。

5．健全な国際協力への道

　実際問題として、核拡散防止を支配する要因は複雑であり、ここでその全部を分析することは出来ま

せん。それぞれの国の工系ルギー事情、資源の保有度、国際政治の戦略などによってこの判断は異なる

でしょう。また、核兵器、核爆発装置を保有する技術能力を持った国が直ちに核保有への道を歩むわけ

ではなく、政治的に保有を不可能にすること、あるいは不必要にする手段は十分考えられます。また核

兵器を保有する国だけに原子力平和利用の分野でも特別な地位を与えるようなことはきわめて好ましぐ

ないのです。これはたんに核防条約（NPT）の基本的信義を踏みにじることになるのみでなく、現在

すでに存在し配備されている無数の核兵器のほうが、だれかがっくるかも知れないけれどもまだ存在は

し．

ﾄいない数回の核兵器よりも、世界の平和と安定にとってはるかに大きな脅威となっているからであ

りますQ

　このような前提に立ち、かつ、

　①重要なエネルギー技術の一選択方式としてのプルトニウム利用産業技術の確立

　②かぎられた数の核燃料サイクル技術センターの可能性と必要性

という二つの重要でかつ中心的テーマを考えると、つぎの諸手段が包括的な国際協力として必要であり、

有効であることがわかります。

　⑤　国際市場を早急に樹立し、燃料サイクルの技術と施設はそのような国際市場を対象として進める。

　　長期契約によるコミットメント、国際間共同出資によるリスク負担方式、技術の交流などを需給の

　　自然の流れにそって進める。一面的なコスト計算や政策⊥の要請だけでこれだけ大規模な企業を強

　　制的に出現させ得ないことを認識する必要がある。

　⑤　さきに述べた二つのテーマに照らして、燃料サイクル産業の樹立が正当化出来ないような区域に

　　対しては危険な技術および物質の輸出を強ぐ制約し、前述のような技術センターのサービスに依存

　　するようしむける。もちろん、この際サービスの提供が長期的に保証されうる姿になっていなけれ
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　　ばならない。

　⑤　IAEAの保障借置を中心とするやり方で核拡散防止のための監視をする。　IAEAの保障措置

　　技術の中心と重点をプルトニウムと高濃縮ウランに移すことにより、高い信頼度が達成出来る。核

　　物質防護は核物質の計．量管理と封じ込め・監視の確保という意味でIAEAの保障措置と共通の部

　　分を多く持っている。

　④　これらの手段を適用するに当たっては核兵器保有国と非保有国を差別しない。

　従来も核燃料サイクルの制約条件として考えられていた技術、経済面の配慮は、原子力産業の規模が

増大するにつれて、思ったより大変であることが次第に明らかとなり、国際協力による一層の努力なし

には解決はなかなか容易でないことがわかってきました。核拡散防止の見地からさらに、異質の制約が

改めて強調されたことによって、原子力発電の産業基盤が経済原則と新技術にともなうリスク以外の考

慮をしなければならないことが明らかとなった今日、教条主義的でなぐ、実際に有効で実行可能な解決

手段を求めての国際協力の推進はますます必要の度を加えているのであります。

　議長　　今井さん、どうもありがとうございましたQ

　ただいま今井さんは、燃料サイクルの確立とプルトニウム利用の重要性、それから核燃料．サイクルに

おける国際市場の役割り、および核拡散防止の必要性といった問題を中心にして述べられたわけで．あり．

まずけれども、まさに今井さんのいわれると踊り、これ．らの問題はいずれも国際協力を抜きにしては考

えることのできない重要な課題であると思．います。これらの点につきましては、後刻、バネリ．ストの方

方から、いろいろな角度でご検討いただきたいと考えて診ります。

　つぎに、ドィッ連邦共和国研究技術省の国際協力澄よび法律問題担当の顧問をや？ておられるプーラ．

ンジェさんから、r核燃料サイクルにおける国際協力」と題する発表をやっていただぐように予定して

おりま．したのでございますが、．ブーランジェさんは急に病気になられまして、残念ながらご参加．できな

いごとになりました。先週末、ブーランジェさんから電報をいただきまして、大変遺憾ながら会議には

参加できない、会議関係の皆様によろしくお伝え願いたいということでございました。ブーラツジェさ

んにおかれましては一日も早く回復されることをお祈りいたしたいと思います。

　このため、本日はブーランジェさんご本人の参加はございませんけれども、ブーランジェさんの方の

格別のご配慮によりまして、ドイツ連邦共和国研究技術省の核燃料サイクル担当官としてご活躍なさっ

て細られますハイルさんに、ブーランジェさんの発表論文を代読していただくことになりました。ま、た

ハイルさんには、専門家でございますので、後で討論にも参加していただくという予定になって澄りま

すQ

　ちなみに、ハイルさんは、物理．大学をご卒業になりましてから、1970年からでございますが、ボ

ンにある連邦研究技術省の核燃料サイクル担当官として、とくにこの分野に誇ける、先ほども今井さん

からお話がございました保障措置の問題、それから研究開発および国際協力、こういつた問題に関する

責任老としてご活躍なさっておられるわけであります。

　それではハイルさん、お願いいたします。
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核燃料サイクルにおける国際協カー西ドイツの見解

西独研究技術省核燃料サイクル担当官

J．ハ　イ　ル

ユー 潟bヒ、カールスルーエの各センター）

　そみ後、西独は、ヨーロッパ原子力共1司体（ユーラトム）の創立メンバーとなったが、

西独のすべての原子力分野での活動が、

実施されている厳しい保障借置のもとに齢かれていることと、西独が原子力分野での国際協定を締結す

る場合には、欧州委・員会（EC）に諮ったり1心意を得たりする必要があることを意味しますQ

　西独はまた、国際原子力機関（IAEA）に加盟して診り、核拡散防止．条約（NPT）を批准して語

り、NPT第3条1項診よび4項の適用にともなうユーラトムとその加盟非核兵器保有国の間の協定

（保障措置協定）をも締結しています。またザンガー委員会（IAEA文書INF／CIRC／209）

にも名を連ねて澄り、いわゆる「ロンドン供給国クラブ」での討論にも加わっています。この法律的、

政治的な枠組の中で、西独は原子力分野に澄ける国際協力を推進しています。その点で西独は核兵器能

力の拡散禁止の厳しい要求にそって動いております。

　西独は、原子力分野に解いていくつかの二国界協力協定を締結しています。これらの協定の一つが、

とくに米国において、かなりの議論を呼び非難されております。しかし私はここで、その内容について

簡単に触れたいと思います。というのは、この問題は、私の考えでは原子力分野における国際協力と、

直面している問題の将来のあり方を考えるよい例といえるからですQ

　1969年7月9日、西独とブラジルの間で科学研究および技術開発に関する基本的協力協定が締結

されました。この枠内で、原子力、科学研究、航空宇宙研究、数学、データ処理、科学者の短期的交換

に関して六つの個別協定が西独とブラジルの関係機関の問で結ばれ、原子力分野においては、2つの夏

期コースといくつかめワーキング・セミナーが開催されましたQ　「ブラジルにおける核燃料サイクルと

原子炉コンポーネント産業の開発診よび確立に関する共同研究」はブラジルの産業界の参加を次第に増

大させながら、ブラジルにむける平和利用目的の原子力エネルギーの導入の詳細計画を策定し、同計画

　19．45年以降、西独では、すべての原子力分野の活動が禁止されました。

この禁止が1955年に解除されたとき、西独は最終的に核兵器を研究または

取得、所有あるいは使用することを放棄すると同時に、原子力分野の調査、訓

練、研究に着手しました。そして米国、カナダ診よび英国と協力協定を締結し、

下野の原子炉が米国と英国から購入され、州政府と部分的には産業界の協力の

もとに、原子力研究センターが設立されました（ガルヒンク、ジーストハフト、

　　　　　　　　　Q

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このことは、

　　　　　　　1958年1月1日以降、その多国間の、超国家的権威により
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は簿2次国家開発計画にとり入れられました。ブラジルは最初他の国と、濃縮ウランと再処理役務の継

続的な供給を保証するために、　「ハードウェア」の獲得契約を結ぼうとしましたが行き詰まり、西独に

切り替えました。続くその後の交渉において、すべての協力はIAEAの実施する厳しい保障措置規定

に基づいて行われることが両国により完金に明確化されました。1975年6月27日に調印された協

定は両国の科学技術研究所と企業の聞の協力を規定しており、範囲はウランの探鉱、採鉱、精錬、原子

炉ならびにウラン濃縮、燃料加工、使用済燃料の再処理などの諸施設の供給までを対象としています。

今述べた協力は必要な技術情報の交換も含んで澄ります。

　すでに関係大臣が、協力の細目を規定した協定の調印を終えて診ります。この間、各分野の業務に着

手するための合．弁子会社が両国の会社により設立されました。

　1975年6月27日のこ国問協定のもとで履行。展開されてきたすべての原子力関係活動に、保障

措置を適用するために、IAEA、ブラジル、西独三者間協定が締結されました。この保障措置協定は

NPTおよび初期のIAEAの保障措置協定の要件を超え衆ものであり、技術の移転までも対象として

いる点が新しい特徴となっています。このことは、原子力施設、核分裂性物質のような「ハードウェア」

の管理のみならず情報やノウハウといった「ソフトウェア」の移転についても、そのソフトウェアに：よ

り核物質の生産・処理が可能になることから、IAEAは、その保障措置の対象としょうとしています。

　この保障措置協定は、1976年2月、IAEA理事会の承認を受けましたが、今までにIAEAが

締結したうちでもっとも厳しいものとなっており玄す。

　現在、当事国双方にとって、二国問協定にどんな利点があるのでしょうか。西独にとっては、ブラジ

ルと共同で新しいウラン鉱床を発見。開発し、ウランの継続的な供給に寄与することであり、原子力発

電所やコンポーネントのある程度の輸出に結びつくものでありますQ一方、ブラジル側にとっては、こ

の協定は必要な電力を賄う新しいエネルギー源が供給されることのみならず、とりわけ、最終的にはブラ

ジル独自の原子力発電施設の建設に向けて、産業能力を引き．とげることを意味しています。また自主的

な核燃料サイクルの確立をも意味するものであります。

　IAEA理事会によって国際的なアクセプタンスが得られたにもかかわらず、ブラジル・西独協定は

各方面から非難されて拾ります。この協定全般を批判する人もおります。また、もう少し見識があると

思われる人は、濃縮施設、それからなんといっても再処理施設、これらの販売に反対して詮ります。核兵

器製造に使用される恐れのあるプルトニウムの保有を可能ならしめる、使用済燃料処理能力を、非核保

有国に与えるのは危険ではないかと、これらの人々は思っているわけです。別の見解を抱いている人々

もおり、その人達は、動力炉燃料用の低濃縮ウラン生産用に設計されるノズル法濃縮プラントと同様に、

二国間および三者間協定に基づけば、再処理施設やその中の核物質が保障措置下に置かれるようになる

と指摘しています。

　10分間という私の持ち時間では、賛否両論について詳しく説明することは出来ませんが、つぎのよ

うに私の見解をまとめておくことに致します。すなわち、西独はNPTの条文のみならずその精神を十
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分に支持しています。しかし不幸なことにNPTはあらゆる点で、まったく不適切であることが露呈され

てきています。これが当該分野における原子力主要供給国が、必要に応じて、保障措置に関するNPT

条項を超え、一般的に受け入れ得る合意の途を探ろうとしている理由であります。しかしまた、NPT

の第3条に基づいて規定されている保障措置は、1司第4条の実現性なくしては各国に受け入れられるも

のではないことも理解されるべきであります。つまり第4条では、NPTの全締結国が、平等に、平利

利用を目的とした原子力エネルギーの研究・生産・利用を促進するための絶対的権利が強調されてお・り

ます。

　つぎのことを述べて終わりにしたいと思います。

　私の考えでは、NPTの非締約国、核爆発装置のこれ以上の拡散の防止という世界の課題に参加させ

るためのもっとも効果的であり、同時に現実的でもある方法は原子力エネルギーの平和利用の分野でそ

れら非締約国と協力を行うことであり、その協力で得られた利益は適当な保障措置をうけることであり

ます。

　もしNPTの非締約国と協力しないならば、核拡散防止に果たす自国の責任を、NPT未加盟の国々

と分かち持つことはほとんど期待できず、これら非締約国が原子力エネルギーを利用する際、診よびそ

の乱用をいかに防止するかの決定を下す際、これらの国々に関与の機会を与えないことになります。

核燃料サイクルに関する国際協力

米国務省康子力担当補佐官

　L。シャインマン

　本日、私は、私たちの世界に澄ける原子力の将来について深刻な懸念を抱い

て齢られる皆様方に講演いたすものと承知して診ります。つまり、皆様方は私

たちが直面している難かしい問題について突っ込んで考察しょうとす為洞察力

を持っておられます。米国がつねに縮小しつつある化石燃料の供給に今後も続

けて依存しなければならないとの強い不安を抱くことについては日本と同じ意

見でありますQ米国は、日本よりも国内資源に恵まれた状態にあるにもかかわ

らず、現在、石油需要の40％以上を輸入しています。私は、このたび、数十年ぶりにもつとも寒い冬

をワシントンで過しましたが、米国に語いては今まさにエネルギー問題に対する不安が高まっていると

個人的にも証言できます。私たちは、日本が依然として増大するエネルギー需要に対処するため、外国

からの．供給に依存せざるを得ないというきわめて大きな弱点を持っている点についても十分理解してお

ります。また、私たちは、日本は国内資源が乏しく、中東石油に大きく依存していることも知っており

ます。したがって、日本におきましては、原子力発電の規模を増大するために慎重に検討された計画が
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あり、これを通じて、増大するエネルギー需要の相当部分を満足させるという日本の国家的決定といっ

たやむにやまない理由が存在していることも知っておりますQ

　現在われわれが十分承知し、また、原子力時代の幕あけ以来、持ち続けてきた基本的なジレンマとい

えば、原子力は一方でポテンシャルの大きな資源と経済的利益を提供すると同時に、他方では重大な安

全保障の問題を提起していることであります。これらの問題はだんだん乏しくなる在来のエネルギー資

源に対して今後ともその需要が増大する．世界につづく世界、つまり、その結果として、原子力発電への

関心が高まっている世界において、火きくなっています。原子力発電の安全保障の面とエネルギーの面

を平行に並べて見ますと、核拡散防止政策が応じなければならない重要な挑戦が明確になります。責任

のあるすべての当事者にとって大きな課題は、事実上あるいは核爆発の利用上とぐに適した技術と資材

の拡散を防止しつつ、同時に経済的かつ社会的に正当なる目標のたやに、原子力活動の継続的発展をい

かに促進させるかといった最善の方策について、決意しなければならないという点であります。このよ

うに私同様皆．様方も同じ結論に導び．かれることと思いますQ

　この点は、たしかに、カーター大締領が従来より抱いて齢られる変わらぬ懸念であります。大統蝉は、

現職に就かれる以前に膨きましても、核拡散に対してv歴史上、他のいかなる大統領候補者よりも慎重

な思考と検討を加えました。大統領は、当初から、エネルギーのボデンシャルと核兵器の脅威という双

方の観点から、本問題の国際的な重要性に注意を集中させました。昨年5月、国連に澄きまして、カー

ター大統領は「原子力は、国際的な行動に関して新しい形態を要請した広範な課題の中で、もっとも重．

要なものとなるべきである」と述べました。昨年9月、カリフォルニア州の1サンディエゴでの演説に詞

擁し．ては・同大統領は・この確信を脳雀認するとともに・つぎの基輔子からなる包括的なアブ叶

チを述べました。

　①す！ドての国の実際のエネルギー需要を満すべき国際的行動、②核兵器齢よび核兵器製造能力¢｝一層

の拡散を防止するための同時の要求、③すでに核兵器を所有している国家が核兵器を制限し最終的に削

滅する共同の義務。

　大統領は就任以来、この3点全部に関し精力的に取り組んでいますが、これまでのところ、その活動

の結果は明白にあらわれていません。

　カーター大統領はいろいろな措置をとっていますが、皆様方もご承知の通り、それは、基本的に米国

の核拡散防止政策について米国政府の全関係機関による総合的評価を要求することであります。過去数

週聞L私たちはこの検討作業を集中的に進めてきており、それはきわめて近い時期に：完了する見込みで

あります。大統領に対して、私たちが作成中の具体的な勧告について、私はここであきらかに討議はで

きません。しかし、私はその背景とそして私たちが評価に入っている検討事項のいぐつかについて述べ

てみたいと思います。．

　これに関連しまして、私は、日本政府ならびに産業界が日本にとって重要な関心事項について、郷斥

ちにすでに多くのことを明らかにされ、きわめて有益な貢献をしていただいたことを有難く思っていま

す。私たちは最近、呂本の電力会社の．卓越した、学識ある重役の方々（団長、田中東電相談役）ならび

に日本政府の要人（団長、井上原子力委員長代理）の訪問を受けて、多ぐのことを得ました。これらの

訪問は、過去に診いて有益であった一連の対話の一部をなすものであり、さらに将来においてもその対

話が維持されるよう、私たちは希望して知ります。福田総理のワシントン訪問は、一般的には国際面の
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政策、および特別な面では核拡散防止と核エネルギーについて、両国間の絆を一層緊密化するのに役立

つでしょう。

　検討中の懸案事項の中でもっとも基本的なものの一つは、核拡散がさらに増大するとの展望にたって

取り上げられる問題点と国際的な安全保障という広範な問題とのつながりについて認識することであり

凌す。第二には、米国がもし核拡散を防止できなければ、これが私たち共通の安全保障の目的に影響を

むよぼすばかりではなく、原子力発電の実用化の見通しにも影響を与え、反対者側の意見のために早期

閉鎖の方向に追い込まれることでありましよう。それですからあきらかに、核兵器の拡散は、私たちす

べての者にとって重要な問題なのであります。

　核兵器の能力の拡散は、大事件を抑制しかつ国際的な危機を管理する私たちの能力を低減させ、また

同盟関孫にひびをいれたり、また私たちを新しい危険にさらしたり、さらにテロ攻撃の可能性を高める

ことになります。かかる問題に対する日本の長期的な懸念と核不拡散の大義を助長するための国際的話

し合いの場に詮ける建設的な行動は、広く知られ、また賞賛されています。最近、日本がNPT（核不

拡散条約）に加盟したことは、きわめて重要なステヅプであり、日本が幅広ぐ核拡散防止の努力に専念

していることを証明するものであります。NPT遵守は大きな原子力発電計画の存在と核拡散防止上の

義務がなんら矛盾しないことを実証するものであります。

　私たちの最近の政策評価に診きましては、米国はすべての国の原子力発電利用を含む正当なエネルギ

ー需要に応じるため、前向きに取り組んでいますがとぐに核爆発ならびにそれに近い核爆発能力の拡散

を防止するための手法と機構の開発を探求して障ります。米国は、核爆発装置を確保しようとする国家

の政治的な誘因と動機、ならびに核爆発物がこっそりと製造される危険を最少限にする技術的な選択に

対して注意する必要があると信じています。

　その誘因と動機は複雑であり、短期的な解決方法に従うものではありません。それらは国家の安全保

障上の重要事項、同盟関係の強化と堅持、安全保障の信頼性、核兵器国としての地位あるいはそれ匠近

い地位が国家的威信となり重要な政治的報酬を持たらすという認識等に関する、政治的評価を反映しま

す。これらは長期間にわたって意志を決定し、そしてもし私たちがこれ以⊥の核拡散を防止することを

実質的に成功させるべきならば直接に取り組まなければならない要因であります。このような要因につ

きましては、ここで検討することは私の本日の講演の目的を越えることになりますので、これ以上言及

しないことに致します。

　さて、この誘因自体変化し易いもので、国家の政治的、安全保障の認識にすばやく反応し、それを変

えます。もし、誘因が原子力の研究開発基盤を核爆発装置の能力に向けるに至った場合、それは核拡散

を一層拡大する結果を招くことになります。核兵器の材料となる資材を生産できるセンシティブな原子

力施設が国家的管理の下で世界的に拡散する可能性は、外交的手腕によって核拡散の対抗策を立案し実

施可能とする時間よりも早くなるものと信じています。したがって、米国としてはそのような結果を避

ける方向で、私たちの努力が展開されるべきであると考えています。言い換えれば、米国は、核兵器保

有国としての地位に到達しようとする動機をつとめて減少させながら、核兵器製造の能力を制限するこ

とに注意しなければならないと思うのです。

　従来、米国の核拡散防止政策は、拒否または厳しい禁輸というよりも、むしろセンシティブでない分

野に於ける管理された原子力協力計画を基本としてきました。米国は、原子力発電が導入された時点で
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もっとも厳しい保障措置下に診くこと、また原子力産業の発展と管理は必要な防護上の規制と制度の確

立よりも早くならないことを保証するように要求してきました。米国の2国間協力協定、NPT、　IAEA

の保障措置の適用は、すべてこの政策の反映であります。過去数年間、核爆発装置が正当な原子力平和

利用計画の一環で開発されていること、またある国家が危険な核爆発製造に近い能力、「力向転換」

（back　into）する事態があらわれるに至った事態に鑑みて、米国は、原子力輸出に関する保障措置

と管理および国際保障措置制度を強化することのみならず、センシティブな技術と施設の移転に対して

最大限に制限することを要求しており、また核兵器に使用可能な物質への接近を最少限に抑制すること

とその管理に関する共通の政策について、供給国側が広くそれを受け入れるよう率先して要請してきて

いますQ

　このような行動につきましては、ホワイト・ハウスの集中的な原子力政策の検討をへて、1976年

10月のフォード大統領声明で確認され、その後カーター大統領が本問題に関する公式の場での発言の

中で採用した方向とも一致したのであります。つまり、米国の核拡散防止政策に対する超党派による姿

勢は、注目に値するものであります。そして新しい政府の政策に関する対応は、フォード大統領によっ

て勧告されたものとほとんど変わらないということであります。実際、私たちは、フォード大統領の声

明を、将来の核拡散防止政策の基本的、かつ重要な開始点として採用しています。フォード声明は、セ

ンシティブな技術の移転に関する停止を求めると同時に、核燃料サイクルの需要を満たす代替方法につ

いては核拡散防止に関する影響評価が完了するまで、商業再処理の米国内での停止との関連に診いて検

討されることになりました。また、同声明は、原子力計画を持つ他の諸国もこの「停止期間」に参加し、

国際安全保障を危険にさらすことなぐ、原子力平和利用計画を進めるとともに、米国の開発計画を基礎

とした諸条件について再評価を行うよう強く要請しました。

　核兵器に使用可能な物質の世界的な蓄積およびそれを可能とする施設の拡散の防止が要請されていま

すが、米国の最近の関心は、国際保障措置に対する不信であります。つまり、何も真実がないというこ

とです。IAEAの保障措置は決してこの種の蓄積を防止するために意図されたものではなく、まだよ

く理解されていません。IAEAの保障借置は、唯一の国際的活動として世界的な問題を塾陣するとの

見地から、新しい問題に取り組みつつあります。しかし、その機能は、核物質の拡散の早期検証に限定

されています。米国は、IAEAの保障措置を強く支持しており、政府首脳レベルでもその支持を再表

明しています。IAEAの保障措置に対する最大の問題点は、企画もされて診らず、またその権限も有

してもいないことを実施するよう要求することでありましよう。もちろん、だからといって、保障措置

に関する技術的訟よび政治的な信用を改善する責任をまぬがれるということではありません。しかしな

がら、もっとも有効的な国際保障借物制度についても、実際上制約があり、原子力市場の維持を可能に

させる仕事に適した追加措置の必要性を求めます。

　つまり、原子力市場には、すべての経済的、かつ社会的な目的と国際的な安全保障於よび安定性とい

う広範な目標との間に矛盾があってはなりません。

　過去の分析に瞬いて、米国は、拒否と制限のみを基本とした政策では成功しないと信じています。し

たがって、私たちは、多国間の指向を中心とした建設的、進歩的、積極的な制度の確立に目を向けてい

ます。私たちは、この核拡散防止の目的と新しい行動の枠組というものは米国のみでは達成不可能であ

ることを十分に知って搾ります。そこで、米国としては、実際に確信しているのでありますが、これら
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の目的を日本むよびその他の親密な原子力提携国との間で分かち合い、その支持と参加を得て成功が約

束されるものと期待するのであります。

　私が初めに述べました通り、米国の独自の分析と私たちの政策決定作成の段階に於ける日本政府等に

よる厳しいご指摘、貢献に鑑みまして、米国の政策は、いまなお立案中であります。

　米国として最近考慮を加えていることに、つぎの点があります。つまり、建設的なアプローチは、広

範で、かつ包括的な国際協力計画によるという点であります。この国際協力としては、とくにつぎの三

つの骨子からなっています。

　壌。　核燃料サイクルの国際評価計圃

　これは各原子炉技術、語よび燃料サイクルを経済面、資源面、環境面および廃棄物処分の特性につい

て、保障措置、フィジカル・セキュリティ論よび核拡散防止問題との関連で研究しようというものであ

ります。この計画は、共同処理、部分的分離、ワンス・スルー・サイクル診よびプルトニウム分離の各

代替方法について、使用済燃料から核拡散の危険をともなわずに、価値を圓収する方法を見つけ出すと

の観点からも、検討されるものです。

　米国は、その他の主要原子力産業国が、との再評価のための停止期間内に私たちに参加してくること

を希望します。現在の方法による再処理については、従来の想定によって取り．しげられているいくつか

の本質的な問題黍あります。それ故、核燃料からエネルギー価値を圓収し、そして使用済燃料を処理す

るための最善の方法について集中的に再評価し、追求することが、正当化されているのみならず、かえ

って遅れてさえいるのであります。

　唯一の例を引用し、米国の一つの再処理プラ）＜トのケースについて述べてみたいと思います。この再

処理プラントは、数年前に運転が停止され、現在、廃i棄物処分問題に直面して澄り、これには5億ドル

の費用がかかるものと見積られています。

　2。　使用済燃料貯蔵の需要に適応させる取極

　これは、評価の期間澄よびそれ以後についても、冷却池のサイトに影ける貯蔵能力を強化し蓬た追加

冷却池の開発に対する技術援助を通じて、あるいは受け入れ可能なサイトへのあまった使用済燃料の移

転を促進することのいずれかによゆ取り上げられます。使用済燃料貯蔵評価には、国際管理および規制

の下における地域的、あるいは国際的な貯蔵施設、また同じく使用燃料を取り扱うその他の方法に関す

る検討参あります。

　義　多国間の核燃料保証制度の開発

　これは、核拡散防止上の義務を遵守しているすべての国に対して、ウラン燃料、澄よび濃縮能力の十

分な供給がタイムリーに、かつ信頼でき、経済的に可能となるよう保証を2国間、多国間あるいは国際

的な保証の取極に牡いて、つくることであります。もし、資源が問題であれば、私たちは米国の国家エ

ネルギー診よび米国の国際的安全保障の要件を最大に拡大するとの観点から、その概念を度外視して、

米国の機会と代替方策を探らなければなりません。

　最後に、これまで述べました実際的な計画を立案するに当っては、米国としても、核拡散防止の利益

のみならず、経済的な利益となる地域的な可能性についても研究する必要があります。この関係では、

昨年10月、米国原子力学会（ANS）と太平洋地域の姉妹学会の後援により、環太平洋会議がホノル

ルで開催されましたが、その会議のレポートについてふり返りたいと思います。この会議は、貯蔵、再
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処理、廃棄物処分の分野における地域的な可能性について開発する場合の最初のステップでありました。

そこで出されたアイディアは、今後の考慮に値すると思い玄す。

　講演を終えるにあたりまして、私は、これらの思想が米国の決定された政策の規定としてではなく、

私たちの核拡散防止のフィロソフィに関する一般的な説明、私たちが共通の問題に取り組もうとする精

神に反映されるものとして提言することをぐり返えし申し上げます。

　米国は、私たち相互の核拡散防」．しとエネルギーの目的のためになる政策の立案において大規模な開発

目標の原子力発電計画を持ち、玄た核拡散防止を約束し、さらに国際協力の精神を持った日ホの忠告、

指導、協力に期待をもっています。

　議長　　シャィンマンさん、ありがとうございました。

　近．く発表される予定の米国の新原子力政策とも関連いたしまして、世界は核拡散防止の問題、とりわ

け核燃料サイクルのかなめとも申すべき再処理の問題をめぐりまして、いままで以土に真剣な態度で臨

むように要請される気．配があります。

　わが国に導きましても、この問題の重：要性にかんがみまして、つい先ごろ、産業界の代表として東電

の田中取締役、また政府代表として井上原子力委員長代理を団長とする使節団をそれぞれ米国に派遣し

たところであります。

　また、近ぐワシントンで行われます日米首脳会談にお・きましても、恐らぐこの問題が議題の一つとし

で取り上げられることになると思います。

　本日は、このような重要な時期に当たりまして、シャインマンさんから、国際的な共通課題であり．ま

す核不拡散に関する考え方についてお伺いで．きましたことは、非常に有益だったと思います。恐らく後

でのディスカッションに澄きまして、もっと突っ込んでいろいろな議論が行われることと思います。．そ

れでは、シャインマンさん、ありがとうございましたQ

　引き続ぎまして、国際原子力機関の事務総長補佐をし．ておられますフィッシャーさんから、「地域核燃

料サイクル・センターにおけるIAEAの調査プロジェクト」と題するご発表を賜りたいと存じます。

　フィッシャーさんは、ケープタウン大学澄よび南アフリカ大学で法律、歴兜、外交、商学を専攻され

まして、南アフリカ共和国の外交官として、在ギリシア澄よび在アメリカの大使館に勤務されました。

その後、195「 V年、いまから20年前から、国際原子力機関にずっと引き続き勤務されて診りまして、

渉外儀典部長を経まして、現在の事務総長補佐の要職につかれておるわけでございます。

　ついでに申し上げますが、フィソシャーさんは、英、独、仏ばかりではなく、ロシア語もギリシア語

も、またアフリカ語もおできになるということでござい濠して、大蒙な国際問題の権威であらせられま

す。

　それではフィッシャーさん、よろしく論願いします。
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地域核燃料サイクル・センターに関する1AEAの研究計画

国際原子力機関事務総長補佐

　D。フィッシャー

　本日は、原子力分野における国際協力についてお話をするわけでありますが、

核拡散問題にももちろん触れてみたいと思います。その前に、まず｝AEAの

地域核燃料サイクル・センターに関する研究プロジェクトについて現状をお話

してみたいと思います。

　最後のスピーカーになりますことは、．すでに先の方が述べてくださったこと

を繰り返すようなはめになるわけでありますが、先にお話しになりましたバン

デンベムデン民、今井氏、またシャインマン氏に対しては、重複のでることを澄詫び申し上げねばなりません。

また、とくに高レベル廃棄物の処理処分に関する国際協力の必要性を指摘された有沢氏診よびパック氏

のご意見を引用させていただきたいと思います。

　IAEAの地域核燃料サイクル・センター（RFCC）に関する研究プロジェクトは1975隼に開

始され、現在最初の研究段階が完成に近づいています。本年5月の．IAEAザルツブルグ会議では、こ

の研究報告が4件提示されるはずであレます。

　RFCC研究計画は、多国間核燃料サイクル・センターが核燃料サイクルのバック・エンド関係の活

動にとづ．て大きな利点を持つものかどうかを決定するために着手されたものであります。この枠組の中

で研究目的は達成されます。1974．年末、IAEAが行った予備研究では、再処理齢よび廃棄物管理

．の事業について、経済的尺度かち、経済性の利点が潜在的にあると指摘されました。このみうな潜在的

な経済性の利点については、RFCC研窄計画中に十分な評価を受けました。

　経済」二の可能性に加え、RFCC構想は、核の不拡散および保障措置の目標に大きく貢献するものと

思われます。

　多ぐの国が、多国間核燃料サイクル・センターに共同参加することによって、各国が個々に国家ベー

スの施設を設置しようとする傾向が弱まることになり、それによって核兵器計画につながる非軍事用再

処理工場の拡散の可能性に対する不安が和らげられることになりましよう。また、RFCCのアプロー

チを通じて、不拡散の目的を達成させるため、その可能性について綿密な調査が行われるに至りました。

目　　的

研究計画の全体にわたる目的はつぎの4段階からなっています。

1．核燃料サイクルのバック・エンドー使用済燃料貯蔵、再処理およびリサイクル、廃棄物管理一

　を研究すること、並びに所要の施設を計画し設置する場合の多国間協力を基礎としたRFCC構
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想を立案すること。

2．地域核燃料サイクル・センターの確立に関する代替戦略の評価論よび分散した国家ベースの

核燃料サイクル施設との比較におけるRFCCの利点と欠点に関する評価に必要な情報と方法論を

　開発すること。

3，参加国並びにこのような核燃料サイクル活動の実行に関心を持つ関係者が利用できるような具体

的戦略例を含むレポートを準備すること。

4．参加国澄よび関心を有する当事国が核燃料サイクル活動に関する戦略計画を立案することのでき

　る会議の場の設定および提供すること。

　範　　囲

　RFCC構想は、数力国が

共同で核燃料サイクル・バッ

ク・エンドサービスのために

必要な施設を計画し、建設、

運転することであります。第

1図の通り、この構想は使用

済燃料管理のすべての段階を

含めた幅広いものであります。

つまり使用済燃料が原子炉か

ら排出されてからその後放射

性廃棄物管理を含む全ての工

程の全段階をへて、混合酸化

物燃料の形で、再び燃料とし

て原子炉でリサイクルされる

前の準備が整うまでとなって

います。

　IAEAでは、　RFCC構

想についてきわめて融通性の

あるものとして見て澄りますQ

したがって参加国のいかなるグ

ループも、相互的な核燃料サ

イクルの需要と経済的、地理

学的かつ社会・政治的な関心

と要求を満たすことを基礎に

共同で参加することができる
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第1図　地域核燃料サイクル・センターの概念
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のであります。

　この研究計画は、RFCCが最も適切であるといったような実際的な地域あるいはグループ形式につ

いてなんら決定を行っ． ﾄいません。このような決定は、実施段階での早期に関心を持つ参加国によって

行われる必要があります。

　このRFCCの構想は、施設全体が完く新しいものである必要はありません。

　既存あるいは計画中の国家ベースの施設が、RFCCの最初のセンターとしてサービスできることに

なりましよう。この場合、RFCCの構想の実現は、まったく新しい施設を採用すると仮定した場合よ

りも一層はやく可能となり、この点でとくに有益となり得るのであります。

研究計画の組織、

第2図の通り、研究計画は、つぎの三つの広範なカテゴリーに分類されました。
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①再処理とリサイクル施設を持ったRFCCのプロセスの段階について、各段階別のプロセス・フ

　ロウ・モデル（Process　flowmodel）および．指標コスト・データを開発するために量的な研

　究が実施されました。

　　これらの研究には、使用済燃料貯蔵、再処理、混合酸化物（Mox）燃料加工、廃棄物管理於よび

ド使用済燃料と放射性廃棄物の輸送が対象とされました。

②関連の質的な研究は、RFCCに参加するための、すべての決定に際して考慮しなければならな

　いいく？かの：重要事項を分析し、評価するだけではなく、そのような多国間事業についての利点、
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　問題点、可能性のある形態について決定を行うために実施されました。

③数学モデルおよびコンピュター計画は大規模なRFCCまたは、小規模な国家ベースの施設を利

　用七た再処理とリサイクルを実施すること、さらに再処理を行わずに長期間貯蔵による使用済燃料

　管理に対する各種戦略について経済的分析の方法論を提供するために開発されました。これらの手

　デルと計画は、使用済燃料管理の戦略に関する量的および質的な研究を基礎としたものであり、こ

　れらの研究に於いて開発されたデータが実証的な戦略評価とセンシティビティ分析を行うために開

　発されました。

　　使用済燃料の管理に関する社会・政治的（．Socio－poユitlical）な要因のみならず技術的澄

　よび経済的なデータは、これからも変更しうる状態に：ありますので、関連のデータは、もっとも新

　しいものを基礎におぐ必要があります。またこの研究計画の目的のために、開発された情報が参加

　国の最近の事情を反映させ、そして今後、個有のデータとして、一般の経済研究のためにサー、ビス

　できるということが、重要であります。

　　したがって、本研究の全分野に対して多ぐの加盟国が専門家会合を通じて：貢献しました。専門家

　の援助により、どくにRFCC構想に関する課題を立案する努力が行われました。このように？ぐ

　り出された情報は、個々の専門家あるいは唯一の加盟国の意見をとり入れやよりはむ干ろ、コンセ

　ンサス方式をへてまとめられました。

　一般的結論

　使用済燃料の管理に対するRFCCのアプローチについて、本研究の結果は、きわめて有望な可能悔

があると指摘しています。核拡散防止に関する検討、廃棄物管理の側面及び経済的評価においては、各

国が独自の小規模な国家ベースのプラントを設置するケースとは対照的に、大規模な施設を確享する多

国問ベースのアプローチのほうに利点があると指摘されています。

　RFCC構想は、経済的で安定確保されるというベースで多国間協力診よび共同計画への参加を通

じて、使用済燃料、再処理、リサイクルい廃棄物管理の需要に郷じられるものとなりま七むう。

　RFCC構想は、原子力資材診よび施設に関する適切な管理について一般に公衆に保証を与えるもの

であります。このようにRFCCは、原子力施設および資材の弘散と誤用に対する不安を軽減するのに

役立つべきであります。

　研究計画からの結果は、国家が鼠国の原子力発電計画と需要に照らして、RFCC構想の検討にあた

っては十分慎重であるよう示唆しています。研究計画は、多国間の観点より、基本的な代替戦略の評価

に際して加盟国を援助するための道具（toolS）を開発しました。

　多数の参加国は、初期の段階に於いて、核燃料サイクルの需要を計画する必要があることから、これ

らの国が多国間ベースで必要な核燃料サイクル施設を計画し、設置することに鑑み、その他の参加国と

の共同研究に参加する可能性を検討することは有益なことであります。

　私が述べましたと診り、地域核燃料センター構想に関するレポートは、5月2日～13日のザルツブ

ルグに知ける、IAEAの会議に提出される予定であります。それは、再処理プラントに対する経済的

しきい値（threshold）1こついても興味ある結論に達っしています。すなわち、再処理は一定の規模以下では

いかなる合理的な条件下でもまったく採算に乗らないというものであります。また、レポートは照射済
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燃料の長期貯蔵に対する場合と同様再処理の経済性についても興味ある結論を得ていますがこれらに関

してはザルツブルグ会議で発表する予定です。

　昨日ジャーナリストの方からこのセンターの現実．的な展望はどうであろうかという質問をお受けいた

しましたが、もしこれに：関する質問がありましたら、続けて澄答えさしていただきたいと思います。

　ここで、即座に二つの結論を申し上げる事ができます。先ず、すでに申し⊥げましたように、再処理

問題を抱えた国々が、このプロジェクトを検討していく価値は十分にあると思います。

　第二に、このようなセンターは、参加国の中に少なぐとも一国は先進工業国が含まれ、この先進国に

よってノウハウ、すなわち技術膨よびスタートの推進力が提供されなければ、プ・ジェクトをスタート

させることができないということであります。

「第三に、これから5隼ぐらいの間がこのようなセンターの存在にとって決定的な時期であろうと思わ

れます。5年以内に、おれわれがこのようなセンターをスタートさせることができない場合は、国家的

なイ轟シァチブのほうが強くなって、このような多国間協力のプロジェクトの可能性は無ぐなってしま

うのではないかと思います。．

　IAEAは」また蓋AEA憲章に基づきプルトニウムの国際管理システムに関するすべての側面に

ついて、幾分小規模ですが、平行して研究を行っております。これは、核兵器国の既存の再処理工場、

再処理が実施されない国、再処理計画を持っている非核兵器国に詮いてそれぞれ集中的にプルトニウム

を貯蔵する場合の賛否について検討するものです。この研究の主な関心は、もちろん、余剰のプルトニ

ウムのストック・パイルを阻止することであります。その研究はまた国際的使用済燃料管理システムの

可能性についても検討するものであり．ます。この点について、先ほどシャィンマン氏が触れられたと思

います。

　地域核燃料サイクルセンター研究とプルトニウム管理研究はいずれも、核拡散の危険性を憂慮するこ

とに端を発つしています。

　しかしながら、らずれのアイデアも、FBRの開発、MOX燃料の使用、さらに大規模な商業再処理

の必要性に関する意見の一致がなければ意味が薄れると思います。

　之のようなコンセンサスは今日の先進諸国の市場経済でけ欠けている様に思われますが、社会主義圏

そは、むしろ進む方向に対する迷いは少．ないようです。

　これから私が申し．一上げることは、あるものはもちろんIAEAの事務総長によって述べられたものも

ありますぶ、ほとんどは私見であることをつけ加えさしてレ・．ただきたいと思います。

　’われわれといたし蜜しては、先進工業薗で高速増殖炉と再処理能力をあわせて発展させ得られないよ

うな国に対しましては、エネルギーの将． ?を危機にさらしているということを確認していただきたいと

思いまず。

　次期世紀に入りますど、エネルギーの供給はいよいよ低下していく．．わけであります。そして、高速増

殖炉がなげれば、ウラニウムも掘りつくされる危険性があります。ですから、高速増殖炉を持たないと

いう決定がなされるならば、唯一の実証済みのこのようなオプションを放棄するということになるわけ

で．あります。

　その結果」われわれとしては、石炭だけに依存することになり、太陽熱や核融合などまだ実証されて

いない技術に頼る心なくなります。
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　太陽熱および核融合等に関しては、専門家がたとえば原子力発電の当初と同じほど非常に楽観的な態

度を表明したのではないかと思いますQ

　平和と国際的な安全保障というものはわれわれにとって原子力を上回る最優先のものでなければなり

ません。

　もし、核拡散防止を確立せずに原子力の寿命を事実⊥無くすか、短くするならば、われわれはその報

いとして高い代償を払わねばなりません。言い換えますと、われわれは核拡散防止方策が経済負担が少

なくてすむよう有効に機能するということを確かめねばなりません。

　まず最初に、歴史的に見ますとすべての核起爆能力はパイロットプラント或いは特殊な目的のプラン

トから引き出されたもので原子力発電から提供されたものではありません。原子力発電は決っしてこの

爆弾の原因となっておりません。むしろその反対だといったほうがより真実に近いと思いますQ

　第．二に、一般的に受け入れられている事実といたしまして、現在の核保有国のほかに20力国ほどが

もしその気になり、国際協定を破るつもりなら原爆を作る技術的な能力を供え、また使用済燃料の形で

プルトニウムを持つか、あるいはウラン濃縮能力を持つ可能性を有して齢ります。われわれの見る限り

では、再処理は非常に困難な問題になってきております。これらの国がこの技術を放棄することはあり

得ず、核保有国はこれからふえていく傾向にあるわけであります。ということは、これらの国々をいか

にして6～7力国の核保有国の例に陥らないようにさせるかということであります。これは、経済的、

政治的、法的な手段に頼るよりほかありません。技術というものはすべての国がこれを確保することが

できますが核爆発能力を供えよ．うという政治指向は弱いかその政治的な懲戒制度が非常に過酷であると

いうことかもしれません。

　このような非技術的な制限が核拡散防止条約によって提示され、また亙AEAの保障措置によって提

示されてきたのであります。こうして、近隣諸国、または敵国に対して核保有を増大していく傾向を阻

止する誘引をつくらなければならないのであります。このような核不拡散体制を強化して、これを普遍

的にしていかなければならないのでありますが、まず、これは主に政治的、経済的誘因や罰則によって

行わなければならず、その後で技術的な制約を加えるわけです。

　もし私の理解が正しければシャインマン氏も少なくともある程度までは、同じことを指摘されたので

はないかと思います。たとえばプルトニウム管理とか地域燃料センター構想にしても、これは大きな政

治的保障関係を二国間、また地域間において実現するであり、これはすでに公開されている技術へのア

クセスを拒否することよりも、長期的においてより有効であるでしょう。また、頭脳は借り集められま

すし、一国の計画を縮少すれば余剰の頭脳は売りものとなって出てしまいます。われわれはこワレた声

を途上国からきくのです。

　しかしながら、ここでわれわれは先進工業諸国、とくに北アメリカ、耳一ロッパ、そして極東の先進

国だけがこの技術を安全に使用することについて信頼でき、その反面、ほかの国々は信頼できない、と

いった印象を．与えることを避けていかなければなりません。核拡散防止条約にもり込まれた平和技術へ

の自由な接近を阻【しすることはできないのであります。

　ここで明らかにして澄きたいのは、私は決してこのセンシティブ・テクノロジーに関しての輸出に賛

成しているわけではありません。こういうさまざまな問題に対しては、まだ経済的にも、また科学的に

も根拠はないわけであります。
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　しかしながら、私が信念として澄りますことは、技術的要因と同時に政治的な面も考慮することが重

要であるということであります。そしてこれは、リスクを十分に認識していくためにも必要であり’ます

し、凌た同時に、NPTを強化し、　IAEAの組織を強化して、国際保障措置を実施していくための強

化をするためにも必要であります。

　それでは、結論といたしまして、宇野国務大臣、有沢氏、またシャィンマン氏がおっしゃって下ださ

ったことについて少し触れてみたいと思います。

　先週金曜日に日本はIAEAとのNP噌保障措置協定に調印しました。日本の批准は決して国際的見地からの

政治的行動ではありません。政治的なことだけではなく、目本は独自のプロゲラムによって原子力の平和利用を図っ

ているでありまして、そして日本は他の国々にも増して原子力に依存しているのでありもす。同時に、日本は

ほかのいかなる国よりもIAEAの保障措置に対しての経験を深ぐ持っているわけでありますQ．丸本の

批准はIAEAの保障措置に対する信頼を表明しているにほかありません。ですからわれわれは、これを

通してもまだ批准していない国に対しまして、これを例として提出したいと思いますQ

　私はここで、とぐに日本の原子力産業会議の皆様方に対して、非常に建設的な役割りを果たしてくだ

さり、またこの批准を促進してくださった役割りに対して、罵倒を申し上げたいと思いますQ

　他の国に対しての模範という言葉を使いましたが、これは、日本はまつくの核拡散防止に高度の優先

度を置いていらっしゃいます。普遍化されなければならず、またNPT、そして原子力平和利用にたず

さわることに対する重要な意味を認めるものであります。

　もし技術がこれから拡散されることが究極的に避けられないとしたならば、ここに牡いて政治的解決

が必要になるのであります。そしてIAEAの保障借置も必要であわ、これが最終的な阻止力になっ

て、核兵器を阻止してくれると思うのであります。その間、われわれは努力して核兵器の拡散を阻止し

なければならず、そして、これを国際的な努力にもっていかなければなりません。非経済的な、小規模

な、そして不安定な国内的な努力であってはならないと考えるのであります。

　議長　　フィヅシャーさん、どうもありがとうございましたQ

　IAEAは、キッシンジャー前国務長官の提案を受けまして、昨年から今年にかけて、地域核燃料．サ

イクル・センターの構想に．つきまして、きわめて精力的に調査・研究をしてこられたわけであります。

この調査・研究の結果は近く5月にザルツブルグで開かれるIAEAの会議で報告されることになって

いますが、本日はフィッシャーさんから、このセンターの技術的、経済的、立法的な側面、あるいは核

不拡散防止、保障措置等の面からも分析した結果のあらましをザルソブルクの会議に先立ってご披露い

ただい． ｽわけでありましてこれに対して厚く感謝いたしたいと思います。

　また、それに続き、核不拡散問題につきまして、フィッシャーさんからきわめて示唆に富む貴重なご

見解を賜りましたことに鮮魚申し上げたいと思います。

　以上をもちまして、一通リパネリスト全員によります発表が終わりました。これから討論に移りたい

と思います。

　しかしながら、「核燃料サイクルと国際協力」といいましても、いろいろな局面（アスペクト）があ
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り、議論されるべき問題は多々あるわけですが、時聞の関係もございますので、問題を．しぼり、．峰ず最

初に核拡散防止の問題、とくに再処理問題を中心として、ご討論い斥だきたいと考えている次第で南り

ます。

　そこで、先ほどフランスのタランジェさんからフランスにおける核燃料サイクルと国際協力につい．て

お話がございましたが、核不拡散の問題についてのフランスの態度というような問題につき、タラン酵

∫さんからご見解を承りたいと存じますQ

　タランジェ　　ご質問にお答えするに際し、まず申し⊥げたいことがありますQ．再処理が主なテーア

になるということですので、1976年12月16Elに、われわれは原子力対外政策協議会といっ．て回

りますが、フランスの大統領が座長を務めており、その．会議が持たれ、その席上明らかにされたフラン

政府．の原子力政策を皆様に思い起こしてい．ただきたいと思います。

　それはフランス政府はさらに通告を行うまでは、使用済み燃料の再処理施殺の販売を含酋3国間の協

定の調印に関しては・態度を留保するということでありました・その決定の根底となった三孝方は・．原

子力政策協議会が76年の10月に決定した原則に基づいて齢り蓬す。テーヤ．ック最高委員から昨臼ρ第

1セッションに診いてその原則のご紹介がありました。それをまとめて申しますと以下のよ、うになり．ま

す。

　①．多くの国にとって原子力はエネルギー源であり、これは．開発に挙要な競合的なエネルギー（ρ源で

　　あ鵬す・そのため・ツラ．ンスはその平和・利用・活駆寄与する用意があり．ます・

　②フランスは核兵器の拡散をしません。原子力輸出政策に関．しては、機器、物質、材料、技術提供

　　について．規定を設けています。フランス政府としては、すべての原子力技術、材料の供給三三、拡

　　散を防止する手段を講ずるべきであり、そのためには商業的な競合は避けるべきであ．ると考えて．診

　　ります。

　③われわれ供給国側は、非供給国側．と主な原子力発電問題についてこ燕を討議する用意が南り零す。

　これらの原則は問題が生じるに従って定められますが、シャインマンさんがいまいわれたよ．う．に、状

況は刻々変わっているわけですQほかのパネリストの方々もいわれたことですが㌣フ．ラン3は・平和利

用が100％保障されるべきであり、各国に無差別に保障されるべきで南る、と考えます。それ牟聴ず

1点。．第二には・拡散を防止するということであります。結論といたしましては・適切なレ（｝ルで好奪

し．い解決を見出そうといラ態度ということになります。

　議畏　　タランジェさん、ありがとうございました。

　それでは、同じ問題、再処理をめぐる国際的な動きその他につきまして、ハイルさんから何か澄話し

いただけましょうか。

　ハイル　　フィッシャー氏がいま於っしゃいましたように、．すでに事は開始してし査つたというζと

でありまして、原子力技術は公開のものとなったということであり、再処理の副産物のセンシビ．リテづ

をわれわれは認識しなければなりません。ここでζそ最善の解決策を探るために国際協力が必要存ので

はないでしょうか。

　このような国際協力の枠組みの中でわれわれが考えなければならないことは、いわゆるマンシティブ

な物質であるプルトニウムを使うことに対する自由、また、この正当な使い方、これはシャイγマどさ

んが正当性とおっしゃいましたが、そういった使用を認めていかなければならないというこ．とです。そ
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して、この解決をわれわれは求めています。

　議長　　どうもありがとうございました。

　この問題については、先ほどフィッシャーさん、また今井さんからもお話がありましたが、あるいは

この機会にシャインマンさんがお話しになったこととも関連いたしまして、補足的に今井さんから何か

ご発言がございましたらお願いいたします。

　今井　　この話が、いつ伺っても非常に診もしろいのは、大体皆さん、いつでも意見が一致するわ

けでございます。つまり、エネルギーの面か．ら原子力発電はぜひ必要だということと、にもかかわらず

核拡散は防がなければばいけない、その両方をうまく合致させるやり方が国際協力で見つかるはずであ

る、というのが大体決まったフォーマットでして、実はこれは、いま私から申し土げるまでもないので

すが、原子力平和利用がはじまったときから大体同じ形で問題が存在して、それぞれ時に応じてエンフ

ァシスが違っているという格好だと思います。

　きょうのいろんな方のお話の中に出てまいりましたし、中でも先ほどちょっとフィッシャーさんがい

って論られたコスト・ベネフボットという考え方を核拡散防止の中にどのくらい導入できるか。これは

先ほど私が申し⊥げた、定義をしないで核拡散問題を論じていると、どこへ話が行ってしまうかわから

ない、というのとつながつたことだと思います。

　定義をするときは、これも先ほど申し上げたことと同じかもしれないのですが、一つには、どの種類

の核拡散が起こり得て、それはどの程度のナショナル・セキュリティに対する脅威になるのかというこ

ととでそれから、エネルギーの分野の必要から、たとえばプルトニウムを使えないということはどの程

度ナショナル・セキュリティに対する脅威になるのかというようなこと等比較してみないと成り立たな

いはずだと思いますQ

　当然困りますことは、この定義はそれぞれの国の置かれた事情によって違っているわけで、大体いま

までやってきたことは、どこかの国がとくに強く主張しなかったので済んでたというような感じがある

のではないかと思います。

　現在ρ時点での問題は、核燃料サイクルの産業が先ほど来申し⊥げている国際市場の中で非常に大き

な規模になってこようとしているために、ある意味で問題の焦点がはっきりしてきたのではないか。

そういたしますと、一体どういう国際協力をやったらいまの問題にユニバーサルな解決があるのかという

ことをよく考えないと、なんとかしっかりやりましょうというだけだと、なかなかうまくいかないので

はないかという気がいたしま．す。

　先ほどシャィンマンさんが、これは政策ではなくて、メイとかマイトだけであるという話をしておら

れた中に、たしかいちばん最初に国際的な燃料サイクルのエバリュエーションをしなければいけないと

いうことをいって於られて、これは大変結構なことと思うのですが、同時に二番目のところで、私の聞

き違いでなければ、そのアセスメントをやってらる間、貯蔵して診くというようなことをいっておられ

ました。これは、要するにアセスメントが終わるまでつぎのアクションはあまりとらないという感じに

受け取れたのです。これはそうかどうかというのはシャィンマンさんにお伺いしないといけないのです

が、』もしそういうご趣旨だとすると、先ほど来の問題になってます、プルトニウムを使っていくための

技術を開発していかなければならない、あるいはそれを産業技術として手に入れていかなければならな

いという努力を非常に必要と思っている国と、いましばらく待っててもいいのだと思っている国のイン
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タレストをどういう形で妥協させ、あるいは調整できるかというような、もっと一般的な方式を探さな

くてはならないのです。国際協力というのは、この分野についてはそういう新しい方式を探し出す努力

ではないかという気がいたします。

　勝手なことを申し上げたのだと思いますけれども、シャインマンさんへの質問を兼ねて。……。

　議長　　今井さん、どうもありがとうございました。

　シャインマンさん、いま今井さんが提起された問題について、何かご意見ございましたらおっしゃっ

ていただきたいと思います。

　シャインマン　　私はあ蓬り澄答えしたくないといったほうが正直かもしれませんが、一つ齢答えを

試みてみましょう。

　私は、私の立場といたしまして、これを否定することも確認することもできない立場にあります。ほ

かにどういつだ処置がとられるかということですが、まだわれわれ自体、こういつたごとを定義づけて

いないのであります。こういつた問題こそわれわれのすべての英知と努力を結集し、協力していかなけ

ればならないと思います。そして、共同で定義づけていかなければならないのです。というのは、どう

いつだ状態のもどに、そしてどのくらいの期間に評価が完了し得るか、実行でき得るか、そして、もし

評価プログラムが作成されるのだとしたら、その内容がどういうものになるかということを見ている段

階なわけでありますQ

　今井さんがいまおっしゃいましたこと、またそのコメントを取り⊥げさせていただけましたならば、

われわれはどういった拡散が重要なのか、拡散・不拡散の定義、そして、層 ﾇのような脅威があるのかと

いうことも定義しなければならないわけであります。ここをはっきりしてお・かないと、たとえば核物質

の管理ということもはっきりしてこないわけであります。

　全般的に申し⊥げるならば、これからわれわれが満足な方法でいろいろな問題を進展させていくため

に、そしてこの原子力問題を解決していくためには、共同で、一致した形で多国間的にパラメーターを

開発していかなければならないのです。そして前向きな形でやっていかなければならないし、評価して

いかなければならないと思うのであります。そして、原子力プログラム、燃料の使用方法、使用済み燃

料の処置といったようなことを考えていかなければならないと思います。

　もし私が回答を出すことができるならば、すぐに申し上げたいのですけれども、まだ私どもはその途

中でありまして、「私がいまここで一体どういつだ評価の概念が決定され、そして核燃料サイクルに対

してどういつだ決断を下すかという最終的な発言はできません。

　議畏　　シャインマンさん、ありがとうございました。

　ただいまシャインマンさんがいわれたこと、あるいは先ほど今井さんが提起された問題につきまして、

ほかのパネリストの方から何かご意見ございますでしょうか。

　バック　　フィッシャー氏のペーパーの中で非常に私が興味深く聞かせていただきましたのは、国際

的なセンター、いわゆる多国間センターでありますが、それが既存のプラントを使って出発する、たと

えばウインズケール、ラ・アーグとかKEWAを使うという提案が入．って拾りましたが、これは、

いま国際的な基金によって財政が保たれているわけでありますから、われわれはその方向に向かってい

るといっても差し支えないのでありましょう。しかし、フィッシャー氏がおっしゃっていたように、5

年間ぐらいの期間を設ける。そうしますと、その5年間のつちに大体のプランが決定されると思います。
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その暁には大体環境的な要求とかコストとか、いろいろな面がはっきりしてくると思いますQそのとき．

には技術的な側面からもっとはっきりと申し⊥げられる時期が来るのではないかと思うのです。

　それから、もう一つの問．題でありますが、このようなプラントから出てくるプロダクトであります。

混合酸化物質ということがしばしばいわれるわけでありまずけれども、これは過渡的なものでありま

して、決して恒久的な施策にそったものではないということを承知するべきでしょう。

　議長　　どうもありがとうございました。

　ほかにどなたか、いまの問題について、ベムデンさん、どうぞ。

　バンデンベムデン　　私どもは核不拡散ということを論議してまいりましたが、しかし、燃料サイクルを取り

上げるときに、そして国際プPジェクトということを口にするときに、われわれはどうしても安全性と．

経済性ということを同時に考えなければならないと思います。これを私どもははっきりと強調すべきで

あると思います。

　といいますのは、今後われわれが設．置していく基準はいろいろ出てくると思いますが、それによって、

たとえば核拡散を防止したりするときには必ずやコストも大きくなるでしょう。しかし、安全性を犠牲

にすることはよくないことでありまして、国際的なセンターを設けることでこれが回避できるわけであ

ります。

　議畏　　 ありがとうござい雀した。

　ただいまバンデンベムデンさんかが言及されました安全性、経済性．という問題も確かに一つの側面だろうと思い

ますが、そういった点につきまして、ほかのパネリストのほうから何．かご意1見ございますでしょうか。

経済性、安全性の問題に限らず、核不拡散、再処理の問題、そういったも（ρについてなおご発言がござ

いましたら於願いし．たいと思います。どうですか、シャインマンさん。

　シャインマン　　いまバンデンベムデン氏が指摘された点でありますが、これは確かに適切な点であると思い

ます。われわれは燃料サイクルの評価といった問題を無視することはできないし、一つの一連のアイデ

ナだけを強調する～二とはできないので、全体的にバランスのとれたアプローチをとっていかなければな

らないことは当然であり嘩す。安．全性だけではなく、経済性の側面であるとか、また核拡散防止条約の

綱領であるとか、こういつた問題は継続的に審議していくべきでありましょう。

　議長　　 ありがとうございました。

　再処理の問題、それから核不拡散の問題、と．れらはきわめ．て複雑な問題でございまして、容易に結論

は出しにしいと思います。いろいろ議論が尽きないと思いますけれども、時間の関係もありまして、つ

ぎの問題に移りたいと思います。

　つぎの問題と申しますのは、フィッシャーさんが取り上げられました地域核燃料サイクル・センター

の構想、現在IAEAが中心になって、研究しているわけでありまずけれども、これは将来の問題とし

て大変重要なポイントだと私は思います。そういった地域核燃料サイクル・センターの問題、あるいは、

これまたフィッシャーさんが言及されましたプルトニウムの国際管理という問題とも関連してく．ると思

いますが、そういった国際的に核燃料サイクルを共同で取り扱っていく、あるいはプルトニウム、廃棄

物を国際的に管理する、こういうような考え方についてこの機会にパネリストの皆様方のご意見を承り

たいと思います。どなたかこれについてこ発言なさる方、ございますでしょうか。

　バンデンベムデン　．　プルトニウムの貯蔵という点に関しまして、技術的にいえば、長期的にプノレトニウムを
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貯蔵することはそんなに容易なことではないと思います。

　まず第一に、よくいわれることですけれども、ある物質の貯蔵期間中にある種のアイソトープができ

⊥がりまして、その結果として、後になってその物質を取り扱うのが困難になるということであります。

そういう結果として、コストが非常に大廷くなってくるわけであります。

　また、事実問題として、ブルト嶋ウムがあって、それをたとえば貯蔵池に貯蔵するのか、それとも原

子炉に直接貯蔵するのかという問題が出てくるわけであります。

　プルトニウムを再処理した後、直接トランスフォーメーションす為とコストが安くなるわけでありま

す。というのは、物質の放射性がずっと低いし、取り扱いが容易だからで．あります。、

　私見にしかすぎませんけれども、プルトニウムの貯蔵を考え．る場合には、ほんの数年だけにすべ糞だ

と思います。もしプルトニウムに対して特別なプログラムを考える場合には、数年に限るべきだと思い

ま．す。私はたとえば2、3年をマキシマムとすべきだと思います。これ以上長くプルトニウムを三子す

ること瞳術的にきわめて困轍問題納包しているわけであ即して・これも勲私見ですカミやゆ，

場合に賑搬保存の可能性をできる鮒拶除していくようにし鮒ればな．らな．いと．即窪．す・．、

　議長　　ありがとうございました。

　国際センターの問題舛・先ほども触れましたように・最初・アメリカの．キッシン．ジャ｝前．国務母官が

提案されたわけでありますが、シャインマンさんの先ほどの澄話の中でもハワイにおける会議に、言及曇

れまして、地域的なセンターのことについてお話がございましたが、この機会に、こう匝つた国際的な

センター、地域的な核燃料サイクル・センター、あるいはプルトニウムの国際管理、そういった問題に

ついて．のアメリカ側の．現在に澄ける見方を澄示しいただければ大変ありがたいと思う次第であります。

　ツヤ．インマン　　私は・この機会を利用させていただきまして・私個人の意見を述づて．いるというこ

とを断わった上で、．まr答え．を申し上げたいと思います。

　オフィシャルに確かにアメリカはIAEAの研究を支持するものであり、．地域センターをつくやζと、．

を支持するわけであります。

　私個人の見解としては、そういうコ．ンセ．プトを支持しなければいけないというふうに思うわ吋で南摯

まずけれども、ただ、実際的にそれを非常嗜モデストな形でアプローチすべきだという無がするわ励で

す・その意味は・地域的なヤンターがやることは非常．にたくさんあるわけですが．・．準だ・一群Q殺三三

地域化されるからといって、その事実だけで安全保障の問題とか、核拡散防止の問題とか、．施設に関連

するそういった問題を自動的に克服できる．わけではありません。

　7イッ．シャーさんも私もその会議に昨年、出席してい嫁す。．その時点で多国的を核燃料サイ4イレ1’セ

ンタ絶を考えて、それは地域セ／ター．とまったく同じものだというふうに考えていいと思うのですけれ

ども、、そういう会議に診けるディスカッ．ションの中で、専門家．が斥くさん集まって話し合っ斥上で、た

とえ．多国化したとしても、もしくは地域センターをつくったとして転いろんな問題はまだま解決¢聴．

まだし、いろいろまだ考えなければならないことが残るということになつだわけですQ

　もちろん、地域核燃料サイクル・センターというコンセプトを一つの方法とレて、将来、われわれに

核拡散防、止とエネルギー資源．問題に対処していく上で考えてはいくけれども、．同暁に念頭に置ゆなけれ

ばいけないのは、これは万能薬ではないということなのでありますQたとえばヴつの解決ができたとし

ても、現在ある問題が残ったり、また新しい問題を起こしたりするわけであ．り蓬す。
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　ちょっと前にパンデンベムデンさんが指摘されましたように、プルトニグムを2、3年以⊥貯蔵することは、

多くの技術的にきわめて困難な問題を起こすわけであります。もし技術的に困難な問題がプルトニウム

の貯蔵についてあるのでしたならば、プルトニウムをいちばんいい形で保存する方法としては、使用済

み燃料の中に封じ込めることであり、第二にいい方法は、原子炉の中に貯蔵しておくことなのでありま

す。ですから、もしプルトニウムをいま使用する必要がないのでしたら、使用済み燃料の中にそのまま

放置して潤いて、ある将来の時点に細いて経済的齢よび資源的な観点からプルトニウムを使用済み燃料

から取り出すことがよくなって、発電所に利用するときが来るまで待つべきだと思います。

　魚田　　バックさん、どうぞ。

　バック　　いろいろな方がプルトニウムの貯蔵に関する技術的な困難性に触れておられるのですけれ

ども、ちょっと誤解があるような気がしてならないわけであります。

　皆様ご存じのように、現在、英国におきましては、プルトニウムのかなりの部分をこれから先．の高速

増殖炉用のために貯蔵しているわけで、なんら大きな技術的な問題には直面しておりません。

　私の個入的な見解でありまずけれども、国際的な貯蔵体制を正常な、安定した国に置くということは、

ほとんど問題は起きないと考えてよいのではないでしょうか。

　フィッシャー　　私の発表の中で、私は高速増殖炉のオプションはオープンなものにしておきたいと

考えたわけで、クローズするべきではないと考えたわけです。

　ただ、プルトニウムをより緊急な形でリサ．イクルして使用するという点に関しましては、シャインマンさ

んが、はっきりはおっしゃらなかったかもしれませんけれども、持っておられることにも同意するわけ

で、ただたんに省資源という点からだけではなく経済性という点から．も考慮されるべきであると考えま

す。つまり、LWRにおける濃縮ウランを使うよりも増殖炉の燃料リサイクルのほうが商業的に魅力が

あるかどうかという点であります。これに関しては是非論がさかんなわけであります。中にはどういう

仮説をたてるかによって答が決まるという入もいますが、これが無難かもしれまぜん。ですから、代替

という形で考えるべきで、現在の段階で商業的な観点から再処理することが必要なのか否かということ

で考えるべきだというふうに思います。同時に、将来考えている増殖炉にも照準を合わせた場合、それ

がどれくらい先になるかは別として、それとの関連で再処理の方向を考えていくべきだというふうに思

うおけです。ですから、この段階でプルトニウムのリサイクルの問題が商業的に見てどれくらい魅力が

あるのかどうかというととを考えてみたらいかがでしょうか。

　議長　　シャインマンさん、いまフィッシャーさんのいわれたことに対して何かござい玄すか。

　シャインマン　　もしただいまのご質問が、いま直ちにリサイクルしてプルトニウムを再処理する必

要はないのではないかということであったならば、．私はイエスというふうに確かにお答えするといいた

いのです。アメリカにおきましては、一般的にいって、いまリサイクルを目的として再処理する緊急な

必要はないというふうに考えております。もちろん、長期的に見た場合には、再処理はFBRを目的と

することになるわけでありまずけれども、そういった関連で再処理を考えることは必要でありましょう。

そうすると、一体、時間的な緊急性がどれくらいあるのかということになるわけでありまして、R＆D

のプログラムにとってそれだけが唯一のソースなのか否か、どれくらいの時間的な緊急性があるかとい

う問題とかかわってくるというふうに思います。

　少なくともわれわれに関する限り、いまの段階で直ちにプルトニウムをLWRでリサイクルすること
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はそれほど意味がないわけであります。これは、きのうのギリンスキーさんの発表にもあらわれていた

と思います6

　議長　　バンデンベムデンさん、どうぞ。

　バンデンベムデン　　まず第一に、再処理という点について考えてみますと、まず最初に考慮しなければいけ

ないのは、使胴済み燃料の貯蔵を初期の段階で行うことは、そのリサイクルのコストを下げるわけであ

ります。いずれにせよ、燃料そのものが冷却されるまで待たなければいけない期間があるわけでありま

す。しかしながら、さらに貯蔵を続けていくと今度は経済性の問題が変わってくるわけです。そういた

しますと、余分に齢金を払って貯蔵しなければいけないわけで、後になってそこから回収をするために

貯蔵して澄くことになるわけで、これは金のむだになるわけであります。将来、採取可能ということで、

たとえば大きなプラントをつくって、大きなキャパシティをつくるといったことが起こり得るわけであ

ります。

　そこで、大き．な問題が起こって、よく看過されてしまうわけであり雀すが、それはきわめて重要なポ

イントである職員の訓練という問題であります。もし核燃料サイクルの安全性を高めようとするならば、

職員の訓練を十分に行っておかなければなりません。安全性の最大の要点は訓練にあると思います。

　ですから、使用済み燃料という形で持っていて、経済性の点から適切な時期が来たときに、再処理工

場を大きなキャパシティでつくって、そして安全性を考えて訓練した上でやることが重要だというふう

に思います。

　つぎに、プルトニウムの経済性というもう一つの側面を考えてみますと1プルトニウムのリサイクル

のすべての経済性は、まさにウランの価格澄よび濃縮のコスト．にかかってくるわけであります。もしウ

ランの価格が上がって、濃縮コストが⊥がってくるような場合、最近はそういう傾向があるのですけれ

ども、プルトニウムのリサイクルは経済的に魅力的になってくるわけであり袋す。というのは、不可避

的にプルトニウムのウラン235に対応する価値は、非常によいものとして使うことができ、プルトニ

ウムの経済性のメリットが出てくるわけであります。たとえばウラン1ポンド当たり40ドルぐらいと

なって、SWUで100ドルというようなことになりますならば、対応するプルトニウムの価格は、現

在のたとえば成型加工にかかる金とか、再処理にかかる金とか、その他どうしても払わなければいけな

い輸送費等を勘案してみますと、大体1グラム12ないし17ドルということになりますので、非常

にメリットが出てくるわけです。ですから、経済性の観点から呼処理が非常に魅力的になるということ

であれば、すぐすべきだというふうに思いますQ

　議長　　どうもありがとうございました。

　では、タランジェさんに診願いいたしますQ

　タランジェ　　この経済性の問題に関してですけれども、私は完全にフィッシャーさんの於っしゃる

ことに同意いたします。

　過去に齢いてフランスで研究を行ってまいりましたが、プルトニウムを■WRでリサイクルすることの

経済性と、濃縮ウラン燃料との比較をしたわけであります。現在、まだはっきりとした答えは出て澄り

ませんが馬バンデンベムデンさんがお？しゃいましたように、プルトニウムがメリットがあるかどうかは価格に

よって違ってくるわけであります。この研究は中断されております。というのは、FBRが最善である

ということ、そしてプルトニウムを利用するもっとも健全な方法であるという結論がいま出ているから
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であります。

　ついでながら、貯蔵に関してですが、バックさんがむつしゃいましたようにわれわれFBR用にプル

トニウムを貯蔵して語り再処理はどうしても必要になってくるという気がするわけであります。という

のは、プルトニウムの不足が余剰の問題より大きくなってくると考えるからであります。

　議長　　ありがとうございました。

　プルトニウム・エコノミーについて、ハイルさん、どうぞ。

　ハイル　　少しもとに戻ってみたいと思います。シャインマンさんのおっしゃったごと、そしてプル

トニウムの問題に関連あることに戻．りたいと思います。

　シャインマンさんは先ほど国際協力に関しては三つの要素があると齢っしゃいましたQまず第一の要．

素は国際的な燃料サイクルのプログラム、第二は使用済み燃料の貯蔵設備、それから第三は多国間に膨

ける燃料確保体制を設立することです。

　ここでシャインマンさんに私の質問に答えていただきたいのですが、どの程度の時間をかければ、こ

れらの点を明確に、提案を出すヒとができるのでしょうか。これが第一点であります。

　第二点は、それが明確になった段階でどういうことをすべきかということです。たとえばプルトニウ

ムをFBRで使うということはナショナル・プログラムにあるのですけれど．も、そういうことを考，えて

いるのでしょうか。私個人としてはフィッシャーさんが最後に指摘された考え方を好むわけであります。

つまり、国際的な解決案を探ることの方が私は好ましいと思います。そして、このすぐれた物質をもっ

とも正当化できる目標に対して使うべきであると思うわけで、その二つはウランと呼ばれる資源に代っ

てそれを使用することだと思います。

　議畏　　どうもありがとうございました。

　シャインマンさん。

　シャインマン　　私は、直ちにこういつた政策をつくる立場にもありませんし、一体どの程度時問を

かければ評価が完了するのかということも、私自身わかりません。

　もし、そういう方向をとるとすれば、同じようにアメリカの政府だけで、その評価の時間が決定でき

るわけではありませんので、一国だけでなく、各国が協力して、共同で考えていかなければならない問

題だと思います。

　もうすでに悪魔がびんから飛び出してしまっているわけでありますから、いろいろな国々が非常に高

度な原子力関係の活動を行っていることは、すでに事実になっているわけですから、われわれは共同作

業を行って、できるだけ問題の解決に当たり、また問題の真の論点を理解し、実現可能な解決策を共同

で模索すべきだと考えるわけです。

　だからといって、この評価が永久に続くということではありませんが、この時点で、いついつまでに

は完了するだろうというふうに申し上げることはできません。

　第二のご質問に関してでありまずけれども、もしその評価の結果、プルトニウムのリサイクルが必要

であるということになった場合、もちろんそれは十分あり得る可能性だと思いますが、私の個人的な見

解からいえば、現在の段階で、これが唯一のベストのものであるかどうかということはわかっていない

わけです。ただ評価した結果、プルトニウムにベースを置いたやり方がよいということになる可能性も

十分あるわけですが、現時点ではこれが最良だとはいいきれないのではないか、プルトニウムを採用す
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るとなると当然リスクがともないます。ですからこういつた問題をたとえば、10年先に引き延ばすよ

りも、現在の段階で見詰め直し、われわれの置かれている立場を十分認識すべきだと思います。問題を

10年後に延ばしてしまったならば、われわれが落ちていく穴がだんだんと深くなっていくわけで、そ

こからはい⊥がるのは至難のわざということになるでしょうQ

　かりに、プルトニウム経済というものを推進すべきだという決定が出されたとしたならば、フィッシ

ャーさんがいわれたとうり、われわれとしては、どうしてもいろいろな制度を利用して考えていかなけ

ればいけないわけで、こういつたあらゆる可能性はすべて考えられているわけで、特定の可能性が除外

されているわけではありません。

　ですから、まず事前にいろいろな分析を行おうということを申し⊥げたわけです。

　議長　　どうもありがとうございました。

　ほかにご意見、ございますか。

　今井さん、どうぞ。

　今井　　いまのサブジェクトは、論じていると切りがない話で、かつ多分に論じられたと思うので、

さっきお話が出ていたプルトニウムの経済性のことについての話をしたいと思います。これは、当然い

ろんな計算のやり方があるので、一つ、私どもがやってみたことがあるのは、必ずしもお金（ρ値段脅考

えないで、これはシステムダイナミックスの手法でモデルをつくりましたが、ある原子力発電の：量を想

定しておいて、制約条件を変えていくとどういうことが起きるか、という計算をしてみたことがあるわ

けです。

　そうしますと、たとえばウランが足りなくなるというのをやると、プルトニウムを便わなければなら

ないというのがすぐ出てきまして、プルトニウムを使わなければならないとレ・うのをやると、再三理工

場がどのくらい鮒れば妨ないというのカけぐ出てきて・再処理工場がないというのが出て燭ぢ，

今度はCAND．Uかなんか重：水炉を建てなければならないというのが出てきて、というふうに制約条件

の選び方と、前もって条件が見出されないときに、つぎにどこへ行けという命令をプログラムに入れて

診くかで結果が非常に違ってくるわけです。

　ですから、計算は、実際にやるにはプログラムをかなり簡単化しないといけないんですけれども、一

つ、経済性だけでプルトニウム・リサイクルを論じられないのは、たとえば、ウランがなくなるという

意味じゃないのですが、ウランの中のエネルギー価値を早い時期からフルに取らなければなら存いと思

うというような条件を入れることで、実際のコスト計算というのは、実際に運転してみないとわゆら

ないことがいっぱいあるものですから、私どもの感じでは、経済計算というのを澄金の面だけで、現在

の条件だけでやってプルトニウムの価値を決めることはできないなという気がします。それだけ申し上

げます。

　議長　　 ありがとうござい蓬した。

ただい斡井さん榔われたように・確旅この話は鋤赫い・畝まだ論が尽、き如と跡ま

すが、時間が迫ってまいりましたので、以上をもちましてディスカッションを終了したいと思います。

　最後に、副議長の村田さんから、セッション全般を通じてのコメントと申しますか、総括を撃りたい

と思います。

　よろしくお願いします。
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　村田　　大変むずかしい問題を長時間にわたり、いろいろ皆さんのご意見を承ったり、あるいは討議

いただきまして、これを短時間で要約し、コメントすることもなかなかむずかしいことだと思うのであ

りますが、本日のパネルのメンバーの方々が申されたことを振り返って要約してみまして、私なりのコ

メントを若干申し⊥げてみたいと思います。

　最初に、タランジェさんは、フランスに澄ける核燃料サイクル施設全般にわたっての計画を詳細にご

紹介し、核燃料サイクル施設というものは、非常に高度な資本集約的な性格を持っている。したがって、

規模をずいぶん大きくしないと、経済的に成り立たない。そういう意味でも、リスクの分担で、市場の

確保、そういった点から国際協力というものが非常に大事なのではないかというご指摘をされたと思い

ます。

　続いてバックさんは、核燃料サイクル全般の問題についての国際協力の必要性はもちろんだけれども、

とくにこの機会には、中高レベルの放射性廃棄物の永久処分という問題にしぼって、これこそが国際協

力の上で今後もっとも大きな問題になるのではないか。この中高レベル廃棄物の永久処分のあり方によ

っては、将来の各国の原子力発電計画等にも大きな影響があるのではないか、ということをいわれまし

た』

　しかしながら、今後の開発のためには相当なフレキシビリティというものが必要であって、したがっ

て、廃棄物の国際協力を進めるについては、ここでいろいろ議論もなされて齢ります再処理技術とか、

プルトニウム利用とか、そういう問題の国際協力とは区別して自由に行われる必要があるのではないか

というご指摘をされたと思います。

　をれから、続きましてバンデンベムデンさんは、とくにプルトニウム利用の重要性を指摘されまして、それに

関連する種々の問題を指摘され、プルトニウム利用を考えましたときの再処理、あるいはそれに続く廃

棄物処理、処分という核黙料サイクルのダウンストリーム全般について施設を集中化し宅いく、．いわゆ

る核燃料サイクル・センターという形で集中化していくこと．がぜひとも必要である。

　それは、核拡散防止とか、あるいは物的防護という面からだけでなくて、プルトニウム燃料の生産価

格を下げていく、そういう点からしても、そういう選択構想は有益なものではないか、というふうなこ

とをいわれたと思いますQ

　つぎに、今井さんは、わが国、日本が今後原子力に依存せざるを得ないことを申されまして、日本と

してのエネルギー戦略を四つめ重要な項目としてあげられたわけですが、それらの中には、現在の原

子力の技術開発というものは21世紀へのポテンシャルを持つものでなくてはいけないのではないか。

また、21世紀にうまく持っていくためには、なんといってもプルトニウムの利用をなんとか乗り越え

ていか奪くそは、日本のエネルギー戦略は成り立たないのではないかということを指摘され、ここでプ

ルトエウム利用と核拡散防止の問題が絡んでくるわけでありますが、その核不拡散の問題と関連して、

一体本当に防止したいものは何なのかという点を明確にすることが、との際非常に大事なのであります。

　それぞれの国によりまして、いわば脅威のレベルというものの認知の仕方が違っています。これが違

うと、何を防止するかということも変わってくる恐れがあるわけでありますから、この点についての定

義というものを、国際的にはっきりさして、その前提の上で議論を進める必要があるのではないかとい

う趣旨を申されたと思います。

　続いて、ドイツのプーランジェさんにかわってハイルさんがペーパーを読まれたわけでありますが、

一一 P68・一



それによりますと、西ドイツは、とくにブラジルとの間に結ばれました原子力協力協定を～つの有力な

イグザンプルとして取り．とげられまして、この協力において、核燃料サイクルを含む原子力エネルギー

全般の国際協力が進められようとしているわけでありますが、その実際の取り決め方と、それに関連し

た保障措置⊥の実効性ということについて、非常にはっきりした西ドイツとしての見解を述べられたわ

けであります。

　そして、論文の終わりのほうでは、西ドイツとブラジルとの協力関係につきまして、世界には若干の

批判もあるようだが、平和目的のための原子力開発利用というものの発展に対して、いやしくも差別と

いうものがあってはならないという意見をいわれたと思います。

　つぎに、シャィンマンさんは、現在は、まだカーター新政権になってからの新しい原子力政策が発表

されて澄らないので、ここで政府の考え方を申し上げるわけにいかないが、個人の資格で、近く発表さ

れるであろう米国政府の考え方とその背景に2いての個人的な見解を述べるというご趣旨で、アメリカ

として最大の基本的な考慮は、核不拡散ということと、国際的な安全保障ということに結びついた問題

点、これをまず第一に考えている。

　核兵器開発への動機というものを減ずる必要があるとともに、その可能性をも制約するということが、

当面の最大の焦点なのではないか。そういった点からみたときに、現在の互AEAの保障三二体制だけ

では、どうも不十こ口はないだろうか。したがってこれにさらになんらかの方策を加えていく必：要があ

るのではないかという見解を述べられ、その方策というのは、もちろん建設的な．かつ積極的なシステ

ムでなければならないということをいわれました。

　とくに、これに関連して、国際的核燃料サイクル評価の計画を実施すること、あるいは使用済み燃料

貯蔵施設の国際的な計画の必要性、そしてまた、第三番目には、多角的ないろんなチャンネルを通じて

の燃料供給保障体制というものを発展させていく必要があるということを述べられたかと思います。

　それから、最後にフィッシャーさんは、IAEAが現在検討を進めて論られる地域核燃料サイクル・

センタ・一研究プロジェクトというものの概略を説明されまして、五月のザルツブルグ会議で発表するの

であるが、まだ最終的な報告ではないけれども、このプ・ジェクトの調査の結果は、多国間の地域核燃

料・サイクル・センターの計画に対して勇気づけられるもののように思えるというごとをいわれました。

　と同時に、IAEAの検討を通じて、今後の5年間というものが非常に切迫した：時期（クルーシアルな

ピリオッド）であって、この期間の間に核燃料サイクルの計画がスタートできないと、地域核燃料サイ

クル・センターの計画が進まないと、もう間に合わなくなる恐れがある。

　つまり、各国がそれぞれ自分で進めていくことになる恐れがあるので、この5年聞は大変大事なとき

であると思う、ということをいわれました。

　ただ、何はともあれ、こういう国際計画を進めるとしますと、たとえば増殖炉の将来、あるいは、混

合酸化物燃料の利用、あるいは再処理といったことについての国際間のコンセンサスがまず必要である、

ということをいわれたと思います。

　先ほど、シャィンマンさんのほうからもありましたが、新しい今後の核不：拡散体制というも．のは、

従来中心的に扱われた政治的な境界条件を整えていくというものだけでは不十分で、さらにこれに技術

的な境界条件を加する。そういう方向で解決する、そういう考え方ではないかといわれました。

　最後に、技術の移動ということについては、他の国の開発にこれを協力して使うのもいいかもしらん
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が、現下の情勢に誇いては、ただいまお話しになった国際的な地域核燃料・サイクル・センターの技術

開発に大いに使ってもらいたいものだ、という知話があったかと思います。

　以上、きわめて概略なまとめ方でありまして、あるいは各スピーカーゐご趣旨にそってない点もある

かと思いますが、これらを総括いたしまして感じますのは、再処理問題あるいは廃棄物処理問題等核燃

料サイクルのダウンストリームの問題と核拡散防止の二つの問題につきまして、これをどこかでなんと

かうまく調和させなくてはいけないという点については、結論的には、各スピーカーとも同じであると

思うのです。

　しかし、さらにご発言の趣旨等を見ていきますと、その間にいろいろニュアンスの違いがあるように

思われます。もちろんこの問題は、現段階ではっきりしていないところも多々あるわけでありますから、

やむを得ないわげでございますが、やはりニュアンスの違いがあるように思われました。

　しかも、大変興味のあることは、スピーカーの各位は、む互いには相手が何がいいたいのかというこ

とはよくわかって澄られる。おかっておられるけれども、しかし完全に満足はしておられない、という

ふうに見えたわけであります。．

　たとえば、核燃料サイクルと核拡散防止という二つの問題につきまして、ウエートの置き方が、やはり

スピーカーによって少しずつ違うように思われるわけです。

　シャインマンさんの講演の中で、一番最後にあったと思いますが、少なくとも私などは、従来から、

原子力の開発利用と核拡散防止という問題を論じますときに、ただいま申しましたように、まずエネル

ギーとしての原子力があって、それをうまく使「っていくためには、拡散を防止するシステムをうまくは

め込んでいかなくてはいけないという発想になっているのでありますが、ジャインマンさんのお話は、

ごれがまったく逆になっていまして、まず核不拡散ということが大事だ。そして、エネルギーのオブジ

ェクティブも、当然進めていかなくてはならない、というニュアンスに聞こえたのであります。あるい

は私の．耳の悪いせいかもしれませんが。

　そういった点に、重点の置き方といいますか、比重の置き方という点で、各スピーカーの間にある範

囲の違いがあったように思われたわけであります。

　最後に、このセヅションでは、地域核燃料・サイグル・センターそのもののあり．方につきましては、

現在まだ、IAEAの報告が出されていないということもありまして、技術的内容についてのこ議論は、

そう深くはなかったわけであります。ただ、きょうのフィッシャーさんの．お話を含めまして、私なりに

この問題を考えてみますと、理論的に、そういう考え方というのは、核不拡散という点から見ても非常に

によろしいということについては、異論のないところだと思うわけであります。現実に：、5隼以内にこ

の計画をスタートさせる必要があるというフィッシャーさんの齢考えでまいりますと、第一に、それを

どこにつくるのかという点についての議論が椙当手間取るのではないかと思います。

　それから、もう一つ、それまでの間は使用済み燃料を貯蔵する施設をまず増強するという考え方が示

されて診り玄すが、少なくとも日本の情勢等から考えて．、使用済燃料をどんどんためていくということ

自身が、い．わ．ゆるパブリック・アクセプタンスの上から見て、果たしてどれだけのアクセプタンスが得

られるかという点には、まだまだいろいろ検討しなければならない問題があるように思われますQとい

いますのは、少なくとも日本においては、使用済み燃料をある期間貯蔵しましたならば、．これを再処理

し、プルトニウムその他の核物質を回収して再び利用するのだ、こういう方針できている、すべて計画
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はその線にそって国民に説明されているからであります。

　それから、もう一つの点は、この地域核燃料サイクル・センターというものは、まあこれはっくり方

があると思いますし、先ほど申しました場所ということが一つあるわけでありますが、そこに再処理施

設、あるいはプルトニウム施設、あるいは廃棄物処理施設を置くといたしまして、一切核物質あるいは

廃棄物の国際間輸送はなくなるのだろうか、どうだろうか。

　この点については、どうも私にはよくわからなかったのでありますが、もしもなんらかの輸送という

問題が入るといたしますと、これは決して簡単なことではないように思われます。この問題は、まだま

だこれからIAEAの場、その他で検討をし、煮詰められなければならない問題でありますから、いま

ここでとやかく申し．ヒげるのもいかがかと思います。いずれにいたしましても、核燃料サイクルのこれ

からの進め方と、核拡散防止をどうして保障していくか、あるいはこのフィジカル・セキュリティを、

どうして完全に満足さしていくか、こういう問題についての国際的な話し合いは、きょうのこのセッシ

ョンだけで、当然終わるものではないわけであります。今後、政府間あるいは関係機関の間、そしてま

た来るべきIAEA主催のザルツブルグ会議などにおいて積極的あるいはもっと煮詰めた話し合いが行

われてしかるべきものではないかと思っているわけでございます。

　以上、大変まとまり悪いかもしれませんが、私のコメントを申し上げました。

　議長　　村田さん、会議の結果をきわめて的確に総括していただきまして、ありがとうございました。

　それからまた、パネリストの皆さん方、大変長時間にわたりまして、きわめて有益な議論を展開して

いただき、感謝にたえません。時間が大分超過いたしましたが、それでも十分意を尽くすことができな

かった点もあったと思います。この点はご了承いただきたいと思いますQ

　また、長い間、きわめて熱心にご清聴いただきました皆さん方に知礼申し上げます。

　そして、通訳という大変困難な仕事を適切に処理していただきました通訳者の方にも、心から感謝い

たしますQ

　それでは、以上をもちまして議長といたしましての私の務めを果たさしていただきたいと思います。

どうもありがとうございました。
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セッションー4　臼本の原子力産業一開発戦略上の課題

議　　長 白澤富一郎氏（日本原子力発電㈱社長）

基本課題の提起 「日本の原子力産業開発戦略上の課題」

　川上幸一（神奈川大学経済学部教授）

　　　　〈パネル討論〉

パネリスト　堀一郎氏

　　　　　　　　永野　治氏

　　　　　　　　村田　浩氏

　　　　　　　　清成　通氏

　　　　　　　　田島敏弘氏

　　　　　　　　並木　徹氏

（東京電力㈱常務取締役）

（石川島播磨重工業㈱副社長）

（日本原子力研究所副理事長）

（動力炉・核燃料開発事業団理事長）

（㈱日本興業銀行常務取締役）

（通商産業省資源エネルギー庁
ｴ子力産業課課長補佐）



日本原子力産業 開発戦略上の課題

　議長　　ただいまご紹介にあずかりました白澤でございますQ

　セッシ。ン4「日本の原子力産業一・開発戦略一しの課題」に関するバネ．ル討

論の議長を相務めますのでよろしくお願い申し⊥げます。

　本大会の関連セ。シ。ンでも論ぜられましたごとく、わが国のエネルギー供

給の安定確保を図るためには、当面大宗をなす石油の現実的な代替エネルギー

として原子力に依存せざるを得ない事情にあることは明らかであります。

　原子力を利用するためには、各国間の協調はもとより自主技術基盤の強化、人材の養成、資金の確保、

新型炉の開発、核燃料サイクルの整備など、政府、官界、産業界など、国民全体の緊密な協調体制のも

とに開発体制を整備、強化することが緊急の課題となっております。したがって、その課題を打開、克服

することが、原子力開発推進に携わる者に課せられた重大な責務だと思います。

　しかるに、核燃料サイクル。ダウンストリームの問題一一つを取ってみましても、世論は総合的に統一

されているとはいいがたい事情にあります。しかも本大会冒頭に有澤会長が述べられたように原子力の

開発を計画的にかつ組織的に推進するためには、、政府、官界、産業界はもちろん、国民大衆までも含め

た、理解に基づく認識と評価の統合的な合意形成が大きな基盤でありますQ

　そこで、本セッシ。ンでは、原子力を推進する上で行政面の問題も含めて、産業界が現実に直面して

いる問題を浮き彫りにし、それを打開するための短期、中期、長期課題についてパネル討論形式によっ

て討議を試み、重要課題について国内関係老のコンセンサスを得、もって課題の打開促進につながることを

期待せんとするものでありますQ

　パネル討論に入ります前に、パネリストの方々および討論の進め方について紹介させていただきます。

　まずパネリストの方々の紹介をさせていただきますQ

　私の右のほうから申レますと．、東京電力常務聖締役の堀さんです。

　つぎに、石川島播磨重工業副社長の永野さんでございます。

　つぎは、日本原子力研究所副理事長の村田さんでございますQこのプログラムには理事長の宗像さん

ということになっておりましたが、本日たまたま国会開会中に齢呼び出しがありましたので、本日は村

田さんにかわっていただくことになったわけでございます。その点ご了承いただきたいと存じます。

　私の左が神奈川大学教授の川上さんでございますが、川上教授には議長補佐としてこのパネル討論の

運営に当たって種々私の補佐をしていただくことになっております。

　それから動力炉・核燃料開発事業団理事長の清成さんでございます。

　その診隣りが昌本興業銀行常務取締役の田島さんです。

　その左が通商産業省資源エネルギー庁長官官房原子力産業課課長補佐の並木さんでございます。プログラム

には審議官の武田さんになっておりましたが、武田さんもまた国会にやむを得ざる用事で出席しなけれ

ばなりませんので、急遽並木さんにかわっていただいたわけです。並木さんは原子力関係に長く携わっ

て澄られてこの道の大家でございますのでよろしく診願い申し⊥げます。

　つぎにパネル討論の進め方ですが、最初に議長補佐の川上さんから、このセッシ。ンの基本課題の提
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起を30分程度で行っていただきまして、それを踏まえて、各パネリストの方々からそれぞれ10分程

度ひとあたり意見の開陳をむ願いし、そこでいったん休憩を10分とらせていただきます。休憩後、ご意

見の補足が必要と存じますので、さらに各パネリストから5分程度ご意見を述べていただきまして、し

かる後に浮き彫りにされた諸課題について討論に入りたいと存じます。

　それではまず川上さんに基本課題の提起をむ願いいたします。

　川上　　私の役目は「基本課題の提起」でありまして、原子力産業のこれか

らの開発戦略について若千の問題点を申し上げまして、パネルのこ討論のきっ

かけにしていただきたいと思いますQ

　開発戦略の検討はこれまでにもたびたび行われましたが、現在のようなむず

かしい情勢下で戦略を考えねばならないのは、恐らく初めてのことであります。

国の内外から、俵た国際的にも、原子力発電に対してさまざまな、相互に矛盾

するような要求や批判が出されております○たとえば、エネルギー政策の面からは、原子力発電の開発

を急げというのが、強い要求に左って逸りますし、一方安全性の面からは、もっと慎重にやれというの

が国民的な世論であります。その世論に応えるためには、核燃料サイクルの整備などを急がねばなりま

せんが、最近の国際情勢は、核拡散防止の観点から、再処理にブレーキをかける、あるいは国際間の技

術移転をますます制限するような方向に動いて澄ります。したがいまして、こういう情況のなかで、原

子力産業の開発を進めますには、よほどしっかりした政策を見通し、それに基づいた開発戦略をたてる

ことが先決でありまして、たんに海外などの動向に追随するということでは、原子力を日本のエネルギー

源として定着させていくことは、至難の業であると私は考えます。本日のパネルの目的も、そういう観

点から、問題点をできるだけ掘り下げてこ論議いただくことではないかと思います。

　ご承知のと要り、原子力とい．う技術は、廃棄物の安全な処分、あるいはプルトニウム利用の段階まで

を考えますと、非常に長期間の適切な管理技術が必要であります。したがらて、原子力の開発を進め

る場合にもっとも必要なことは、十分先の将来を見通し．て、産業の全体系を育てていく、つまり産業に

弱いところやぬけているところがないように、トごタル・システムをつねに考え、総合的に開発を進め

ることであります。これまでの開発は、そ「 ､いう点が致命的に欠けていたということを、十分に反省す

ることが、これからの開発戦略の出発点ではないかと思います。このトータル。システムの問題は、い

ろいろな面について申し上げることができますが、ここでは四つの点を申し上げたいと思います。

　第1は軽水炉の問題であります。軽水炉を導入したときのことを思い出してみますと、その当時いわ

れましたのは、軽水炉の技術はもうコンプリートしたんだ、実．用化したんだ、だからファーム・プライ

スで供給できるんだということでありました。やれわれはその話を信用したわけでありますが、その

結果はどうか・といいますと、軽水炉のパック・アップ体制，つまり試験研究体制をほとんどもたないで、

そんなものは必要がないと考えて建設を進めてきたわけであり、その欠陥が今になって現れてきたとい

うのが現状であります。

　私は最近、あるアメリカ人に会いましたが、彼はつぎのようなことをいっておりました。1われわれ

は軽水炉の技術をあなた方に渡す。その技術を使っても、もしトラブルが起きた場合、自分で手直しを

してさちに改良型の炉を発展させるというようなことは、あなた方の仕事なんだ」と。この話は今申し

上げたようないきさつからいいますと、少々問題があると思いますが、話の内容自体はまことにiE論で
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ありま．して、これからの開発戦略は、軽水炉を自分の手で完成させること、また、それができるよ・かな

体制を固めることが、もっと差し迫った問題であろうと思．います。

　アメリカの政策は、次第にはっきりしてくると思います声、相当にスロ㌣ダウンするよ．うであ虹．ま．し

て、10年なり15年をかけて、ゆっくり軽水炉系を完成させていくという．、そういう考．え方に傾いて

おりますQアメリカには資源がありますから、それだけの余市もあるかも知れまぜんが、．日本に．とり諭

しては問題ははるかに切実でありまして・たんにアメリカ．のペースに合わせていくといρこ．とでは・問

題はすまないだろうと思います。そういう意味で、軽水炉のR＆Dの体制は現状で十分なのかどうか、改良型の

炉を完成させるところまで果たしていけるのかどうか、そのためにはどんな条件が必票なのか》そξ）多

たりを十分に詰めることが一つの問題であろうと思います。

　つぎに第2の問題は、核燃料サイクル、とくに．ダウンスト．リーへ¢！問題であります。

　この．問題では、先ほど・申し上げましたようにv核拡散．防止の観点から、、当面再処理を遅ちギる1＼あ．る

いは再処理をしないで核燃料をできるだけ有．効利用しよう．というよラな考え方が、♂ア．メリカなどに貯『、

きて齢りますdこの問題は当面外交交渉の対象でありますし、必要なら嬉術開発の努力もすべ．き．牟と添

いま、すが、日本のエネルギー事情から考えますと、日本がこれ．ま．でρ考え方を之こで突然変更すると、匝

うの．は、．きわめて非現実的でありますから、ここでは従来ど．澄り、ダウ．イストワー吟の確皐を魯参聰に

ならないという前提で、お話を申し⊥げた．いと思います。

　そ．の場合に・差し当たっての問題は＼．原子力肇電所の計画と核燃料のダウZストリー．ム．計．画との、づラ

ンメという問題であります。いったいパラソス娯とれているというのは、どう．いう・．状態の．こと．をいうの

かQ最終処分までの研究開発計画を作成すれば、それでバランスがとれて、原子力発電参国民にアノマ

プ．トされると期待レてもいいのかどうか、そのあたりが問題だろうと思いま．す。

　ダウンストリームのほ季が整備が遅れると．いうのは、ある意味では当然¢！こζであります。．原子力発

電所から使用済燃料が．出て・．それが再処理されて・．そこから出て．〈・．る廃案吻を陣って処理や処分：の研穽

が始まるわけですから、発電系とダ．ウ／ストリ「ム系を同時的に確立するζい．う．．の嫁、でき．な匝相誇．で

あります。しかしその．ことは逆．にいいま．す，と．、タ1ウッストリ、7ムはど．．うしても遅れ．るもので．すカ≧ら、．研

究開発に着手するタイミングは絶対に遅れては掴らない、・そういうζとを意味しており．まして、．そのタイミングを逃

してそれが遅れてしまつπとζうに・先ほど申し上げ左よう．なパ，ランネの問題が生じていると思います。たと之1ぎい

再処理第2工場の問題は、：昭和42、．43年で．ろ、．今から1③年も．前に提起されていましたが、1もう少し

様子をみようというようなこどで延ばさμまレて》現在もまだ解決をみていないという状態であ．りまレ

て、．問題は非常にむずかレ〈．なってしまったわけ、であ．り．．ます。．

　あまり適切な例で．ないか．も知れ葦せ．んが、旨高レ．ベル廃棄物の処4＞を考えてみますと、、例めの与年．間は

タンクに入れて診いて、6年目からは固化をして、それから20年くらいの間に最終処分のめどをつけ

る・そういう1．．本の線を、引いたようなR＆D計画をて？くった．と．しまして・．それで果たこして国民が安心感を

もつことができるだろウか、そのあた．りが非常に問題で南りま．す。

　．．もう一つの別の考完訳を申し上げますと、液体貯蔵の期間を20年か、215年と．りましで、、．紀元3．OpO

年ごろまでは1本の線を引いて於いて一・そうしますと固化技術の開発．を日．本でやるξ．レま：・して・概・、1

時間的余裕は十分にありますからレそれを2継目の線として引くことにします。．さらに、．，．固化技．術を．技

術導入する可能性がありますから・外国の技術．が先に完成した場合は・．その技術脅．導面して計画をろ、ピ
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L． hアップする5それが3本目の線になりますQつぎには固化ができたところがら50年でも100年．

でも、必要なだけの線を引きまして、つまり十分な時間をとった上で、最終処分の開発が進められるよ

うに致します。こういう考え方は、大変図式的に申し上げましたが、ダウンストリームの計画に十分な

アローアンスをもたせる、つまり計画のなかの不確定要因を、できるだけ計画自体によってカバーしょ

うということでありまして、再処理第2工場の計画などにもこういう考え方が必要ではないかと思い翫

す。これくらいの考え方をしませんと、不確定要因を野放しにしたままの計画では、原子力発電計画とダ

ウンストリームとのバランスについて、国民に納得してもらうことはなかなかむずかしいだろうと私は

思います6こういう考え方をとろうとしますと、恐らく財政制度との関連が出てくると思いますが、その＼

ことはまたあとで申し上げます。

　つぎに第3の問題は、．新型炉の．R＆Dの問題であります。

　こあ将来線型or炉系の問題につきましては、どの心寄を選択するのか、どれに重点をおくべきかというような

議論がもっぱら行われて参りました。もちろ． �ｱの議論は大事でありますが、研究開発の現状を見ます

と、現在のプ．ロジェクトはまだ一つも実用化のめどが立つ．ておりませんし、開発がうまくいっているの

か、．．うまくいくのかということについて疑問をもつ入が非常に多いのであります。ところが公式の場に．

なりますと、開発を成功させるにはどうしたらいいのかという、肝心の議論が非常に少ないのでありま

して、これはいったいどうしたわけなのかというのが私の疑問でありますQつまり、実用化への見通しや確

信が立づ．ているわけでもないのに、定型の良し悪しとか選択の議論ばかりしているというのは、将来の

ある時点で技術導入があり得るというこどが、噛暗黙の前提になつ．ているからではないのか、そ．ういう疑

問がわいてくるのであります。

　しかしご承知のように、プルトニウム関係．の技術は今後技術導入がむずかしくなるという見通しであ

り強して、白面もこのあたりで開発に本腰を入れることがぜひとも必要であろうと思います。R＆Dの

段階というのば、研究者や一部技術者だけがやるものではなくて、技術を産業の側に：移行していく過程

が洗蒔に進行しなければならない。そういう．意味で産業形成の第1段階であります。ところが実用化を

達成するためにはどういう産業体制が適当なのか、資金の分担はどのようにするのが合理的なのか、あ

るらは開発のリヌクをどめようにカバーすればいいのか、そう硲う根本問題がまったく解決されな．いた

め・に、いってみれば、要するにや為気のない状態が生じて於りまして、そのごとが研究開発の内容や．グ

レードを低’下させるというのが実情であります。今のような状態では、当面のFBRやAT．Rだけでは

なくて、． ｫ来のヴラン濃縮や高温ガズ炉についても、恐らく開発の成功を期待するというのはむず．かし

いというのが私の率直な印象であります。これらのプ・ジェクトが一つでも二つでも行き詰まった場合に、

日本の原子力がい．つたいどういう事態になるかということを、真剣に考えねばならないときであろうと

恵いま．す。

　日本には開発経験があまりありませんし、パブリック・アクセプタンスの問題なども考えてみますと、

プルトニウムの利用について現在われわれが三つの計画、三つの線をもっていると．いうのは、むしろ幸

“なことであ．りまして、．その全体を幽つのプロジェクトであるというくらいに考えて、プルトニウム利用を

なんとか成功させていくという、そうした総合的な考え方が必要ではないかと思います。

　最後に．第4は、産業技術システムと社会システムの問題であり．ます。

．源子力のよう．な大型技術は、社会に定着させていくために、適切な社会システムが本来必要でありま

．す。この産業技術と社会との関係には二つの側面がありまして、一つは社会の制度や政策が適切でないと、
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産業の形成がうまくいかないという側面であ幻ます。もう一つは、産業が社会に．与える影響を防ぐ、あ

るいは社会と技術と両立させていくために、適当な社会システムが必要になるという問題であります。

日本ではその辺の対応がまだ遅れておりまして、そのことが原子力行政問題という形で現れているのだ

と私は思います。

　こういう問題意識が遅れているのは、行政や産業界だけではなくて、大学も同じでありまして、たとえ

ばアメリカの大学には、サイエンス。テクノロジー・アンド・ソサイエティーあるいはサイエンス・テ

クノロジー・アンド・パブリック・ポリシイという研究センターや研究計画をもっている大学

がいくつもあります。そこではいろいろな専門の学者、とくに社会科学の研究老が集まって、科学技術

と社会との関係を研究しており蓬す。つまり、社会科学的な観点から、技術や産業の概念の見直しが行

われておりまして、1例をあげますと、軽水炉が実用化したとか、今は実用化段階だというようなこ

とがたびたびいわれてきましたが、コーネル大学の研究計画では、技術が実用化したといえるのは、そ

の技術が社会にアクセプトされたときであるという、考え方を採用して診ります。同じことは安全性の

概念についてもいえることではないかと思い査す。

　そういった意味で、これからの開発戦略にとりましては、社会システムの問題は非常に重要でありま

す。安全協定、電源三法、原子力安全委員会、そのほかいろいろな努力が行われて下りますが、それぞ

れにまだ問題が残っておりますし、原子力行政のなかでの地方公共団体の役割などの問題も未解決であ

りまして、こういう問題をふくめたパブリヅク・アクセプタンスの問題は、今日のパネルにとりまして

も、中心問題の一つではないかと思います。

　以上、原子力産業をトータル・システムとして育てていかねばならないという観点から、いくつかの

間題を申し上げましたが、こういうことはたんに一一般論として申し上げる分には、あまり反対する人は

いないわけでありまして、問題は誰が、どこで、そういう総合的な進め方をチェソクするのかでありま

す。トータル。システムが．自然発生的に育つことは期待できませんから、なにか制度化されたものがあ

って、それによって総合的な推進が確保されるということが大切だろうと思います。

　また、今申し⊥げたなかで、一つの共通した問題は、長期間の開発にともなう不確定要素を、どうや

ってカバーするのかという問題であります。技術の領域では、原子炉を開発したり、建設したりする場

合にシステム・エンジニアリングということがあります。また、安全性については設計のアローアンス

を十分にとってむく、あるいは多重防護というような設計概念がありまして、不確定要素をできるだけ

カバーするζとに努力しております。こういう技術の領域で必要なことは、政策のプランニングをする

場合にも当然必要であると思いますが、問題が長期計画や予算の話になりますと、そういう考慮が十分

に行われないのはいったいどうしてなのか。もしその原因が財政制度にあるということなら、明治以来

の旧態依然たる財政制度の改革を考えるべきであると私は思います。

　最後に、以上申し⊥げた問題は、必要な資金の問題、あるいは入員の確保の問題に、集約されて参り

ます。原子力のような大型産業の育成には、今申し上げたような意味で、相当思い切った先行投資が必

要でありまして、原子力にどれだけの開発投資をするかは、日本のエネルギーの将来を考え、原子力の

必要度がどの程度であるかという、政策判断の問題だと思います。新任の科学技術庁長官も、資金の調

達には「破天荒な方法」が必要だといっておられるようですが、この問題には資金をどのように、誰が

負担するのが合理的であるかという、分担の公正さの問題が含まれております。この問題がうまく解決

されないで、たとえば民間に過大な負担がかけられますと、民間は開発への参加をヘジテートすること
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になりますから、開発が思うように進まないという結果になりますQ原子力産業会議の調査をみまして

も、原子力産業受注残の減少などのマイナスの傾向がでておりまして、こういう産業の実情をよく考え

た資金政策が必要であろうと思います。この間題は、開発をすすめる場合にどういう産業組織が適当で

あるかという問題を含めまして、掘り下げた検討が必要であります。

　問題が非常に広範囲にわたりますので、十分に意を尽くせませんでしたが、以一ヒをもちまして、私の

「基本課題の提起」といたします。

　議長　　ただいま川上さんから広範にわたる基本課題の提言がありましたが、こ．れらを踏まえまして、

各バネリズトから意見の開陳をそれぞれ10分程度お願いしたいと思います。

　掻ず最初に東京電力の堀さんにお願い添たします。

　堀　　．ただいまご紹介いただきました東京電力の堀でございます。

　今回のパネル討論の趣旨にしたがって、原子力開発推進．ヒ、現実に直面して

いる諸問題を、電気事業者の一員として申し述べることといたしますQ

　まず、わが国として基本的に認識しなければならないことは、今後、相当期．．

．澗にわたり、電源開発の主軸は、軽水型原子力発電であり、この開発推進に当

たって直面している悶題をなによりもまず打開していかねばならないというこ

どそあ．りますあしかも、わが国の資源事情や、国土、国民感情などを総合的に判断した解決策がなけれ

ばならないと考えておりますQ

　それでは、これが直面している諸問題とは何かと申しますと、とぐに私が痛感している大きな問題と

して、三つをあげたいと思います。

　　　　　　　　　　　　　り　　り　　り　一つは、「自主技術開発の診くれ」、二つには「’再処理の見通し難」、第三に「わが国エネルギー対

策の確立」であります。

　最初に「自主技術開発の寿ミ乳」でありますが、なんといっても、わが国は、技術的経験の蓄積の上

に立った自主技術の開発という面で、欧米先進国、とくに西独などと比べておくれをとっている。この

ことを私は非常に重く考えておりますQ

　わが国で原子力が始められてから、約20年を経過しましたが、原子力発電の主体となった軽水炉開

発は、最初のプラントをアメリカから導入し、次号機以降を海外のライセンスを導入しての国産という

パターシで進めてまいりました。しかし、国産化といいましても、同じ設計で国内のメーカーがつくる

ということが大部分でありまして、わが国独自の考え方があ．まり容れられなかったのであります。この

間にヨーロッパでは、とくに政府が力を入れて、メーカーと一体となって国産化に努あ、独創的なアイ

デアを入れた軽水炉を開発するに至っ． ﾄ語ります。

　とくに近年わが国にむいて、機器の異常や故障の補修のために、長期間停止するような事態をしばし

ば経験いたし濠すと、ここで今までの貴重な建設経験、運転経験を活かしつつ、わが国固有の風土条件

と厳しい環境上の要求に応えられるような、独自の技術を育てることの必要性を一段と強く感ずるので

あります。このことは、他にかけがえのなら電源としての軽水炉をしっかりと定着させ、電力の供給信

頼度を高めるための捷径であると確信しております。

rそれでは、とれをど．､進めていくべきかでありますが、もっとも大切なことは、軽水炉技術開発の総

力を組織的に結集することであると考えております。

　昨年来、電力業界では、技術開発のための協力を一・層強化するために、協議を進めておりまして、沸
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騰水型（BWR乏・加圧鯉（PWR）にかかわ塘く・電力各社隊通する諸諾／題のIPか『鯨糊，：

を選別し、相互に分担・協力して研究開発の総合効率を高めるべく態勢を．整えて．きておりますg

　また、国、電力、メーカ．一の協力のもとに、昨年2月、原子力工学三三セ．ンタ．一が設立され、大型の

安全研究を共同で進める体制が初めてできましたが・このよう鰯当体髄さらに雌す．る．必要力1励

ます・また・．わ調技鱒の総力が有機三目…鰭をも・て回す臨めに・は誇ら晒衝メニ㌃

聞の技徽瀧拡大強化していく必裏が効ま．ず・こ棚・三田鯛やず・．．ユづ一側．燭力と

てやっていかねばならないと思う．ので．あります。それには、企業機密保護などの問題も解決していぐ必

要が靭ます．が・欧米三国に立遅れている．猴を醐し・燭白三郷立・．て・競争四時二三1を

はかり．つつ、推進．していただくよう念願．する次第で．あ、ります。

　つぎに・晴処理の髄し鯛であ擁鋤ミ・エネルギ贋駆乏しいわが国として妹・三三の

核燃料を酬用する体制を・．・なんと．しても三三．げる必要が・あ．ります・、しかも・．そ．れには・．．高レ㌻ヒの

放射性廃棄物の処理。処分とあわせて、再処理体制を確立していかねばなりません。そこで、ζμまで

世界の技術醗などの餉を捗がら・渉｝歩・準備雛めてきたの曾が・¢へ来も．核不拡散

の措置を強化する趣旨の、国際的な動きが強く出てまいりま．したρ

　原子力の平和三二めざす三三としては．・て．餌う・鯉騒向に前向き闘回し・鴎白三保隣

置の整備確立に努訂しつつ・わが国Q再処理体制．を実現していく．こと：が重：要であります・．

　この当面の進め方としては・過渡的にヨ7…　1爾処既委託するとレ郁・基本としては・動黙

事業団の再処理技術の縫険を活かしつつ・．本霊的再三運工場の建設へζ努力．を結集していくことが必要

と：考．えます。．．

　．之の自主路線確立の．ために．はやー方にお．いでナ貌ト取得に当た、？．での厳しい環境条件があ浄ζζ1を重

分認識の．上、国内の関係諸機．関．が「致協1力しや結集しでζれに三三るこ≒．が必要不可外で脅．三三す。憶

うしてこそ、関係諸国の動きを的確に把握レ、．．わが国として犀並みをそろ冬た、、しかも迅速か？先見的

な対応ができ．るものと．考えますQ・．したがって・・わが国摯理体制の確立ξ）ために・官民の昂調の緊寧駕ζ

協同体制の強化が、、今ほど要請される時期は比いと思うので南ります。

　最後にもっとも基本的項問題とレて「わが国斗．ネルギ「山高ρ確立」があります。．

　・・今までに公表されている諸資料によれば・．わが国のも？．とも望まレい経済成長率は・6％三三と回れて却

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　ロ　　　　リ
リますが・．これを踏まえて見た電力需給は懇原子力電源開発ρ大幅なおくれ4どにより》、昭和5ρ年代

「後半には∀著しくバランスを崩す恐れがあρますd．

　．．一方冨エネルギ｝をめぐる国際情勢は目まぐるレ：く混化レて診．り・・々が国にζ？て環境砿ますます点

しくなりつつあります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　　　　　　　　　
　このような状況のもとで・わが国のエネルギー対策のおく．れを取り戻レ・．望ま．しい軽三三母を達成して

いくことは容易ならざることで・この際・なにより園まず＼的確な情勢判断に文っ1た・確固た為干ネル

ギー政策の樹立・展開をはかることが緊票と考えますQ

．．．

｡般、新たに、総理大臣を中心とした「年ネノヒギー対策閣二会識」炉設置されま．し四声、，導ρ点、木

いに期待するところであります・とくに・わが国¢）原子力の開発推進に砿・イくプリ羽ク●アぞセ7ぞ渚

スなどの問題も含め、国の指導・役割はきわめて重要でφりますσ、ζρ観点．から、？ぎの4点を、．切！ご要

望致したいのでありますG

一心1に、その手はじめとなる原子力行政の改革についてで南りますQ今般」改正法案．を鱒会ヂご三三
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中でありますが、その運用に当たっては、開発と観制．、バランスのとれた施策を講じていただきたい。

たとえば、規制を強化する場合には、担当省庁の体制を充実・強化し、許認可手続等が迅速かつ能率的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　り　　　　　
に行い得るようにし、エネルギー対策の恥くれを招来することのないようにする必要があります。

　第2に、国民経済の中でもっとも適した形で、原子力開発にかかわる官民の役割を明確にし、その資

金的な裏打ちを行うことであります。とくに、研究開発のような、国の将来にかかわる事業が、財政上

置等ゐ不備によって停滞することのないようにすることが重要であります。

　第3は、資源や核規制にかか．わる外交活動を総．合的、積極的に展開することであり、

　第4は、原子力推進の国民的気運を醸成するよう、国をあげて努力することであります。

　以上、原子力発電の事業遂行に当たって、とくに痛感している三つの問題について、申し述べさせて

いただきました。

　議長　　電気事業の直面している立場から具体的ないろいろの問題の提起がございました。大変あり

がと． ､ございました。

　つぎに永野さん論願いします6

　永野　　ご指名いただきました永野でございます。

　いま堀さんもお話の中で、最後に国民の合意を強調なさいましたのですが、

私どもいわゆるメーカーの立場としまして、原子力関係の装置が社会的信頼を

得ることに全力を尽くさなくてはなりませんし、またその努力をして澄りまず

が、現在あるものについての問題もございますし、現在開発中のも．つと進歩し

たものについても、いわゆるパブリック・アクセプタンスがその途次で問題に

なるといちめが、いままでの世界的な傾向だとみられます。とくに日本ではそれがきついということがあります。な

ぜこんなにむずかしいのだろうかということについては、すべての人がもっと深く考える必要があると思うのであります。

　要するにパブリック。アクセプタンスというものの本質は何かということをもっと真剣に考える．必要

があるように思われますQといいますのは、人間世界の作業能力の拡大の速さが、われわれの自覚ある

いは実感をこえて速いというのが近代の傾向だと思います。それでもろもろの活動の影響、われわれ個

人個人、一挙手～投足玄こういうものが昔と比べて比較にならないぐらい広範かつ深刻になってきた。

そしてわれわれのスコープをごえて波及するようになった。これについてもっとみんなが深く自覚、反

省する必要があるように思います。なにもこれは原子力に限らず、今のような世の中になりますと、す

べての開発に穿いてパブリック・リレーシ。ンに欠けることがないように最大の関心をみんなが払わな

くてはならないわけです。一口にいいますと、信頼というものは前提ではなくて結果である。そういう

考え方が一般に広まらなくてはならず〉われわれ自身こういうものに関連しているものは、そういうプ

リンシプルを肝に銘じなくて嫁ならないということが一つございます。

　それからもう一つ、堀さんが先ほどやはり大変強調された信頼性、安全性に対する独自の努力の問題、

これは先のもっとハイカラな炉の開発よりも、現実の問題としてはさらに大事な問題と思われます。こ

ういう信頼性設計にも、物が大規模な設備であるためにコストがかなりの規模で、これもわれわれの普

通に考えるよりも大きくかかる。一方、安全評価に関しましても、これは現在でもいわゆるアズ・ロー

．・プズ・プラクティカプルという思想が基盤になっておりますが、これはどうしても一歩前進して、安

全の定量的り限界を規定し得るように経験と検討を重ねなくてはなりません。そして規制基準の合理化

．を．函らなければならないのでありますが、そのためにも大きな研究出費がいる。どの道安全コストとい
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うものは増大の傾向を持つと思われます。これに対して事業者もメーカー一も、消費者も居住者もリーズ

ナブルなシェアを持たなくてはならず、そういうことについて全国民的な合意を図らなくてはならない

と思います。あらゆる立場の人々がみんな、．これはわれわれの問題なのだと、こう思う自覚と信頼関係

を築く必要があると思います。

　それから堀さんがいろいろお話になり、また最初に川上さんからも指摘されましたいわゆる自主技術

と国際協力の問題、これは完全な意味で自主技術などというものはこの世にあるべくもありません。こ

れは祖先伝来の知恵の⊥に築かれているものです。しかしとくに原子力の開発のような大規模で長期的

労．作がいるものには、協力、補完関係が全世界的に単純な競争原理に優先すべきものだと思われます。

このためにはある程度、いわゆる国益意識に抑制をはかる傾向が世界的に生まれてくる必要があるよう

に思います。そういうふうに全関係者の意識の鍛錬と、一方では政治的配慮が望ましいと思われます。

　それから技術開発をやる場合のわれわれの力の結集、これも先ほど堀さんが大変強調されましたが、

まったく同感でございます。われわれメーカーの立場として、同業者間の問題としてその協力が共通か

つ共有できる利益を目指していく、そういう関係ができ、かつその活動を刺激するための競争意欲が並

び存するような関係、状態がほしいと思います。これにはその根源にさかのぼれば、技術の帰属という

ものが所属団体よりも個人にあるというふうな意識の傾向が望まれると思います。

　最後に、エネルギー問題の展望を簡単にしてみたいと思います。アメリカではニクソン時代の末期に

フォード財団でエネルギー政策の研究をしたものが発表されておりますが、1985年までのエネルギ

ー消費は、いわゆる「ヒストリカル」に延長すると年率3．4％ぐらい、「テクニカル・フィックス」す

ると、1．7％ぐらいの目安を立てていたように思います。日本では一昨年の総合エネルギー調査会の試

算の数字で、1985年までの伸びは年率5％をこえてこういう数字よりも高くなっています。その先

「テクニカル・フィックス」を期待したとしましても、人ロフィックスをしないかぎりは目立った抑止

は望みにくいと思われます。結局原子力に多くを依存することになり、これは自明の理と思われます。

そしてエネルギー消費の3分の1に過ぎない電力だけにかぎっていたのでは行き詰まるのは時間の問

題で、どうしても高温のプロセス・ヒートの利用に進まなければならない。結局今の形を土台にしたも

っと進歩した高温ガス炉が世界的に望まれる。これについては世界的協力の機運が高まりつつあるよう

に思いますが、こういう分野には日本の貢献度に期待すべきところが多いのではないかと思います。こ

の点は村田さんの分野でありますが、どうぞよろしく。

　議長　　メーカーの立場も含めましてお話をいただきありがとうございました。

　それでは村田さんどうぞ。

　村山　　このパネル討論には日本原子力研究所の宗像理事長が出席する予定

でありましたが、国会関係の仕事により残念ながら出席できなくなりました。

私が代わって参加する次第でありますが、宗像理事長はこのセッシ。ンのテーマ

に関する自身の齢考えを私に託されましたので、以下に代読いたします。

　独創的な技術開発の面で、わが国は実績が多いほうではなく、低成長経済を

余儀なくされる転換期に処すに当たり、数年前までの高成長のころのことを反

省する必要があります。高成長を謳歌したころは、．人の後を追って同業者が多く生まれたりした量にお

ける大成果でありましたし、また、大量生産によるメリットによって伸び栄えたものでありました。し
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かし、資源。エネルギーは有限であり、使い棄ては慎まねばならないなど、行き過ぎを反省しなければ

ならなくなっています。その量を誇った経済を、低成長経済へ切り替えるに当たり、転換した後には質

に依存する経済を進めねばならないのです。そのために、同類があるといって容易に事を始めるのをや

め、決意を款たにして創造性を発揮して、独自な自主技術を開発し、質の高い生産を中心に新しい経済

を展開させる精進を是非とも必要とするのであります。

　人の後を追って量産で稼ぎをあげることはわが国の今後の道ではないから、経済活動の基となる工業

生産の裏づけとなる科学技術の道を開くのに当たって、従来より改められた着眼が必要となります。科

学技術の開拓者は、人に教えられたのではなく、実在する現実に教えられて実績をあげたということは、

歴史が物語っているのであるから、それを学んで、まず人の先を歩く心構えをつくらねばならないので

す。すなわち、実物に教えられて、言い換えれば実物教育によって開拓者となるよう創造性を発揮せねば

ならないのであって、文献に学んでそれを頼りに動く文献教育を重視すると、いつまでも人の後を歩く

ことになります。文献に学ぶことは、実物に学ぶことに比べて、ことに学校秀才などは効率が高いよう

に思いがちで、また事実そのような面もあるから、科学技術に入門して準備の道にあるものは文献教育

を．活用してよいが、自立して科学技術で勝負する老は実物教育で力を発揮して創造の成果をあげ、開拓

老となるべきです。わが国に従来あった文献教育：重視を反省して、実物教育尊重：の雰囲気をつくれば、

自ち創造の成果があがるようになって、目指す質の工業技術が栄えて、新しい経済発展が期待されるよ

うになるわけです。

　私どもの日本原子力研究所では、恵まれた実験的研究の場を有して齢り、実物教育の精進に励みつづ

けたので、すでに独創的な研究の芽生えがかなり伸びてきていることは幸せであります。原子力発電に

関する安全性関連の諸題目、多目的高温ガス炉の独自な開発、トカマク方式の核融合研究の特徴である

開発な．どをはじめとし、放射能関連の諸分野の研究開発などに、特色ある創造的な成果をあげて積み重

ねつつあって、原子力開発の質の向上を期しているのであ．ります。

　原子力．の研究開発の分野ははなはだしく広く深いものであって、わが国の研究力．をもってなし得る研

究開発はその晶部分に過ぎないことをよく知らねばなりません。なにもかも手を伸ばす結果は、文献を

頼る調査的． ﾈ庵のを多くするのに通じ、それは人の後を歩くことになり、技術開発の独創性の水準を低

くして、質の高いものを求める動きに反することになります。あくまで、独自の創造的な研究開発を実

在する真理の暗示する教訓によって進め、他に類例のない質の高い研究成果をあげ、敬意をもってそれ

が他に受けいれられるとともに、他のつくりあげた創造の成果を敬意をもって迎えいれるようにして、

ギブ・アンド・テイクを実現し国際協力を実現させたいものであります。

　創意は他から指導ずるようなことで生まれるものではありませんから、創意の生まれやすい環境をつく

る配慮が必要であります。創造の発芽は、異端視され例外扱いされやすく、とくに注意して育てなけれ

ば発芽が枯れてしまうおそれが多いのです。また1わが国には、学んで物識りになった者を過度に尊重

し、既存の枠に当てはめてみる風習がとくに強いので、試行錯誤の繰り返しによって科学技術の創造が

生み出されることに対する理解が得られ難い点があります。といって、創造の若芽を初めから認める

．こ．とははなはだむつかしいが、創意者の熱情や精進の程度によって、それを認めるように進めることは

可能であります。要するに、手に汗し汗を額に流して試行錯誤の精進をいとわずする、創造性の豊かな

自主技術開発の適材を選んで、精進に力を尽くさせ、若い人々に事に当たらせて長い将来を期待し、根
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強い頑張りを後援し推進することが大切であると思います。

　議長　　村関さんか．ら人材の養成、自主技術の開発、独創性というようなことで高い見地から澄話が

ありました。大変ありがとうございました。

　つぎに清成さんむ願いいたします。

　　　　　　　　　　　　清成　　先ほどの川⊥先生からの問題提起の中から、私は4点を抜き出して

　　　　1鷲　　齢紳し上げて糠暁思吋す・
　　　　　蹴　向坂・んがや・蜴れ・す総合研究醗騨が帳期・ネルギ燃の選

　　　　　　　　　　　択」を発表されました。それによりますと・西暦2000年の時点では経済成

　　　　　　　　　　　長率を4％、エネルギーの需要の増加率を3％、それからしてエネルギーの節

　　　　　　　　　　　約を15％、さらに原子力、地熱、太陽熱あるいは石炭、LNGというような

代替エネルギーを最大に見込んでも、なむ現在の2倍ぐらいの石油を必要とするということで、そうい

う膨大な石油の入手ということは非常に困難なのではなかろうかということが指摘されていたようでご

ざいます。

　これらの数字を仔細に考えますと、実嫉まことにゆゆしい問題を包含しているのでございます。これ

を実際に考えますと、、わが国の輝済規模とか産業構造、それからして国民の生活水準あるいは福祉社会

のあり方というようなことなど、長期にわた． ﾁての価値判断すらも、いろいろ変革しなければならない

ような：重要な政治問題であるわけでございすす。

　西暦2000年というと非常に遠い先のように考えまずけれども、昨日、一昨日もこの大会でいろい

ろ指摘がありましたように、原子力の開発のように非常にリード・タイムの長い仕事になると、西暦

2000年の前後ということはもうすでに現在、ただいまのことなのであります。日本の社会、われわ

れの子孫に間違？た道を歩かせないためには、どうしてもエネルギー政策というものを確立して、それ

を国民に本当に納得させる、実行するということが必要であり、これは政治家の非常に大きな責任だろ

うと考えるわけであります。これに国防とか外交、あるいは教育というようなことに匹敵する重要課題

である．と思うのでありますσエネルギ「問題もいろいろ国会などでも議論され、原子力などいろいろ議

論されてお診ますところを新聞その他で承りますと、どうも私たちには、なにか原子力問題が政争の具

に供されているという感じを受けるしとを率直に表明せざるを得ないわけです。私は、このエネルギー

問題には政治家は真剣に取り組んでい．ただきたいと思います。これがまず指摘の第1点です。

　第2には、開発戦略を立てるに当たっては、できるだけ科学的なデータによることが必要だと思い葦

す。それはいま申しましたように、エネルギーというものは国のやはり命運にかかわるような問題です

ので、世界のどの国でもそれぞれ自主的な理念によって政策が立てられるわけであります。わが国は非

常に特殊なバックグラウンドを持っていますので、そういうバヅクグラウンドに立って国の諸施策、そ

れと十分な整合性を有するようなエネルギーの基本計画というものが立てられるべきだと思います。ま

たこの計画においてはエネルギー政策はもとより科学技術政策、社会政策、あるいは経済政策、福祉環

境政策というような観点も含めて、科学的な方法による事実認識の上に立つべきであるというのが、い

ま．私たち考えるところでございます。

　幸い、そういうわが国の立場などについては、大分前からこの原産などでも、原子力開発利用実行計

面委員会で大変りっぱな結論を出しておられますbまた科学技術会議などに診いても、エネルギーの研
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究開発については今後必要とされる研究開発課題をほとんど網羅して目標設定がなされて齢り、これを

もとにして、先ほど申し上げましたような考え方の上に立って、第1には国のいろいろな政策の中にお

げるエネルギーの位置づけ、第2には、．そのエネルギーの中における原子力の位置づけをはっきりやり

まして、その結果によって科学的、合理的な開発優先順位を決定し、そして政府、国民の合意を得ると

いうことが一番必要なのではないかと思いますQこうして初めて、軽重、大小を誤らないような資金、

人員の配分というようなことが可能になり、ひいては最適の開発体制というものが実現するだろうと私

は考えるのでございます。

　第3は、原子力開発に関する資金ですが、先ほどからいろいろお話もございましたが、従来電力の開

発というのは、火力発電にみられますように、外国で完成した技術を電力会社の資金で導入してやって

磯いりました。しかし今後原子力について申しますならば、先ほどお話のありました軽水炉を除いては、

これから先はほとんど自らの開発でございます。しかもその炉の開発に加えて、燃料の開発輸入である

とか、あるいは濃縮、成型加工、再処理、廃棄物の処理処分、さらには発電所の用地の取得とか補償の

問題など、実に莫大な資金を必要とするのでありますが、このような資金をどういうふうに負担するの

が合理的か、あるいは経済学的にも正しいのかというようなことを私は本当に確立していただきたい。

たとえば電力の消費老が負担するのか、あるいは一般国民が負担するのかというふうなことをまずフィ

ロソフィーとして確立していただきたい。お恥ずかしい次第ですが、いま私たちが、民間出資というよ

うな形で毎年予算のたびごとに押したり引いたりやっているということは、まことに不毛の努力である

と考えるところでございます。

　最：後に、大型の技術開発の実施方法というものを一体どうすべきかということを、10年間新型炉の

開発を担当いたしました経験から述べてみたいと思います。先ほどから申して治りますように原子力の

ような大型の自主開発というものは、資金的にどうしてもやっぱり大部分を国の支出に仰ぐということ

になると思いますが、その開発の中心はあくまでも産業界・一これはユーザーとメーカーということに

なりますが一でなければなりません。それでなくてはこういうことの開発は実を結ばないと思うので

ございます。．それにはどのよう．な体制を採用して、どのような運営をするかという非常に大きな問題が

横たわっているのでありますが、私の乏しい新型炉の開発の経籍から申しますと、政府の機構とか、諸

制度、それからして民間的な事業運営というものとは、実は容易にかみあいません。い玄のところは政

府の金を使う．と、どうしても政府の機構、諸制度というものに縛られるのですが、これからだんだんと

事が大きくなり、実査段階へのアプローチということになりますと、どうしてももっと善意と誠意と

信頼といった理念をもとにした、飛躍した発想というのがぜひ必要になるのではないかと考えるのであ

ります。

　冒頭に私が開陳いたします意見はこれぐらいにとどめて齢きたいと思います。

　　　　　　　　　　　　議長　　大変ありがとうございました。

翻。篶1雛熱野鵬欝欝
　　　　　　　　　　　あります。．ま．ず初めにパブリック・アクセプタンス問題については、①原子力

　　　　　．海門　　　　発電のわが．国のエネルギー資源需給事情を考えると、石油代替エネルギーとし
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て最適であること　②また軽水炉による原子力発電の安全運転の実績が積み重ねられつつあり、信頼の

診けるものであること　③また、原子力発電開発のリードタイムと、他のエネルギー源のアベイラビリ

ティーを考えると、原子力発電開発が緊急に行われる必要があること。これらを認識してもらうことが

最：重要事となってきています。

　核兵器につながる恐れがあり、放射線への不安があり、また、巨大技術への不信を持たれている原子

力が、正しいパブリック・アクセプタンス活動により、一般国民に科学技術の成果として着実に受け入

れられるようにすべきであります。

　そのためには、①原子力発電とその環境への影響についてわかりやすく　②地元の市長・村長や漁業

組合長だけでなく、なるだけ多くの人々にゆきわたるように　③全面的に隠しだてすることなく　④早

い時期から⑤体系的な公聴会制度または公開質疑応答制度といった住艮の意見が反映する形式で（原

子力行政懇談会答申は望ましい方向であり秘す）　⑥一時的にはぎくしゃくしてもよいから議論を尽く

して　⑦電源三法等の弾力的運用方法により立地地区住民にはインセンティブを与えながら　⑧他方、

行政当局は安全性監督体制や許認可の一元的体制を確立し　⑨また監督当局と電気事業者の往復文書提

出書類等を公開供覧に付し　⑩最終段階に澄いて法にそった断固としたやり方で着実に、政府、電気事

業者、関連団体が斉合的に力を合わせて、パブリック・アクセプタンス活動をすべき時期に来ていると思われます。

　これを行うには、PRの専門家を使い、一般大衆にPR手法で原子力発電の必要性・安全性・信頼性

を正しくPRし、支持を求めることです。この際、PRチャンネルとしては、①マスコミの新聞・放送

の論説委員にまず原発を理解してもらう　②また、衆参両議員、県市町村議員に理解をしてもらう

③各層の代表となる社会的に信用の高い人々にも理解をうる　④その上に源子力関連建設業従事老、電

気事業従業員にも社内教育を行い、原子力安全性、信頼性、必要性の認識を新たにし、ロコミのチャン

ネルになってもらう一などのあらゆる有効と思われる手段を何度も頻度多く忍耐強く行うことであります。

　つぎに日本の原子力産業の開発戦略上の第2の課題である原子力発電開発資金負担と資金調達をいか

に行うかについて述べます。

　複合産業である原子力産業の開発上の一大特徴は、研究開発からその核燃料サイクルの確立を含めて

実用化・製品化までに高い信頼度が要求され、開発期間が長い上に膨大な設備資金が必要であることが

指摘できます。ちなみに科学技術庁の試算では核融合を含む研究開発に要する資金は1985年までに

2兆8000億円、また通産省の試算によると1985年原子力発電所の建設、核燃料サイクルの形成

維持に同じく11兆6000億円、合計14兆円を上回る莫大な資金が必要とみられています。

　しかしながら、これらをだれが負担し、資金調達をいかにするかについてはほとんど検討されていま

せんでした。最近官民両サイドでだれが負担し、いかに資金調達するかの検討がなされはじめたことは

慶ばしいことであります。

　ところで、資金負担と調達の問題を考える際の視点としては4点あると思われます。

　まず第1は、資金負担は現在の受益者負担だけではなく将来の受益者にも負担してもらうことです。

第2は、負担媒体は現在の中核エネルギー源を通じて行うこと、第3は、資本投下（限界資本係数）の

増大を反映させ、逓増負担にすること。第4は官民の負担割合については、官民の役割の分担を明確に

．しながら、その負担割合については国民のコンセンサスを得ることです。これらの視点を踏まえて、つ

ぎに個別の資金需要について検討してみます。まず研究開発に関しては　①開発期間が長く、膨大な所

要資金が必要であり　②開発成果が国民全体により享受さ払かっつぎの世代にも利益が還元されるもの・
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であり　③安全性についての信頼度を確立すべき技術開発であることもあり、原則的には国が負担すべ

きものであります。先進諸国に比べてみても、先進諸国の国の負担割合が90％以一ヒであるのに対し、

わが国はおよそ75～80％でありますQまた国家予算に占める原子力の予算の割合も、わが国の0，41

％に対し、アメリカの0．51％、西ドイツの0．7％と相当の開きが・あり蛮す。原子力がそもそも軍事利

用から出発したことを考えると、先進諸国の比率が高くなるのは当然であるが、それにしても西ドイツ

はわが国と同じ状況下で0，7％にも保っているのは注目すべきことと思います。

　研究開発費に関しては、現在の政府原子力予算を年率15％で増加した場合でも、1985年までの

合計額は2兆円に止まり、大幅の不足が見込まれます。政府からの原子力の研究開発資金は、一般会計、

財投計画により行われていますが、こうした資金不足にいかに対応するか、一般会計、財投の増大によ

るのか、新税（目的税）によるいわばエネルギー特別会計の創設が適当であるか、もしも適当であると

すれば、どのようなエネルギー特別会計をつくりうるのか、このようなことを考慮に入れて研究開発に

対する政府資金の割合をさらに増加させる方向で、新規財源借置をふくめた財政資金対策を拡充強化す

ることが必要と考えます。同時に研究開発の集約化・効率化を図り、開発効果を高めることが要請され

ます。

　つぎに電力業界の資金調達問題ですが、これは電力料金の負担の問題と裏腹の問題であります。す徐

わち電力業界が長期資金を内部資金から相当め程度充当すべきことはいうまでもないわけですが、内部

盗金の源白め一部になる電力料金との兼ね合いも考えるべきであります。

　そのためには、レート・ベースの整合的見直しも場合により必要ぞす（建設仮勘定資産の繰入率の見

直し、車中金利の算入是非、逆に予定配当金を総括原価よりはずす是非、資産償却法定額法とは別のよ

り望ましいやり方にすること）。またそれにともない報酬率の見直しも考えられます。

　このような見直しの上に、ピーク時料金逓増、ボトム時の電力需要対策等も今後とも積極的に行われる

べきであります。またインフレ昂進にともない設備の簿価と新規調達価格の乖離が著しいので償却資産

再評価を行うことは償却方式の変更と同じく料金のアップ要因となり、その具体化は必ずしも容易では

ありませんが、当面具体化のための環境条件の検討を急ぐべきでありますQ

　つぎに、r資金効率の強化策の一一つとして、原子力発電所ならび関連基幹送電線を隣接の電力会社が共

同して建設、運営する方式も検討すべきであります。原子力発電所の立地難、遠隔化と負荷配分の適正

化による経済性の向上などから、従来の個別電源立地方式に代わり、共同立地から進んで共同建設、共同

運営にまで発展させることにより、資金調達力を強化するとともに、資金配分の効率化にも役立てるべ

きであ擁す。

　他方、ウラン鉱石の探鉱開発などり一ド・タイムが長く、かつリスキーな資金に対しては、わが国核

燃料のおよそ1／もを開発輸入で賄うという見地からも金属鉱業事業団、海外経済協力基金、輸銀などの

長期低利資金の供給枠の拡大。融資条件の弾力化、緩和を図るとともに、濃縮役務や委託呼処理購入の

たあの延払い融資などについても輸銀資金の拡充を期待いたします。また、開銀の原子力機器や核燃料

の国産化資金、広域原子力発電所建設のための融資についても拡大継続が望まれます。もとより外部資

金調達については、従来と同様長期良質な安定資金の借入は非常に重要であり、社債枠の拡大にみられ

たような調達パイプの多様化・拡大も引き続き望まれることであります。

議長　　田島さん大変ありがとうございました。
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つぎは並木さんにお・願いいたします。

　並木　　産業政策に携わる立場の者としてコメントしたいと思います。

　麗業政策ということについて考えてみますと、当然のことながら、いわゆる

独立にして不変の方法があるわけではなく、歴史的に産業政策の重点がどのよ

うに移ってきたかという点を見ても、たとえば戦後の石炭、鉄鋼、電力などの

傾斜生産時代、その後の輸出振興あるいは重化学工業化時代というものを経て

現在に至っているわけであり、やはり国民生活のあり方というものを基盤にし

て産業政策というものが徹底されてきているということであります。

　そういうわけで、現状齢よび将来にわたる長期的な選択については、このようなわが国の国民生活の

発展の結果が生じてきた環境問題であるとか国際的な調整悶題、こういつたきわめて多様な価値概念の

中で解決される必要があるということでございます。

　しかしながらこの多様さということについて考えてみますと、一見、方針の不明確さにつながりやす

いということも考えられるわけですが、わが国のように成熟しかつ国際的にもかかわりあいが大きい経

済あるいは産業構造を有する国にあっては、こうした方針の選択に当たりましては、いわゆるオール・

オア・ナ。シングといったドラスチックな選択ではなく、やはり基本的な方向の合意というものを前提

として、かっきめ細かな配慮というものが払われるといった性格の選択が行われるべきではないかと考

えるわけでして、この点が、大きな問題になっているパブリック。アクセプタンスの位置づけの配慮の

前提になるかと思われます。

　エネルギー政策、産業政策の基本的：方向ということを考えてみますと一国民経済については長期的

安定成長の方向に進むわけですが、いままで各パネリストからコメントがありましたように、エネルギ

ー政策の方向としては安定供給という観点が：重要なギィントであり、この観点から石油代替エネルギー

の開発が不可欠ということであります。

　それから産業構造の方向といたし玄しては、いわゆる知識集約化ということを目指そうとしているわ

けですが、この点については国際的分業の中でわが国の特性を生かした形での寄与を行うということが

ポイントであります。そのためには高度の知識、技術というものを利用した産業構造、さらには国民生

活というような構造に転換していく必要があるということかと存じ玄す。

　この点で私が指摘したいことは、原子力産業ということをとりあげる場合に、エネルギーの安定供給、

産業構造等の知識集約化、この二つの面における原子力産業がかなめをなしているということであり、

すなわち、現実に原子力産業というものが国民生活にすでに多大の寄与を行っているわけですが，さら

に一方では将来の期待がきわめて大きいということも事実であり、この観点から相当強力な全般的な政

策の展開が必要であると考えるわけです。

　このような観点から原子力産業政策について通産省といたしましても、昨年来総合エネルギー調査会

原子力部会に諮問いたしまして、昨年の12月末に一応の報告書を得ているわげですが、その報告に澄

ける検討の重点あるいは政策の重点については、すでにご指摘がありましたように、四つあるわけでし

て、その第1はやはり原子力開発に関するパブリック・アクセプタンスの確立ということであります。

第2は核燃料サイクルの確立、第3は新型炉の開発導入於よび原子力機器産業の基盤強化》第4は核拡

散防止等、国際的な動きに対する方針の確立。以上四つの重点的なポイントがあり、これを踏まえて、
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結論としては、原子力産業に関しては自主体制の確立ということを骨子にして、具体的な：方策の提言が

なされたわけでありますQ

　ここで、政府としてはどのような対策を講じようとしているかについて若干触れてみたいと思います。

まず第1にパブリック・アクセプタンスの観点については、先ほどご指摘がありましたように、原子力

行政懇談会の報告を受けまして一有澤先生が中心にまとめられたものですが、原子力安全委員会の設

置、あるいは規制行政の一貫化ということについて、政府としても今国会に法案を提出するということ

で具体化を進めている段階であり、さらにこれに付随してたとえば再処理の民間事業化、あるいは国際

的な核拡散防止の観点からの保障措置に関する国内法改正についての手続を今進めているところでございます。

　さらに、資金の問題につきましては、52年度予算が現在国会等で検討されておりますが、原子力研

究所、動燃事業団などによる研究開発予算として1000億円を超えるものが言「’．ヒされようとしており

ます。また電源特会による軽水炉の実証試験、それから民間に対する次期資金助成として、機器の国産

化あるいはウラン探鉱・開発の促進のために、さらに700億円程度の予算が計上されようとしているわけです。

　しかしながら必ずしもこれで下舵ということではなくて、いわゆる今後の政策の課題というものが残

されているわけです。これは先ほどの12月の原子力部会の報告の中にもすでに指摘されていますが、

その大きな二つの課題はパブリック・アクセプタンスと資金の問題であるということかと存じ玄す。

　政府としてもこういった諸問題を中心に積極的に取り組むということで、去る5日にエネルギー対策

閣僚会議を開催したわけですが、これに並行して総合エネルギー調査会基本問題懇談会を3月8日に開

き、政府としても積極的にこれに取り組み、具体的な方策を明らかにするということで進めていくつも

りでございます。

　結論的に申し上げますと、原子力の開発ということについては官民の一致した協力めもとに進める必

要があり、エネルギー政策の重要性にかんがみ、研究開発あるいはいろんな資源開発などに関するリス

クというものについて、国としても積極的にその役割を果たす必要があるということを考えるわけでご

ざらます。

　との場合に、国の研究あるいは一般的に開発成果が、民間にどのように円滑に移転されるかというこ

とがきわめて重要であると考えるわけであり幽して、こういつた開発成果というものを踏まえながら、

かつ民間一般事業、さらに国民全般の活力あるいはダイナミズム、これらを活用していくようなシステ

云を具体的に考える必要があるということを指摘して、私の話を終わりたいと思います。
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　議長　　ありがとうございました。国の立場から、いろいろの政策面からの診話がございました。

　以．ヒをもちまして、パネリストの方々のご意見を一応伺ったわけでございますが竃ここで10分間休

憩をいたしまして、それから各パネリストから追加意見をいただき、その後討論に入りたいと思います。

　　〈休　憩〉
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　議長　　それではただいまからパネル討論を再開いたします。パネリストの方からご意見の補足説明

をいただくわけですが、必ずしも全部の方に補足のご意見もございませんようですから、まず最初に村

田さんから補足説明をいただきます。

　村田　　研究開発を担当する立場にあるものとして、少しく意見を補足さぜていただきたいと思いま

す。

　原子力産業の確立、むしろ成熟といったほうがいいかもしれませんが、そういう問題を議論しますと

きに、すでにこのパネルの先生方からいろいろ澄話も出ましたように、原子力産業というのは他の産業

に比べて、研究開発の占める比率が全体の中で非常に高いのではないかと思います。したがって先ほど

来澄話がありますように、資金的にも、またマン・パワーの上でも、研究開発部門に投入される比率が

かなり大きいという特色があると思います。

　しかもさらにもう一つの問題は、そういった開発というものが現実に産業として見合うようになる、

一つの産業形態が確立するというまでには長い年月が必要なわけです。こういつた特色からいたします

と、まず第1に技術開発の初期段階はもちろんのことですが、中期段階、場合によっては最後の熟成段

階に至るまで、多額の研究開発費の占める部分に対して国の資金をなんらかの形で投入する、あるいは

国の資金に依存して産業形態の完成、成熟へ向かっていくという形にならざるを得ないのではないかと

思われます。ここに資金問題の重要性があるわけです。

　第2に戦略上の課題とありますが、戦略上もっとも大切なことは的確な目標を設定することでありま

すQ原子力分野に蔚ける目標の設定というのはいまさら改めて申し上げるまでもなく、たとえば高速増

殖炉の開発とか新型転換炉の開発、あるいは再処理工場の建設運営などいろいろございます。しかもこ

ういう開発目標はどこの国もみな持って診ります。しかし、たとえば昨日の午後のセッシ。ンを細聞き

になった方もおられると思いますが、私の見るところでは、同じ名目の目標であってもそのねらいとい

うものは各国によっていろいろ違いがあり、わが国としての的確な目標を設定するということに対して

十分に意を用いる必要があります。このことは同時に、一度十分考えて立てた目標というものは、もち

ろん必要な軌道修正がありましょうが、そういった軌道修正を行いつつ粘り強く達成する心がけと意欲、

それとそういった意欲が当然のこととされるような雰囲気をつくり出すことが必要ではないかと思いま

す。国の資金を投入するということも、そういうものをつくりあげていく上で役に立つべきものであっ

て、ただいたずらに研究開発課題などを広げて、国の資金を使っているということで親方日の丸気分に

なってはいけないと思うわけであります。

　第3は、これもすでに各パネリストの方々から論話がありました、人材の養成、確保ということであ

ります。澄金の問題と違って人材の育成ということには時間がかかります。一つの例を申し上げてみる

と、今日最大の問題は何かといったときに、多くの方が廃棄物の処理、処分技術開発あるいはその政策

の確立だといわれている。まさにそのと澄りでございますが、今われわれが直面しているのは、廃棄物

処理、処分についての専門家がいかに少ないかということであり、いま大急ぎで来年間に合わせうといわ

れても、お金は間に合っても人はなかなか間に合うものではありません。そういう意味で人の育成というものを相当

早くから一資金も先行投資が必要なように、より以上に先行投資が必要なわけです。と申しましても、いまから間

に合わないのではないかということでありますので、その間に処する一つの方法として、こういう考え

はどうだろうかと私が思いますQそれは動力炉・核燃料開発事業団に対してはもとより、原子力研究所
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のような基礎的な研究機関に対しても、民間産業がもっとこれを活用する余地が多々あるのではないか

ということです。これは後ほどまたいろいろ議論が展開されると思いますが、自主技術開発ということ

をいえばいうほど、自主技術の開発は基礎研究からの絶えざる支持というものがなければ育たないとい

うことであるからであります。そういうことを理解いたしますならば、基礎的な研究機関というものも、

もっと積極的に利用し．そして生かして使っていくべきではないかと思います。

　一方、第4に産業界においても、従来とかく見られた技術開発上のむだな競合をやめて、先ほど申し

上げた重要な戦略上の目標、その目標が確立されたならば、その目標ごとにそれぞれの企業が適切に話し

合って分担していく。そしておのおのの責任を明確にした上で目標を確実に追求する。そういう点で望

ましい体制をつくり上げるのが必要ではないかと思います。いまさら申し上げるまでもなく原子力産業

の発展ということは、電気洗たく機やテレビセットをつくっていくこととはまったく違う性格のもので

あるからであります。

　言葉が十分ではありませんが、以上とりあえず私の補足意見とさせていただきます。

　議長　大変ありがとうございましたQ技術開発上の問題について、あるいは開発技術の活用について

コメントいただきました。堀さんどうぞ。

　掘　　先ほど私が申し上げた中で非常に抽象的な部分がありましたので、一、二補足させていただき

ます。

　一つは、国民的な原子力推進のための機運を盛り上げなければならないということを申し上げました

が、ここでいいたかったことは第1に、そのためには原子力に対する認識、必要性、そういうものを徹

底的にPRしなければならないということがあります。その手段とし．て考えられるのは、実は昨年東京

電力の柏崎1．号機の安全審査の過程において、科学技術庁で計画されたシンボジウ、ムー原子力委員会

が中心になって開かれる予定であったシンポジウムが流れたのですが、こうした国が主催する専門家に

よるシンポジウムというようなものが開かれることは、非常に有効だと思いますので、ぜひこのことは

今後も定期的kやっていただくようにお願いしたいと思っております。

　第2に考えておりますのは、．なんといっても技術に対する信頼性の向上ということであり．一昨年来、

軽水炉に関して若干トラ．ブルが起こっているために停止、点検期間が非常に長びき、最近の統計による

と、この5年間平均でBWRもPWRも大体50％． �ｭし超える程度になっておりますが、私どもとして

はこれを70％以上には引き上げたい一外国の例によると8・0％を記録しているようなものもありま

すが、ぜひ70％以上に早く引き上げなげればならないと思っております。そのためにいろいろとシス

テム・アナリシスをして一先ほど来お話が出ておりますように、トータル。システムとしてやはりバ

ランスのとれた対策を講じませんと結局信頼性、稼働率は上がりませんので、そういう細かい分析をや

って、おくれている部分を引き上げることを考えている次第です。

　第3にPRなんですが、これについてはいろいろの見方がありますが、電力会社としでもいろいろ努

力をしておりますが、まだまだどうもアメリカ、西独などのPR対策に比べると見劣りする点があり、

広報活動については逐次活発にやっていきたいと考えております。昨年アメリカで大統領の予備選挙が

あったとき比、カリ7オルニァ州をはじめ数州で州民投票によって原子力の可否を問うということが行わ

れました。結果的には「反対」のほうが破れて、われわれホッとして胸をなでおろしたんですが、その

ときの、向とうでやったPR活動のテレビのビデオを見せてもらったのですが、それを見て感じたこと
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は、日本とちょっと事情が違うのは安全性についての論議があまりされていない。一般の市民にマイク

を近づけて意見を聞いている場面がありましたが、それが非常に少なくて、主としてやはり経済性の問

題に重点がある。つまり原子力発電をやることで電気料金を将来にわたり安く抑えることができるのか

どうか。また別の見方からしますと、これは地元の人だと思いますが、ぜひ原子力をやってもらいたい、

もしこの工事を中止させると自分の収入がなくなってしまう一というふうな話をしている人もありまして、

大体安全問題は、関心がないわけではないと思うんですが一応卒業しているような感じを受けまして、

とくにいま私の申しました稼働率を⊥げるということは、そういう面からも非常に重要だと感じており

ます。

　それからもう一つ、核燃料サイクルの問題で昨日大分アメリカの方から一パネル・ディスカンショ

ンのときもありましたし、ギリンスキー氏の講演の中にも大分出ておりまずけれども、先ほど私が指摘

した再処理の延期というような機運がアメリカの中に大分見られるということを知ったわけです。ご承

知のように日本の場合は、国家資源としてこれを活用していくという点が大分アメリカと違います。こ

れはアメリカの資料ですが、エネルギー研究開発庁の報告によりましても、大体再処理によるプルトニ

ウムならびに回収されたウランをリサイクルすることによって、紀元2000年までの天然ウランの累

積需要量の約25％が節約できるということがいわれております。これはなかなかわれわれにとってば

かにならない数字ですし、ましてこれが準国産資源ということにもなるわけでございます。そういう意

味からも、われわれはどうしても再処理を一現在行っている動燃事業団の設備はもちろんのこと、こ

れから企画したいと思っている第2再処理工場の建設ということはぜひお願いして進めるようにしたい、

こう思うわけでございます。先般、井上原子力委員長代理が政府を代表して行かれまして、また民間の

電力会社からも向こうへまいりまして、交渉、説明に努めたわけですが、そのことに対しましては昨日

のお話では、非常にアメリカは日本の実情を理解したということをいっておられたのでありますから、

理解された以上はどうかそれにそうようにお願いしたいということを重ねて申し上げたいと思います。

　議長　ありがとうございました。

　以上でパネリスト各位からのご意見を終わらせていただきまして、これから討論に入りたいと存じま

す。お聞きのように、各パネリストから原子力の：重要性とその開発推進のための課題、その他打開の方

策についての所見の開陳がありました。これを集約しますと、自主技術の開発推進の必要性と技術導入、

国際協力の関連問題、膨大な資金確保の問題、パブリック・アクセプタンスについて国民的合意獲得の

問題、核燃料サイクルのトータル・システム確立の問題、エネルギー政策確立の問題、その他といいま

すように、広範多岐にわたっていろいろとご意見がありました。時間の関係上これらを全部討議してい

ただくことはできませんので、順序に従ってできるところまで、時間がまいりましたらそこで取りやめ

ということにさぜていただきたいと思います。まず第1に自主技術開発の立ちおくれ、あるいは開発推

進上の問題点、技術導入、国際協力等の関連について討論していただきたいと思います。軽水炉のよう

にすでに実用化の域に達しているものの自主技術的な改善・改良、あるいは高速増殖炉とか新型炉のよ

うにこれから自主技術で大いに推進しなければならないような問題、また今後の問題として再処理の問

題等がございますが、これについて討議をいただきたいと思います。ただ、このパネル討論会に参加し

ておられる方の中からぜひ業界（メーカー）の相互協力の具体的方策もあわせて討議していただきたい。

また国の研究成果の民間産業への反映方策を討議していただきたい。これは国でやっている研究成果を
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どのように民間に反映させていくかといった問題についてもぜひ討論するようにとのお話しですので、

自主技術の開発推進とあわせて、国の研究成果の民間産業への反映方策、あるいはメーカーの相互協力

の具体的方策も討議に入れたいと思います。その点ご了承願いたいと思います。

　進め方でありますが、まず最初に自主技術といいますか．研究を進めております村田さんからお話を

いただき、それから各パネリストから討論をいただきたいと思います。

　村田　では、最初に、自主技術開発につきましてこの議論の糸口というような意味で、少し申し上げ

てみたいと思います。いまさら申し上げるまでもなく、自主技術というのはなぜ必要かといいますと、

たとえばここに回転体がある、その圓転体を手で次々と回してやれば回っているけれども、手を放すと

とまってしまう。しかし、手を放してもちやんと下るようになるためには、一体どうしたらいいのかと

いうことを考えますと、どうも外からの手が期待できなくなれば、自分でちゃんと回るものをつくらな

ければならない。それには、相当な苦労はあるけれども基礎のところがら固めていかなくてはならない

ということだと思います。

　例がよろしいかどうか知りまぜんが、乗り物が必要だというときに、どこかよそからモーターバイク

かなにかを買ってくる、それでそれに乗る。ところが、石油が切れたり、どこかが壊れるともう動かな

いということで、役立たなくなる。必ず石油はきて、必ず部品が入るという前提であればともかく、そう

はいかないというのが、最近の情勢だと思います。

　そうしますと、まずは自転車からつくって、自分で自転車を動かして、それから発展させて自分でモ

ーターバイクをつくっていくというようなことになろうかと思いますが、そういう筋道を可能にするた

めに、必要だということだと思います。

　たとえでどうも申しわけありませんが、では、自主技術を具体的な意味でもう少し突っ込んで考えて

みますと、まず第1には、わが国にとってエネルギー問題というのは、きわめて大事な、国の安全保障

にかかわる問題だと思うのであります。そういうものを、他主技術というのはおかしいですが、他主技

術に任しておくことができるか、答えは明白だと思います。

　第2に、これも、非常に大事なことだと思うのです．が、たとえば企業におきましても、自己資本の比

率が問題とされます。自己資本が大きいほど、その企業は安定していると見られるわけでありますが、

技術も同じようなものであり、自己資本にあたる自主技術の形成がどのぐらいになっておるかというこ

とは、その産業の安定化をはかるいい目安になるのであります。

　自主技術を国内に蓄積していくということが非常に大事なことだと思うわけでありますが．この点に

つきましては、先ほどもちょっと申し上げましたが、ただたんに技術情報あるいはノウハウが蓄積される

というだけではなくて、そういうものをらくり上げていく有能な人材が蓄積されるというところに、大

事な点があると思います。このことは先ほど申し上げましたように、最近、ますますそういう感を深く

するわけでありますQ

　先ほど申し上げました例で申しますと、たとえば廃棄物の専門家が非常に不足してきておる。各方面

から原研に、廃棄物の専門家を要望されるわけです。私どももぜひそういうご要望にはおこたえしたい。

しかし、ある会社に出してしまいますと、他の方面からのご要望にはまったくこたえる手だてがない。

そのときに、では、どこに出してどこに出さないということを私どもが考えるのは大変むずかしいわけ
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で、人を育成するという点からしますと、私のほうでも育成する教師になる人を持っていかれてしまう

と、後の人が育たなピ。

　でありますから、こういつた場合に、先ほど私が原研をもっと利用せよと申しましたのは、たとえば

廃棄物なら廃棄物の専門家を必要とするのであるならば、その要望のあるところがら人を原研に入れて、

原研にいる専門家をサポートしながら勉強していく、そういう形で人材を蓄積していくのも一方法であろ

うという意味で、申し上げたわけであります。

　第3に、国際協力との関係でありますが、国際協力を効果あらしめるということは、自主技術の開発

の重要性にもかかわらず非常に大事なことであり、すでに皆さんご承知のとおりであります。

　そこ：では、真のギブ。アンド・テーク・ベースということがいわれるわけでありますが、最近の動向

というのは、初期時代と違ってきており、純粋に研究段階での協力はあまりないわけで、研究段階の技

術と産業技術とが一体となった形での国際協力が要請され、必要になってきております。

　私どももそういう事例を現に体験しておるわけでありますが、どうもわが国の場合、研究は研究、実

用化は実用化とかなり分かれており、この面での一体化をもっと考えていかないと、真の自主技術は育

たないのではないか。これは国際協力に役立たないというだけではなく、そういう感じがしているわけ

であります。

　これも一つの事例でありますが、最近、廃棄物がいつも問題となるので、もう一つ廃棄物を例にとり

ますと、高レベルの廃棄物の問題があります。これをどうして固化するかというときに、ガラス固化と．

か、いろいろあります。そういう研究を大急ぎでやれということで、研究三関はやっておるわけであり

ますが、研究は一生懸命やれば進みますが、それを実際に企業化するという段階を考えますと、このま

までいいのかどうかと．いう点も、心配な点がある。

　それはどういうことかζいいますと。昨日あたりまでの議論にも出ましたように、高レベル廃液は、

将来みんな固化し、固化したものをどこかに地層処分するということだけで一体いいのか、あるいは高

レベルの中に含まれるアルファ廃i棄物のような非常に寿命の長いものは、出てきたところで群分離をし

て固化したほうがいいのか、そういった方向がはっきりしませんと、現在の研究開発というようなもの

は産業化につながっていかないのではないかと思います。

．そういう点で、研究の段階ではこういうことは考えられても、産業化していくときのこともあわせて

考えると、とてもそうはいかないという問題であれば、最初からそれに対処した自主技術の開発方策を

立てていかないといけないのではないかと思います。

　そういう意味で自主技術の開発は、ただハードウェアを．開発していくだげではなくて、どういう方向

でまとめていけばいいのかということ、全体のホールピクチャーを初めにできるだけしっかり固めてお

くことでありますが、その必要がとぐに感ぜられるわけです。

　これはたとえばいろんな手法がいま開発されておりますが、簡単にいいますとトータル・システム・ア

ナリシスであり、いろんな要素一あらゆる要素といいますか、考えられるすべての要素を盛り込んで、

解析してみるわけであります。

　その場合に大事なのはどんなモデルが日本に適切かということで、外国から借りてきたモデルでは日

本の本当の意味での自主開発の成熟につながらないのではないかと思います。そのようなソフトのテクノ
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ロジーも含めた自主技術開発が大事だと思っておるわけでございます。

　議長　いま．研究技術と産業技術の問題で、関連問題とか、いろいろありましたが、これに対して、

実際にATR、あるいは濃縮とか、いまはFBRの問題にまで取り組んでおられます清成さんから、ひ

とつ何かご四二をいただきたいと思います。

　清成　ただいま自主技術開発という点で村田さんから詳細にご議論がありましたが、おっしゃるとお

りであると思います。

　これに対しましては、日本の体質がいろいろあります。明治以来と申しますか、ずっと昔からあるわ

けですが、私は、文化の交流、技術の交流というようなことはできるだけ多くやったらいいという説を

持っております。

　したがいまして、どんとん技術の導入をやる、あるいはまた技術の輸出をやる、ライセンスでもって

受げ取り、部品の購入、その他いくらでもやったらいいと思いますが、いまではわれわれの国はそれで

大体ずっと繁栄をしてきたわけですが、これから先を考えると、そうはいかないだろうという点がある

のでございます。

　皆さんもご承知のとおり、日本は非常に天然資源．の少ない国であり、また、先ほどから議論されてお

りますように、エネルギーも非常に貧弱な資源しか持っておりません。

　ただ持って陥りますのは、わりあいに優秀な頭脳を持った人間であります。これから先21世紀に向

かって日奉が存立していくためには、そういう大きなアドバンテージを生かしていかなげればならない

ことを考えますと、どうしても知識集約型、しかも、できるだけソブトウェアを開発して、システムと

して完成し、それを外国に出す、そうして、いろんな資源は輸入してくるというような形にな㍗ざるを

得ないと思うわけであります。

　今まで技術導入というのはうイセ．ンス料を払って契約が簡単にできましたけれども、だんだんと日本

の国力が増してきますと、先進諸国からもそう簡単には技術が入らなくなりつつあるわけです。たとえ

ば、たんに技術の導入だけで．は困る、やはり資本参加、経営参加を同時に要求されるというようなこと

もあり、そう安易に技術導入が行われがたくなってきているということば、私は疑いない事実だろうと

思うのです。

　そういういろんな要因が重なって、この原子力においては、10年前に当時の原子力委員会で、在来

の型の軽水炉まではすでに． O国で実用化しておるので、これは技術導入で産業界で開発する。まだどこ

もでき上がっていないところの将来炉、たとえばいまのATRとか、あるいはFBRのようなものにつ

きましては、国が主体となって自主開発をやると決められたことは、私は非常に画期的なことであった

と思うわけです。

　そういうことで、今後も大いに諸外国との技術交流、あるいは技術交換をやりながらも、本当のシス

テムとしての自主技術の開発をこれからどうしてもやっていかなければならないと思うのであります。

これは原子力だげではなくて、あらゆる部門に共通す．ることだと、私は考えますQ

　さて、そのようなことで国のプロジェクトとして自主技術を開発するというので、メーカーの総力を

あげ℃、いま、私のところでやっております。一体、国がやっている技術がどのようにして民間にトラ

ンスファーされるかというご質問が先ほどあって、これを討議せよというようなお話でした。

　これはわれ．われのところでやっております原子炉の開発に関するかぎりは、国の費用で開発したもの
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も、すべてメーカーには公開もしますし、実際に知らせてこれが使えるようになっておるわけでありま

す。

　また、メーカー相互の中でも、各メーカーで原子炉に対して開発されましたところのいろいろなこと

は、必要があれば、ほかのメ・一カーにも使える．ような仕組みはできております。ただ、それを非常に意

欲的にやり得るようにするという方法が、これから実際の開発が進みますと、考えられなげればならな

いと思っております。

　先ほどの私のコメントに追加したいことをついでに申し述べますと、それにも少し関．係がありますが、

大部分の資金は国家から仰いでも、開発の中心はあくまでも産業界でなければならないということを申

し上げました。

　これは先ほど川上先生も、うっかりしておると、技術導入が心のすみに残っておるのだと考えられる．

のではないかということをおっしゃったのでありますが、これに非常に通ずる、大切な点だと思うので

あります。要するに、永年一明治100年の間、外国技術をとにかくマスターするということに専念して

きました日本としましては、体質的に自己の技術に対する信頼が少ないということは、私は率直にいえ

ることだと思うのでございます。

　そこで、私が先ぽど申しましたように、基礎研究は別としましても．開発研究、とくに実用段階に近

づくにつれまして、どうしても主体はユーザーである電気事業者がならなければだめだということを、

私は近ごろ痛感しております。それが先ほどのような、うっかりすると、技術導入にもつながるという

ような形の表現で、川上先生にも印象を与えているのではないかと思いまサ。

　そのような意味から、諸外国でこういう問題に対してどのよう、に取り組んでおるかということが、国

情が違いますが、われわれに非常に参考になるのではないかと考えます。これからちょうどそういう実

用の時期に突入しますわが国としては、十分にこれは腰を入れて考えなければならんことだと思うわげ

でございます。

　簡単でありますが……。

　議長　　いま清成さんからなかなか重大な問題が話されたわけで、これから原子力の技術開発は大型

になるわけです。これを自主的にやるといえぱ、国の開発資金でこれをやるということになろうと思う

のでありますが、さてそれができたら、それを実用化していくについて、メーカー、ユーザーなどとの

関連をどうするかというような問題で、いま一応の端的なご意見として、国家から資金を得て、産業界

でこれをやれるようにしたほう．がいいではないかというような重大な発言もあったわげです。これから

の発言．は、十分検討されるべき、大きな問題だと思います。

　先ほどのご質問の、国の研究成果の民間産業への反映についても、一応お答えがあったわげでありま

すが、業界相互の具体的方策を討議してくださいというようなご提言に対しまレても、永野さん、一つ

それらを含めて何か……。

　永野　　先ほど会場から提起されました二つの問題、つまり、国の研究成果をどう業界に反映するか

について、それから、業界の中での協力方策をどうするか、これはどちらも非常に大きな問題であり、

総論的には、みんなこれに対して配慮しておられるでありましょうし，だれでも納得できることで、一

見，すぐに方策がとり得るように見えますが、これは個人的な感触ですが、それが具体的に、適切に行

われるためには、社会的な意識構造の変化が要るのじゃないかと思うのであります。
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　最初に討論の要旨を申し上げたときも触れましたが、結局は、こういう技術は個入的に帰属して齢る

ものなのです。個人の知恵が集まってできていくもので、そういうセンスが歴史的な社会意識構造の上

で、日本では、本当の広い範囲での協力ができる下地がまだできていないと思います。そのために、具

体的な方策が、すぐにはできてこない。社会の意識構造の改革を含めて、ある程度気ながに全国昆が協力

しなくてはならない問題があるように思い蜜す。

　すぐの澄答えになるかどうかわかりません。私の一つの感触なのでございますが、国の大規模な研究

の結果が円滑に、業界どころか全世界に影響したいい例としましては、アメリカのかつてのNACA、

いまのNASA、原子力関係でAECからERDAに至る、こういうところの国費を使った研究の報告

でございます。こういう報告は、全世界の業界がどんなに稗益して診るかわからないのです。

　一方、日本でいうと学会に相当するものが、たくさんアメリカにありまずけれども、これらの学会と

いうのは、向こうの名前は、本当に訳せばみんな技術者協会となって細りまして、各技術者の引入がそ

れぞれの知恵を発表し合う場になって齢り、現在の世界中の一ヨーロッパでも日本でもみんな含めま

して、日本流にいうとアメリカめ機械学会（ASME）、これの貢献がどんなに大きいかということは．、

世界中の業界の者がみんな実感を持っておるわけです。

　実際にわれわれの側からも、その活動にかなりの寄与をし七齢り、これは技術者協会の性格、つまり、

社会的な意識構造のアメリカ的なものに立って、世界中がそれに御爺されて知り俵す。

　こういうセンスが確立すれば、国の研究もどんどんいい報告になって流れていくばかりでなく、実際

に現在も制度上あります研究組合のようなもので流れていくことが可能になりそうですし、業界の協力

などにもそういうものが一一いまあります具体的な制度でいえば、研究組合というようなものが十分活

用し得ると思っております。

　現在、若干のそういう組合活動も行われて論りますQしかし、これがもっと活発になり、普及するた

めには、社会の意識構造が変化しないとうまくいかない。ですから、これにはある程度の長い時間がか

かる、このように考えております。

　先ほど堀さんからご指摘がありました、現在の軽水炉の稼働率が芳しくない問題、これは私ども供給

産業側に剃ります者として、大変な責任を感じて澄ります。

　この場合にも、実際、個々の研究成果あたりにつきましては、われわれに技術をライセンスして齢る

アメリカ側の老も、全社函に非常に大きな評価をしてくれている程度に、活動はして阿ります。経験は

まだ不足でずけれども、日本にもかなりの技術のポテンシャルはあると思って解りますじ

　先ほどの社会的な技術老意識の評価、こういうための意識構造にまだ多少問題があるために、そうい

うものが的確に社会に反映していく状態には、もう少し時間がかかる、こういう感じがして配ります。

　議長　　ただい濠永野さんからこの問題についてコメントがございましたが、堀さん、補足的に何か

ございましょうふ。

　掘　　先ほどちょっとメーカーさんの間の協力について触れ寮したので、そういうご質問も出たかと

思うのであります。ユーザーの立場から勝手な、フィーリングのようなことを申し上げて恐縮なのであ

りますが、ちょっとこんなζ，とを、最近感じておるわけでございます。

　実はメーカ・一さんの協力につきましては、先程の将来の問題、たとえば高速増殖炉の開発とい

うような問題については・協力体制がわりあいにできやすい。現に私が伺うところでは、東芝さん、日
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立さん、三菱さん、富士さんが、今回共同で高速増殖炉についての開発機関を設立していこうという気

運が出ておるようですが、現実に物をつくっている．取り引きのある問題になると、協力と一言で申しま

しても、利害関係が絡俵るので、私はなかなかむずかしいと思うのであります。

　最近、ちょっと感じましたことは、実は、原子力の前にわれわれはアメリカから新しい火力を導入い

たしまして、約30年にもなるのでありますが、最初にGEとCEの合作による12万5000kWのも．

のを昭和32年に千葉火力に導入したのがきっかけであります。

　それ以後、ボイラー関係ではCE、フォスター一、バブコック・アンド・ウィルコックス、そういう会

社とそれぞれ東芝さん、石川島さん、日立さんが提携されましたが、ターービンについても、ウエスチン

グハウスと三菱さん、東芝、日立さんはGEというような結びつきができ、最近になりましては、私の‘

ほうでっくっております火力のユニットは、1社でつくった例はほとんどレアケースになってしまっ

たわけです。大体ボイラーとタービンジェネレーターは、別の会社が組んでやっております。その組み

合わせも、どういう系統ということはなく、ほ．とんどあらゆる組み合わせでっくっており玄すし、ター

ビンジエネレーターは大体同じ会社がやりまずけれども、ボイラーとの組み合わせばそういうことにな

ってお・ります。

　さらに、昭和42年になり、ドイツ系のシーメンスから、川崎火力の5号機（17万5．000kW、）用

に輸入いたし、これも非常にいい成績をあげて貼ります。このようにユーザー側から見まして、火．力ぐ

らいに、もう30年目もなりますと、各社、国際的にも各国の技術を合わせて、一番望ましい形態をつく

っているといっていいかと思うのでございます。

　そこで、原子力の場合はどうかということなのでありますが、たまたまGEとウエスチングハウスが

隔絶した、進歩した原子力技術を持っていた関係で、この両社から輸入した一それがB．型であり、P

型であったということから、日本に於きましては、いまのような、．大体電力会社もどちらかの型を使う

という二系列ができ上がっており蚕す。

　アメリカの電力会社の実情をみ遇しても、TVAやコモンウ諜ルス・エジソン社は、P型もB型も、両

方同じ会社で使って直りますし、ドイツでは両方の型をメーカーとしてつくっている会社もあるくらい

でございます。

　また、そのほかのボィブー関係の会社だとか、スウェーデンやスイスなど各国にも．原子力のメーカー

がだんだん出てきて、技術的にも、火力と同じように優秀な技術を持つ会社が、各国に出てきつつある

わけであります。そういうことになりますと、これから軽水炉を確立していく過程において、そういっ

たメーカー間の技術提携なり交流なりが恐らく自然に行われて、よりよいものが生まれてくるのではな

いか、玄たそのいいところを日本の電力会社も使わせていただいて、自主技術と申しますか、その中に

日本の自主的な創意工夫も織り込んで、進めていくという気運が出てきだのではないかというようなこ

とを、感じて旧るわけです。

　非常に夢のようなことですが、そういった意味で自然に協力が原子力について．も生まれてくる．のじゃ

なかろうかという考えを私は持って陥りますので、そのことをちょっと申し上げます。

　議長　　いま、堀さんからもお話がありましたように、考え方がだんだん変化する中から、そういう

ものがうまく取り入れられているという状態になることが好ましいことだと思いますが、並木さんひとつ

何．かこのことについて……o
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　並木　　原子力産業がすぐれた研究開発産業であるというご指摘、あるいはそれに対応する国として

の方策については、すでに村田さんから詳細なご説明があり、私どもとしても基本的には、エネルギー

の位置づけにおける原子力の研究開発について、国が特段の寄与をするということがきわめて重要であ

ると考えるわけであります。ただ、私も非常に関心を持って澄聞きしたのは、川上先生がちょうどバッ

クエンドについて、たまたま三つの選択の道をご指摘されたわけでありますが、政策をとろうとする場

含に、絶えずその選択についての関係老、あるいは究極的には国民的な合意が必要になってくるわけで

す。

　結論的に申し上げますと、われわれ国の方針といたしましても、自主技術の開発について冒頭申し上

げたと澄りの方針ではありますが、相当の、いわば全般的な関係者知よび国民的合意を綿密に行ってい

く必要があるということを、痛感するわけです。

　この点について、村田副理事長がご指摘になられたホールピクチャーもかなり具体的に、かつ、ある

意味では矛盾するかもしれませんが、長期的な戦略と一致したかっこうで、ホールピクチャーと同時に

いわば評価基準一どういつだ場合にそういった選択をしながら、白主技術開発を進めていくかをクリ

アに国民に示しつつ、われわれとしても政策を講ずる必要があるということを、痛感するわけです。

　これらの観点から、先ほど財政制度そのものに問題がある。ないという議論に若干コメントがあった

かと思います。私どもとしては、先ほどの全般的な政府としての方針をいま、抜本的に再度チェックし

ょうという段階ではあり玄すが、そういったポジシ。ンで、第1には、まずここに集まっておられるよ

うな、原子力産業に携わる方々の広範なご議論を前提としつつ、国民の合意に資するような長期的な目

標を立てていきたいと考えて知ります。

　議長　　大変ありがとうございました。

　実は、少なくとも資金問題はあらゆるものの前提、基盤でもありますので、ここで討論していただこ

うと思ったのですが、議長の取り運びの不手際からすでに時間が参ってしまいましたので、残念ではあ

りますが、この辺で一応締めくくりをさせていただきたいと存じます。

　原子力は石油にかわる有力な代替エネルギーでありますが、本日の討論を通じて明らかにされたよう

に、開発推進の前には、複雑多岐にわたる問題を抱えて煎ります。日本の社会、経済の将来は、原子力

が1日も早く国民にアクセプトされて、官民一体となって、計画的に開発を推進することが．できるかど

うかということに相当大きくかかっておると申せましょう。

　そのためには、軽水炉のより一層の改善。改良を当面の問題としまして、懐た自主技術の育成・確立、

あるいはダウンストリームの整備、将来炉の研究開発、さらにこれらを円滑に促進するための行政面の

改革など、官民一致して進めなくてはならないと存じます。そういう努力の成果こそがパプリヅク・ア

クセプタンスを確立するもとになるのでございます。

　今後の原子力開発には膨大な先行投資が必要でありますが、政府はエネルギー政策の上から、原子力

の必要性を明確に国民に示し、資金面にも万全の処置を講じていただきたいと存じます。

　また、開発のリスクや資金の負担が適正に行われるよう、十分な官民の話し合いが必要であろうと存

じます。ときによっては従来の財政制度の改革も検討されるべきであるという提言もございました。

　また、最近の核拡散問題については、政府はわが国のエネルギー需要を踏まえて、ダウンストリーム

の整備が万一にも語くれることのないよう、適切な外交交渉を展開されることが望まれるのであります。

一200一



　とくに一次エネルギー資源に乏しいわが国におきましては、原子力エネルギーの占める地位はきわ

めて高いのであります。したがいまして、海外の動向によってのみ左；右されることなく、わが国に適合

する方策を確立して、推進することが重要な課題であります。

　とくに私も電気事業者の一員でございますが、先ほど清成さんからも影話がありましたように、原子

力は、昔の火力発電所を輸入してこれを利用するというような簡単なわけにはまいり唆せんので、原子

力に対する政府のあり方が、言葉は少し悪いかもしれ査せんが、監督行政という立場から拙導、助成と

いう立場に変わってもらって、あらゆる助成、指導、あるいは財政、外交など、全般にわたってこの助

成策をとられることが必要ではないかというようなことを、私自身は考えて診るわけであります。

　いずれにしましても、そういうことによってあらゆる問題を打開して、原子力の開発推進が計画的に、

組織的に進みますことを期待してやまないのであります。

　本日、各パネリストの方々のこ所見も討議も、そういう意味合いに澄いてなされたものと思いますし、

心から厚く澄礼を申し一ヒげる次第でございます。

　玄た会場の皆さんには、本日は3時間に及ぶ長時間にわたりまして澄聞き取りをいただきましたこと

を、厚く診礼を申し上げまして、本パネル討論会を終わりたいと思います。大変ありがとうございまし

たQ
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セッションー5　社会と原子力

議　　長　　岸　本　　　康　氏　（共同通信社論説副委員長）

〔基調報告〕

　　　　　　　「エネルギーと原子力・

　　　　　　　　　　　　　　　山　田

・・… ﾅ近の論争点」

太三郎　氏　（日本原子力産業会議常任相談役）

〈パネル討論〉

パネリスト

竹
川
生
小
豊
宮
山

内
上
田
野
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沢
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一
道
朗
周
敏
夫
郎

　
　
　
　
　
　
三

直
正
豊
　

正
洋
太

氏
氏
氏
氏
屡
屡
氏

（日本消費者連盟代表委員）

（東京経済大学教授）

（日本エネルギー経済研究所所長）

（東京大学教授）

（東京電力㈱原子力保安部長）

澱繧嚢連合会公画策委員会）

（日本原子力産業会議常任相談役）



　議長　　まず、このセッシ。ンの基調報告といたしまして、「エネルギーと

原子カ……最近の論争点」と題しましたご講演を、日本原子力産業会議常任相

談役でいらっしゃる山田太三郎さんから承りたいと思います。山田先生は、皆

さんご承知のと澄り、一昨年の9月まで、原子力委員を務められた方でいらっ

しゃいます。

　では、山田先生どうぞ。

エネルギーと原：子カー最近の論争点

黛本原子：力産業会灘常任相談役

　　　　　　山　闘　嘉酒郎

序

　原子力論争は広い範囲で行われてい蓑す。しかし限られた時間でありますの

で、少数のテーマに絞って述べることとします。わずか5テーマでも数が多い

くらいでありますが、後のパネル討論の前座として役立てぱ幸いでありますQ．

（1）エネルギーと原子力

米国の様子をみると、初期には原子ヵ反対派はひたすら原子力発電の危険を

説いて澄りましたし、　“電灯の代わりにローソクをともしても、原子力をやってガンに：なるよ与まレだ”．と

いうような感情的な対応もみられましだが、次第にエネルギーと失業、エネルギーと雇用とい？た関係

を突っ込蜜れ、なんらかの対策が必要になってきてい壊す。

　最初は軽水炉はダメだが高温ガス炉ならよいといっていたときもあります。つぎには核分裂炉はダメ

だが、核融合炉ならよいといっていたこともあります（これは現在でも少し残っていますが……）。

さらに最近は核エネルギーはダメだが、太陽エネルギーで行けばよいといいだしてきています。そして

太陽熱に加えて省エネルギー、さらにもっと積極的にエネルギーの有効利用によって、エネルギr全体

としてはゼロ成長でも、GNPが適当な増加を続け、失業も起こさないでやっていけるという意見も出

ています。

　1972年のローマクラブの“成長の限界”や、それに続いて英国の環境主義者によって提唱された

黙プロジェクト・サバイバル”等が、エネルギー、資源、環境容量の有限性に対応する生活態度の改変

を要請し、1974年には米国フォード財団の“選択の時代”によって低成長のシナリオが出されてい

ます。とくに驚かされだのは原子力賛成派のはずのワインパーグが、25年間の原子力モラトリアムを提

唱するかのような報告を発表したと報道されたことであります。

　すなわち、その報告というのは、米国の今後のエネルギー成長率は低く、年間1．5％ぐらいであり、
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25年聞原子力を止めても、石炭増産でカバ偏できるし、また原子力発電のほうが石炭火力発電よりも

経済的であるが、石炭火力でやっても著しい経済的損失にはならないというのであります。

　しかし、　“ニュークリアー・インダストリー”誌（1977－2）によると内容は大分違ったニュア

ンスになります。原子力モラトリアムをやると、もっとも影響を受けるのは石炭産業で現在の出炭量6

～7億tに比べてはるかに多い15～26億tが必要となり、環境への影響も大変なものとなりま

す。経済的なインパクトも原子力発電がつねに石炭火力よりも安価になるので、GNPは年間約1％低

下することとなり、2010年ではこれらが3140～4200億ドルに達するだろうということです。

　さらに化石燃料の場合に問題となるのは今までいわれているようなNOxやSO2ではなくて大気中の

CO2であり、　CO2のレベルの上昇の程度は、アメリカ以外の国が原子力モラトリアムをやらなければ大

したことにはならないだろうとワインバーグは述べています。CO2レベルの上昇は地球全体の温度上

昇を招き、地球の海面のレベルが上がり、海辺の都市で水没するところもでてくるといわれていること

は周知の通りであります。

　以上は米国の話ですが、わが一国の場合はGNP．ヒ昇率を6％以上に保たねばならないし、資源事情がま

つだく異なるので、原子力モラトリアムの影響はきわめて大きいものになるのは明らかであり落す。

　またカーター大統領のいう、原子力は黙最後の手段”という意味にしても、けっして原子力をほんの

少しやっていけばよいというものでないことはシュレ．シンジャーやレヴィン（連邦エネルギー一庁）の言か

ら分かるところであります6

　さて、かっては“特異なエネルギー源”といわれてきた太陽熱、地熱、風力、潮力等のエネルギーが

石油ショック以後世界的に見直されています。

　米国のERDAができたのも、従来原子力に偏ったエネルギー研究の方向を、石炭於よびこれらのす

べての新しいエネルギー源の研究を統一的に眺めるためにつくられたものであります。これは環境主義

者たちの力が大いに発揮された結果であります。

　わが国でも新しいエネルギー技術はサンシャイン計画としてはなばなしく登場し、研究開発が進めら

れています。

　もちろん太陽熱による冷暖房や地熱発電などの開発は大いに歓迎するところでありますが、これらの

新エネルギー源が近い将来わが国のエネルギー供給に大きな役割を果たすという楽観的な見方をする人

は少ないと思われます。

　しかし、原子力の反対派の中には異なった意見を有する人がいますQそれらの人々は巨大技術、原子

力発電所、送配電線を嫌い、電気はもったいないから．使わないようにしょうといいます。

　一般の意見としては、将来は電気エネルギーのパーセンテージが増えるものと考えられているのに、

これらの人々は電気の消費は必要不可欠のものに限定すると考えているらしいのです。

　従来からある巨大技術の活用を考える行き方をハード。テクノ・ジーと呼び、太陽熱のような新エネ

ルギ」源を使い、エネルギーの有効利用等比較的小型の技術を活用していくやり方をソフト・テクノロ

ジーと呼べば、これらの人々はソフト。テクノロジーでいくのが本筋だと考えている人々であり了す。

　したがって、これらの人々の目から見ると、同じ太陽熱の研究でも、砂漠における大規模太陽熱発電

や、衛星を利用した太陽熱発電などは巨大技術に属するとして批判的であります。

　ン・一ド。テクノロジーは電化を推進させ、原子力発電の道を開きますが、ソフト・デクノロジーに澄
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いては電気の使用はできるだけ少なくする。その理由は発電の熱効率が33～40％ということから、

電気エネルギーは貴重なエネルギーで、それにふさわしい、モーター、照明、電子機器等に限定される

べきだと考えているようです。なおソフト。テクノロジーに齢いては自然に核拡散防止ができるという

わけで昨日の論議も不必要になります。

　ソフト・テクノロジーを選択すれば、社会条件、生活条件の変更など現在とは若干異なる道を行く必要はあり

ますが、太陽熱・風力・地熱といったいろんな小規模な技術から成り立っているので、その内の若千の

技術開発が不成功に終わってもやっていけるという点が有利といわれています。一方核融合や太陽熱発

電といったハード。テクノロジーは小数の巨大技術の成功に賭けていますが、その成功が保証されたも

のではない、むしろ危ないという意見であります。そして論者はハード・テクノロジーでいくか、ソフト

・テクノロジ・一でいくか決断を迫っているのであります。

　以上の考え方は“地球の友”のアメリー。ロビンスの“エネルギー戦略”という本などに示されだも

のでありますが、コクランが昨年11月の米国AIF大会での講演の中にも引用しています。さらに一

昨日米国AIFのラーソン氏の講演の中でもこの論文に言及して結論をつくっています。

　それは「森の中の分かれ道があったので、私は人の行かないほうへ行った。そしたらなにもかも違っだも

のであった」というので、ロビンスは今までの道、すなわちハード・テクノロジーをやめて、ソフト・

テクノロジーの道を行けとすすめていますが、ラーソン報告の結論では、この“なにもかも違ったもの

であった”という魅力的な言葉の真意は、　“なんと人間はばかであったことよ”、と嘆くことになるの

であって、原子力を捨てる道は途方もなく危険であるというのであります。

　（2）経済性

　1973年の石油危機以後のわが国の状況に澄いては、原子力発電は石油火力、石炭火力に比較して、

経済性の面で完全に優位に立ったと賛成派は判断しています。しかし反対派は原子力発電をやることが、

すでに「世界一高いといわれるわが国の電気料金」をさらに上昇せしあるものであると言っています。

　ではどこに意見の食い違いがあるのでしょうか？

　反対派の論点は、①原子力発電所の建設費の高騰、②石油は4倍上がっだが、ウランは6倍近くに上

がっている、’ B稼働率がきわめて低い、④再処理や放射性廃棄物の処分等に要する経費に仮空の数字が

使われている、⑥廃炉に彪大な費用がかかるはずなのに計上されていない、等々である。

　さらに問題を複雑化させているのは、「チャップマンなどのネ。卜・エネルギー分析の考えで検討し

てみるど、原子力発電所はエネルギー生産施設ではなくてYむしろエネルギー消費施設であり、．無用の

長物である」という意見であります。

　公平にいって、以上の論点のうち重要なのは稼働率であります。とくに1975年に説けるわが国の

原子力発電所の稼働率は誠に悲惨ともいうべきで、世界的にみても例がないといえますQあれが正常で

あれば、反対派の指摘を待つまでもなく、電力会社が原子力を採用しなくなるでしょう。

　もっとも1975年は米国においても稼働率はあまりよくありませんでしだ。

　そこで反対派は軽水炉を自主開発せずに、安易に導入したからだといい、また電力会社の間でも米国
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から西独へのシフトが考えられたりした時代でもありましだ。

　しかし、椙本は落第、米国もやっとこさという1975年に、ヨーロヅパの軽水炉は比較的順調であ

って、西独もそのうちの一つであったわけです。時間の関係でデータを示す余裕はないが、西独より

もスイス、スペインのほうがさらに好調であっだのです。定期検査に毎年通常3～4カ月を要している

わが国¢）原子力発電所ではまったく考えられない年間稼働率85％、90％さらには95％という実績

をあげているのであります。いうまでもなく、定期検査期間が3カ月なら稼働率は最高でも75％、4

カ月なら66％． ﾆなるのです。

　海外に輸ける最優秀の例としてスイスのべズナゥー2、ドイツのスターデー1をあげると、1974、

1975、1976年の3年にわたり、前老は82．6－83．3－86．5％、後者は93．5－82，4－

93．9％という例をあげることができます。

　わが国がきわめて念入りな定期検査を行っていることの現れで、種々の故障もその結果明らかにな

ったことは知られていますが、それにしても海外諸国はいかなる定期検査を行っているのでありましょ．

うか？

　さて、1975年の苦境を抜けて、1976年には稼働率は大分回復しました。しかし諸外国に比較

するとまだ大分見劣りがするのであります。

　定期検査の長期化、従業員被曝の低減等の対策として、通産省指導の下に軽水炉の改良・標準化が行

われ、近く“日本型”の軽水炉が具体化されることになっていますが、これにより定期検査期間の短縮

が図られることになっています。

　つぎに再処理費の問題でありますが、これは以前考えられていた値よりも大分高くなることは確かで

また廃棄物処分費もばかにできない値となるでありましょう。さらに廃炉についても十分検討せねばな

らないことは反対派の指摘する通りでありますが、これらを全部加えても電力原価に対する影響は5％

以内に止まるものと見．られています。

　つぎにネット・エネルギー分析について簡単に触れて凝きます。

　これは原子力発電所を建設、運転（もちろんこの中には燃料サイクル中のあらゆる部分も含める）す

るのに必要とするエネルギーが、その発電所が発生するエネルギーよりも大きいのではないかという疑

問．から起こったものであり蚕す。とくに開発速度が速く、その出力の倍増時間が短い場合にその影響が著

しく現れてくるのは当然であります。

　わが国の反対派の計算によるととくに原子力発電所からはエネルギーが出てこないという計算が示さ

れています。．しかしその計算条件をみると、海外の文献のデータを使っていますが、急所には「．日本」

のデー・タを独自に使っていますQすなわち発電所の稼働率は40％、発電所の運転可能年数は15年と

い．つた数値であります（引用した原論：文はそれぞれ70％、30年としています）。その上、倍増時

間を3年とした計算で、1990年で日本の原子力発電出力が6億7000万kWに：なる場合を問題にして

いるのですから恐るべき結果が出てくるのは止むを得ないのです。

（．ろ）原子力の安全性

　まず原子炉の平常運転時の低レベル放射線の問題については、1969年にゴフマンとタンブリンによ

って攻撃が開、始されたが、これはALAP（実用可能な限り低く）の考え方によって解釈されたといえ
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ます。さらに1974年タンブリンとコクランに：よって提案された、　“ホット・パーティクル説”も多

くの権威筋の検討の結果からみて、すでに否定されたものとみるのが妥当であります。

　しかしALAPの考え方は原子力発電所にだけ適当されているのは片手落ちであって．・燃料サイクル

全般、とくに再処理工場について考慮されねばならないのです。

　これに関連して、原子力施設全般にわπる放射線基準（ALAPの目標値ではない、）がっくられっっ

ある点に注目する必：要があります。すなわち、昨年10月には西独（30ミリレム／年）が・そして本

年1月には米国のEPA（25ミリレム／年．）がそれぞれ放射線基準を決定し玄しだ。わが国でもこの

問題を早急に検討する必要があり玄す。

さ徹鰍の人体影響については・しきし’働しのいわゆる随灘」を仮定する方法がと回るた．め・いか

に微量の放射線によっても、それに対応する入体被害が計算できるという面を持つ｛回り、そρ意味で

は反対派は攻撃しやすい立場にあります。しかし、化石燃料による発電方法と比較した場合、環境影響

という面では、天然ガス、原子力、石油、石炭の順に影響度は強くなっているので、天然ガスが資源的

に少ないζとを考えれば原子力はクリ…ンなエネルギーというべきでありましょう。

　さて原子炉の安全問題といえば事故時のことが問題となります。原爆の与え．たイメ、一ジ、原子炉内の

巨大な放射能等からの恐怖によるものですが、実際には今日までの原子力発電所の運転経験からみて、

放射線寮たは放射能によって公衆に被害を与えた例は皆無であるという誇るべき記録を持って矯るこζ

は明白な事実であります。もっとも反対派のいい分によればこれは雀つたく偶然が幸いしたに過ぎない

といえますが、どうも負け惜しみの感があります。さらに反対派のきび．しい監視の結果であるともいえ

ますが、いずれにしてもこの輝かしい事実を否定することはできないのであります。

　さて原子力論争のクライマックスは米国AECのECCS規則作成公聴会であったξいえます。．これ

はAECの提案しだECCS暫定基準の当否を論題としだものですが、原子力反対派はAEC内部から

のAE．C批判者の協力を得た上、AEC内部資料の公表に力を得て2年にわだる公聴会に於いて、暫定

基準の不当性を主張し、さらにECCS失敗時における“WASH－7喚0”型の大事故の可能性を強

調し、原子力発電反対を主張したのであります。

　公聴会終了後、ECCS最終基準がつくられだが、その内容は原子ヵ産業界の主肇した緩和の方向で

はなく、反対者側の主張により厳しいものになったわけで、こρ意味では反対老側の勝利であったこと

もいえるし、この方向が正しい方向であるならば反対者は原子力の安全性に寄．与したといえると思いま

す。

ECCS論争が始ま・奴うから・米国鶴じめ日本・西鋤どで三三の安全研究力蜘嘩漁

れ、次第に実験結果が得られるようになってきましたが、その結果に．よると、多くの点で安全余裕が大

きいことが明らかになってき玄しだ。

　元来安全審査においては、審査者側の態度として、安全性を大きく見こんだ結果を出すような仮．定や

条件の下で審査を行うのが常でありますが、その程度が大き過ぎると非現実的な結果を与えることにな

るのであります。

　つぎにラスムッセン報告に触れてみます。

　これは炉心溶融、さらには格納容器破壊にいπるような事故について、その影響と発生頻度牽調べた

もので、内容はご存じのことと思われるので、省略します。
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　結論的にいうと　①硫WASH－740”は最大の影響を求めるためのものでありましたが、“WAS｝｛一

1400”はできるだけ現実的な結果を求めたもので、その結果によれば、炉心溶融の与える影響は

“WASH－740”の与える結果に比較して著しく小さい②リスクという点では原子力発電は他の人間

の行う行為によるりスクよりもはるかに小さく、また自然現象から引き起こされるリスクに比較してき

わめて小さい、比較できるものがあるとすれば腸石の落下くらいのものであろう、ということであります。

　これに対し反対者は①採用された手法で計算された確率の値は信用できない。NASAに齢ける字宙

ロケットの打ち上げの失敗がそれを証明している　②炉心溶融にいたる原因のうちにテロリストの行為な

どが含まれていない、などの他計算方法上にも多くの問題点があるというコメントをしています。

　その他多くのコメントを受け、それらを検討した結果、放射線の影響について若干の変更がありまし

たが、大筋としては原案通りの最終報告が1975年16月に発表されたのです。

　反対者は依然としてラスムッセン報告を認めようとしないが、賛成者は重要な文献としてつねに引用

しています。中立的な人はどう考えているのでしょうか。想像するところ、かりにラスムッセン報告の

計算に10倍ぐらいの誤差があっても、それでも原子炉事故のリスクの可能性は許容できるものと感じ

ているのでは友いでしょうか。

　一：方ラスムッセン報告の指摘する通り、原子炉の心配をする前にもっとし友ければ友ら左いことは少

なくないのです。

　化学工場に澄ける事故については、その安全性向上策として英国では原子炉の安全審査の手法がとら

れてめることが例のフラワー報告書に示されています。

④放射性廃棄物

　再処理にともなって生ずる高レベル放射性廃棄物の処理、処分を適切に進めることは、原子力発電を

行う上に澄いてきわめて大切なことであります。原子力反対派はわが国に澄ける再処理および放射性廃

棄物対策が不十分のまま原子力発電を進めていることに対して、「トイレなきマンション」と批判して

いますが、これは賛成者でも認めないわけにはいかないので、核燃料サイクルの自立という面でもこの

バック・エンド対策を真剣に進めるための計画を樹立しつつあ．るのが現状であります。

　しかし、現時点で見るとき、軽水炉燃料の再処理工場としては、多くの海外に於ける先行計画が脱落

した現在、小規模ながら東海村の再処理工場がフランスのラ・アーグ工場につぐ世界の第2の再処理工

場となるのは少し面はゆい気がしないでもないのです。

　反対派は半減期2万4000年のプルトニウムー239等を含む高レベル放射性廃棄物をや100万年

ののろい”と呼び、このような厄介物を後世に残すことは子孫に対する冒濱であるとして、その安全な

処分方法の確立を要求していますが、一方現実的にみると、たとえば高レベル放射性廃棄物の固化技術

の研究を進めようとしても、サンプルはなかなか手に入らないのであります。米国のNFSの工場では

以前軽水炉燃料の再処理をしたことがあるので、ここには若千のサンプルはあるとしても、他にはない

のであります。

　わが国で現実に高レベル廃棄物を処分するのは十数年後のこととなるはずで、まだ生まれていない

子供の入学する大学の心配をしているようなものといえないこともないのです。

　しかし、一．方巨大技術の展開に当たっては、その最終的状態までも検討評価する必要があるという世
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点からは、現在の段階でその処分方法の当否が検討されるのも当然といえます。

　その意味ではきわめて：重要な問題であり、国際的にもまだ結論が出ていない問題でもあるので、IEA

に澄いてもこれを重要問題として取り⊥げているわけであります。

　今日まで検討されてきた高レベル放射性廃棄物の処分方法としては，やや突飛な案とも思われる南極大

陸の氷の中に埋める方法、宇宙ロケットで地球圏外に送り出してしまう方法、さらには核変換によって

これを無害化する方法等もありますが、本命としては岩塩層、花崩岩層、粘土層等の地中処分と大洋の

海底深く埋める方法等があります。

　まだ調査が十分進んだ状態ではないので、わが国として選択は行われていない状況であります。

　．反対派は数十万年にわたって入電の子孫に対して悪影響なしに処分が可能かと問いつめてきます。

　米国澄よび西独がもっとも；有望と考えている岩塩層はわが国にはあまりなさそうであるし、条件は有

利とはいえないと思われるが、他の地層処分を検討することも大洋海底処分も検討の対象となるでしょ

う。

　また再処理のやり方を変えることによって問題Q解決を図る方法も残されています。

　すなわち高レベル廃棄物の放射性はセシウムー137、ストロンチウムー90が主役ですが、これは

比較的短寿命であるので数百年後には崩壊してしまう。それ以後はプルトニウムー239細よびアクチ

ノイド系が放射性成分の主力となるが、これは初期からみて2桁以上低いレベルとなります。

　そこで　①廃棄物中からセシウム，ストロンチウムを分離することによって放射能レベルを2桁以上下

げる　②再処理工程に澄けるプルトニウムの損失をはるかに少なくするとともに、アクチノイド系も抽出

する、といった選別抽出法を取ることによって処分方法は著しく簡単化されるわけであります。

　元来高レベル放射性廃棄物の量は少ないもので、100万媚の原子力発電所の一年間の量がわずか1

t程度であり，いいかえると人間が一生に使う電力のために生ずる放射性廃棄物の量はアスピリン

100粒ぐらいといわれるほどで、量の少ないことから処分はやさしくなるし、処分に要する費用も少

なくて済むことになるのであります。

（5）　プルト農ウム経済

　原子力発電においては、軽水炉等におけるウランー235の役割は前座的のものに過ぎず、真打ちは

プルトニウムであって、これが高速炉に澄いて活躍することによっていわば“無尽蔵”のエネルギーの

時代になるので、熱中性子炉に冷けるプルトニウムの活用はその露払い的な役割を果たすものと考られ

てい幽した。すなわちプルトニウムによってエネルギー無限時代を迎えることができると技術屋妹考え

ていたわけです。

　ところが近年にいたり、プルトニウムに多くの罪状があるとして告発されるに至ったのであります。

　まずプルトニウムの語源となずプルード、は地獄の神であって、その名のごとく諸悪の根源であるとき

めつけられています。なにかもつとよい名前に改名する必要があるかも知れません。

　つぎにプルトニウムは現代に置けるもっとも危険な、毒性の強いものであるとの告発であります。た

とえば、1009のプルトニウムがあれば1億人を皆殺しにできるという凶悪犯人にされてしまいまし

た。
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　第3の罪状はプルトニウムがテロリストの手に渡り、原爆として使われれば、平和な社会が破壊され

てしまうというのであります。

　現代の病気としてテロリズムがあげられるが、テ・リストの手にプルトニウムが入れば、わずかの金

でこれを原爆化できるという、「原爆は誰でも作れる」という本が出版されています。

　こんなことから、プルトニウムの貯蔵所やプルトニウムの運搬については厳重な警戒を要するわけで、

いわゆるフィジカル・プロテクションの問題が重要になってきました。

　これらに診いて防備を厳重にすればよいといって、無制限に大きな警備をすることは経済⊥不可能で

あり、さらに体制側に内通者の存在も考えられるということになれば防備は著しくむずかしくなる。そ

こで内通者の存在を厳重に監視しよう． ﾆすれば、勤務者のみならず、．その家族、交友関係等と広ぐ目を

光らせる必要があり、そうなれば駅警察薗塚”ができ．ヒがってしまうではないかと反対派は主張します。

　これに対して賛成派ぼっぎのこ．とぐ論じます。まずプルトニウムの毒性はもちろん大きいことは認め

るが、“この世に診けるもっとも危険なもの”という最大級の形容詞がつくほどのものではないのです。

まず量の面からいってボソリヌス菌のほうがはるかに危険であり、またプルトニウムによる発ガンなど

といっても十数年後に結果が現われるといった間延びのしたものであります。塩素ガス、青酸カリとい

った入手が容易ぞしかも即効性のあるものはいぐらでもあり、プルト出ウムを毒物として使うこと．は考

えられないのです。

　またプルトニウムの鷲粗製爆弾”の製造にしても、プルトニウムの入手がまず大変困難な上、かりに

設計図ができたとしても実際の工作は大変であります。その土反対派は、プルトニウムが危険だという

ことを盛んに宣伝しながら、テロリストだとらとやすやすと取り扱えるとらうことも騎．に落ちないのです。

さらた粗製爆弾がつくれたとしても、原子炉級のプルトニウムを使っているから、その爆発力も知れた

もので、せいぜい大きなビルディングを破壊できる程度のものですから、テロリスト側でコスト・ベネフ

ィソト分析をやれば、当然贋やめた”というはずであります。

　なお防衛側の弱点とみられるのは輸送ですので、これを極力減少する手段として、再処理工場と混合

酸化物燃料工場を一括した核燃料サイクルセンターをつくれば解決するではないかと主張します。

　それでもなお反対派はひるみません。かりにプルトニウムの毒性および粗製爆弾の爆破力が賛成派の

いうようなものセあっても、な寿かつプルトニウム爆弾はテロリストにとっても魅力があります。なぜ

なら元来テロリストは大量殺傷することを好んでいませんが、テロリストの目標は世間の目を集中させ

ることにあります。要するに劇場であるわけです。その劇場にq原子力”または“プルトニウム”とい

う新しい出し物を出すことが重要なのであって、したがってテロリストのつぎの目標はプルト子ウムで

なければならないというのであります。

　テロ活動の行われる動機、．またその社会的対応もさまざまであるから、これから先のことは差し控え

ます。しかしプル． gニウム爆弾の限界は大体明らかになったものと思われます。

　つぎの問題点はプルトニウム爆弾製造がテロリスト・レベルから国家レベルにまで上るかどうかとい

う問題であります。

　1974年インドが核爆発実験を行ったことによって第6の核兵器国が出現したこと、さらに1975年

西独とブラジルの間の原子力施設全般にわたるセット方式での販売、フランスとパキスタン間の再処理

一212一



施設輸出の問題に対してアメリカがその阻止に動いたことに続いて、昨年10月フォード声明が出された

ことがこの問題を一挙に原子力界のそして国際政治の大問題にしたのであります。

　この問題についても原．子力反対派は以前から盛んに論じていました。今度の論争では今までの論争と

は違った登場入物が主役を演じることとなってきました。この問題は別のセヅションで詳細な検討が加

えられると思われるので蛇足を加えることは差し控えることとします。

　議長　　どうもありがとうございましたQ

　山田先生の齢話は、五つから構成されていたと思います。第1は、手ネルギーと原子力の問題であり

まして、巨大技術、あるいはハード・テクノロジーとソフト・テクノロジーといった問題。2番目は、．経済

性で、稼働率を中心にした診話でした。3番目は、安全性の問題。これでは、ALAP、あるいは、ホ

ットパーティクルから、ECCSと“WASH－740”型，の問題、あるいに、ラスムソセン報告という問

題に展開されております。4番目が、放射性廃棄物の問題でして、再処理と高レベル廃棄物の問題Q5

番目が、プルトニウム問題と核拡散Q

　そういった、非常に広範囲な、膨大な問題をご紹介になったわけですが、きわめてよく濃縮されまし

て、濃縮いたしますと、大体ガラス固化みたいにかたくなってしまうものですけれども、それをきわめ

て平易に、明快にお話くださったわけで、これからの話を進める上でも大助かりでございますQ

　とは申しましても、．問題がこれで解決したわけでありません。そこで、この後のパネルで、一段と問

題点を掘り下げてみたいと思います。山田先牛には．、この後のパネルにも参加していただくことになっ

て齢りますので、よろしくお願いいたします。

　では、ここで十分ばかり休憩をとりま．して、その間に、パネル討論のための模様がえを．したいと思い

ます。

〈パネル討論〉

　議長　　それでは、パネル討論に入ります。最初に、パネリストをご紹介させていただきます。

　私の齢隣りから、日本エネルギー経済研究所長で、元科学技術庁原子力局長をして知られた生田さん

です。それから、東京大学教授の小野さんです。東京経済大学の教授の川⊥さん。日本消費者連盟代表

委員の竹内さ．ん。東京電力原子力保安部長の豊田さんです。日本弁護士連合会公害対策委員会第4部会

長の宮沢さん。それから、先ほどの山田先生です。

　それでは最初に、テーマに従いまして、パネリストの皆さんから、それぞれ10分ないし15分ばか

りお話していただきまして、その後で、意見交換を進めてまいりたいと思います。

一213一



　最初に、消費者連盟の代表で、いままで原子力問題についていろいろとご意見を開陳しておられる竹

内さんに、澄話を承りたいと思います。

　竹内　　私は、きょう出席しましたのは消費者の立場、消費者といっても、広い意

味セ生活者、あるいは生きるものという立場から、このエネルギー問題、とりわけ

原子力問題について意見をいってみたいと思います。

　もちろん、私は本当にズブの素人でありますから，原子力問題の専門家の方々か

ら見れば、なんだあんなばかなことをいって、とお笑いになることがあろうかと思

います。しかし、私はもともと農林省の役人をしていまして、私自身は専門家では

ないけれども、世間からは農業問題の専門家と見られておりました。その経験から申しますと、私は農

業問題以外のことにはほとんど関心を持ちませんでした。非常に、私はいまこれを、反省していますけ

れども、毎日の新聞を見ても、農業問題以外のところはほとんど目もくれませんでした。それを二十数

年間続けた結果、役人を放り出された時点で、私は非常なかたわ人聞であることを知ったわけです、民

間に出そいろんな波風に洗われぎそれがひしひしとわかったわけです。そして、消費者運動という

思いもかけない道に首を突っ込んで、それこそいろんな一一消費者運動というのはたんなる齢値段の安

い高いではなくて、われわれが健やかに生きるためにぶつかるあらゆる一問題を取り上げなくてはい

けないわけです。きょう問題になっている原子力の問題も、その一つなんです。

　原子力問題を、消費者問題ではないじゃないかと企業の方は牡っしゃいます。あるいは、企業の政治

献金の問題なんてものは消費者問題ではないではないか、そう見られがちなんですけれども、とにかく、

われわれの暮らしを安穏にし七いくために、それを妨げているあらゆる問題を、われわれ自身の力で取

り除いていくという決心をした以上、素人なりに、毎日のようにいろんなテーマに取り組まざるを得ま

せん。その結果、皆様のように専門家としての知識は持たないけれども、あらゆる問題にタッチをして、

いうなれば平衡感覚といいますか、生きるための生存本能といいます一か、そういう平衡感覚、バランス

の感覚というものを次第に持ちはじめてきたわけです。ですから、われわれがいま直面しているいろん

な問題を考える場合に、そういう素人的な平衡感覚でもって判断をする必要があるんじゃないかという

意味で、あえて出席したわけです。

　エネルギー問題を解決する一つの有力な手段として、原子力発電がいま問題になっていますけれども、

私どもの立場からいたしますと、まずエネルギーの需要一私たち日本人がこの日本列島で生きていく

⊥でどれだけのエネルギーが必要かという問題から入っていきます。

　先だって総合研究開発機構が催した、「長期エネルギー戦略の選択」という会議に、私、一日だけ出

席をして、専門家のご意見を聞いたのですが、ここに、「エネルギーの需要はますますふえていく」、

と述べられているわけです。

　それでは、このエネルギーの需要の見通しはどういう物差しではかっているのか。私からいわせれば、

これは過去のトレンドを引き延ばしたもの、いわゆる趨勢値ではじかれているはずです。この点につい

て、去年の夏、電力料金の値⊥げ問題が起こったときに、資源エネルギー庁へ行って、10年先に電気

の需要が2倍にふえるという想定で需要見通しをはじいているが、その基礎は何だ、家庭用もそうか、
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産業用もそうかと聞くと、そうだというんです。それじゃその内訳を細かく見せてくれといったら、そ

ういうものは、いますぐはないというんです。どうしてはじいたんだと聞いたら、通産省であるならば

各現局から、自分の所管の分野ではこれこれの需要がいるという予想が出る。そういうものを積み⊥げ

ると、こうなるということが一つ。そして、家庭用でも倍にふえるというのは、一体家庭でどういうよ

うに電気を使うと想定しているのかといったら、別に想定はしていないというんです。そんなあやふや

なもので、エネルギーの需要が2倍になる。だから原子力発電が必要だ、そういうことではわれわれは

納得できませんよといったら、それじゃ追って細かく教えますといっていたのですが、いまだになんの

ご返事もないんですQ

　通産省がいっているように、各現局の数字を積み上げるとそうなるというのは、まことに非科学的な

ことですが、時間がないので申しません。

　もう一つは、マクロの経済成長率。これは経済企画庁あたりが、あるいはエコノミストがはじくので

すが、安定成長だといって、年率6．6％が適当であろう。それぐらいQ成長を見込まないと失業老があ

ふれる、そういうような想定をしているわけです。それを当てはめると、10年後に需要が倍になる。

そして、石油が怪しくなる、その穴埋めをするために原子力が必要だという、需給推算をして澄る。そ

ういうこと．が、エコノミストのテクニヅクでは当然のことだと思われているんでしょうけれども、われ

われから見れば、なぜいまのような産業構造そのま蓑を引き延ばさなぐてはいけないのかということな

んです。そういう問題については、一切検討されていない。過去の経済計画を見ましても、よく、知識

集約的な産業構造にすると経済計画に書かれていますが、その具体的な内容には全然触れられていない。

また1本気で検討しようともしていない。そういうものを前耀にしたエネルギーの需要、こういつたも

のはわれわれにとってはなんの意味もありません。いまわれわれが生活しているこの暮らしのあり方を

そのまま引きのばしていくことがわれわれの福祉につながるのでしょうか。ここにr豊かな社会」と書

いてありますが、いままでわれわれが追い求めてきた豊かな社会の内訳を見ますと、便利な家電製品はじ

め、そういったものを身の回りにいっぱい置き、レジャーを楽しむためにマイカーを乗り回す。．そうい

った暮らしが一見豊かな暮らしであり、また豊かな実質的な暮らしをすることがわれわれの幸せに通じると

いう、これは高度経済成長政策の哲学であったわけです。ところが、今日まで来て、そういうものは幻

想であることを、われわれが毎日、身をもってひしひしと感じて塗る段階で、非常に基本的なエネルギ

ーの問題を、根っこを掘り起こすことをしないで、いままでの方式をただ採用をして片づけようとして

いる、そこに私は、非常な不満を持っているわけです。

　そこで、需要について問題があるということを申しましたけれども、われわれ消費者はいまや、いま

までの暮らしはまやかしであったのではないかと思いはじめているわけです。その証拠に、エネルギー

の需要の中身の一つを端的に説明してみます。この2月は省エネルギー月間といって、資源エネルギー

庁がたれ幕を出したり、こういつた「暮らしの見直し」というパンフを出して、エネルギーを節約しよ

うといって埋るようですが、私どもは2月の上旬から中旬にかけて、大衆が出入りするデパート、スー

パー、ホテル、劇場、電車などの暖房の実態を調べて回ったんです。一方で、そういうところに出入り

する民間業者約60社に質問状を出しました。どういう暖房の管理をやっておりますかという質問です。
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大体20℃から28℃の間で管理して齢りますという返事が来たんですが、実際にわれわれが、都内を

中心に調べて鳳つたところによりますと、デパートでは最高28℃、低い所で22～23℃、私鉄でも、

一番高いのは28℃．というのがありました。それから、国会議事堂の中も25℃でした。一番すごいの

は新幹線のこだま号。これは、私自身が静岡へ行った帰りに現実に車内の備えつけの温度計を見たので

す。みんなも暑い暑いとい㌧へ息苦しぐなってきたので温度計を見たら、なんと36℃あるんです。そ

れで早速車掌を呼んで、これは一体なんだといったら、関が原で徐行運転をしたので、ヒーターを止めるのを

忘れていた、申し訳ないと帽子を脱いで謝ったんですが、もう手おくれです。東京へ着ぐまで30℃よ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ
り下がらないんです。国鉄は赤字だ、赤字だといっていながら、これだけのエネルギーの無駄づかいをし

ている。デパートにしてもしかり。私鉄もそうだ。こういう消費の状況を全然問題にしないで、エネル

ギー危機だ、危機だ、とか、「来るべき危機に備えて」という。そういうことはまったくおかしいで

はないかと、われわれは強くいいたいわけなんです。

　そういう前提に立ちますと、い．まの、不足するから原子力がいる．んだ、あるいは、石油が値上がりす

るから原子力にかえるんだとかぐとってつけたように、原子力はクリーンなエネルギーだからこちらに

かえるんだというわけですが、とにかぐ、消費者のあるべき姿というものを問題にしないで、こういう

議論はあまり意味がないという気がするのですQ私どもが消費の問題を議論する場合には、量の問題よ、

りも、いまやその質を問題にしなくてはいけないんじゃないでしょうか。

　世界消費者機構というのがありますが、2一一3年前に、クオリティ・オブ・ライフー生活の質を問

い直：すというテーヤで世界中の消費者団体が議論をしました。いま亭われわれも、いままで追い求めて

ぎた豊かな社会、暮らし、そういったものを根本的に問い直して、われわれの子孫に至るまで健やかに

暮らしていくためにはどうしたらいいか、．とり．わけ、この日本列島に住んでおるわれわれとし、て、どう

らう． ｩ然的な制約のもとに暮らしていけばいいのか、そのためには、どういう産業構造℃養◇てはいけ

ないのか、あるいは、入口もどの程度でなくちゃいけないか、そこまでわれわれは深刻「に受げとめて、

これから検討しようとしている段階なんです。そういうことを真剣に考えている消費者がふえている

一消費者というよりも生活者＿というこ．とを、ぜひ認識していただきたいと思います。

　あと、原子力の具体的な問題、その安全性などについては、後でまたお話しをしたいと思います。

　議長　　ありがとうございましたQ

　竹内さんの診話は、エネルギーの需要の見通しについてのご批判が中心でありまして、現在の産業構

造とか、あるいは入口とか、そういった問題を抜きにして、なぜエネルギーの需要ばかり考えるかとい

うことで、暖房なんかの例を引いて、消費のあるべき．姿ということをもう少し問題にしなければ、素人

の平衡感覚から． ｩて、現在のエネルギー問題というのは診かしいという指摘であったと思われます。

　それではつぎに、川上さんから診話を伺いたいと思います。川上さんはとくに経済がご専門で、原子

力の経済性についての唱詠を．中心にして、ご紹介、あるいは問題点を指摘していただきたいと思います。

　川上　　私は技術めほうはあまりよぐわからないもので、新聞とか、しかるべき雑誌などでいろいろ

拝見して、ある程度わかるようには努力して隔りまずけれども、主として経済性についてお話しします。

　その前に、いまの竹内さんの於話は、もっともなご議論であると思います。同時に、別な方向からい
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えば、資源が非常に不足している日本で、有限なエネルギーを使っている場合に、

石油がそのうち枯渇してしまうんじゃないかという論もあるわけです。一私も前

役入で企画庁にいたわけですが、そのときに向坂正男氏とはわりあい懇意にし℃お

りましたが、向坂氏がこういうことを非常に心配されているわけです。

　「来るべきエネルギーの危機は、慢性的、構造的なもので、もし長期的な戦略を

立てて危機を防がなければ、日本の政治経済は根底から動揺することになる」。こ

れは、向坂氏の発言の結論めいたところを引用しているわけです。だから、この前に前提があるわけですが、確かに

高度成長の中で、われわれはエネルギーを非常に無駄づかいしたとか、あるいは、産業構造がエネルギーを非常に使

うものに変調したとかいうことはあるわけで、そういうのは直さなければなりません。しかし日本の場合は、そうい

うのを直して、なおかっそう遠くない時期にエネルギー危機が来るということです。とくに、石油の問題で危機が訪

れるということは、科学的にとらえる必要があると思います。

　】960年代以降、日本のエネルギー源は、それまでの石炭・水力発電から、アメリカによる、中東

原油の輸入に大きぐ依存する方向を年々強めまして、いまではエネルギーの石油依存は75％に及び、

その99．7％は輸入に頼っています。こういうことは皆さんよくご承知のところですけれども、1973

年10月の石油ショックを契機として、石油の価格が4倍にも上がりましたQ過度に石油に依存するこ

とが経済的にも非常に不利になりはじめてきた、と思います。

　さらに、石油の供給も次第に需要に応じられなくなると予測され、あまりにも石油に依存しているζ

とによって発生するエネルギー危機が、1985年ごろに深刻な形で再びあらわれるのではないかとい

われているわけです。そこで日本だけでなく、世界資本主義全体としても、石油以外のエネルギー源の

開発が急務となってきて、とりわけレエネルギーの自給率が10～11％と見られています日本では、

一層緊要であると思います。日本における石油以外のエネルギー源の開発については、国産のものでは、

石炭と水力の再開発が期待され、石炭やLNG（液化天然ガス）の輸入の拡大も予定されていますが、

これだけでは不十分で、本日の問題である原子力発電も、かなり力を入れて推進せざるを得ないという

のが、需給関係だけからいえば一一ここのところちょっと強調したいのですが　　確認しなければなら

ない現状であると思います。

　とこ．ろで、原子力発電については、危険な原爆の開発とのかかわりあいを持っておるばかりでなく、

いまの技術水準では、な診安全性について相・当今後精力的に改善すべき問題をはらんでいると思われる

ので、手放しで賛成することはできません。しかし他方、これをなにがなんでも反対というのは、反科

学的な態度であって、こういう態度は批判さるべきだというのが私の見解です。

　原子力の経済性の問題について、石油の価格が上がった結果、原子力は経済的にも、重油火力のコス

トに比べても安くなったといわれだしました。ご承知だと思いますが、電力料金の決定は総括原価方式

になっていて、普通は、原価は利潤が入りませんが、電力については公益性が強いということで、適正

利下を知り込んだものを原価にしているわけです。

　原子力発電もそのように計算されていますが、簡単にその場合の原価の計算について述べてみましょ

う。ウランを買って、これをアメリカ側に濃縮してもらって、そしてこれを日本に持ってきて、アメリ

カから導入した軽水炉に入れて発電するQそうすると、昨日問題になっていました、プルトニウムがで

きてくる。そのプルトニウムを再処理して、再び高速増殖炉などで利用すれば、原子力発電が一つの体
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系としてでき．kがりますが、日本の場合はプルトニウムをつぐりっ放しで、そこで貯蔵している。非常

に不経済なんですけれども．、原価計算の場合には、そのプルトニウムを一これは非常に高いものです

が一利、益のほうに、収入側に入れるわけです。しかし日本の場合に、ただためているものを収入に入

れていいのかという問題があるわけです。な於電力の計算に齢きまして、原子力発電の場合は、設備を

一年中フル活動しまして、それが80％は売れるという前提のもとに計算すれば、重油火力より安くな

るという話なんです。これは、別に安いということにはならんと思います。考えようによっては、行く

行くは太刀打ちできる段階が来るかもしれませんが、さらに大きな問題は建設費です。建設費は、もの

すごく原子力発電のほうがかかりますQこの問題を研究されている、エネルギー経済研究所の松井さん

という方の一一直接存じていませんが一厚い本が出てました。私はそれを見てやっていますが、1975

年では、建設費が火力を1としますと一火力にもいろいろあるらしいんですがいちばん安いというこ

とで一それに対して原子力が2．75倍高い。火力を1として、高い火力でも1．2倍ぐらいですから、

原子力は2倍から3倍の建設費がかかる。

　先ほど私、パネル討論を聞いていまして、日本興業銀行の田島さんのいわれた話では、原子力発電の

たあに、5年間でしたか、期間はちょっと忘れましたが昭和60年ごろじゃなかったでしょうか、その頃

までには14兆円ぐらいかかるとのことでした。松井さんがやられた単価はちょっと古いんで、最近の

情報ではべらぼうに高くなりました。1副の設備をつくる場合に一松井さんがいっているときは8万

円ぐらいなんです。その後15万円ぐらいにな．って、いまは20万を超すだろうと思われます。20万

で、日本が予定している4900万蝦の設備をつぐるのには、大体5000万として、10兆円です。先ほ

ど1田島さんの話ではそれ以上ということで、．非常にかかるといわれるわけです。

　しかし、こういうふうにいぐら金がかかっても、原子力発電もかなり望みのある射程距離に入ってい

ると思らんです。前のパネルディスカッションで、原子力研究所副理事長の村田さんでしたか、澄話し

になっているように、やっぱり原子力の場合は研究・開発が重要だと思うんです。それに、政府が思い

切．って金をつぎ込む。そして安全性を確保した上で、原子力発電を進めるべきだと思います。

　そういう意味では、先ほど山田先生が、このパネルディスカッションの前に講演されまして、いまの

原子力はトイレのないマンションだという反対があるといわれたけれども、私もその問題はそう考えて

澄り、ちゃんとトイレをつくった後から、原子力発電というものを進めるべきだと思います。いままで

のやり方は、そういう意味では本末転倒でした。しかし、いろいろ考えると、日本の原子力発電は“民主、

自主、．公開”という、日本の原子力基本法でうたわれている原則ど診りにやるべきであると思うわけです。

以上で終わります。

　議長　　ありがとうございました。川上さんの診話は、要するに、原子力発電というものは需給関係

のみからみれば必要であり、そういう意味では、なにがなんでも反対というのは非科学的である、しか．

し、経済性というものを考えた場合に、たとえばプルトニウムというものを考えても、はたしてそれが

十分に採算をあわす上で、おり込んでいけるのか、あるいは、原発はフルに動かして80％ぐらいの稼

働率で、やっと、火力よりか安いという程度のものではないか、また、トイレなきマンションというも

のが、十分に経済性の中に組み込まれていないのではないかというご指摘、それからもう一つは、原子

力基本法に述べられている、民主、自主、公開の精神が、まだ生かされていないのではないかというご

指摘であったかと思います。r
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　ではつぎに、生田さんにご発言を願いたいと思います。生田先生は、エネルギー経済研究所長として、

エネルギーの需給関係について非常に齢詳しく、昨年の12月に、この研究所から重大な発表があり、

それが日本全体に大きな影響をもたらしたことはご承知のとおりでありますQ生田先生から、とくにそ

れを中心にしてむ話しを進めていただきたいと思います。

　生聞　　時間が限られておりますので、私は、ただいま議長からお話のありまし

たエネルギーの需給問題、それから経済問題に限り、五つの論点に要約して申し上げま凱

　まず第一の点は、エネルギーと経済活動全体の問題です。エネルギー政策を考え

る場合に、それを考える発想の原点として、何を目標にしてその問題をとらえ、政

策を考えるかとなると、これは申すまでもなく、国民経済を安定させ、成長させる

ことです。国民経済という抽象的なものはありません。これは名前だけがあるわけ

ですから、具体的にいうと、日本の国民…人一人の生活を安定させ、豊かにしていくことが、エネルギー問題を考え

エネルギー政策を検討する場合の目標でなけれまならないと思います。そういう観点から考えると、まず一つ申し上

げなければいけないのは、エネルギーは、国民経済、あるいは国民生活にとって、部分的、かつ特殊な問題ではなく

て国民生活のすべてに関連し、国民生活、あるいは国民経済を支えていく上には必要不可欠な、非常に基礎的なもの

であるということです。そういう観点から、エネルギーの将来の予測、つまり日本経済を安定的に発展

させ、日本国民の生活を安定させ、豊かにしていくためには、どのくらいのエネルギーが必要かの予測

を行うわけです。

　この予測の方法には、先ほど竹内さんもご指摘になったように、いろいろな方法があり、いちばん簡

単な方法は、経済成長率を何％と置いて、それからエネルギーの消費弾性値を、1とか、1．2とか、0．8

とか決めて、それを掛け算だけして計算する方法です。これは非常に誤りの多い危険な方法であります

ので、私どもがエネルギーの需要の予測をします場合は、そういう簡単な方法をとっていません。国民

経済の各部門について、それぞれエネルギーの原単位を計算して、それを積み上げて全体の需要量をは

じぐという手法をとっているわけです。その場合に一つ、これからどのくらいの経済成長率が必要かと

いうことが前提条件になってきます。それから、将来の産業構造をどう考えるか、あるいは、消費の中

身、消費の構造をどう考えるのかも、決めなければいけない問題です。それから、省エネルギー、エネ

ルギーの節約についても、これをできるだけ折り込むことを考えていくわけでして、私どもが行った試

算では、今後10年間、日本経済が年率6％の経済成長を続けていって、しかも産業構造をできるだけ

省エネルギー的なものにかえて、民生部門、交通部門、あるいは産業の生産構造の内部に澄ける可能な

限りの省エネルギーを見込んで、需要をなるべく圧縮する形で計算しても、昭和60年度のわれわれの

1次エネルギーの需要は、石油に換算しまして、6億5000万齪から7億観という数字になります。こ

れは、政府が昨年つくった予測よりも、はるかに小さい数字です。この場合に、一つは、省エネルギー

をもっとできるではないかというご指摘があるかもしれませんQ日本のようにエネルギー資源が非常に

乏しい国では省エネルギーはできるだけ進めなければいけないと思いますが、進めるべきだということ

と、現実にどのくらい使うということの間には、非常な較差があります。とくに日本の場合、GNP世

界第2位の経済大国だといわれていますが、これは所得の流れ、すヶわちフローの面で経済大国である

わけでして、蓄積、いわゆるストックの面に於いては、必ずしも経済大国ではございません。これは、

個人の生活の内容に蔚いても、国全体としての基礎的な公共施設の整備に診いても、まだきわめて不十
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分であります。

　したがって、日本がこれから本当の意味に澄いて経済大国になるためには、富の蓄積をしていかなけ

ればなりません。具体的に申しますと、たとえば個人の住宅事情についても、これをなるべく引き一ヒげ

ていかなければなりませんQ生活の内容も整備していかなければなりません。あるいは道路とか、下水

道とかいうような公共施設についても、整備していかなければならないと考えますが、その過程におい

て、相当のエネルギーを消費す． 驍ｱとが避けられないわけです。

　したがって、ヨーロッパあるいはアメリカの先進エ業国と、日本の省エネルギー．についての非常に大

きな差は、日本のほうがそういう構造的なエネルギーの消費の増大を考えなけれにならないので、省エ

ネルギーの努力をしても効果がなかなか上がらないという点です。そういう点をかなり大胆に考え、省

エネルギーの効果を大きぐ見ても、先ほど申しましたように、昭和60年度のエネルギー需要量は、石

油に換算して、． U億5000万認から、7億儲という、非常に大きな数字になってきます。で、これをもっ

と小さな数字にするには、成長率を下げるしかありません。成長率を6％以下、たとえば4％とか、2

％． ﾆふに下げればつじつまはあってきますが、日本経済の基本的な体質一ただいま申したような、今

後蓄積をふやざなければならないという点、それから、経済活動の中心である企業の体質自身が、他入

資本への依存度が非常に高い、といったことも欧米とは違う体質ですので、企業活動を円滑に進めてい

く、経済の活力を失わせないためには、ある程度の経済成長率を維持することが必要であります。これ

がかなり低い水準に落ち込んだ場合には、国民経済自身の体質が非常に弱くなってしまい、一種の衰弱

に陥ると考えています。少なくとも6％程度の経済成長率を維持し濠ければ、国民生活の安定ははかれ

ないと考えています。

　ところが日本の場合は、国産のエネルギー資源が非常に貧弱であるという、大変ありがたくない特質

を持っています。これは水力、石炭、あるいは石油、天然ガスの資源にしても、地熱にしても、当面、

これから国産のエネルギー資源の開発を進めることによって大幅にエネルギーの自給度を上げることは

不可能です。むしろ過去の歴史をみると、過．去10年間に於いて、エネルギー消費の増大にともなって自給

度はどんどん下がっているわけです。かつて、10年前に30％であった自給度は、いまや、10％を

わずか超えるぐらいまで落ち込んでおり、今後ともエネルギーの消費の増大が続ぐ限り、自給度はます

ます下が．ってくるでしょう。昭和60年度においては、10％を維持するのが精いっぱいであろうと思

います。

　したがって、日本経済を支えるためにエネルギーを確保しようと思えば、自給度向上の努力ももちろ

んし表ければならないが、現実的に物事を考える限りでは、石油、天然ガス、石炭という、三つの輸入

エネルギーをでき為だけ確保することと、源子力の開発を進めること、この四つを並行的にやっていく

しか方法がないわけであります。日本経済では、いま申したように、過去の経済成長期を通じて自給度

が低下し、同時に、輸入石油への依存度が大幅に⊥がっていますQいまや、80％近い依存度まで上が

ったわけで、これは世界の先進工業国の中でもずば抜けて高い石油依存度であります。

　とこちが、今後の世界の石油の需給を展望しますと、一部でいわれているように、30年後に石油が

枯渇するとか、あるいは、今世紀末に石油の増産限界点が物理的にあらわれるというような予測には、

私は必ずしも賛成いたしません。世界の石油資源の開発の可能性を考えると、そういう物理的な限界は

必ずしもあらわれないとは思いますが、いずれにしても、石油といえども有限な資源である以．上は、い
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つかは枯渇に向かっていくという基本的な考え方が一つ。それから、昭和48年の石油危機を境にして、

世界の石油の供給政策の決：定権が、完全に産油国側、すなわちOPECに移ってしまって、いまや石油

消費国としては、その供給政策に対して間接的に要求し、要請し、干渉するということは可能であるけ

れども、直接的に石油の供給政策を左右する力は、もはや世界の石油消費国は持っていないわけであり

ます。したがって、各石油消費国、とくに先進工業国に齢いては、こういう状態を石油の供給がきわめ

て不安定な状況だとみて、この不安定な状況からなるべく離れること、その状態から抜け出すことをま

ず考えませんと、エネルギー供給の安定化ははかれませんQエネルギー供給の安定化がはかれないとい

うことは、すなわち経済の安定がはかれないということですので、輸入石油依存度をなるべく小さくす

る必要があります。

　たとえばヨー・ソバ諸国は、昭和60年代までに輸入石油依存度を50％以下にすることを目標に努

力しているわけです。日本の場合、エネルギー政策でアメリカがよく引き合いに出されますが、日本と

アメリカのエネルギー資源の状況は極端に違うわけであります。アメリカは、もしもそれに関連するい

ろいろな問題点に目をつぶるのであれば、国内の石炭資源だけでエネルルギーの自給自足をすることが

可能であります。日本のように、10％しか国内の資源でカバーできないということではありません。

先ほど山田先生の齢話の中に出てきました、原子力発電をやらなくても石炭火力でいいじゃないかとい

うのは、アメリカのことでありまして、日本ではそういうこζは資源的にできないわけです。したがっ

て、日本の場合、アメリカではなく、むしろ、比較的日本とエネルギー資源の状況が似ているヨーロッ

パ諸国のエネルギー政策を参考にすべきだと思いますが、ヨーロッパはそういうぐあいに、輸入石油依

存度を50％以下に減らすことを目標にしているわけです。日本がこのまままいりますと、昭和60年度

で70％という輸入石油依存度を依然として持つことになるという状況とは、非常に違うわけです。

　そういうことで、原子力開発はできるだけやるべきだと思います。しかし、原子力発電だけをやって

事態が解決できるほど、日本のエネルギー事情は甘くはありませんので、そのほかに、一般炭を輸入し

て石炭火力をふやすとか、あるいは、LNGやLPGの輸入をふやして、それを火力発電用の燃料、都

市ガスの原料、一般工業用の燃料として使うとか．石油自身もできるだけ確保するとか、そういう多角

的なエネルギー政策を展開していかなければ、日本経済の成長は維持できないと考えています。原子力

だけということではありませんが、原子力すらできないならば、日本のエネルギー政策は確立できない

と思いますQ

　最後に一つ。経済性の問題ですけれども、これにつきましていろいろ誤解がありますのは、原子力発

電と石油火力発電との経演性を比較いたします場合に、原子力発電の建設単価の値上がりがよく取り⊥

げられるわけです。これは確かに値⊥がりをしていますが、建設単価が値⊥がりをしているのは原子力

発電だけではありません。火力発電の建設単価も並行して値上がりしているのす。とくに火力について

は、公害対策として脱硫装置をつけると、建設単価は大幅に⊥がるわけですQそれからもう一つは、原

子力発電と火力発電の生産費の構成がまったぐ正反対であります。原子力発電の場合は資本費の比率が

多いわけですが、火力発電の場合は、燃料費の比率が多いわけですQもしも石油価格が今後上昇しない

のであれば、火力発電の生産費の⊥昇というのは比較的小さいわけですけれども、石油価格が今後継続

的に、世界のインフレに関係なく産油国のポリシーとして引き上げられていくことは間違いのないこと

ですので、その点を見込みますと、石油火力の発電コストの値上がりというのは今後相当なものになる
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と思います。一方、天然ウランの価格の上昇も、一一つのマイナス要因としていわれますが、原子力発電

の場合は、天然ウランの価格の土昇はそれほど決定的な要素になりません。したがって、原子力発電に

拾ける建設単・価の⊥昇と、石油火力発電における燃料費の上昇とのバランスで決まるわけですが、私ど

もの予測では、今後原子力発電所が65％ないし70％の稼働率を維持できるのであれば、天然ウラン

の価格がポンド100ドルになっても、まだ原子力発電は競争力があると考えていますので、経済性の

面からの問題というのはあまりないと思っています。以上ですQ

　議長　　ありがとうございました。生田さんからのお話は、要するに、エネルギー経済研究所でエネ

ルギーの需要予測をする場合に、前提としでこれからの経済成長、あるいは産業構造、消費の中身、省

エネルギー、そういったものを可能な限り取り入れて、エネルギーの原単位から計算しているのであっ

て、従来の数字を傾向的に．とらえただけで需給を予測しているのではないというのが一点。

　それから、日本という経済大国はフローが中心であって、これからはストックを大幅にふやしていか

なければならない。そのためにも、省エネルギーはもちろ． �ﾅあるが、一層成長を続ける必要がある。

それを抑えると、日本の経済は衰弱する一方であろうということが第二点。

　第三点は、日本のこれからの国産エネルギーというものを考えた場合、依然として量的には小さいの

で、癖はり石油、LNG、あるいは石炭、それから原子力とい．う四つしかないというととで、そういう

ことを考えた場合に、30年後の石油の枯渇ということを、これは物理的な限界よりも、むしろ、供給

政策の決定権が現在OPECに移ってしまったというと．ころに大きな問題があるということ。またアメ

リカと田本では、午ネルギーの供．給構造、需給関係がまるで違うとい』うこと。

　それから、原子力発電の経済性についての大きな誤解があるということ。建設費と燃料費について、

火力と原子力を比べた場合に対照的な違いがあって、かりに、原子力発電が今後稼働率60ないし70

％を維持でき．るという仮定に立つとすれば、ウランの値段がこのところ非常に．kがっているけれども、

1ボンド当たり100ドルでも．十分にペイできるであろうという齢話だったと思います。

　それでは、エネルギーのお話がかなり出たところで、つぎに、原子力発電の安全性が絶えず問題にな

っていますので、むしろその点に中心を置いて、東京大学の小野先生にお話をしていただきたいと思い

ます。

　小野　　原子炉の安全性の問題についてということでございますが、ここでは、約15

分ぐらいの短い間に、安全性の問題全体についてはちょっとお話しすることは無理

かと思いますので、広い意味での安全性について話したいと思います。一つは、原子力

発電所における労働者の被曝の問題。これは、安全性としては非常に大きな問題です6

それからもう一つは、安全審査とか、運転の監督等に関する問題、これは政治的、法

．津的な問題ではなくて、最近わかったショヅキングな事件があるので、少しそのケースに

ついて考えてみます。それから、先ほど山田さんがおっしゃったプルトニウムの問題について、私ちょっと違った意見があり

ます。それを申しまして、そのあと、軽水炉というものをどう考えるかという問題を申したいと思います。

　現在、原子力発電所でいちばん問題になっていますのは、先ほど山田さんが澄っしゃつたように、稼

働率が非常淀低いことです。一時は32％ぐらいまで下がり、最近は41％と伺ったんですが、いずれ

にしても非常に稼働率は低いわけです。もちろん、その場合によくいわれるのは、安全を非常に念入り

にやっているからだということ、それはそれで結構ですが、一応考え方によっては、これはやにり、軽
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水炉が現在技術的にまだ実験段階のものであって、完成したものとはいえないことを示しているわけで

す。いちばん問題になるのは、稼働率が低いことと同時に、燃料棒から出た核分裂物質が原子力発電所

の中をぐるぐる回り、いろんなところを汚染するわけです。そうすると、普通の施設では、直すときに

労働者が被曝をするということはなく、かなりゆつぐり作業がやれるんですが、原子炉では作業空間は

狭いし、非常に短い時間入っていても被曝をすることで、これはアメリカでも同じような傾向で南、，りま

が、原子力発電所が汚れるに従って被曝量がふえていきます。被曝量をあらわすのに、マン・レムとい

う単位でいうと、どんどんふえてしまうわけです。

　これについてもいくつか問題があります。マン・レムとして発表されているものを基礎にしても、東

京大学の安斎君の計算によると、昭和65年には、全被曝量が1年間に10万マン・レムになるだろう

といわれています。こうなると、晩発性のガン、先ほど15年とかいわれたんですが、20年ぐらいで

起こる晩発性のガンはかなりふえるわけです。

　もう一つ、この問題のために、現在、人海戦術がよくとられるんですが、人海戦術によって晩発性の

ガンが減るかといいますと、先ほど山田先生がおっしゃったように、これはリニア・セオリーであります

ので、人海戦術をとっても、発生するガンは減らないわけで．す。これは放射線関係の方がよぐご指摘に

なっていることでありますし、さらに、大勢の入が入ると熟練しない人がやるので、むしろ逆効果にな

る可能性さえあるということですQ晩発性のガンになる人について、15年だからとおっしゃったので

すが、15年でもガンになってはかなわないんで、これは一つの大きな問題になると思っているわけで

す。

　現在、職業人に対して、i．CRPでは5レム以下に習えることになっていますが、5レム以下に抑え

ると、実はさっきの入海戦術になるわけです。それから、よく25レムという値が別に出てきますが、

これは急性障害を起こさない目安としていわれている量であり、5レムと25レムというのは、非常に

意味が違うわけです。

　澄まけに、現在の被曝箪の測定が完全に行われているかといいますと、普通の測定器ではガンマ線し

かはかれないし、よぐいってもベータ線までで、アルファ線の被曝は非常にはかりにぐぐ、実際、．公称

の被曝量よりもかなり上がっているのではないかと思われることがあるわけです。こういう点は、今後

の原子力発電の非常に大きな問題になってくると思いますし、一方ではガンの治療の研究をしτいて、

一方では少しでもガンがふえるような作業を行っていることに、非常に大きな問題があると思っていま

す。

　それからもう一一つ、突っ込んだ別の問題になりますが、安全体制、安全審査がちゃんと行われている

かということであります。安全審査の問題は、「むつ」の安全審査に関して非常に大きな問題になった

わけです。実は、安全問題は、原子力委員会が審査をします。運転後に於いては通産省が一「むつ」

の場合は運輸省でありましたが一監督をしていくということですが、実は最：近、この問題点を非常に

よく浮き彫りにした事件があり．ました。

　関西電力美浜原子力発電所の、1号炉で燃料棒折損事故というのがあり、これは先ほどか．ら述べて吟

るような、人体に放射能を浴びせたということじゃないんですが、今後の問題を考えると非常に大きな

問題だと思うんです。新聞などでご存じかと思いますが、ちょっと2～3分、政府から国会に出した答

弁書をもとに、簡単に説明させていただきますQ
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　美浜原子力発電所は、昭和45年11月に運転を開始しまして、1年半たって、47年6月に、非常

に有名な、蒸気発生器の細管損傷事故というのが起こったわけです。この時は盲栓をして、12，月に運

転をしたですが、48．N3月15日からの定期検査で、蒸気発生器の中に非常にたくさんの減潤した細

管が見つかったわけですQ

　「昭和48年4，月4日、C34燃料体の燃料に折損があることを、燃料管理担当者が双眼鏡で確認し

た。C34燃料体の燃料の1本が、⊥端から約80㎝、その隣の1本が、一番目と二番目の支持格子

の間の部分から下に、約90㎝にもわたって欠落した」。このことは実はわかっていませんでしたQこ

れがわかったのは、昭和51年の12月以降で、通産省が調査した結果判明したわけです。そのときに、

いろんな方法でもってこ．れを吸い出そうとしたのですが、欠け落ちたものが原子炉容器のフランジであ

るとか、炉心のバッフルとかに散乱をしていたということであります。ところが、拾ったものと落ちた

ものと合わせると、実は被覆管の長さは約150（肌で、未回収の部分が20㎝で、ペレソトのほうは、

回収したものの重さが約500グラムで、未回収の部分が約7009となっています。

　ペレ・ットの回収は、48年の4．月11日から17日、5月14日と15日、5月22日と23日目、3

回にわたって行いました。ところが、こういうことをやった後で、また運転をしているわけなんです。

このことは後でも申しますが、炉心の中に破片が入ったままの運転という、非常に乱暴なことがされて

いたのが事実です。

　なぜ、通産省が立ち会いをしていて、燃料棒の事故を発見できなかったかというと、通産省のいい分

では、昭和48年目行ったこの定期検査では、蒸気発生器、原子炉富力容器、一次系配管等について

は立ち会い検査をしたけれども、燃料棒については、実は立ち会い検査でなぐて、’関西電力が自分で行

ったチェックについて点検をしたわけです。ですから、事になったわけです。もケーつ大事なことは、

実は昭和51年12月3日まで関西電力は全然報告しなかったんですけれども、事故当時に、ウェステ

ィングハウスには報告をしているわけですQこれはまったく自主性を欠いたことではないでしょうか。

　こういうこ．とにつきまして、通産省はなにをやったかといいますと、関西電力に対してとった処置は、

厳重注意をしたというほかには、この関係者の中で一一これは実は、原子力規制法の第67条と、電気

事業法1．06条に違反しているわけですが一主任技術者免状の交付を受けた者に対しては、免状を返

納させるという． [置をとったわけです。ただ非常に残念なことには、3年経過して澄り、時効であるか

ら控訴をしないということで、まったぐ鬼頭判事補に近いよう．な話になっています，、こういう実例があ

ることを、ここで申し上げておきたい。

　このことを考えてみますと、燃料棒の検査に立ち会えなかったというのも、一つは人が足りなかった

からであり、現在の日本では、形の上では安全審査といわれておりますが、実態がほとんどともなって

澄．轤ｸ、そのことが、ここで非常にはっきりと出てきたと考えています。

　それで、このことを含め、私は現在、軽水炉の問題をどう考えているかといいますと、いまある軽水

炉については、別にこれをとめうとはいわないが、できるだけ安全を考えて運転をして、いろいろの経

験を多く積むことをまずやるべきであると思います。非常に幸いなことは、初め、昭和60年度に6000

万kWだったものが4900万kWになり、さらに2000万kW少しになっためで私はむしろ非常に喜ぶべき

ことだと思っているわけです。

　ただ、私も．、先ほど川上先生が於っしゃつたのと同じように、原子力の研究はやはりやらざるを得な
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いので、これはちゃんとやるべきだと思いますが、現在は、軽水炉についてはそういうふうに考えてる

わけです。

　それから、先ほど、ちょっと山田先生がプルトニウムについてお話しになりましたが、私はむしろア

メリカが現在、日本に軽水炉を輸出することに反対でありまして、ERDAに意見を聞かれたときには、

私はそういう意見を出したんですが、実は、私の意見とは全然別のことで、アメリカとしては、やはり

プルトニウムの聞題は非常に大きな問題で、核兵器がある以上、プルトニウムの問題とは、カーター大

統領が考えているとおり非常に大きな問題であると思います。ですから、私は、現在の段階では、むし

ろカーターの政策を、その点については支持しますし、同時に、日本の原子力の問題については、ここ

でもう一歩引き下がって考えるいい機会ではないかと考えているわけです。

　そこで、プルトニウムの問題であります。

　先ほど、ゲリラの話が出ましたが、私は、恐らぐ日本のゲリラは㌔とても原子爆弾はできないと思

います。アメリカの場合は、地下組織が非常に大きく、プルトニウムの抜けてくる量も非常に多いので、

やはりアメリカでは、ゲリラは非常に大きな問題であると思います。

　それから、もう一つは、やはり国のレベルですと、これは恐らくできるわけです。インドが1974

年に平和的目的と称してやったわけですけれども、非常に大きな反響を呼びましたQ実は、アメリカの

上院のガバーメント・オペレーションに関する委員会の報告大要があり、それに、いろんな問題が出て

るんですが、いまの問題などが出されているわけです。というのは、国のレベルになりますと、小国で

もできます。それから、まあ私は、日本の立場からそこでいいたくないん℃すが、恐らくアメリカ入か

らみれば一私が日本入としてみてもそうですが、平和憲法というのは、なし崩しになぐなってきてい

るわけです。それから、平和三原則も認められなぐなってきている。そういう国にプルトニウムの生産

を任せることは、いまの政権がそういうことをされるとは思いませんが、将来を考えると、やはり相当

危惧の念を抱くのは、別にそれほど不思議なことではないと考えてお・るわけです。

　以⊥で、大体時間がきましたので私の話を終わります。

　議長　　ありがとうございましたQ小野さんの澄話は、労働者の被曝問題、職業人は年聞5レムであ

ることを考えると、入海戦術になる可能性がある、とくに、晩発性のガンが心配であるという、労働者

の被曝線量の問題。二番目に、美浜の燃料棒破損事故に例をとりまして、安全審査がどうも実態をとも

なっていないというご批判。それから、現在の軽水炉をとめる必要はないけれども、十分安全性を考慮

しておやりなさいということQそれから三番目に、プルトニウム問題ですけれども、現在の．カーター政

権の考え方はむしろ支持すべきではないか、日本もこの辺で改めて考え直すべきではないかというご指

摘であったかと思い玄すQ

　それでは、以上のいろんなお話が出ましたけれども豊田さんに、とくにこういう原子力発電所を進め

ていらっしゃる立場から、つまり事業者の立場から、一体、きょうの「社会と原子力」というテーマに

ついてどういうことを考えていらっしゃるか、それを澄話ししていただきたいと思いますQ

　豊田　　ただいま紹介を受けました、東京電力の豊田でございます。原子力発電を円滑に進めるため

には幅広い国民の合意を必要とする意味合いから、このような討論会が開催され、論点を明らかにする

ということは、非常に意義があると考えています。

　私としては、まず最初に、論点として提起されている問題の中で、エネルギーの問題、安全問題、そ
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れから経済性の三点にしぼって考えを述べることにいたします。

　第一に、エネルギー問題は、先刻来、パネリストの皆様からご説明があったので、

重複を避け、結論だけを要約いたします。わが国の産業、経済および国民生活を維

持、向⊥するためには、年間6％の経済成長が必要であると考えます。そして、こ

れに必要なエネルギーを賄うには、電力としては、ここ20年、30年の間は、原

子力の開発と電力の効率的使用とによらざるを得ないと考えています。しかし、電

力の供給については、関係者の努力にもかかわらず、原子力発電をはじめ、電源開発の遅延のため、昭和55年ないし

56年には自給とのバランスがとれず、電力不足になることは避けられない見通しです。したがって、われわれ電気

事業者としては、原子力発電を中心に電源開発になお一層の努力を傾注するとともに需要容の皆様に省エネルギ㎜思想の

徹底を今後とも積極的にキャ）ルンしていきたいと考えれ・ます。

　第二に、原子力発電の安全性について、まず、平常運転時の安全確保には、発電所からの放射性物質

による周辺での放射線の影響問題がありますが、先ほど山田先生からお話のあった“As　Low　As

Practlcable”という考え方に基づいて、年間、全身5ミリレ！ムを設計、管理上の線量目標値としていま

す。これは、自然放射線として1年間にわれわれが受ける100ミリレムに対し、その変動幅に入るわ

ずかなものであり、その人体に対する影響は、無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．平常運転時
視できる程度のものであります。もし、この程度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敷地周辺線量目標値　全身5ミリレム／年
のわずかな放射線の影響を問題にする入がいたら、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．　多重防護の安全設計
テレビも見るのをやめなければなりませんし、東
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rD　信頼性の高い材料。機器と試験。検査
京に住む入は、関西や九州へ旅行することも、あ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（沿　畢常事態防止のための安全保護装置
るいは飛行機に乗ることもできないことになると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋤　万一の事故に対する対策
考えます。

　つぎに、万が一の事故時を考え、原子力発電所　　　表1．原子力発電所の安全対策の考え方

では、多重防護の考え方がとられています。これ

は、そこに表がございますが、まず第一に、信頼性の高い材料、機器の選定と、製作および据えつけ段

階に齢いて厳重な試験、検査を行うことです。また、運転に入ってからも定期的に厳重な検査を行い、

欠陥の有無を確かめることにしています。第二に、機器、部品の故障や誤動作によって事故に発展する

のを未然に防止するために、異常事態を初期段階で検知して、警報を出したり、原子炉を停止する多重

の安全防護装置を完備しています。第三の防壁として、以上、一、二の対策をほどこすことにより、原

子炉の大事故はまず起きないと考えられるが、実際には起ごりそうもないような確率の低い事故が万一

起こったとしても、その影響を抑制し、放射能をとじ込めるための安全防護施設を何重にも設けること

にしています。

　たとえば、万一の事故として、原子炉につながる鋼鉄製の強固な一次冷却配管がなんらかの原因で瞬

間的にちぎれて、原子炉の中の水が流れ出してしまうような、実際には起こりそうもない事故を想定し

て、その備えとして、燃料の温度が過度に．kがるのを抑える非常用炉心冷却設備（ECCS）を多重に

設けるとともに、放射能が敷地の外に放出されるのを防ぐため、原子炉一次系を、気密性の鋼鉄製格納

容器で、さらにその外側を気密性の原子炉建屋で取り囲んでいます。その上に、原子炉から敷地まで適

当な離隔距離をとっているというのが、原子力発電の安全対策の考え方であります。

一226一



　な澄、ECCSの模型実験をめぐり、肝心なときに水が入らなかったじゃないかという論議がありま

すが、この実験は、もともとその目的が、簡略化した実験装置によって得られた実験データをもとに、

実際の原子炉の複雑な現象をコンピューターで解析、推定するためのものでした。ただ、そういうこと

でも、実験結果で水が一部入らなかったことがあったので、わが国でも安全性を重視する立場から、現

在のところブロー・ダウン中にECCSの水が原子炉に入らないという厳しい前提で解析して、しかも、

その場合の燃料棒の温度にしても、被覆管の実際にとける温度は1900℃ですが、それよりも低～（温

度でも一部化学反応、その他がありますので、それよりもずいぶん低ぐ、1200℃以下であることを

確かめた上で許可されることになっています。しかし、最初のモデルでは、ループも一つであるとか、

ECCSも蓄圧計だけしかなかっとか、そういうことがありましたので、ループを二つにし、それから

さらに、ECCSの実際に近いモデルにして実験した結果によると、コンピューターで解析した予想値

よりも炉心に水が入ったという実験結果が得られているのが最近の報告でございます。

　で、ここで触れておきたいのは、現在世界で原子力発電所は、1500原子炉年の運転年数を持って

いますが、この間、冷却材喪失事故は一度も起こっていないわけです。で、先ほどご説明した第三の防壁

と叶うのは、この冷却材喪失事故が万一起こった場合に備えるためのものです。しかも、ECCSなど

は多重に設けて、安全に万全を期しているわけですこ

　それから、第三に、原子力発竃の経済性でございますQ

　たとえば、現在運転中の福島の原子力発電所の1号から3号機まで〉これでは、建設単価が、1瞭当

た鉱平均8万円です。発電原価は、負荷率が70％の場合に、1kWh当たり3ないし4円、章荷率

50％の場合には4ないし5円と勧・現在運転中の火力発電の発電原価が・1唖当効9．漏し

10円、これは、石油ショック以来の石油の値⊥がりによってかなり高くなっております、それに対し、

て、かなり安いといえます。しかし、石油危機以降の諸物価の上昇を反映して、機器価格の上昇および

環境安全のための

設備費の増大によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一2。火力と原子力のコスト比較

って、今後建設さ
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は、そこの図面にあるように、火力の場合、燃料費が、全体の発電コストの70ないし80％を占めて

いるのに対して、原子力の場合は資本費の割合が多ぐ、燃料費は非常に安ぐ、大体25ないし30％と

いう割合になって語ります。したがって、石油危機以降、石油価格の高騰により、火力の燃料費が大幅

に増加しました。そのために、火力は12円程度になっておりますが、これに対して、原子力発電の場

合も、先ほどの福島の1、3号機の場合に購入されたウラン精鉱とか、濃縮代に比べますと、今後建設

するものについては、2、3倍値上がりすることを考えておくべきでしょう。しかし、原子力発電の場

合には、先ほど申したように、発電原価に対する燃料費の影響は少ないので、設備利用率を70％にし

ますと、1kWh当たり10円になり、火力発電所の場合は、大体12円とか13円になると考えられ、

原子力発電のほうが経済的に有利になります。

　また、50年12月原子力産業会議で行った試算結果によりますと、先ほど生田先生から齢話があり

ましたが、火力の場合は、燃料費の値上がりを年率3％、原子力の場合は、燃料費の値上がりを年率7

％ということで仮定して、昭和60年時点の経済比較をやったところ、設備利用率70％の火力発電の

発電原価に相当する原子力発電の発電原価は、設備利用率40ないし50％程度で大体ひき合うという

ことで、50％以上の設備利用率が得られれば、原子力発電のほうが経済的であるといえるわけです。

先ほど於話が出た原子力発電の稼働率ですが、49年から50年にかけて、特殊なトラブルの原因究明

と対策の検討を、安全を最優先にして慎重に行ったことなどにより、停止期間が非常に長引き、稼働率

の低下をきだしています。しかしその期間を除いては、火力の設備利用率60％に対して、ほぼ同程度

の実績が得られていると考えています。

　な澄、ここでちょっと補足したいのですが、先ほど西ドイツとかスイスの稼働率が非常によく、80

％以上という澄話でしたが、詳細に調べてみますと、故障の頻度は、わが国の原子力発電所と比べて大

差がないわけですが、ただ国情の違いといいますか、西ドイツの場合には、一度故障が起こっても、そ

の原因究明と対策を立てるのを非常に早くやっているということです。それに対して、日本の場合には

非常に慎重に長期間を要していますQしかも被曝管理を西ドイツとかアメリカに比べて厳重にやってい

ます。先ほど小野先生からお話がありましたが、日本の場合には、1年間ICRPの5レムに対して、

労働者の1年間の目安線量を3レムに抑えることにしていますし、1日当たりの線量も非常に小さく抑

えるようとしていることも補修期間が長期化している一因になっています。さらに西ドイツでは、定検

期間が短い。これは定期検査項目が、実情に応じては2年か3年に1回検査するということで、安全上

重要なものと重要でないものを仕分げして、そういうことで定期検査期間が短くなっているわけです。

この辺については、規制当局のほうでも十分配慮していただぐべき問題で、今後補修検査方法をもっと

合理的にすべきであると考えています。

　それから、先ほど被曝の話が出ましたが、現在の運転実績からいきますと、原子力発電所の停止期間

中、とくに定期点検の際にかなり被曝をしていまして、大体最高一つのユニット当たり1000マン。レム以

下の価でございます。その程度の被曝をしています。これについては、最近燃料の特性がかなりよくな

って澄り、フィッション・プロダクトはそれほど問題ではございませんで、問題は、原子炉系からの鉄

さびが原子炉に持ち込まれ、それが原子炉の中で放射化されることです。それが一次系配管あたりにく

っついて、コバルトあたりが主要なものですが、それからの放射線があって、定期点検のときに、その

配管に近づいた場合に放射線を受げるというのが主要な原因であります。したがってこれについては、
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まず鉄さびをとるにはどうしたらいいかということで、給水系に酸素を補給するとか、復水脱塩装置に

ろ過式のものを追加する。それと同時に、定期点検の際に被曝の多い機械については自動化、遠隔化を

やって、入間がそばに近づかなぐてもやれる対策をとっており、それによって、今後1000万レムと

いうのを減らす方向に努力したいと考えているわけです。したがって原子力発電所がたとえば2000

年の年代になっても、原子力発電所の補修も含めた原子力の平和利用による国民遺伝線量、国蔑被曝線

量というのは平均0．2ミリレム程度でして、これは医療被曝その他から受ける被曝に比べると、問題に

ならない程度だと思われます。

　しかし今後建設される発電所では、こういつたいままでの原子力発電所の負荷率の低下や被曝の問題

を参考にして、どうずれば稼働率を向⊥できるか、従業員の被曝を低減できるかを重点とし、通産省お

よびわれわれ電力会社、メーカー、等を中心に自主技術に基づぐ改良・標準化を進めております。今後

建設される原子力発電所は、これに基づき設計されることになりますので、70％以上の稼働率が得ら

れるも、のと期待しています。

　以上3点について申し述べましたが、原子力発電所の安全性、信頼性の確保にさらに努力を払うとと

もに、その安全対策が他産業に比していかに厳しく行われているかについて、さらに一般の方々への理

解を深めることに努力を払うことが、今後の原子力発電を円滑に進めるためにぜひ必要であると考えて

おります◎

　議長　　たくさんの項目からなっておりますが、まず昭和55．年から56年のころに電力不足はまず

避けがたいであろうということ。それから原子炉の安全性については、とぐにECCSのLOCA（冷

却材喪失事故）の問題に触れられて、現在世界の1500原子炉年という実績から見ても、一慶もその

ように溶けた例はないと澄話しになっています。経済性については、いままで論議が若干ありましたが、．

要するに原子力発電の場合は、稼働率が40～50％の場合でも、火力の70％ぐらいの稼働率に太刀

打ちできるというデータがすでにあげられて澄り、これは原子力産業会議の報告にも出ているというこ

とです。それから稼働率は、西ドイツと日本とではかなり国情の違いがあるというご指摘がございまし

た。日本では比較的細かくチェックしているけれども、西ドイツの場合、たとえば定検が2～3年に1

回という違いがある、そういう点では、むしろ規制当局の配慮が望ましいというご指摘がございました。

被曝問題については、現在、定検中の被曝として、最高1000万レムという数字が確かに認められる

けれども、最近で嫁そういう被曝の原因として問題になっているのは、フィッション・プロダクトより

も二次的な、たとえばコバルト60といったものであっても、そういう問題はこれから排除しっっ、一

方では標準化、自動化などでこういう問題を克服していくとのことでした。標準化されていくと、恐ら

く70％の稼働率が保障されると思われます。国民はむしろ事業者側が進めて澄ります安全対策の厳し

さをもう少し認識してほしいといった意味合いであったかと思います。

　最後に宮沢さんにご発言をお願いいたします。宮沢さんは日本弁護士連合会に所属して澄られます。

昨年の秋でしたか、日弁連がこの原子力開発について、かなり批判的な論文を発表しておりますので、

そういった立場から、忌檸のないご意見をお伺いしたいと思います。

　宮沢　　日本弁護士連合会には、弁護士が全員強制加入ということで入っているわけです。公害対策

委員会というのは、その中で公害問題、とくに環境問題について専門的に検討することになって齢り、

実態調査、あるいは制度的な研究を行い、意見の発表や法律案の具申をするというような活動をしてい
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るわけでありま垢私はこのような席に出るのはきょうが初めてですが、こういう試みが原

産会議でなされたということについては深く敬意を表するものであります。私はこの問題に

ついて、とくに環境問題という観点から4点ほど指摘してみたいと考えております。

　実は私個人としましては、この原子力問題について、いままで四つの訴訟　　三菱i原子力

］業さんの臨界実験装置、伊方の訴訟、あるいは東海の訴訟、また東電の福島の第二原発1

号そのうちの伊方を除いた三つに関与しているという事情もありますが、これは日弁連

の活動とは切り離した個人的な活動であります。したがって安全姓の問題については、とくにいま東電の方がおっしゃったことにつ

いてはいくつかの反論材料を有しています。けれども、本日は制度的な問題を中心にまず指摘し、後で討

論の場で、もしその問題が出れば、若干加えようと考えて診ります。

　まず第一に、．原子力開発利用という点について発想の転換、要するに観点を変えていく必要があるの

ではないかというζとを申し上げたいと思います。私どもは、イタイイタイ病とか四日市の公害とか水

俣病といった訴訟も担当してまいりましたが、いちばん感じるのは、公害の原因、あるいは環境破壊の

原因というのは、やはり経済性を優先した企業活動、コストを節約するという観点から公害を出しても

開発を優先するという考え方であらたということです。最近問題になっているスモン、あるいはサリド

マイド等も安全であると国が許可しそれを服用したことによって公害が生じているわけです。あるいは

危険な装置でも、これは非常に便利だし利益が上がるというようなことで使い、その操作のミスや故障

によって、たとえばカネミオイルライスというような公害が出ているわけです。

　こう考えると、いくら安全だと宣言して転実証的な裏づけがない限り、私どもは信用できないとい

うことを前提に申し上げたいと考えるわけです。これらの公害の原因を考えるとき、とぐに世界的にも

有名になりましたが、これは開発優先の思想、要するに人間軽視の思想が、この経済活動の根底にある

のではないか、こういう疑いをつねに感じるわけであります。

　ところで、この原子力の開発問題でも、原子力施設の潜在的な危険性は、いままで存在したいかなる

工業施設とも違う巨大なものであるといえると思います。放射線による被害は、いったんかかった場合

には広範かつ長期的にわたり、救済は非常に困難となります。こう考えますと、放射性の毒物とは、い

ままでの産業公害、たとえばカドミウムとか水銀とか亜硫酸ガスとかPCB等とは異質なものだ層 ﾆいわ

なければなりません。そういう点で、先ほども出ておりました、核一原子ガの危険性についてはしき

い値がないということがいわれており、微量でもやはり危険であるという点を、私どもはとくに重視し

なければいけないと思いますQPCBとも違ういちばんの問題はそこにありますQ同時にこれは自然の

循環作用の中で浄化されない異質の物質である点をとぐに強調したいと思うわけですQ

　いま原子力利用開発ということで、国あるいは企業が、エネルギーの危機を乗り切るための開発をし

て澄りますが、やはり危険なエネルギーの開発であるという点を抜きにして問題は語れないと考えます。

長期利用計画をみても、しょっちゅう変わり、きわめて不安定であり、変更されるたびに強調されるこ

とは、原子力は石油にふわるクリーン・エネルギーだということです。しかし果たしてこれがクリーン

。エネルギーかどうかについては、私どもはまだ疑問をもっていますし、とくに住民は、この点につい

ては．鞄鱒[い疑問を持っていますQこれが訴訟の一一つの原因でもあるわけですQ

　すでに660万kWという原子力発電が行われておりますが、私どものこれについての基本的な観点を

申し上げますQ原子力がもっぱら平和的に利用され、潜在的にも間接的にもいささかも軍事的に利用さ
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れず、また原子力発電所の周辺における環境破壊や住民の生命。身体に対する侵害と不安の可能性が払

拭されるならば、われわれの生活にとってエネルギーは非常に重要なものですから、私どもも、この開

発については異論はないわけです。しかし、クリーン・エネルギーだといわれながら、実はクリーン・

エネルギーでない側面があるのではないかという疑問が、払拭されていないところに問題があるわけで

す。しπがって国民の原子力開発についてのコンセンサスを得ていくだめには、開発優位ではなく、安

全性はあるいは環境保全を前提とした開発が考えなければいけないことを特に申し上げだいのです。そ

ういう意味で発想の転換が、とくに国民のコンセンサスを得るための重要な問題になっていることを、

まず提起したいのです。

　第二番目の問題としては、コンセンサスを得る基本は安全問題だということであります。先ほども申

し上げましπように、原子力の危険性は、い蓑までの公害とは異質のものであり、一度でも出れ，ば大変

なことになるので、予防していくことが、入類にとって必要な課題であるということです。原子力は先

ほど申しましだように、エネルギーであるという前提から申しますと、原子力開発に当だって、とくに

安全性が重視されなければなりません。それも、だんに原子炉の安全憐だけではなく、核燃料サイク．ル

全体にわたっての安全性が、まず実証されなければならないと考えるのでありますQ先ほども東電の方

から出ましだが、原子炉のたとえばECCSという安全装置の問題について、果してど～二君で研．究され

ているのでしょうか。日本の場合は、私どもの聞く限りでは㍉いま研究の緒についたばかりです。それ

をもって安全だというのは、ちょっと安全性を強調し過ぎるのではないでしょうか。本日も出ましたが、

トイレットなきマンシ．ヨンだということがいわれております。私もそのと澄りだと思うし、訴訟の中で．

もそういう主張しております。この核燃料サイクル全体が凌だ未完成なのか、あるいは完成のめどが立

だないのか、めどが立だないとすれば、不完全なものだと申し上げなければならない、不完全なという

ことになれば、欠陥の技術体系だといわなければなりません。これは、将来の国民の生存を図るという

観点に立つならば、まだそこに踏み切るのは早計ではないのかと、私どもは．考えるわけです。

　では安全性を論じる際に、一体なにが：重要なのかをはっきりさせねばなりません。いま私どもの耳に

入ってくるのは、科学者の中でも、この安全性について大きな議論があるということです。議論があり、

先ほど申しπようにまだ核燃料サイクルが確立されてな．い段階で、原子炉の開発に進んでいること自体

が、要するに経済性を中心に考えπ早期の開発志向のひとつのあらわれではないのでしょうか。私ども

はとくにこの問題に関する、科学者のコンセンサスが、国民のコンセンサスを得る前提として必要にな

つ．てくることを申し⊥げたいと思います。そのために必：要なζとは、科学者の科学技術に対する研究の

自由を保証していくことでありますQ

　これについてとくに私が問題にしだいのは、原子力基本法に．研究の自由、要するに資料の公開がある

わけですが、いまこの研究を阻んでいるのは、企業の秘密の名の下で、資料が公開されてないことだと

いうことです。事故あるいは故障についての資料も公開させていません。安全審査についても、その訴

訟の中でいくつか公開される過程にはなってきていうが、全体についてはまだ公開されでいま．せん。こ

ういう非公開を前提しては、自由は確保されません。それと同時．にもう一つの問題は、総合的な研究の

体制を保障しなければならないということです。たんに目先の研究だけではなく、基礎的な研究を含め

た科学者の研究体制を保障していくことが、とくに原発というこの巨大な技術体系を国民の前に解明し

て、安全だというコンセンサスを得るための重大な問題になってくることを申し上げだいと思います。
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　第三点として、経済性の問題を若干申し上げます。経済性については先ほどからいろいろ出ており、

私のほうは専門でもないので、申し⊥げることもそうありませんが、稼働率とか設備利用率の低下とい

うことは否めない事実でありますQ耐用年数にしても、30年が予定されていると聞きますげれども、

実際は6～7年にして利用率が大幅に減っているということも事実でありますQウラン燃料も有限であ

ります。そういうことを考えた場合、πんに原子力発電だけの問題でなくて、核燃料サイクル全体につ

いてのコストというものを考えたら、相当高くつくのではなかろうかということを、私たちの

疑問として申し上げておきます。さらに私がここで指摘したいのは、そういう問題のほかに、

罰ストという経済上の問題でなく、原子力開発をしだ場合に、出てくる廃棄物の管理の問題であり

ます。だとえばプルトニウムにしても2万4000年の半減期があります。この間どのように管理して

広くのか、管理の費用のみならず、管理をする体制が果たして今後でき得る可能性があるのかどうかと

いう問題であります。と同時に、私どもが現在の時期にエネルギーを原子力発電によったとしても、そ

ういう管理、処分といっだ廃棄物の問題を子孫に残していくという問題であります。法律の考え方の一

つとして申すならば、私どもの子孫にこういう危険なものを相続させる、現在のエネルギーという利益

を私どもがとって、そういうやっかいな問題の負担だけを子孫に残していくということを、果πして人

類の生存のために、やらていいことなのかどうかということも、やはり考えざるを得ません。相続の場

合には、私どもの法のたてまえでは、子孫、要する：に子や相続入はそれ． �藻ﾛすることができます。し

かしこの廃棄物ρ問題は、いわたん出てしまったら、その子孫は、強制されそういう債務を負わなけれ

ばなりません．B之ういう文化的な問題を含めたコストを、私どもはこの経済性の中でとくに考えていた

だかなければいけないごとを申し上げたいと思います。

　ちょっと長くなりましだが、最後にもう一点申し⊥げたいのは、国民のコンセンサスを得ていく上で、

どのような体制が必要かというこ．とでありますQ．私がとくにここで申し王げπいのは、いま、この原子

力の危険な体系を担保する法制度どいうのはきわめて不備であるということです。この不備を是正する

のに、国も企業も非常に憶病であるということを申し⊥げたいQたとえばアメリカに輸ける国家環境政

．策法、これは1970年1月1日から施行されセ診り蓑すが、この中では、環境アセスメントという制

度が原発についても再処珪工場についても行われております。10年近い経過を追って、資料を公開し、

住民の参加を得て環境アセスメントを行い、不服がある場合には、行政訴訟という訴訟制度を利用する

ことも保障されているわけであります。日本ゐ場合にはまだこういう制度がありません。現在、環境ア

セスメント制度が国会で問題になって据ります。この前の国会でも問題になりましたが、これをよく見

ると、原子力発電、あるいは原子力問題についての環境アセスメントは除外されております。環境アセ

スメント法案の提出．がこの前の国会まで延期されていたのも、通産省側からの異議によるというような

ことが報道されていましたが、こういう問題に対して、やはり企業なり国が憶病であります。それを進

あていぐことによって、初めて国民とのコンセンサスが鴛られるという点をとくに指摘したいし、私ど

もはその点で環境影響事前評価制度を採用すべく、いま意見の提出もしております。そういう国民との

コンセンサスを得ていく努力を企業も国も積極的にやっていたこと、それが、第1セッシ。ンの塔頭に

中山さんから提案された、原子力問題を解決していく場合の、回り道ではなくて最短コースであること

を、とくに私は法律家の立場から申し⊥げて、問題の提起にしたいと思います。

　議長　　ありがとうございました。
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　宮沢さんのお話は4つの問題点からなっていだと思います。最初は、人問の生活といい玄すか、生命

よりも開発を優先した思想というものを、この際、変えるべきではないかというご指摘でしだ。その理

由として、たとえば原発の場合は、潜在している危険性は在来のカドミウムとかPCBなんかとはま

るで異質であり、だとえば、しきい値がない、微量でも危険である、あるいは自然の浄化がここでは適

用できないというふうなことを掲げていらっしゃいました。それから、環境保全のだめの国民の合意の

基本は安全性であるということQしたがって、一だん放射能が外に漏れることになると非常に大変であ

って、そういう予防をすることがきわめて重要な意味を持っているが、ECCSも、実は日本は研究に

着手したばかりであるということ。そういうふう々核燃料サイクル全般の実証性が、まだ十分に認めら

れていないのではないか、不完全であるということは、すなわちいまの原子力発電というものは欠陥を

持った技術体系であり、しだがって大規模な原子力開発に踏み切るのは、詔命ではないかというご詣摘

が一つございました。

　それから安全のために必要な研究として、科学者の間に議論が大変対立しだま寒残されている分野が

あるということ。核燃料サイクルが確立していないまま、そま原子力発電が推進されようとしているが、

科学老の自由、あるいは基礎研究の保羅を含めて、そういう科学者間の合意がまず必要ではないかとい

うことが第二点でした。

　第三点は経済性の問題で、廃棄物の管理、たとえばプラトニウムの半減期は2万4千年であることQ

そういったものに対して、はたしてわれわれは完全に管理できるのか、逆にいうと、子孫にわれわれの

ツケを回すことになるのではないかということでしたQ

　四番目は、合意を得るための、とくに法律・制度の問題についてのご指摘でした。環境アセスメント

法が原子力問題を抜きにして、いま検討されている実情では、まことに困っだことであるというご趣旨

であったかと思います。

　ここで一通リパネリストの皆さんのお話を終わりましたので、これから討議に入っていきたいと思い

ますが、時間も制限されていますので、これからの論話し合いに問題点をいくつかあげて診き、それに

従い討議を進めていきだいと思います。最初は、やはりいままでの診話の流れから考えまして、エネル

ギーと原子力の役割りという問題から入り．ます。二番目に経済性の問題、三番目に安全性の問題、時間

がございましだら、その次に放射性廃棄物とか、プルトニウム問題に入っていきたいと思います。

　エネルギー問題ですけれども、懐．ず竹内さんにご発言を於願いします。竹内さんはv要するに現在の

エネルギー需給の見通しは、どうも素入の平衡感覚からみて、十分な説得性をもって行われているとは

思われない、だとえば現在の産業構造をそのまま踏襲しているのではないかとか、あるいは福祉に連な

る問題は一体どうなっているかというご指摘でございましだ。これに対して生田さんから、少なくとも

エネルギー経済研究所としては、そういうものは十分に踏まえ．てやっているというご説明がありましだ。

そういう問題について、竹内さんはどう考えていらっしゃるのでしょうか。

　竹内　　GNP6％成長が必要だということを、大方の方は大前提に置いていらっしゃるのですが、

その根拠として、先ほど生田さんも診っしゃいましたが、企業の経済活力を維持するだめに6％の成長

率が必要だということがいわれています。そうでないと国民経済が衰弱する、成長率を下げればっじつ

まが合うけれどもストックがふえない、あわせて失業者もふえる、そういうことだろうと思います。し

かし、私どもは、経済活動の目的は、・われわれが健やかに生きていくためであると考えます。6％の成
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長率を今後ずっと続けていくことは、10年後に倍、20年後に4倍～3G年後に8倍の経済規模にし

なくては、失業者が出てきて食っていけない、だから6％が必要だと捨っしゃるわけです。しかし、わ

れわれはい寮短期に10年、15年先のことをいっているのではなくて、私たちの世代の次の世代、ま

たもう一つ次の世代のことを考えて、こういゐ問題を議論しなくてはいけないと申し上げたつもりな．ん

ですが、それがどうも通じていないようなので、非常に残念なのです。

　そこで、いまの体制でいくならば、成長率を上げなければ失業者がふえるぞといって診どかされる。

6多の成長を遂げなければ末来永劫失業者が出る。そういう体制がはたしていいのかどうかということ

をなぜ問い直さないのだろうか、私はそういうふうに言いだいですね。

　議長　　ということは、つまりゼロ・グロウスの問題も踏まえたお話になるわけですね。

　竹内　儲局、いま玄で、われわれが豊かな暮らしと見て追い求めてきだものを、根本的に問い直す

必要があるということです。そうでないと、この狭い日本列島で1億1千万人がひしめていおって、い

まのままでいけるかということで、らまですら息が詰まりそうな状況になっているのに、6％というと、

いままでの成長率から比べれば低くなって、いわゆる福田さんのいう安定成長路線という．印象を与えて

おりますが、．さっきいっだように1：0年後に倍、20年後に4倍というよう．な経済規模を想像できるの

かということです。そのだめにどれだけ環境を汚さなくちゃいけないか、それを思っπだけでも窒息し

そうな感じになります。そういう考えは非科学的だと齢っしゃるかもしれませんQさっきもエモーシ。

ナルなあれはどうだこうだと診っしゃいましたが、われわれ庶民はやはり感情の動物なのです。気持ち

よく安心して、安らかな気持ちで生きていかなければ、食い物ものどを通らないのです。そういう生き

物であることを承知の上で、30年後に8倍の経済規模をこの日本列島で目指すのだなんてことが、現

実的であるかどうかをお考えになっていただきだい。

　生田　　だだい玄の澄話ですが、まず私がエネルギー需要の予測を計算しましたときに、経済成長率

6％を前提にして積み上げをしましたが、未来永劫に6％ということを考えたわけではございませんQ

当面の目標である昭和60年度、これは実はいまから9年先でしかないわけですが、そこ．までは6％成

長でいくべきだということをまず考えだわけです。さっきはご説明しなかったのですが、われわれの方

でいろいろや6て診ります予測では、昭和60年度から65年度までは4％に落とす、それから先は3

％ぐらいに落とすということで、先の計算までしてあるわけです。それでも昭和字5年、西暦2000

年になると、エネルギーの需給はどうにもならない、非常に窮屈な状態になってしまうと思いますQこ

れがもしも、ずっと6％で通して行くと、とんでもないことになるので、私は、やはり成長率はだんだ

ん鈍化させていかなければならないと思いますQけれども、成長率は鈍化させても、エネルギー利用は

ふえてレ∫くということが一番基本であります。

　それからもう一つは、いま竹内さんは非常に重要な指摘をされたと思うのです。国民にとって豊かな

暮らしとは一体なんであるか、それを見直すべきだというご意見で、．これは私も賛成です。．豊かな暮ら

しというのが、はたして物質的な豊かさだけでいいのかどうか、心の安らぎとか、精神的な安定とか、

あるいはもっと知的な生活を農かにするものとか、そういうことを考え生活内容を多次元化していって、

全体としての生活を豊かにする、楽しくすることは必要だと思います。しかしそれを具体的にエネルギ

ー問題と結びつける場合には、それが一体具体的な生活内容として、どういうものであるかをまず決め

なければいけません。ですから、このエネルギー問題を考える場合に、私がとくに強調しだいのは、議
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論をする場合に数字を入れてし准いと・エネルギー問題に対する議論解ならないという点であります・

　それでは具体的に、経済的な生活の内容は改善されなくてもいいのか、増加しなくてもいいのか、つ

まり経済成長率がゼロでも心の安らぎが得られるのであれば、いいのかどうかということを考えます。

あるいは経済成長率ゼロであっても、心の安らぎが優先であるとい．うことも、一つの考え方だと云いま

すし・これはそれぞれの人の世獺効二二の問題であ舛すかち・．．私はそれを否定は賊しません・

だだ二二はそういう考え方をと？ておりません。しだがって、ど．ういう価値感をとるか．は、まさに国犀

の選択の問題でありますQエネルギー問題を考える場合には、そのところの選択をどうするかという問

題点を国民の三嘆出すべきであろうと私は思いま．す・レか唄在唖点に回るエネノレギ論争では・

残念ながらそういう基本的な問題の提起は行われていません・エネノヒギー開発に対してい．ろいろ問題点

は提示されていますが・その反面・経済の成長率は高くなくてはならない社会資本は充実されなくては

ならない、社会福祉はより拡充されなくてはならない、失業は起きてはならないというよう々、つま身
ミ

灘嚇規模の拡大・あるいは蘇を前点しながら．・．エネ・レギーの開発に？いては・それらをむレろ

不可能回るような碗も・ていくζとは身瞠に稲し下品と思晦％レ嫡・て私は・納さを

のいわれだ心り安らぎという考え方を否定いたしません。．賛成いπしますけれども、それとエネルギー

問題とのかかわ殆い・関係の．仕旅つい軍・よ卿量的な数字を入れだ議論をしませんと、実際の

政策とにつながらないのではないかと考孝て澄ります。

　竹内　　いまのご意見に対する反論ですが、私は心の安らぎだけを求めてと．言っている．わけで峠あり

ません。いまの日本の経済をマクロに見た場合、民間セクターにものすごい資源が配分されて、われわ

れ個人と公共セクターには非常に乏し吟資源しか配分されて旧りません。こういう経済構造を根本的に

直すことをやれと言っているので、．いまそういう、ことを全然議論しないで、成長率がいくらならいいか

とか、量の問題にだけ集約して議論がなされているQこれが問題と申し上げたいのです。

　いま価値感の問題を諭話になり．ましだが、私どもは、．だだ心の安らぎを求めてというのではないので・

す。心も大切だし、肉体も、ヒ食べ物を食べて健康に動かなくては生きていけないのですから、物も大切

だし心も大切だ、そういうことをいっているので、心だけを唯一絶対視しているわけではございません。

　それからゼロ成長を求めるのかとおっしゃいましだ。いまの6％から4％、3％とスローダウンさせて

いくということですが、いつになるとゼロになるのか、それからゼロ以下になるのかならないのか、、そ

の辺のところはどうはじいていらっしゃるのか於聞きしだいのですが、

　議長　　そうしますと、竹内さんは、民聞のセクターにπくさんの資源配分をやっている、これを是

正するのが第一であるというご指摘ですかQ．

　竹内　　東京都心部のビルがものすごくりっぱなものができて於って、一般の家庭はベニヤ板のよう

な住宅におるという…………Q

　議長　　わかりましだ。それは生田さんにご回答願います。

　川上　　私はこう考え玄す。．いまの体制、産業構造の場合の成長率ですが、竹内さんがいわれたよう

に、民間セクターあるいは国民、消費者の方に資源が回るように、それから重化学工業偏重を直して．い

くというように、配分を変えていくことは必要だと思うのですQその配分を変えることが、そのまま成

長率を下げることにはならないわけですQだから心の安らぎを得るために、消費者の方がい峰よりも豊
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かな生活をすることは、それだけ成長が確保されなければできないわけでして、そういう意味で、私は

両者の折衷の意見を出したわけです。

　議長　　わかりましだ。では生田さん。

　生田　　私もいまの川上さんと同じようなことをお答えしようかと思っていましだ。民間セクターだ

とおっしゃいますが、これはむしろ産業部門というふうに解釈すべきだろうと思います。全体の資源の

配分を産業部門から民生部門、あるいは公共部門へ移し変えていくという齢：考えのように思います。こ

の移し変えによって成長率が何％になるかは、細かい計算をやってみないとわからないわけですが、ち

ょっと感じただけで申しますと、ほかの条件を一定にして考えても、産業部門．から、個人の消費つまり民

生部門、あるいは公共部門に資源の配分を変えていっても、恐らくエネルギー消費はふえる形になると

私は思います。ですからこういう構造を変えていくことと、エネルギー消費が減ることとは関係がない

わけで、構造を変えていっだ場含に、エネルギー消費はかえってふえるかもしれません。私は少なくと

も減ることはないだろうと思います。したがって構造を変えましても、全体に配分すべき資源の量が、

減ってしまっては何もならないわけですから、その資源の量を少なくとも維持し、だんだんふやしてい

こうとしますと、どうしてもエネルギーの供給の確保を考えなければいけないと、私は考えます。

　それから成長率の鈍化でございます。これはだんだん鈍化させて、世界のほかの先進工業国並みに近

づけていかざるを得ないと思いますが、私はゼロ成長は、国の国民経済を守るだめの政策として

はとるべきではないと思います。なぜかといいますと、一番わかりやすい例は、人口が年率1％で増加

するわけですから、成長率の最低の限界は1％。1％を割りますと、’ 走ｯの実質的な所得は毎年低下し

七いくととになります。．それにさっき申し上げだいろいろのことを考えあわせますと、当面は6％、そ

の後は少なくとも3％、4％は維持しないと、日本経済そのものが崩壊してしまうと私は思います。

　竹内　　私は、いまの日本の産業構造は地下資源多消費型、化石エネルギー多消費型ですが、これを

経済計画に書いてあるような知識集約型一具体的にどういう内容を指しているかわかりませんが、私

だち日本民族の資質を生かした、地下資源をたくさん使わないような産業構造一に変えていくべきで

はないかといいたか6たわけですQ

　議長　　ありがとうございました。

　時間があまりございませんので、エネルギー問題を～応この辺で終わり、つぎは経済性の問題に移っ

ていきだいと思います。川上さんから、先ほど、原子力発電は、少なくとも核燃料サイクルを含めて考

えた場合、どうも火力より安いといえないのではないかとらうご指摘がありましたQこれに対して、豊

田さんのほうからかなり細かい数字が紹介されまして、先ほど私が要約で申しましたように、原子力発

電は稼働率が40～50％であっても、火力の70％ぐらいに太刀打ちできるほど、石油危機以降、非

常に安くなっているという説明がございましたQそれで川上さんにもう一度この問題についてのコメン

トを於願いしだいと思いますQ

　川上　　豊田さんがご専門だし、データはよくそろえておられると思いますQ私のほうはちょっと古

いデータでやったんですが、考え方として、この経済性の計算方法は、やはり電カー般の原価計算によ

っ℃いると思いますQその場合には、つぎのような結果が出るのだと思います。先ほど私は時間が十分

ない点もあって、最後までいわなかったのですが、この点は宮沢さんが言われています。建設費といっ

だ場合に、安全を確保する一宮沢さんの言葉でいうと欠陥である。つまり体系的にまだ実現していな
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いものを完成する一研究開発には、膨大な冷金がかかるのではないだろうか、そういうことを含めて

見ないといけないと思っているわけです。

　プルトニウムで例をあげましたが、いまはプルトニウムを使ってないわけでそれを収入に計上しても

あまり意味がないと思うのです。もし再処理ができ、高速増殖炉もできて、プルトニウムが本当に燃料

として確保される段階になれば、これが収入に入り、コストがさらに下がることもあるわけです。けれ

ども、現段階では、原子力発電が、火力に比べて本当に経済的なのでしょうかQその経済的という意味

は、．宮沢さんが指摘されたようなことを含めて、研究費まで含めると、全然経済的とはいえまぜん。そ

して、むしろそういう経済問題よりも優先すべきことが原子力発電にはあるわけです。そういう意味で

は、研究を十分にやる必要があり凌すQ通産省の方がこの前のパネル。ディスヵッシ。シでいって澄ら

れ葦したが、ことしの原子力予算は、政府関係機関、原子力研究所その他で1000億円、民間の研究

助成で700億円です。このぐらいではとてもだめだと思いますQこういつたことを考慮しますと、む

しろ核燃料サイクルとして完成し火力発電との比較ができだ段階で初めて経済的かどうかいえると思い

ます。

　議長　　議長として齢伺いしだいのですが、プルトニウムをコストの中に入れていないとご指摘にな

りましたが、たとえばプルトニウムをどのくらいの数字で入れるべきであるとお考えですか。あるいは

研究開発のコストが一体どれくらいであると、川上さんは澄考えでしょうか。

　川上　　収入に入れているわけですね。いまは収入に入れても意味ないということをいっている．わけ

です。

　議畏　　それから研究開発費は……。

　川上　　これは先ほどいいましたように、原子力発電所などに1000億円Q民間に対する助成で

700億円ぐらい予算を、ことしは計上していますが、政府が独自に、本格的に開発費を組まねばだめ

だろうといっているわけです。

　議長　　わかりましπQでは、豊田さんどうぞ。

　豊田　　先ほど安全問題について、宮沢さんからもご指摘があっだので、関連して一緒にむ答えしだ

いと思います。原子力発電所については、ご存じのように放射能が、原子炉の燃料の中に蓄積されるの

で、それが外に放出されると大変なことになるという認識のもとに、ほかの産業では見られないような

先ほど申しましπような、非常に厳重な安全対策がとられて診りまず。しだがって、すでに1500原

子炉』年という運転実績を持っているにもかかわらず、まわりに放射線をばらまくような事故は起こっ

ていないわけです。さらにそういうことの起．こらないような対策を、第三の防壁として十分とっている

ということを申し上げだわけです。

　ECCSについて、わが国は研究に着手しだばかりではないかという於話でしたが、これはすでに、

昭和37年に、政府プロジェクトで、われわれ民間が中心になって、ECCSについて実験をやってお

ります。また、最近では原研にROSAというECCSの特性を高める実験装置ができて、すでにかな

りのデータが出て齢り玄すQしだがってECCSの研究は、先ほど申しましたように、現在のところは

実験データをとって、それをもとにコンピューターで計算：していますが、コンピューターで計算すると

きに、どうしても近似という問題が入ってきます。これについてはできるだけシビアな仮定を使うとい

うことです。もちろん全部が全部わかっているとはいえない点もありますが、現在の知見で、安全性を
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出来るだけ大きく見込んだ、もっとも厳しい仮定でやるということで、総合的には十分安全側にあると

考えて諭ります。さらに安全側にあることを確認するテストをこれからやるということです。したがっ

てそのコストについても、原子力発電所をつく為コストに比べて、そんなに大きな負担とせずにやれる

と考えて輸ります。先ほど1000億とか数百億とかいう話がございましたが、安全関係については、

その程度の金で十分な実験、確かめができると考えております。次にプルトニウムですが、確かに齢っ

しゃつるとおり、プルトニウムを全額原価に織り込むはどうかという問題がございますQわれわれの方

では、原子力発電所の燃料を現在の天然ウランだけに頼っていると、資源的に足りなくなる時代がすぐ

来るということから、再処理で抽出したプルトニウムをウランにまぜて・プルトニウム●リサイクルの

燃料をつくることを考えて旧ります。このプルトニウムの成形加工燃料は、ウランの成形加工燃料より

も、恐らく2、3倍の成形加工費がかかると思われます。先ほど申しましだ燃料費の中の一部分ですが、

それが2、3倍になるということで、それだけのデメリットを考・えまして・ウラン235の値段よりも

ずっと安い、グラム当だり5ドルということで見ておるわけですQもちろんこれは・将来高速増殖炉が

で敵段階では、も・と髄のあるもρになると思いますが・現在のところは・そういう前提でや・て

いるというこ．とです。

　議長　　小野さん。　　　　　　．，

　小野　　ちょっと安全問題の話が出ましπので、よろしゅうござい按ずか。

　議長　　安全問題はこの後にしたいと思いますの．でご了承下さい。，

　竹内　　原子力の経済性の問題で、いままでの議論は、主として私企業のそろばんという観点から、

言われているのですが、私がいいだいこと越、社会的にエネルギーとしてどういうそろばんがはじける

かです。端的にいいますと、これは電気事業連合会が、われわれ素人向けに出している「コンセンサス」

というタイトルのパンフです。この中にこういうことが書いてあります。ウランというのは石油や石炭

に比べてけた違いに大きなエネルギーを出す。30g万倍とか書いてありますが、非常に少量の燃料で

三章に電気をつくることができます。非常に有利だということが書いてあり蚕すが、これを読みますと、

いま使っている濃縮ウランが天然状態で地下にあって、．それを運んでくればいいというような印象を受

りるのですQこれは素人が読むとそうなるのです。私が指摘しだいことは、天然ウランは山の中にある

のですが、それを掘り起こして精錬をやって、零らに濃縮をし、それを使う所へ運ぶだめに、どれだけ

の石油エネルギーが使われるかを計算に入れていってもらわないと困るということですQいわゆるエネ

ルギーの収支です。それが第一点ですQ、

　それから、発電所を動かした後にできるもの、放射性の毒物といったものの管理についてどれだけの

エネルギーが要るかですQ非常に高レベルのものは高熱を発するといわれており、それから50万年に

もわπって管理しなくてはいけませんQ先ほど海に捨てるとか地面の下に埋めるなんてことをおっしゃ

いましだ。日本人はどうも何でも簡単に捨てる傾向が強いですけれども、こういう危ないもξ）を簡単に

捨てられてはたま？たものではありません・ますますわれわれの不安が募るこζになりますQ捨てるな

らば．、きちんと漏れ出ないように管理をするにはどれだけのエネルギーが要るのかそういうことを計算

しなくてはだめですよと学者がいっています。われわれは．素人ながら、そういう意見をもっともだ

と思って詮りますQそれに対して、そうではないといえるならば、ここでいう「国民的なコンセンサス
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を得るだめに」というのであるならば・こういう問題についても・まじめに専門的に・あるいはわれわ

れにもわかるよ．うに常識的に議論をしていだだきたいわけですQ

　議長　　わかり玄しπQこの問題は、後で放射性廃棄物の悶題のところで、時間があればやりπいと

思いますけれども、山田さ．んのほうから、ほんの…言コメントしていπだきだいと思います。

　山田　　最後に竹内さんのいわれ、私の講濠の中では時間がなくなって飛ばしましだが、最近流行の

ネ・ト・エネ・レギー9アナリシスでございます・どんなことをそのとき話そうと思・てい郊嵩を騨噛

し上げます。

　竹内さんが先ほど言われたとおり、原子力発電所をつくるためには、鉄も要るし、いろんなものが要

るわけです。それからモーターをつくろうと思っても、そのもと（ρエネルギーが要るわけです。という

ようなことから考えていくと、原子力発電所がエネルギーを出して一体どのくらいで回収できるのかが

問題になると思います。

　それから原子力発電所の燃料は濃縮という、現在の段階では非常にπく．さん電気を使うやり方をして

います。まあこれは、遠心分離法にすれば大分電気を節約できますカ1、．そういうものを使うと原発を動

かすには一体どのくらいのエネルギーが要るのかとなってきだわけです。

　それから次には、原子力発電所から出る電力です。これも、稼働率が低ければ下がるわけですが、、そ

ういうととをやっていく場合、その収支は一体どうなるのかを分析するわけです。その場合に、もし．も

原子力発電の体系の開発速度を非常に速ゆていくならば、原子力発電から出るエネルギアはむしう夕な

くて、火力発電所からのエネルギーで補っている形になるという批判が出ているわけですQで、．そうい

うことになりますと、原子力発電所をつくるのは何のためだかわから．ない、玄だ、ある見方からす燕ぱ、

むしろ厄介者だ、こういう意見が出るのは当然であります。

　それで、そういう計算をされ衆方が澄られますが、外国の文献を使って計算して診られるんですQセ

かしながら、その際、急所は日本の数字を使うというやり方をとられました。たとえば、発零所の稼働

率は40％ぐらいしかいないんじゃないか、また、発電所の運転可能年数も、このごろ、、だんだん時間

がπつと稼働率が悪くなるような傾向から見て、15年ぐらいにとらなきゃいかんのじゃないかと“、仮

定して齢られるわけですQ．

　元の外国の論文は、稼働率を70％、耐用年数を30年ζして計算をしているわけですけれども、蓄

うでない計算が日本では行われているわけです。

　つぎの問題は、その電力系統がどのくらいの速さで2倍の規模になっていくか、すなわちダブリング

・タイムでありますQこのダブリング・タイムを仮に3年とします。日本のいまg原子力が倍、倍、倍

と3年で倍増するような計算をしますと、いまの計算条件も問題だ．し、3年というのも非常に早いペー

スですから、原子力発電は、エネルギーを出すものでなくて、ある年度に達するまではエネルギーを使

い込むものだということになります。しかし、かりに、いまから倍増年を3年として計算をやってみま

すと一1990年の計算しておられますが、そのときの日本（ρ原子ヵ発電容量は、6億7000万kW

になるわけです。日本で考えている速度はそんなものではござい嘆せんので、ネット・エネ～レギーが出

るのは当然であると考えます。

　なお、もっと簡単に申すと、一つの原子力発電所ができるまでにはたくさんのエネルギーが要ります

が、いろんな計算をやってみると、建設するためのエネルギーだけで、原子力発電所をフルにマ、8カ
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月動かさないと回収ができないくらいの量になります。

　それから、いま申し上げた燃料を使うわけですが、その燃料も、出力の5％ぐらい．は使わざるを得な

い一こういうことに：なります。けれども、いまの、エネルギーのプロデューサーになるか、ユーザー

になるかという話は、．い．墲艪驛_ィナミヅクな系統と、非常に倍増時間が速い場合を同時に考えたとき

起こる、やや学問的なケースがあると申し上げておきます。

．議長　　あリカ1とうございました。

　それでは、時間もございませんので、つぎの安全性の問題に移りだいと思います。

　先ほどのこ発言の中で、小野さんと宮沢さんから具体的な問題点が提出されて治ります。

　最初に宮沢さんに澄伺い．したいのですが、これはフロアーからの質問でございます。

　放射線はカドミウム．やPCBとは異質である一いわゆる公害源、環境有害因子に比べて異質であ

る二と齢っしゃつだけれども、医学、生物学の専門的な観点からいうと、いささかこの考え方は短絡

的ではないか、日弁連としては、． ｱういう重要なことを主張する場合に、もっと広い範囲から意見を聴

取するべきではなかっだとかという、：フロアーからの質問であります。

　つまり、先ほどの宮沢さんのお話によりますと、しきい値がない、微量でも危険である、それから、

自然の浄化能力がこれには適法されないという理由で、異質であるとおっしゃい結しだけれども、いか

がでしょ1うか。

　宮沢　　この指摘は科学老の立場からのご指摘で、十分に私どもも参考にし、かつ検討しだいという

ふうに考えて誇ります。

　私が申し上げたのは、要するに公害という観点からの問題の提起でありますQもちろん医学的な観点

からこれを考える必要がありまずけれども、公害という側面一要するに公害の大きさ、あるいは質の

重さ等一から考えた場合の、やはり異質性があるのではないかと申し上げだのであります。そういう

ととで了承していただきたいと思レ1ます。

　まあ、私どもとし唆しても、法律家ぞありますので、科学者の意見をさらに広く論聞きしてご指摘の

点を検討したいと考えて於りますQ

　議長　　小野さんから美浜炉の問題をめぐってのご指摘がございましたが、これについては、ひとつ

生田さんにお願いします。美浜炉の燃料棒折損事件をめぐっての安全審査上の問題の指摘、簡単で結構

です。まあ、議長がこういうことをいうのはよくないと思いますが、この折損事故は、やはり扱い方と

しては問題があったと思いますがQ

．生田　　私は美浜1号炉の燃料棒折損事故について詳細なことは承知しておりません。新聞の報道程

度しか存じませんので、その限．りの知識で診答えするしかないわけですが、卒直に申しますと、あの問

題について、原子力発電所の審査、検査体制の全般がタガがゆるんでいる、非常にいいかげんで「あると

いうような印象を、少なくともかなりの人に与えだことは、私、非常に遺憾なことだと思います。した

がって、あの問題についての手続的な決着は、やはり政府として明確にとるべきだと思います。

　この問題につらてはそういうことですが、私は、一事が万事で、美浜の1号炉の燃料榛折損事故につ

いてこうだっだから、すべての審査、検査体制が非常にずさんであるとは考えておりません。私がかっ

て原子力関係の仕事をして偽りましたときの経験で申し上げれば、審査についても、検査についても、

日本の水準は非常に丁寧である、国際水準に比べて十分なことをやっていると考えてむります。
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　議長　　ありがとうございましだ。

　それから、宮沢さんの先ほどのむ話の中で、現在の原子力発電というのは決して完全ではない、すな

わち欠陥の技術体系であるという考え方がございましたけれども、これは、工学者の立場からいうと、

いささかその解釈には問題があるんじゃないかと思いますが。豊田さん、いかがですか。

　つまり、工学の立場から考えまして、現在の原子力発電の体系．は、やはり欠陥を持った技術体系であ

る、不完全なものすなわち欠陥技術体系であると簡単に決めてし査うのは問題があると思われますが、

　豊田　　それでは、お答えいだしますQ

　現在の稼働率が低下している原因は先ほども申し上げたように特殊なトラブルーわれわれはシステ

マチック・トラブルと呼んでむりますが、原子力発電所が運転に入って3～4年目らいのところかウで

てくるトラブルがあっπわけですが、先ほども申したように、わが国では安全を重視して、その原因の

究明と対策に非常に時間をかけている、そういったことで稼働率が下がっているのです。従来の火力発

電所、あるいはほかのプラントでもそのような事故は起っているわけですが、先ほどご指摘のように、

原子力発電所では潜在的に危険性があるということで、慎重には慎重を重ねて、稼働率を犠牲にしても

安全を確保．してい．るわけです。したがって、こういつだものについては、今後、その原因を究明して、

特殊トラブルをつぶしていっているわけです。

　火力でも一時、給水加熱器でかなり事故があり、．1年近くとめだことがありますが、その後は順調な

稼働率を示しております。したがって、原子力発電所も、現在のようなトラブルの改善のだめに、ここ

1～2年は、50～60％の間くらいでいかざるを得ないと考えます。それから後は、先ほども申した

ようないろいろな改善対策により、既設のものもできるだけ稼働率を上げていきたいし、今後のものは、

この貴重な運転経験をもとにして、改良標準化を進め、稼動率70％以上をねらって設計しておりま

す。われわれとしても、それは十分達成可能だと考えて隔ります。

　なお、先ほども申したように、やはりこれは規制当局側に、たとえば検査の項目の問題などにも合理

的に対処していただきだいと思います。これは、何も安全を犠牲にしていることではありません○安全

上必要なものについては十分にやる必要があるわけですが、そうでないものでも一律にということでは

なくて、1つ1つの項目についてよくご検討願って、できるだけ合理的な方法をとっていだだければ、

西ドイツ並みと行かなくとも、それに近いと．ころまで稼働率の向上は図れると考えておりますQ

　議長　　小野さんどうぞ。

　小野　　先ほど生田さんは、これはめずらしい例だといわれだんですが、そのことについて私はわか

らないので、何ともいえませんQただ、内閣総理大臣から衆議院議長への返事には、燃料棒に？いては

立ち会わなかったことがはっきり書いてあります。この点はかなり重要な点ですQまあ、先ほど豊田さ

んがいわれだように、どういうものについてはもう少し省略するとか、どういうものについてはもっと

厳重にやるとかを合理的に検討することは必要なんで、その点は、私は、とくにここで申し上げておき

πいと思います。

　それからもう一つ、いろいろ先ほどからお話が出た、ラスムッセン報告にも関連しますが、一やはり

ラスムッセンの計算を、私、全部フォローしだわけではありまぜんが、付録などを見たところ一ヒ昌

一マン・フェィリア、要するに人問のエラーに関するところが必ずしも十分ではありませんQこれはアメ

リカ物理学会も指摘していますQπとえば、ハンドルを逆に回しπという程度のことがあるんですが、
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もっと混み入っだエラー、一例をあげますと、九州電力で、巻尺を蒸気発生器の中へ忘れてきた事件が

ありますが、恐らくこれは考えられていなかったと思います。ラスムヅセン報告を読んだ時は、われわ

れが考え及ぱなかっπような事故がだくさん拾ってあると、私は感心しπんですが、逆に、ラスムッセ

ンに拾われてない事故でいろんなことが起こり得ることが、一つの問題になるかと思います。ですから、

ラスムッセンで確率を計算機で出せば確かに清石と同じになるといって安心しているべきではないし、

もう少し規模の小さい事故の確率ははるかに大きくなるし、日本の入口密度はアメリカと違う、そうい

う点を十分に考えた上でないと、ラスムッセンの限石の話で短絡してしまうことは非常に危険でないか

と考えます。

　議長．　その考え方の一つの問題点として、午前中のセッシ。ンで川．上教授が、技術が社会にアクセ

プトされπときに初めて実用化したといえるという考え方を示していらっしゃる。つまり、い玄の原子

力発電の技術というものが社会的にアクセプトされだときに初めて実用化されだという解釈に立つと私

は思いますが、一体実用化されたと考えられるかどうかが、やはりパブりック。アクセプタンスの一

つの大きな問題点であろうと思います。

．航空櫨の墜落などを考えだ場合、航空機はわれわれ、自由に使っていて、操作、運行あるいは必要な

手続が十分に所定のと於りになされた場合は、ほぼ100％その安全が確保されているという意味で、

商品化されだ完全な技術体系であろうと思いますQそういう意味で、原子力を考えだ場合に、社会的に

アクセプトされて初めて実用化を認められるのかという問題をめぐっては、やはり、それぞれのバック

グラウンド、だとえば、工学者なりそれぞれの立場によって、かなり評価の仕方が違ってくる．と思いま

ナが…一……。

　竹内　　私は、安全性の問題は留保してあっπのですけども、まだ発言の機会を与えられていないの

ですが…一……。

　議長　　はい、どうぞ。もう予定の時間を超過しちゃいましだので簡単に診願いしまず。

　竹内　　先ほど、フロアーから、異質の害があるということについて、短絡的ではないかという民話

がありましたけれども、私どもが原子力発電に反対する最大の理由は、その危害の質が違うということ

です。どういう点で違うかというと、われわれの生命の遣伝をつかさどる細胞の染色体を傷つける、そ

して突然変異を起こさせる。すると、永久に修復不可能な損傷を受けるという事実にわれわれ消費者は

着目して、これは無条件に悪いことだとい．うことで、運動をしているわけですQ

　ところが、推進派の人たちは、微量だからいいではないかとおっしゃいます。これは、先ほども例が

出たように、ボツリヌス菌のほうが危いとか、青酸ガスや塩素ガスのほうが危ないとかいう議論であり

ますQこれは、確かに個体が即座にコロリと参ります。しかし、遺伝毒性というのは、子孫の代、いや

三代ぐらいになって初めて突然変異が出るといった性質を持っています。だから、われわれは、そうい，

うことを子孫に伝えたくないから、これに無条件に反対だといって澄るわけです。

　議長　　いま私が提起した問題とは若干ずれて溜ります。その問題は、多分、自然に受けている放射

線の量と、原子力発電所付近の住民が受ける量との比較で若干説明がつくと思いますので、これは、後

の問題といだします。先ほどの実用化という問題について、豊田さん於願いいだします。

　豊田　　先ほど小野先生からラスムッセン・レポートでどの程度考慮しているかという治話がありま

したので、そ．れについて最初に「ちょっと澄答えしたいと思います。
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　私は、あの報告書の付録をよく読んでいだだければ、ヒューマン。エラーは、個々の設備の故障率の

中に入っているといえると考えて澄ります。

　ただ、先ほど診っしゃつだ九州電力での巻尺のようなやつはどうかになりますと、ラムッセン報告を

よくごらんになればわかるように、そういう細かいことではなくて、抱括的にどうかということを論じ

ているわけです。もちろん、エラーというのは、私は、プラス・マイナス3ないし10、ファクター．3

ないし10くらいはあると考えて診ります。そういうブロードなラインであれを判断すべきだと考えて

おります。

　そのつぎに、．座長からの設問ですが、結局、これは、ハウ。セーフ・イズ・セーフ・イナーフということであろう

かと思います。先ほどのうムッセン報告にもござい濠すように、どの程度のとζろ葦で安全を確保し、リ

スクを減らせば、それが社会に容認されるかは、われわれとしては非常にむずかしい問題だと思います。

　これは入によってそれぞれ考え方も違ってくると思い冷すが、私としては、だとえば、われわれ、が住

んでいて、空を飛行機が落ちてきだために、われわれが死ぬ確率、そういっだものと同程度であれば社

会的にも十分容認されるのではなかろうかと考え玄す。これは、自然、あるいは人工的に存在．するほか

のいろいろなリスクに比べれば、十分に低い値であると考えており壕す。

　それから・先ほど小野先生がむつしゃつた・日本は入口密度がアメリカに比べて高いという脇指です

が、アメリカでも、インデ4アンポィントのように、大都市のニューヨークから24マイルのところに

ある原子力発電所もって、必ずしも一律にはいえ辞せん。

　それから、安全設備につきましては、ラスムッセンがあの当時に使っだモデルに比べて、現在建殻中

のものはさらに安全性を高めて凝るということなので、そういったことを考えれば、それほ．どの違いは

出てこないと思いますが、かりに、人口密度が数倍高いとなれば、そのリスクは数倍上がることにはな

る．と思います。いずれにしても、その程度のオータ㌧の問題だと思っています。

　議長　　いままで、宮沢さんの発言についていろいろ出てき翻したので、宮沢さんに診願いします。

　宮沢　　この安全性の問題に関連してですが、先ほど、稼働率が低いという問題が指摘され玄しだ。

やはり、この稼働率が悪いのは、事故なり故障なりがあるということです。定期検査は一定の期間でで

きるわけです。それ以上に稼働率が悪いとなると、これはやはり事故、故障が多いといえると思い蚕す。

　πとえば、東電さんの福島の1号炉、あるいは関西電力さんの美浜の1号炉は、稼働率がきわめて低

い。とくに、美浜1号炉は、50年度はまったく稼働してないという状況ですQこれは設置されて、嘆

だ数年しかだたないのに、こういう状態です。安全を確保するために停止しておくのは、もちろん、、住

民サイド、国民のサイドで非常に重要ですけれども、このことが、安全性とくに原子炉そ¢）もの．の安全

性について疑問を持だぜる大きな理由になっています。で、これらの事故について、国なり企業という

のは、資料を発表しません。住民はこれを見る余地がない。科学者も、その関係のところしか見れない。

それが、現在の原子力行政の実態なのですQこういう資料を全部公開．して、そこで検討して、これは本

当にこうなんだという発表を行なわないと、いくら企業で安全だといっても、国民はだれ一人安全象ん

でことを信用しませんQこういうのが原子炉行政、あるいは原子力企業の姿勢なんです。こういう点を

是正しない限り、安全だということをいくらいってみたって始まらないということを申し上げπい。

　それから、先ほどECCSの問題が出ました。まあ、51年に原研でこのECCSの実験をし窪けれ

ども、失敗に終わっているという事例もあります。それからアメリカに奇いてLOFT計画が行われて
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い査すが、それはPWRについての検討で、　BWRの検討は、いま緒についたばかりであります。それ

にもかかわらず、安全審査では安全だということで許可されています。こういうことが、やはり国民の

不安を招くし、事実、そこで事故が起きれば、これは大きな問題になってくるわけです。

　事故というのは、やはり予測しないときに起きるということです。確率論ではかれない、そういう問

題があるはずなんです。で、いったん事故が起こった場合一たとえばECCSが作動せず、炉心が溶

融して、そこで大きな事故が起った場合一一これは科学者の事故評価からいっても、相当大きな被害を

招くことは、もちろん、まぬかれないわけです。そういうものを前提としπ安全審査　　これは、先ほ

ど小野先生も安全審査についてきわめて疑問であると申されたけれども、私どもも、こういう安全資料

の公開もしない、そして、一方的な企業の資料によって、それを審査するスタッフも十分そろえないま

ま、アメリカで検討されたから大丈夫ぢということで日本でそのまま通すというやり方一これはやは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロリ国民の立場から見れば、人間軽視だととられてもやむを得ないわけなんです。

　ですから、安全性問題を語る場合には、資料の公開と、それを住民に見せて、その土でやっていくと

い．う体制が絶対に必要になってきます。で、私どもも先ほども申しだように、この環境プセスメントと

いう問題を、いってるし、アメリカではすでにやられているんですQそこまで、早く日本の原子力行政

が達しない限り、いくら安全だといっても、空念仏だととらえざるを得ないと申し上げておきπいQそ

．ういう意味で、早急に、この安全性を検討する観点を変えていただくことがやはり、コンセンサスを得

ていく前提だということを申し⊥げて画きます。．

　議長　　時間もあ玄りございませんので、あと、小野さんに、簡単にコメントしていだだいて、それ

から安全問題について、生田さんからもう一言おっしゃっていただいて、～応この辺でやめたいと思い

ます。

　小野　　簡単に申しますと、先ほどの豊田さんがラスムッセン報告に触れられましたが、私は、付録

は見ており回すQい玄非常に大事なことは、豊田さんのご指摘のように、平均的なことしかわからない

ということがラムム．ヅセンの一番め欠点ですQ平均で扱えないような、非常に確率の小さい事故につい

では～何ともいえないというのが、ラスムッセン報告で問題にされている点で、その点はまさにおっし

ゃると澄りなんですが、逆にいいますと、そういうものを、人力で予測することは非常に困難であろう

と思います。プラウンズ・フェリーめ発電所の火事の話などは、やはりそういう意味で予測できなかっ

π問題じゃないかと思います。

　生田　　議長から質問が出されまして、どなたもお答えにならなかった点を、少しまとめて申し上げ

たいと思います。

　まず、実用性の問題ですが、ある装置なり、機械な．りがその実用段階に達しているか、いないかとい

う判断は、非常にむずかしいと思いますQいろいろな基準があると思いますが、少なくとも私は、「現

在の原子力発電所が実用段階に達していないというなら、あらゆる設備、機械の中で、実用段階に達しているものが

あるのかという疑問を持ち．ます。実用段階に達しているからこそ日常性を持っているのであり、日常性を持

つ．ているからこそ反対運動も出てくると思います。これが、研究室の内部のものであれば、たとえば、

竹内さんのような立場の方、あるいは富沢さんのような立場の方から反対運動は出てこないと思いますQ

ですから私は、原子力発電というのは、完全に実用化段階に達している一これは、そういう一つのレ

トリックの問題だけではなくて、世界各国に輸ける原子力発電の建設、運転状況から見ても、実用化段
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階に達している一一と考えております。

　それからもう一つは、玄海1号の巻尺問題が、だまπま例として出され濠した。私は、美浜1号炉の

燃料棒はあまり知らな仏んですが、この巻尺の方は少し知識がございます。

　まあ、要点だけを申しますと、巻尺が蒸気発生器の中に落ちだわけです。、別に、私は、いいというつ

もりはありません。けれども、そういうまさに予測しない人災、巻尺が蒸気発生器の中に落ちこんで、

それがこっぱみじんになり、かけらでパイプに穴があき、1次冷却水が外にリークしたわけです。しか

し、安全装置の一部が正確に作動しだことによって発見され、それ以上の大きな故障、事故に発展しな

かっπ、そこのところを改めて認識すべきであります。もしも巻尺が落ちこんで、蒸気発生器のパイプ

に穴があいても、まつだくそれを知ることができなくて、それが最悪のケースをたどり、さらに発展し

ますと、これは、一つの問題になり和す。ある意味では、巻尺問題は、現在の軽水炉に澄ける多重防護

の一つのシステムの実績を立証したものだというように考えられますQこれは巻尺が落ちπのを正当化

するわけではありませんが、そういうものの考え方もすべきであって、巻尺が落ちたから大変だ、原子

力発電は問題だという議論は短絡しすぎていると思います。

　それから、安全審査の問題については、私は、いま宮沢さんがいろいろ論じられたようなもので．はな

い、と思っております。大変失礼ですけれども、少し古い知識で議論していらっしゃるのではないかと

思います。資料の公開ということも、これは何でもかんでも公開すればいいというものではありません。

しかし、地域住民な．り、それに関心を持っている人が、正確にその事態を知るだめに必要な資料につい

ては、できるだけ公開すべきだと思います。公開といっても、非常に専門的なものを、生のままに、地

域住民の前に提示することだけが正しいものではないと思いますQむしろ、原子力発電、あるいは原子

炉そのものの安全性について、わかりやすく、正確な知識を国民全部に伝達することに、あらゆるオピ

ニオン・リーダーが努力することが必要でありま．すQ一つの事象をとらえて、非常に危険だという先入

観を一与えることは、必ずしもいいことではありません。むしろ、専門家もまじえ、あるいは一般の知識

人もまじえて、正確な知識をわかりやすく一般国民に伝えることが、この原子力発電を今後発展させて

いく一番近道ではないかと思って診りますG以上です。

　議長　 ありがとうござvギましだ。

　申しわけありません。時間が大幅に超過いたしましπので、一応この辺で討議を打ち切りたいと思い

ます。それで℃どうも議長横暴といわれそうですけれども、この種の討論というのは、考えてみますと、

いままでやったことがないんですね。ですから、必要があるとお考えになるのか、いや、もうやめだ惑

うがいいと語考えになるのか、その辺を、山田さんから、ずっと診っしゃつていただけ隣せんかQ

　山田　　宮沢さんがお話になって診られπように、これが秘密の中にあるということは、パブリック

・アクセスタンスを得るうえで非常によくないと思います。きょう出てき夜人はみな専門家ということ

ではないと思いますが、最初の試みとしては、まだすれ違いのままのところも若干ありまずけれども、

一つの進歩と見ていいと思い淫すかQ宮沢さんがいろんなことをいわれましだが、その中でも具体化し

ていること、あるいはお考え違いのところもあるんですが、はっきりお考えがわかったということは、

非常にいいことであると思います。ですから、今後とも続けるべきであって、もっと専門レ尽ルに上げ

てもいいんじゃないかという気がします。．

　議長　　宮沢さん、どうぞ。
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　宮沢　　安全性の問題について、原子炉自体の安全性の問題と、核燃料サイクル全体の安全性の問題

この二つをこつちゃにして考えてはいけませんQいまこちらのほうから出ているのは、原子炉の安全性

についての問題です。これについては、私自身も、先ほどから申し上げており玄すように、まだ安全だ

ということが実証されていない、と考えております。それから、核燃料サイクル全体については、再処

理の問題、廃棄物の問題の安全性が、玄つたくわかってはいません。ですから、全体の原子力開発その

ものを、住民の立場、国民の立．黷ｩら見た場合、そういう未解決の技術問題を残しながら推進するのは

尚早ではないでしょうか。

　だとえば、アメリカでは、昨年の7月に、再処理問題、それから廃棄物の問題、この二つの問題をめ

ぐって連邦高等裁判所に澄いて、原子炉停止の判決が出ております。これは、環境アセスメントの方向

でもって処理されております。日本の法制とは若干違いますが、そういうふうに核燃料サイクル全体に

ついて審査し、なおかつそ．の中で欠陥があれば再検討を命ずる体制が、アメリカではとられています。

日本の場合は、そうでないところに問題があるのです。

　そういうことで、現在の段階では、これは、再検討すべきである、と申し上げておきます。

　豊田　　私は、こういう討論会を、引き続いてやっていただくことは、非常に意義があると思います。

と申し玄すのは、やはり、かなり誤解の上に立った議論も出て診りますので、そういった点は、これか

らよく解き明していくことが必要かと思います。

　たとえばBWRでECCSの実験が、全然やられていないとし（う論話ですが、　BWRでは、　PWRと

違ったECCSの構造になっております。そのうち、炉心スプレー系とか、そういうものについては、

実寸大の燃料集合体を使って、上から水を降り注ぐような実験、あるいは、実物大の燃料についての、

炉心スプレーから水を降らぜて、燃料から発生する蒸気の影響を、空気の吹き上げで模擬してやるとい

うふうな、いろんな実験をやっておりますQこれは、原子炉設置許可の、添付資料にも載っており、公

開されているはずですので、何ふの誤解ではないかと思います。

　それからもう一つ、放射線が異質だというお話について述べます。

　これについては、国立遺伝学研究所の田島氏の書かれたr人間の遺伝」というNHKブックスの一節

を、簡単に申し上げますQ

　「今日では、原子力の平和利用から出てくる放射線よりも、環境化学物質に由来する突然変異のほう

が、はるかに大きな影響を持つものとみられる」ということで、農薬とか、医薬とか、食品添加物とか、

排気ガス、こういつだものをあげて於られます。しπがって、異質だという論拠は、どういうところで

於っしゃつているのか、ということでございます。

　それから、先ほど小野先生から、火災の場合の澄話がございましだQ先ほども申し遍しだように、ラ

スムッセン。レポー・トは、抱括的に、どの程度のリスクがあるかを、扱っているものです。火災につい

ても、個々の装置の作動がどうなるかを故障統計からやっているわけです。かりに、火災を考えても、

それによる炉心溶融の20％程度であるということで、先ほど申した、ファクター3ないし10という

精度の中での議論としては、問題がないと考えて澄ります。

　それから、プルトニウムのクレジットの問題ですQ

　実は、プルトニウムは、料金に織り込んでも、kWh当たり三銭減ですので、織り込む、織り込まないは、

発電原価の上からは、問題じゃないことを、つけ加えさせてもらいますQ
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　議長　　竹内さん。

竹内　いま・豊田さんが・化学物質も変異源性があると励れましだ・獅略そのと幼です．・し

かし、一方で、化学物質でそうなっているから、原子力の放射性の害についてはいいのではないか、こ

ういう論理はおかしいのです。

　それから、私は、コンセンサスについていいたいのです。

　ついせんだって、日本学校給食会は、コバルト60をかけだ照射ジャガイモを、学校給食用に配給す

る予定でいましたが、契約を解除して、とりやめ凌しだ。

　その理由の第一点は、われわれが、集会を開いて科学技術庁の担当課長に、「コバルト60をかける

と芽がと玄るメカニズムを説明してくれ」といっ．たところが、説明ができないんですQそういうあやふ

やなことでは、われわれは納得できず、集会を開き、そしてやめうという要求をしだわけです。それが

第一点。第二点は、学校給食用のリジンの三和問題で、ママさん危ちが騒いだこともあり、融育の現場

の混乱を避けるために、文部省はそれをとりやめることにレたわけです。

　そういう2っの理由から、学校給食会はとりやめだんです。

　だから、専門家からみれば、なんてばかなことをするんだ、と一思いであるかもしれませんが、いま

のパブリック・アクセプタンスは、こういうプロセスを経て結論が出るんですQだから、それがいやな

らば、なぜ、もっとわれわれに対して、何でも聞きたいことを教えてくれないのでしょうか。電力会社

は、パンフはいくらでも出されますが、私だちが、本当に聞きたいことを文書で提出しても、あるいは、

教えてくれといっても、出てこないし、返事もよこし玄せん。そういうごとで、どうしてコンセンサ冬

が得られるんでしょうか。私は、最後にそれ担げいっておきます。、

　議長．　この種の討論の試みについてはいかがですかQ

竹内　いや・続け砿らば・いくら．でも・．まだい欧厩とがあるんですよ・だから・私三三が

抑えられたから、えらく抑圧を感じているんですよ。

　議長　　川上さん、どうぞ。

　川上　　続けるというのは、原子力発電のことかと思っだんですけど…………。

　もう、すでに原子力発電は、、日本でも743万kWぐらいの能力を持っているわけですね。ただ、稼働

率が悪いから、あまり出てないのですが、われわれが心配しているのは、危険ではない、安全だといわ

れても、日本のように、これだけ領土が狭く、人口が密集しているところでは、原子力発電は、慎重の

上にも慎重を重ねて進めていくべきものだということですQそのだめに、私は、研究を重点に置くべき

だと思います。プルト謀ウムの原価、あれはζとのついでに話したわけで、専門家の方が、全然影響が

ないといわれる（gなら、それでいいんです。

　私は、体系的に完成しなければ、原子力発電は、やはり欠陥の部類に入ると思いますので、研究を重

視し、そこへ金をやるというふうに、い蜜までのやり方を、根本的に変える必要がある、と思いますQ

　講i長　　ありがとうございました。

　小野さん、どうぞ。

　小野　　今後も・こういう議論をやることは・結構だと思いますq

　それから、原子力発電については、先ほど申したので省略し査すが、一つだ．けちょ．、？とつけ加えπい

と思います。
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　先ほど巻尺の話が出ましだが、私が、巻尺の話を、とくに持：ら出しだのは、ああいうふうに、全然考

えてないようなことが、いろいろ起こる、それが、どこで起こるかわからぬという例で、持ち出したん

です。それを、巻尺のことで、何か危ないというように、私がいっていると思うのは、誤解です。あの

場合にはう査く働いたんですが、いつも柳の下にドジ。ウはいないと申し上げたんです。

　議長　　ありがとうございましだ。

　じゃあ、生田さん。

　生田　　こういう種類の、討論会といいますか、デ4スカッシ。ンをやることには、私は大賛成で、

もっと前からやるべきだったと思いますし、これから何回でも繰り返してやるべきだと思います。

　それから、さっきから専門的な問題について、参加者の方からも、専門的なご意見が出ましだので、

専門家レベルの議論も必要だし、まπ、非専門家というと、山田先生や小野先生に怒られるかもしれま

ぜんが、専門．ﾆ以外のレベルでも、討論、議論をもっとすべきだと思います。

　だだ、その場合に、フェアーな議論をすることが必要で、1そこで詰めていくべきです。ですから、先

入観をなるべく捨てて、フェア』な議論をすること寮必要です。竹内さんがいわれπように、いくら聞

いても教えてくれないというのは、非常によくないことで、そこは、かりに専門家がくだらない質問だ

と思っても丁寧に答えるくらいの気持ちでないと、国民のコンセンサスは得られないと思いますから、

そういう点は改良ずべきだと思います。

　ただ、日本の原子力論争というのは、世界に冠たる変わっだ論争でして、守るほうと攻めるほうが完

全に決まっていて、攻めるほうはつねに攻め、．守るほうはつねに守るということで、これはちょっと例

がありません。原子力発電なり、原子力の開発、利用を積極的に推進しようという側からも、それに批

判的なほうを、逆に攻めることがあって、しかるべきだ． ﾆ思います。攻められるほうも、その攻めを受

け入れるだけの雅量を持ってほしいと思いますQ極端なことをいうと、原子力を支持する人たちにも、

やはり言論の自由があるべきだと思うので、そういう点でフェアーな議論が展開されることを期待しま

す。

　議長　　ありがとうございました。

　この辺で、実は、問題点を集約しなければならないことに、相なっておりますが、とうてい集約でき

る問題ではございません。むしろ、最後に生田さんが凄っしゃつた問題を忌もう少し、私なりに考えま

して．
qべさせていだだきますQ

　かってア．メリカの社会学者のケネス．．・ボールディングから黒いだ話ですが、今日の科学と申しますが、

学問が、ここまで進展してきた最大の理由は、・・サイエンティフィッ． N。エティクス”というものがある。

つまり、“科学的な倫理”というものがあるということでしたQそれは、三つめ点から成り立ってい玄す。

第一は、好奇心です。第二は、正確さの尊重であるといって澄りましだQ

　好寄心というのは、われわれの論争にあてはあてみますと、従来の既成概念とか、先入観とか、ある

いは専門的な立場とか、セクシ。ナリズムとか、そういった分野をはるかに乗り越えて、相手の言い分

に対して、種極的に自分の知識欲を満たすだめに行卸することを意味していると思います。

　第二の正確さの慎重、これは、申し上げるまでもないと思いますQ

　第三番目の客観性の尊重とは、要するに、自分が、年来、だとえば原子力について、こういう考え方を

持っているというふうな自論があ？たといだします。それに対して別の入がその誤りを正しだ場合に、
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その誤りに対してすな診に受け入れるだけではなく、誤りを正してくれだ人間と手をとりあって、従来

の自分の考え方が間違っていて、それを訂正してくれたことを、ともに喜び合わなければならない、そ

ういう客観性であると、ボールディングはいっておりましだQ

　恐らく17世紀ぐらいから始まりまして、今田のように自然科学が非常に大きな進展を遂げだ背景に

は、まがりなりにもこのような“サイエンティフィック。エティクス”というものが、科学者の間で守ら

れたからというのが、ボールディングの考え方であります。これは、とりもな澄さず、これからの日本、

あるいは世界といった社会を考える場合に、非常に意味のある倫理ではないかと思います。

　これから、原子力に関連しだこういうふうなシンポジウムが、あっちこっちで開かれることを、私は

念願しますが、その場合に、感情や既成概念にとらわれないで、冷静にこの3つの倫理を保って、澄互

いに話し合うことが可能であれば、恐らく中央シンポジウムであろうと、あるいは各地域のシンポジウ

ムであろうと、ぞうさなく実現するのではないかと思って澄ります。

　では、長い時間、どうもありがとうございました。
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